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平成２６年第６回西会津町議会定例会会議録 

 

第１．招  集 

１．日 時    平成２６年１２月５日 

２．場 所    西会津町役場 

 

第２．開会、閉会及び会期 

１．開 会    平成２６年１２月 ５日 

２．閉 会    平成２６年１２月１１日 

３．会 期    ７日間 

 

第３．議員の応招・不応招 

１．応招議員 

１番 小 柴   敬 ６番 猪 俣 常 三 11番 清 野 佐 一 

２番 三 留 正 義 ７番 鈴 木 滿 子 12番 五十嵐 忠比古 

３番 長谷川 義 雄 ８番 多 賀   剛 13番 武 藤 道 廣 

４番 渡 部   憲 ９番 青 木 照 夫 14番 長谷沼 清 吉 

５番 伊 藤 一 男 10番 荒 海 清 隆   

２．不応招議員 

な し 
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平成２６年第６回西会津町議会定例会会議録 

 

議事日程一覧 

 

平成２６年１２月５日（金） 

日程第１  会議録署名議員の指名 

日程第２  会期の決定 

日程第３  議長諸報告 

        陳情の受理、委員会付託 

日程第４  管外行政調査実施報告 

日程第５  保育施設運営に係る調査特別委員会の中間報告 

日程第６  例月出納検査報告 

日程第７  付議事件名報告 

日程第８  提案理由の説明 

 

平成２６年１２月８日（月） 

日程第１  一般質問（猪俣常三 伊藤一男 三留正義 小柴敬 長谷川義雄 

 多賀剛） 

 

平成２６年１２月９日（火） 

日程第１  一般質問（鈴木滿子 青木照夫 五十嵐忠比古 清野佐一 長谷沼清吉） 

  

平成２６年１２月１０日（水） 

日程第１  議案第１号  平成２６年西会津町一般会計補正予算（第７次）の専決処分

の承認について 

日程第２  議案第２号  職員の修学部分休業及び高齢者部分休業に関する条例 

日程第３  議案第３号  職員の自己啓発等休業に関する条例 

日程第４  議案第４号  職員の配偶者同行休業に関する条例 

日程第５  議案第５号  西会津町地域連携販売力強化施設条例 

日程第６  議案第６号  職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

日程第７  議案第７号  西会津町税特別措置条例の一部を改正する条例 

日程第８  議案第８号  西会津町国民健康保険条例の一部を改正する条例 

日程第９  議案第９号  西会津町文化財保護条例の一部を改正する条例 

日程第10  議案第10号  平成２６年度西会津町一般会計補正予算（第８次） 

日程第11  議案第11号  平成２６年度西会津町下水道施設事業特別会計補正予算 

（第１次） 

日程第12  議案第12号  平成２６年度西会津町農業集落排水処理事業特別会計補正 

予算（第１次） 
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日程第13  議案第13号  平成２６年度西会津町個別排水処理事業特別会計補正予算 

（第１次） 

 

平成２６年１２月１１日（木） 

日程第１  議案第14号  平成２６年度西会津町後期高齢者医療特別会計補正予算 

（第１次） 

日程第２  議案第15号  平成２６年度西会津町国民健康保険特別会計補正予算（第 

２次） 

日程第３  議案第16号  平成２６年度西会津町介護保険特別会計補正予算（第２次） 

日程第４  議案第17号  平成２６年度西会津町簡易水道等事業特別会計補正予算 

（第１次） 

日程第５  議案第18号  平成２６年度西会津町水道事業会計補正予算（第２次） 

日程第６  議案第19号  西会津町介護老人保健施設の管理に係る指定管理者の指定 

について 

日程第７  議案第20号  西会津町温泉リハビリプールの管理に係る指定管理者の指 

定について 

日程第８  議案第21号  西会津町介護センターの管理に係る指定管理者の指定につ 

いて 

日程第９  議案第22号  西会津町地域ふれあいセンターの管理に係る指定管理者の 

指定について 

日程第10  議案第23号  西会津町高齢者グループホームの管理に係る指定管理者の 

指定について 

日程第11  議案第24号  西会津町野沢保育所の管理に係る指定管理者の指定につい 

            て 

日程第12  議案第25号  西会津町へき地保育所の管理に係る指定管理者の指定につ 

いて 

日程第13  議案第26号  西会津町温泉健康保養センターの管理に係る指定管理者の 

指定について 

日程第14  議案第27号  西会津町森林活用交流促進施設の管理に係る指定管理者の 

指定について 

日程第15  議案第28号  西会津町さゆり公園の管理に係る指定管理者の指定につい 

            て 

日程第16  議案第29号  西会津町ふれあい交流施設の管理に係る指定管理者の指定 

について 

日程第17  議案第30号  西会津町地域資源活用総合交流物産館の管理に係る指定管 

理者の指定について 

日程第18    議案第31号  西会津町ケーブルテレビ施設の管理に係る指定管理者の指 

定について 

日程第19    議案第32号  西会津町総合計画基本計画（後期）の策定について 
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日程第20  議案第33号  西会津町過疎地域自立促進計画の変更について 

日程第21  議案第34号  固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を求めるこ 

とについて 

追加日程第１  提案理由の説明 

追加日程第２  議案第35号  町長等の給与及び旅費に関する条例及び教育長の給 

与・勤務時間その他の勤務条件に関する条例の一部を改 

正する条例 

追加日程第３  議案第36号  議会議員の議員報酬及び費用弁償条例の一部を改正す 

る条例 

追加日程第４  議案第37号  平成２６年度西会津町一般会計補正予算（第９次） 

日程第22  陳情第３号  軽度外傷性脳損傷の周知、及び労災認定基準の改正などを 

求める陳情 

日程第23  陳情第６号  国に対し「東日本大震災の被災者に対する援助のための日 

本司法支援センターの業務の特例に関する法律」の有効期限 

を延長する立法措置を求める意見書の提出を求める陳情 

日程第24  陳情第７号  町公共施設への LP ガス供給に関する陳情書 

日程第25  意見書案第１号  軽度外傷性脳損傷の周知、及び労災認定基準の改正な 

どを求める意見書 

日程第26  意見書案第２号  「東日本大震災の被災者に対する援助のための日本司 

法支援センターの業務の特例に関する法律」の有効期限 

を延長する立法措置を求める意見書 

日程第27  議会運営委員会の継続審査申出について 

日程第28  議会広報特別委員会の継続審査申出について 

日程第29  議会活性化特別委員会の継続審査申出について 

日程第30  保育施設運営に係る調査特別委員会の継続審査申出について 
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平成２６年第６回西会津町議会定例会会議録 

 

平成２６年１２月５日（金） 

 

開  会   １０時００分 

 

出席議員 

１番 小 柴   敬 ６番 猪 俣 常 三 11番 清 野 佐 一 

２番 三 留 正 義 ７番 鈴 木 滿 子 12番 五十嵐 忠比古 

３番 長谷川 義 雄 ８番 多 賀   剛 13番 武 藤 道 廣 

４番 渡 部   憲 ９番 青 木 照 夫 14番 長谷沼 清 吉 

５番 伊 藤 一 男 10番 荒 海 清 隆   

 

欠席議員 

  な し 

 

地方自治法第１２１条の規定により説明のため議会に出席した者の職氏名 

町 長 伊 藤   勝 建設水道課長 酒 井 誠 明 

総 務 課 長 伊 藤 要一郎 会計管理者兼出納室長 会 田 秋 広 

企画情報課長 杉 原 徳 夫 教育 委 員 長 五十嵐 長 孝 

町民税務課長 新 田 新 也 教 育 長 新井田   大 

健康福祉課長 渡 部 英 樹 教 育 課 長 成 田 信 幸 

商工観光課長 大 竹   享 代表監査委員 佐 藤   泰 

農林振興課長 佐 藤 美恵子   

    

 

会議に職務のため出席した者の職氏名 

議会事務局長 高 橋 謙 一 議会事務局主査 薄   清 久 
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第６回議会定例会議事日程（第１号） 

 

平成２６年１２月５日 午前１０時開議 

 

 

開  会 

 

開  議 

 

日程第１  会議録署名議員の指名 

 

日程第２  会期の決定 

 

日程第３  議長諸報告 

       陳情の受理、委員会付託 

 

日程第４  管外行政調査実施報告 

 

日程第５  保育施設運営に係る調査特別委員会の中間報告 

 

日程第６  例月出納検査報告 

 

日程第７  付議事件名報告 

 

日程第８  提案理由の説明 

 

散  会   

 

 

 

（全員協議会） 

（議会広報特別委員会） 
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○議長  ただ今から平成 26年第６回西会津町議会定例会を開会します。（１０時０４分） 

開会にあたり一言ごあいさつを申し上げます。 

議員各位には、師走に入り、公私誠にご多忙のところご出席を賜り、厚く御礼申し上げ

ます。 

本定例会に提出される諸議案につきましては、後刻、町長から詳細にわたって説明され

ることと存じますが、円滑に議事を進められ、適正妥当な議決に達せられますよう切望し

ますとともに、諸般の議事運営にご協力を賜りますようお願い申し上げまして開会のあい

さつといたします。 

これから本日の会議を開きます。 

本日の議事日程は、お手元に配付したとおりであります。 

日程に入るに先立ち、事務局長から諸報告をいたさせます。 

事務局長、高橋謙一君。 

○議会事務局長  報告いたします。 

本定例会に、町長より別紙配付のとおり 34件の議案が提出され、受理いたしました。 

次に、本定例会までに受理した陳情は２件であり、陳情の要旨等はお手元に配付の陳情

文書表のとおりであります。 

次に、本定例会の一般質問の通告は、11 議員からであり、質問者及び質問の要旨は、お

手元に配付の一般質問通告書のとおりであります。 

次に、例月出納検査結果については、監査委員から報告がありましたので、その写しを

配付してございます。 

最後に、本定例会に議案説明のため、町長、教育委員長、監査委員に出席を求めました。 

なお、本定例会に、地方自治法第 121 条の規定に係る説明委任者として、町長から各課

長及び会計管理者兼出納室長を、教育委員長からは教育長、教育課長をそれぞれ出席させ

る旨の通知があり受理いたしました。以上であります。 

○議長  以上で諸報告を終ります。 

日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

会議録署名議員は、会議規則第 116条の規定により、６番、猪俣常三君、14番、長谷沼

清吉君を指名します。 

日程第２、会期の決定を議題とします。 

お諮りします。 

本定例会の会期は、本日から 12 月 11 日までの７日間にしたいと思います。ご異議あり

ませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、会期は本日から 12 月 11 日までの７日間に決定しました。 

日程第３、議長諸報告を行います。 

９月定例会以降、現在までの議会活動は、お手元に配付の議長諸報告のとおりでありま

す。 

次に、陳情の受理、委員会付託について申し上げます。 
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本日までに受理しました陳情は２件であります。会議規則第 93 条の規定により、お手元

に配付しました陳情文書表のとおり、それぞれの常任委員会に付託いたします。 

日程第４、管外行政調査実施報告を行います。各常任委員長の報告を求めます。 

報告は総務常任委員会、経済常任委員会の順で行ってください。なお、報告は簡潔にお

願いいたします。 

総務常任委員会委員長、青木照夫君。 

○総務常任委員会委員長  （別紙報告書により報告） 

○議長  次に、経済常任委員会委員長、五十嵐忠比古君。 

○経済常任委員会委員長  （別紙報告書により報告） 

○議長  ただいまの報告に対して質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終ります。 

これをもって、管外行政調査実施報告を終ります。 

日程第５に入る前に皆さんに申し上げます。 

保育施設運営に係る調査特別委員会から調査中の事件について、中間報告をしたい旨の

申出があります。 

お諮りします。 

保育施設運営に係る調査特別委員会の継続審査事件の中間報告について、申出のとおり

報告を受けることにしたいと思います。これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、保育施設運営に係る調査特別委員会からの申出のとおり、中間報告を受け

ることに決定しました。 

日程第５、保育施設運営に係る調査特別委員会の中間報告を行います。 

保育施設運営に係る調査特別委員会の報告を求めます。 

保育施設運営に係る調査特別委員会委員長、鈴木滿子君。 

○保育施設運営に係る調査特別委員会委員長  （別紙報告書により報告） 

○議長  ただいまの報告に対して質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終ります。 

これをもって、保育施設運営に係る調査特別委員会の中間報告を終ります。 

日程第６、例月出納検査報告を行います。 

監査委員の報告を求めます。 

代表監査委員、佐藤泰君。 

○代表監査委員  （例月出納検査結果報告） 

○議長  ただいまの報告に対して質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終ります。 

これをもって、例月出納検査報告を終ります。 
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日程第７、付議事件名報告を行います。 

付議事件名につきましては、お手元にお配りの議会定例会議案付議事件記載のとおりで

あります。 

日程第８、提案理由の説明を行います。 

町長の提案理由の説明を求めます。 

町長、伊藤勝君。 

○町長  （町長提案理由の説明） 

○議長  以上で本日の日程は全部終了しました。 

本日はこれで散会いたします。（１１時４３分） 
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平成２６年第６回西会津町議会定例会会議録 

 

平成２６年１２月８日（月） 

 

開  会   １０時００分 

 

出席議員 

１番 小 柴   敬 ６番 猪 俣 常 三 11番 清 野 佐 一 

２番 三 留 正 義 ７番 鈴 木 滿 子 12番 五十嵐 忠比古 

３番 長谷川 義 雄 ８番 多 賀   剛 13番 武 藤 道 廣 

４番 渡 部   憲 ９番 青 木 照 夫 14番 長谷沼 清 吉 

５番 伊 藤 一 男 10番 荒 海 清 隆   

 

欠席議員 

  な し 

 

地方自治法第１２１条の規定により説明のため議会に出席した者の職氏名 

町 長 伊 藤   勝 建設水道課長 酒 井 誠 明 

総 務 課 長 伊 藤 要一郎 会計管理者兼出納室長 会 田 秋 広 

企画情報課長 杉 原 徳 夫 教育 委 員 長 五十嵐 長 孝 

町民税務課長 新 田 新 也 教 育 長 新井田   大 

健康福祉課長 渡 部 英 樹 教 育 課 長 成 田 信 幸 

商工観光課長 大 竹   享 代表監査委員 佐 藤   泰 

農林振興課長 佐 藤 美恵子   

 

会議に職務のため出席した者の職氏名 

議会事務局長 高 橋 謙 一 議会事務局主査 薄   清 久 
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第６回議会定例会議事日程（第４号） 

 

平成２６年１２月８日 午前１０時開議 

 

 

開  議 

 

 

日程第１  一般質問 

 

 

散  会 

 

 

（議会活性化特別委員会小委員会） 

 

 

 

 

 

 

（一般質問順序） 

 

１．猪俣 常三   ２．伊藤 一男   ３．三留 正義 

４．小柴  敬   ５．長谷川義雄   ６．多賀  剛 

７．鈴木 滿子   ８．青木 照夫   ９．五十嵐忠比古 

10．清野 佐一    11．長谷沼清吉 
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○議長  おはようございます。平成 26年第６回西会津町議会定例会を再開します。 

（１０時００分） 

これから本日の会議を開きます。 

本日の議事日程は、お手元に配付したとおりであります。 

日程第１、一般質問を行います。 

通告により、順番に発言を許します。質問者は順次質問席に着席し、発言を求めてくだ

さい。 

６番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  町民の皆さん、議場の皆さん、おはようございます。６番、猪俣常三です。 

今次の議会に、町政運営や町民の生活に関わる重要な課題について、12 月定例議会にお

いて一般質問をさせていただきます。 

一般質問に入る前に、11 月 22 日に長野県北部におきた大地震によりまして、甚大な被

害をうけられた方々に心からお見舞いを申し上げます。特に大被害をうけた小谷村は、空

き家対策に取り組んでいる先進地の自治体であり、本町に空き家対策条例を制定するにあ

たって、大きな知恵を与えていただいたところから、復旧復興を願うと同時に、被害をう

けられました他の自治体におかれましても、災害から早期の復旧復興をお祈り申し上げた

いと思います。 

最近の経済の動向について報道が賑わいをみせております。日本銀行において経済の再

生に思い切った政策を打ち出したと報道され、総合戦略の一環として追加金融緩和の決定

をされました。物価は上昇、円安、そして平成 27年 10月には 10パーセントの消費税増税

が法律で定められているとし、その判断が現政府において 12 月中に、７月から９月期の国

内総生産、ＧＤＰ、その速報値、経済指標をみて首相が判断をするとしておりましたが、

政府において 11 月４日に経済財政諮問会議が開かれ、有識者からは社会保障の安定的な執

行、経済や財政に対する信頼の維持、社会保障と税の一体改革は待ったなしで、議員の定

数の削減も必要、子育て世代の家計費の負担軽減、低所得者への支援対策の実行など、賛

否の激論があったことなど、首相判断に慎重な姿勢を求め、有識者からの経済対策を強く

要請されたとのことであります。 

これを受けて、現政権では、日経平均株価の上昇により、経済の見通しを次のようにさ

れております。年金の運用もプラスになる、物価が上がることで資産効果を呼ぶ、それが

消費に結びつくとして、経済成長にプラスになるとの見方を示している報道がなされてお

ります。 

しかしながら、先月 11 月 21 日に、安倍政権といたしましてアベノミクスの効果や消費

税増税 10パーセントの時期を平成 29年４月に判断することや、国際安全保障、社会保障

など国民の審判を問うといたしまして、国会が解散されたことはご存知のとおりでありま

す。県内の家計動向などを調べた機関によると、消費動向や景気動向に４月の消費税増税

８パーセント後、消費者の節約志向が続き、消費意欲が後退していると分析されておりま

す。これに関連して、日本銀行の分析によると、急速な円安進行に関して、実体経済に及

ぼす影響を注意深くみていくとしております。そして物価上昇、目標２パーセントの達成、

賃金が上昇することが必要であるということから、来春の春闘に期待感を示されておりま
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す。 

今後注目すべきことは、国は人口流出の原因を探り、データを集めて、特に大学など学

びの場、雇用の受け皿、保育所などの子育て環境に着目、一旦地元を離れたのちに再び戻

るＵターンや、都市部から地方に移る、また移り住むＩターンについて、若い世代にとっ

て暮らしやすさを考えていくとしております。地域経済活性化に取り組む地方創生の施策

を掲げる法案が 11 月 21 日可決され、経済再生の効果を検証し、女性の活躍、働く環境づ

くりの場、若者の雇用の創出の場を確保し、出産や子どもを育てることができる豊かな地

域社会の実現を目指しているとしております。小規模の切捨てにならないように祈ってお

るところであります。 

県内では、原発事故後、復旧復興、再生が求められており、会津地方においても風評被

害払拭が急務となっております。同時に経済成長が不透明であり、各自治体の共通の悩み

である過疎化の歯止めに苦慮している状況で、この地方創生の施策がよい方向に働いてく

れるよう、早く待ち望んでいるところであります。 

さて、伊藤町政において、平成 27年度の主要事業の内容や今後の課題など、目の前に山

積しておりますが、中でも平成 27年４月に開校を目指している新西会津小学校の建設や、

町道野沢柴崎線新郷樟山バイパス、奥川工区までの西会津縦貫道路の促進に、県代行事業

で建設中の新橋屋橋と橋立３号橋の橋台や橋脚の工事も順調に進められております。さら

に県道喜多方西会津線の尾登駅付近の急こう配の解消工事や、明神橋耐震補強工事など、

ハードな事業が完成に近くなっている状況となっております。 

さらに伊藤町政は、たゆまぬ行動力を持続され、議会からの要請や住民の目線に沿って、

意見を聞きながら行政に反映して執行していただくことを大いに期待するものであります。

今後、よりよい町政の進展にご尽力を願うため、多くの課題の中から何点か伺ってまいり

たいと思います。 

農業問題についてでありますが、近年米の値段が市場により決められるようになってか

ら、農家経営に大きな変化が起きております。生産者が報われないような社会の仕組みで

あってはならない。そこで平成 26年度産の米の価格の下落で収入が減少する米農家の現況

の中、県は関係機関と連携して、農家経営安定資金を設けて支援策を打ち出しましたが、

借金の上にまた資金を借りるとしても、厳しい農業経営を強いられている状況にあります。 

この現況を踏まえて、１点目は米農家の方々は、来年の作付けに向けて資金繰りの悪化

が懸念されております。農家の経営安定を図る上で、融資制度を活用することによって、

農家の負担が大きいと思われます。基幹産業として農業を支えることから、支援策等につ

いて町の方針が示されているのであれば、詳細をお伺いいたします。 

２点目は、近年、米農家の後継者が減少する中、耕作放棄地の増大が考えられ、耕作可

能な水田について遊休地化が進み、雑草等の水田管理がいき届かなくなるなど、その対策

をどのように進めていくのか、町の考えをお伺いいたします。 

次に、子ども・子育て支援新制度についてでありますが、この制度が平成 27年４月から

スタートすることにより、これまで、よりよい保育サービスを利用しやすくなるというこ

とから、新しい保育施設はどのように対応されるのか、何点かお伺いいたします。 

１点目は、本町において保育所の運営はどのように変わるのかお伺いいたします。 
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２点目は、１、２年後、新たな認定施設ができたときの対応など、町はどのように考え

ているのかお尋ねいたします。 

以上をもって一般質問といたします。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  おはようございます。６番、猪俣議員のご質問のうち、私からは農業問題につい

て、特に米価下落に対する町の支援策についてお答えをいたします。 

ＪＡの平成 26年産米の概算金は、コシヒカリ１等米 60キロ 2,100 円の下落となりまし

た。この影響により、町全体では米の販売額で約１億円の減収となる見込みであります。

この減収額を補填するために、国の制度で、ナラシ対策があります。制度に加入されてい

る方に対しては、減収額の９割が交付金として、今後交付される予定であります。 

町では、本町の基幹作物である稲作を来年度以降も継続して取り組んでいただくことと、

来季への耕作意欲につなげていただくため、ナラシ対策との差額１割相当額、10アール当

たり 1,800 円に対して、町独自の支援策、稲作経営緊急支援事業を行うこととし、経営所

得安定対策に加入している農家に支援することといたしました。今次の補正予算に総額１

千万円を計上いたしましたのでご理解をいただきたいと思います。 

また、来年度以降の稲作経営に対する対策としては、米価の下落傾向が今後も相当続く

ことや、稲作を縮小する農家から担い手への集積が進むことが予想されることから、認定

農業者への誘導と、ナラシ対策の加入促進に努めてまいります。さらには、ライスセンタ

ー等の組織に対しましては、生産体制の強化のため、機械整備補助事業を実施し、品質の

向上と経営規模の拡大を支援してまいりたいと考えております。加えて、福島県は米価下

落に伴い、稲作農家に必要な運転資金として、平成 26年稲作経営安定資金を創設したとこ

ろであり、そしてまた、会津いいで農業協同組合でも独自の再生産資金として、組合員を

対象とした低利の融資を実施しています。 

町といたしましては、融資制度の利用者に対して次年度以降の借入の利子補給について、

現在検討を進めているところであります。 

今年は、本町の米の美味しさが改めて実証されました。稲作農家の皆さんには、引き続

き自信と誇りを持って米づくりに取り組んでいただきたいと考えております。そのために、

町として必要な施策を積極的に推進してまいりたいと考えておりますのでご理解をいただ

きたいと思います。 

その他のご質問については、担当課長より答弁いたさせます。 

○議長  農林振興課長、佐藤美恵子君。 

○農林振興課長  ６番、猪俣常三議員の農業問題についてのご質問のうち、耕作放棄地対

策についてにお答えいたします。 

現在、高齢化や米価下落の影響により農地の活用が困難になり、今後、耕作放棄地が増

えることが懸念されます。西会津町においては、町内全域を対象に全ての自治区で、農地・

農道・水路を守る多面的機能支払交付金事業、通称、水土里事業に取り組んでおります。

今年度からは、制度の一部が変更され、対象農地の保全管理についても、活動の対象とな

りましたので、米をつくれなくなった田は、集落の共同作業で農地としての保全管理を行

っていただきたいと考えております。 
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また、耕作放棄地については再生するための補助事業があり、町内でもこの補助を活用

して農地の再生を行っている自治区もあります。 

これら各種制度を有効に活用し、町民の皆さんとの共同活動により、守るべき農地はし

っかりと守っていきたいと考えていますのでご理解願います。 

○議長  健康福祉課長、渡部英樹君。 

○健康福祉課長  ６番、猪俣常三議員の子ども・子育て支援に関する質問にお答えします。 

子ども・子育て関連３法の制定により、平成 27年４月から、子ども・子育て支援制度に

移行します。子ども・子育て支援制度は、子どもを生み育てやすい社会の実現を目指して

創設されたもので、新制度においては、町は実施主体となり、地域のニーズに基づいて事

業計画を策定し、幼児期の教育・保育及び地域の子ども・子育て支援事業を提供すること

が求められています。 

具体的な内容といたしましては、質の高い保育と幼児教育を一体的に提供する認定こど

も園制度の充実、地域のニーズを踏まえた子ども・子育て支援事業計画の策定、地域子育

て支援拠点事業や放課後児童クラブなどの充実などを進めていくこととなります。なお、

西会津町の子ども・子育て支援事業計画につきましては、現在、子ども・子育て会議でご

意見をいただきながら策定をすすめているところであります。 

新制度がスタートしますと、保育所や認定こども園等の施設の利用を希望する保護者は、

支給認定申請書を町に提出することとなります。町では申請のあった家庭の状況や年齢に

より、その子どもを３つの認定区分に区分し、保護者はその区分に応じて保育所等の利用

希望の申し込みをすることになります。本町においては、新たな保育施設が開所するまで

の間は、従来どおりの保育所利用となります。 

次に、新たな保育施設が整備された時の対応につきましては、新たな施設につきまして

は、保育所型の認定子ども園を想定しておりますので、両親の働き方に応じて、保育所や

幼稚園として、また、短時間保育や必要なときだけ利用する預かり保育としての利用など、

多様な利用の仕方が可能となります。さらに、相談・情報の提供など子育て支援の拠点と

しての充実が図られます。今後も、安心して保育所に預け、子育てできる環境の整備を進

め、若者が住みやすいまちづくりに努めてまいりますのでご理解願います。 

○議長  ６番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  先ほど詳しく方針をお示しいただきましたこと、縷々再質問をさせていただ

きたいと思います。 

非常に町の考え方、難しい農業の中で、これだけの予算を捻出しなければならない現状

において、再度お尋ねをいたしますが、たぶんナラシ対策の問題等が中にはあるわけであ

って、まず人数がどのくらい予想されているものなのか、それから基礎的なものがわかれ

ば、そういったところの細かい点をご説明いただければありがたいと思います。再度お尋

ねいたしたいと思います。 

○議長  農林振興課長、佐藤美恵子君。 

○農林振興課長  ご質問にお答えいたします。 

ナラシ対策加入者でありますが、現在、本対策に加入しておられる方は 26名、それから

ナラシに入らなくて、円滑化対策に加入されている方が、残りの 492 人ということで、こ
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の２つの制度により、１億円の減収のうち約４千万はナラシの部分での交付金が該当する

予定です。 

○議長  ６番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  内容、理解はいたしましたが、この中の、例えば１反未満の方については、

たぶん足切があるんだろうと、こんなふうに思うんですけれども、そういったところの小

さい農業をなさっている方についての支援というのは、この中には含まれているのか、含

まれていないのか、そこら辺のところをお尋ねいたします。 

○議長  農林振興課長、佐藤美恵子君。 

○農林振興課長  ご質問にお答えをいたします。 

ナラシ対策加入者の方については、１反については、自家消費分ということで控除にさ

れます。基本的に販売されている方に対しての支援になりますので、自家消費の方につい

ては、米価の下落によって受ける影響は少ないわけですので、今回の下落は、やっぱり大

規模の方、販売を主とされている方に大きな影響があるということで、こういう制度が発

動されましたので、町でもその制度の内容に沿って、同じような形で緊急的な支援をして

いきたいと考えております。 

○議長  ６番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  難しい農業施策のことですので、私もいろいろ勉強しておかなければならな

い部分もあります。難しい部分もあります。この農業というのは、一番町にいたしまして

は基幹産業でもあることですし、非常に、なんといっても基本が農業にあるというふうに

私も認識しているものですから、あえてお聞きしていくわけですが、これらの難しい問題

を解決していただくために、支援策を打ち出していただいたということに対しては、私は

本当に大変ありがたいことだなと、こんなふうに思っております。さらにこの支援策が、

今の農業の下落をされている方々の米の補償に、ある程度の効果をもたらしていただけれ

ばいいなと、こんなふうには思っております。 

しかしながら、反面、拡大規模を行おうとする際の農家の方の作付けに対する不安とい

うものはあるようでございます。それらについては、先ほど縷々お話をいただきました。

水土里事業というものもあるようでございます。たまたま、この高齢ということがどうし

ても出てきている関係上、その地域において、若い人がいない、いなくなってきている、

じゃあその高齢者が増えてきている中で、この制度をいかに利用しようかなというふうに

思っていたとしても、これに対するところの考え方、これらについて再度お尋ねしたいと

思います。 

高齢者に対する、高齢化が進んでいると、この高齢化が進んでいるところの部分で、い

かに労働力の確保ができるかという点をお尋ねしたいと思います。 

○議長  農林振興課長、佐藤美恵子君。 

○農林振興課長  ご質問にお答えをいたします。 

水土里事業の運営に関しての高齢化ということでよろしいですか。議員ご指摘のとおり、

共同活動で、その農地の草刈り、つくれなくなったところの草刈りだったり、そういうの

ができるといっても、なかなか集落によっては高齢化でできないというような集落もある

と思いますので、いろんな取り組みをみていますと、中核的な皆さんにその重労働の作業
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をお願いしてやっている集落もありますし、あとは外部から人材をお願いして、高齢化の

部分を補っているような集落もありますので、せっかく交付金は交付されますので、農地

維持のための交付金が交付されますので、それらをうまく活用の仕方を検討しながら、な

るべく集落の農地を守っていただくような取り組みを実践していただきたいと思います。 

来年度については、そういう集落については、個々に相談に応じながら進めていきたい

と思いますので、よろしくお願いいたします。 

○議長  ６番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  ある程度行政側のほうから、細かい点の指導等も含めて対応していただけれ

ばありがたいと、こんなふうに思います。 

さらに１点お伺いしておきたいと思うのが、農振法の中に、この放棄地というふうにな

っているのがあるんですが、これというのは、基盤整備の部分がものすごくこれから放置

されていくことが予想されるということでお尋ねするんですけれども、私が今一番心配し

ているのは、基盤整備されている部分がどうしても人がいなくなって、その地主がいなく

なって、それをどういうふうにしてやっていったらいいのかなという悩みもあるわけです。

そういったところについて、水田の基盤整備をされているところが荒れないようにすると

いうのは、今のような考えでやっていくしかないのかなというふうに思うんですが、その

点をお尋ねしたいと思います。 

○議長  農林振興課長、佐藤美恵子君。 

○農林振興課長  農振地内の遊休地化についてのご質問ですが、それぞれほ場によって、

放棄地になる原因は異なっていると思いますので、今回、農振地域の見直しを行っており

ます。その中で、それぞれに応じた原因等が出てくると思いますので、内容によっては共

同で、町全体で農振農用地といいますか、82パーセントは農地・水で守っていくというこ

とで、守られていますので、それの残りの部分がたぶん農業委員会の調査でも同じような

数字が出ていますので、その部分については適切な判断をしていく必要があるのかなと思

います。農地・水で守っている 82パーセントの農地については、できるだけ継続して農地

として守っていきたいというふうに考えています。 

○議長  ６番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  細かいところまで説明をいただきました。本当に農地を守るということが一

番難しいところにきている現状でありますので、今のところその悩みをいかに解決してい

ただけるのかというところについても、一踏ん張り、二踏ん張りしていただきたいとこん

なふうに思いますので、要望だけしておきたいと思います。 

質問を変えさせていただきますが、子ども・子育ての件について何点か再質問させてい

ただきます。 

まず西会津、本町においては、やがては保育を重点にというような内容でお話されてお

りましたので、だとしますと、尾野本保育所の建物が老朽化しているということは、前々

から指摘されているわけであって、これらの緊急な対策としてはどのようにお考えになっ

ておられるのか、お尋ねだけさせていただきます。 

○議長  健康福祉課長、渡部英樹君。 

○健康福祉課長  尾野本保育所の老朽化対策ということでございますが、本当に尾野本保
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育所につきましては、築 35、６年、今の保育所の部分ができてから 35年ほど経過してお

りまして、建物自体はその前から寄宿舎として使っていたというようなことがございまし

て、だいぶ老朽化しております。その対応については、いろいろこうやってきたところで

はありますが、やはり根本的な対応というのはなかなか、今の状況では難しいという部分

がございますので、そのために今、新しい保育施設を早急に整備したいということで町の

ほうとしては今、進めているところであります。ただその間につきましても、尾野本保育

所の環境の整備ですとか、そういった部分に力を入れていきまして、危険対策、そういっ

たものについても対応していきたいと、抜本的な対策はなかなかできないものですから、

そういった部分でのちょっと対策を進めていきたいというふうに考えております。 

○議長  ６番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  非常に難しい問題であろうとは思います。何もできないだろうとは思います

が、非常に喫緊の課題であろうと、こんなふうに思っています。それであえてお尋ねをし

たわけであります。ということは、平成 29年４月ごろに、新しい保育所が予想されるとい

うことが私の頭の中にあるものであって、いかにその間、こういった危険なところに子ど

もさんや、あるいは保護者の方が利用されているということになったときの、危険な箇所

の対応が遅れてはいけないのではないかなとこういうことがあったものでお尋ねしたわけ

であります。ですから、何らかの解決になるような取り組みをしていただきたいと、要望、

お願いをしておきたいと思います。 

それから、保育料金の件についてだけちょっとお尋ねさせていただきます。新しい保育

施設になった場合の給食は、どのような考えでおられるのか、その保育料金というのは、

私が考える、予想していることであって、例えば児童１人当たりはいくらなのかというの

と、１人当たりですよ。それから児童が２人いるんだといった場合の料金はどういうふう

になっているのかということと、それから児童年少児と児童年長児の場合、年少、年長児

の場合はどのような扱いになっているのか、その料金の設定などを含めてお尋ねをいたし

ます。 

○議長  健康福祉課長、渡部英樹君。 

○健康福祉課長  保育料金のご質問にお答えいたします。 

新しい保育施設ができてからの保育料につきましては、これからいろいろ検討していく

ことになると思います。基本的に保育料につきましては、保護者の方の収入等に応じて段

階がございまして、国のほうで徴収基準表というものをつくっております。それに対して

町では、ある程度の軽減、それをそっくり使うのではなく、そこから軽減をしながら保育

料表をつくって対応しておりまして、１人当たりの料金ということでございましたが、現

在の部分でお答えをいたしますと、所得税がかかっていなくて、住民税だけがかかってい

るような世帯でありますと、３歳未満児、ゼロ、１、２歳になりますが、その方は１万 4,620

円というようなことでございます。３歳以上児、３、４、５歳児になりますが、その方に

ついては、１万 2,370 円というような料金設定になっております。そういう料金設定にな

っておりますが、現在、保育所２人同時ですと無料化ですとか、軽減措置もいろいろやっ

ているところでありまして、保護者の負担軽減等を図っているというところでございます

ので、ご理解いただきたいと思います。 
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○議長  ６番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  細かいところまでお話をいただきました。今現在、それは 27年の４月になっ

たと、29年の４月前までについても、だいたい同じ考え方で進められるのかということだ

けお尋ねします。 

○議長  健康福祉課長、渡部英樹君。 

○健康福祉課長  お答えいたします。 

先ほども言いましたとおり、新しい保育施設が完成するまでの間につきましては、現在

の状況と同じでございますので、料金についてもこの料金で進めていきたいということで

ございます。 

○議長  ６番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  最後お願いになるかとは思います。例えば、この利用しやすい状況になって

きている。それからあと、いろんな保護者の方が、ニーズがいっぱいあると思いますね。

年長児、このような子どもさん何人かもっておられて、そして４歳児をもっている方、あ

るいはゼロ歳児から６カ月くらいのもっておられる方、非常にさまざまだと思います。そ

ういうことを考えたときに、子どものもっておられる方の家計負担を、家計負担ですね、

これをいかに軽減してあげていただけるのかということをお尋ねしていくわけですけれど

も、そういう部分を先駆けて、本町で素早く取り入れていただけるのであれば、いろんな

角度から軽減策を講じていただきたいと、こんなふうに考えておりますが、１点だけお尋

ねして、そういう家計負担の軽減を踏まえて、料金の設定をされるのか、そういったとこ

ろをちょっとお尋ねしておきたいと思います。 

○議長  健康福祉課長、渡部英樹君。 

○健康福祉課長  家計負担の軽減ということでございますが、保育料金、結構、若い家庭

の、若い保護者の家庭ではだいぶ負担が厳しいのかなという部分もありますので、そうい

う家庭状況等に配慮しながら、軽減策、いろいろ検討してまいりたいと考えておりますの

で、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  ６番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  細かいところをお尋ねをし、そしてまたお答えをいただきました。今後とも

子ども・子育ての支援については、非常に保護者のほうの方々が注目されている部分がご

ざいますので、それに応えていただけるような行政の施策を打ち出していただきたいと、

こういうことをお願いを申し上げて、要望を申し上げて、私の一般質問を終りたいと思い

ます。ありがとうございました。 

○議長  ５番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  皆さん、おはようございます。５番、伊藤一男です。私は今議会定例会にお

いて、２項目にわたって一般質問を通告しておりますので、順次これから質問をいたしま

す。 

まず最初に、役場本庁舎整備事業についてお伺いをいたします。町の行政機能が集中し

ている現在の役場本庁舎は、築 50年が経過し、老朽化が著しいことから、町では防災危機

管理上の災害対策の拠点ともなる役場本庁舎の移転は、喫緊の課題であります。その対応

策として、現在、新築中の西会津小学校が来年４月に開校後、空き校舎となる現西会津小
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学校への移転が計画され、具体的な準備作業に入っていると思いますので、次の２点につ

いてお伺いをいたします。 

まず一つ目として、本年度の事業計画では、３千万円の予算で実施計画をすることにな

っているが、その結果と、次年度の事業計画はどのようになるのかお伺いをいたします。 

二つ目として、移転整備事業等にかかる全体の事業費と財源措置についてお伺いをいた

します。 

次の質問は、イザベラ・バードによる新たな観光資源についてお伺いをいたします。イ

ザベラ・バードはイギリスの牧師の娘として生まれ、旅行家で紀行作家として知られ、47

歳のときに日本を訪れ、東北地方、北海道などを旅し、著書、日本奥地紀行などを出版し

ている。バードが来日したのは明治 11 年、戊辰戦争からちょうど 10年の歳月が経過して

いたときであった。この年の５月にイギリスからアメリカを経由し、船で横浜にやってき

たと思われます。それから６月 24 日に日光を出発し、今市、田島、下郷を経由し、６月

28日に坂下に宿泊した。翌日、坂下を出発し、束松峠を越え、野沢宿に入り、夕暮れに上

野尻宿、下野尻宿を経て、車峠の急峻な越後街道をのぼり、車峠の茶屋に６月 29 日、30

日、連泊したといわれております。そののち、白坂宿、宝川宿を通り、鳥井峠を越えて津

川へ向かったと記述されております。とりわけ車峠の茶屋に連泊した当時の人々の暮らし

や生活の様子が事細かく著書に記されております。 

そこで、バードが歩んだ車峠、鳥井峠の越後街道の整備、保存を図り、茶屋跡に東屋、

展望台などを含め、公園化してはいかがでしょうか。そのほかにも本町を旅したときの手

記をもとに、越後街道をテーマとした新たな史跡観光資源の掘り起しに、町として取り組

む考えはないかお伺いをしたいと思います。 

以上で私の質問といたします。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  ５番、伊藤一男議員のご質問のうち、役場本庁舎の移転事業について、お答

えいたします。 

現在の役場本庁舎は、昭和 38年に完成し、築 50年を経過して、老朽化が著しく、耐震

補強も困難な状況となっております。役場庁舎は、町行政機能の中枢であり、災害時にお

いては、その対策本部にもなることから、町の地域防災計画においても、耐震化された建

物に設置することが定められております。 

このような状況を踏まえ、町といたしましては、平成 27年４月に新校舎へ移転する現在

の西会津小学校施設を活用して、役場本庁舎機能を移転することとしております。その移

転準備について、庁内に検討組織を設置し、町民の皆さんが利用しやすい役場庁舎となる

よう、その検討を進めているところであります。 

ご質問のありました実施計画の結果についてでありますが、現在、新庁舎移転に係る実

施設計業務を発注し、庁内検討組織での検討と、設計業者との打合せを繰り返し行い、課

題整理を図りながら、鋭意作業を進めているところであります。移転における最大の課題

は、学校として造られた施設を、役場の窓口や事務室等として活用するためには、その空

間利用にかなりの制限があることであります。町民の利便性、事務室等の機能性をできる

限り確保するため、その検討にかなりの時間を要しているところであります。なお、この
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設計業務は、来年２月を工期としておりますので、ご理解をいただきたいと思います。 

次に、次年度の事業計画及び移転に係る全体事業費並びに財源措置についてのご質問で

ありますが、現段階では、平成 27年３月までは現小学校において通常の学校活動が行われ

ることから、４月以降に一定の整理期間が必要であると見込んでおります。このため、ま

ずはプールの解体を行い、夏休み終了後に庁舎の改修工事に着手していきたいと考えてお

ります。また、財源措置につきましては、庁舎整備基金に積立てを行い、事業費の確保に

努めております。現在進めております実施設計業務が完了しませんと、その具体的な全体

事業費及び事業スケジュールが定まらないところであります。いずれにいたしましても、

町民の皆さんの利便性の確保と安全・安心の視点から、今後、十分に検討してまいります

ので、ご理解をいただきたいと思います。 

○議長  商工観光課長、大竹享君。 

○商工観光課長  ５番、伊藤一男議員のイザベラ・バードによる新たな観光資源について

のご質問にお答えいたします。 

本町は、旧越後街道の宿場町として栄え、江戸時代には新発田藩や村上藩の参勤交代や

十返舎一九、吉田松陰などの歴史上の人物が旅し、また、おただしのイザベラ・バードに

ついては明治初期の車峠の茶屋に宿泊し、宿の様子やそこから見える眺望の良さなどを著

書に記しております。また、現在、史跡や寺社仏閣めぐり、旧街道や著名な人物の足跡な

ど、歴史、文化を辿る小旅行が人気を博しており、本町といたしましても、著名な人物が

往来した旧越後街道は、有用な観光資源であると認識しているところであります。 

おただしの旧越後街道車峠・鳥井峠の整備・保存や茶屋跡の公園化についてであります

が、町では地域の自主的な取り組みによる、地域の貴重な史跡、名所の発掘、保存や観光

資源の開発、伝統行事の継承などに対し、町の補助事業である、活力ある地域づくり支援

事業や国、県の補助事業などの活用を通して、魅力あるまちづくりを推進しているところ

であり、本事業についてもこうした補助事業の活用などを提起しながら、地域の自主的な

取り組みを支援してまいりたいと考えております。 

また、越後街道をテーマとした観光資源の掘り起しについてでありますが、来年度、県

の補助事業、観光力づくり支援事業に旧越後街道を活用した観光事業を要望しているとこ

ろであり、案内看板の設置や案内パンフレットの作成のほか、歴史やまちなか観光など観

光全般にわたる案内ボランティアの養成など、観光交流協会と連携しながら、取り組んで

行きたいと考えております。 

今後も、地域の自主的な取り組みへの支援や町内に埋もれている観光資源を掘り起こし

ながら、交流人口の拡大や地域の活性化に取り組んでまいりたいと考えておりますので、

ご理解願います。 

○議長  ５番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  ただいま、それぞれ答弁いただいたわけでありますが、これから再質問をさ

せていただきます。 

まずはじめに、役場本庁舎移転整備事業について質問したいと思います。まだ実施計画

については、２月が工期というようなことで、まだ全体的な計画は示せないと、そういう

ことでありましたが、それでは、役場内でもう検討部会を立ち上げているということであ
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りますが、どのような職員をもって検討委員会を組織しているのか。また、検討内容につ

いてもどのようなことが検討されているのか、もう一度お伺いしたいと思います。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  まず検討委員会でございますが、町の最高の審議機関といたしまして、政策

調整会議というものがございます。その下部機関といたしまして、この本庁舎の整備にか

かる検討部会を、その下部機関として設置したところでございます。その部会の責任者は

私がさせていただいておりますけれども、その構成委員としましては、各課の課長補佐相

当職の職員を中心としまして、この部会を立ち上げさせていただいております。それぞれ

課長補佐クラスの職員でありますので、責任のある職員として、各課の状況を出していた

だいて検討しているというところであります。 

それから、検討の内容でありますけれども、庁舎の活用にあたりまして、まず町民の皆

さんの視点に立って、どういった、まず１階、２階、３階の配置がいいのか、それから、

町民の皆さんが来たときの動線、どういった動きがしやすいか、そういったところを中心

に検討をしているところであります。また、いろんな、移転にあたってさまざまな課題が

ございますので、それらにかかる事業費、課題、そういったところの精査も行っていると

ころであります。 

○議長  ５番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  いろいろ検討なされているようでありますが、例えば教育委員会については、

現在の公民館の施設に留まるのか、それとも新しい新庁舎のほうに移転するのか、その辺

の検討なんかはなされておりますか。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  教育委員会につきましては、ご承知のように、現在、町の公民館の中にその

組織を設置しておりますけれども、今回の庁舎の移転にあたりまして、教育委員会も含め

て、その中に入ることができないかどうか、十分に検討をしたところでございます。先ほ

ども申し上げましたように、これから移転しようとしている建物が学校という施設であり

ますので、非常に、教室としてつくられた施設ということでありますので、正直、使い勝

手がなかなか厳しい状況でございます。また、スペースもかなりあるように当初は感じた

わけでありますけれども、実際に各課の状況を張り付けしていきますと、今回のその移転

にあたっては、教育委員会までは入りきれないということで、当面は現状のままいかざる

を得ないのかなというふうに考えております。 

○議長  ５番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  わかりました。それでは、議会の議場なんかはどの辺に予定されるのか、そ

の辺についてお伺いしたいと思います。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  議場につきましては、現在の建物の３階部分、一番広いその部屋を、かつて

図書室として活用していた部屋、そこを想定しております。 

○議長  ５番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  だいたいその辺の議場についても、３階というようなことで理解しておりま

す。 
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それでは、来年４月に学校が移転するわけで、そのあとの日程については、なかなかま

だ役場庁舎の移転については、まだ話せる時期ではないのかもわかりませんが、４月に学

校が新しい校舎に移ったそのあとには、移転工事が始まるということになるわけですが、

１年、４月から 12 月まで、次にまた来年の４月、その辺の役場本庁舎の移転なんていうこ

とは考え、想定しているのかどうか。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  移転の時期でございますけれども、先ほどもお答え申し上げましたように、

まず３月までは小学校が授業として活用しておりますので、その３月いっぱいまでは小学

校として、４月以降に移転をされるわけでありますが、先ほど申し上げましたように、そ

の移転後の学校の中の整理がすぐにはできない状況でございます。これまでも中学校の統

合、それから小学校の統合のときも、やはり３カ月程度、３カ月から４カ月、夏休みくら

いまではどうしても整理期間が必要であるということでやってまいりました。今回もその

ようなことで、夏休みくらいまで整理期間を取りまして、その後に改修の工事を発注して

いきたいというふうに考えております。 

現在、概算の設計、実施設計を組んでおりますけれども、事業費が数億という大きな事

業費になりますので、発注しても、やはり標準工期として１年近く必要になります。した

がいまして、夏休みが終わって発注いたしましても、１年くらいはやはり工事期間として

必要になりますので、来年、再来年の 28年４月に移転というのは、現時点では難しいとい

うふうに判断しております。 

○議長  ５番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  わかりました。それでは、体育館についてお伺いしたいんですが、やはり体

育館については、地域住民のスポーツや運動、そして健康増進、それから生徒が来年の４

月から新しい校舎に移るということで、生徒もいなくなるので、平日における各種イベン

ト、そういったものに十分使用できると思いますので、ぜひ体育館については、あのまま

残していったほうがいいのではないかというふうに思いますが、いかがですか。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  移転後の体育館の活用につきましても、その検討部会の中で検討をさせてい

ただきました。いろんな、例えば講演会ができるような、そういった施設に改修をすると

か、そういったことも検討はいたしましたけれども、当面は校舎の改修のほうに重点をお

きまして、体育館のほうについては、引き続き現状のような活用をしていきたいというふ

うに考えております。 

○議長  ５番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  それでは役場移転に伴う全体の計画については、議会にはいつごろ説明をさ

れるのか、またできるのか、お伺いしたいと思います。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  実施設計業務の工期が２月ということでございますので、それ前には、当然

議会の議員の皆さん、それから町民の皆さんに対しましても、こういった使い方をしてい

きたいというような説明をさせていただきまして、議会の皆さん、それから町民の皆さん

からご意見をいただいて、最終的な配置案にしていきたいというふうに考えております。 
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○議長  ５番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  わかりました。それでは、町民の間では、やっぱり役場移転後の跡地の利活

用、それについて皆さん、どうなるのかなと、そういうようなことをおっしゃっておる人

が多いので、その辺の計画については、またいつごろ町民の皆さんにお示し、また議会に

お示しできるのか、お伺いしたいと思います。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  お答えいたします。 

役場庁舎、現在の役場庁舎の敷地への質問でございます。今回の総合計画の中でも、仮

称町民文化センターというようなことであげさせていただいたわけでありますが、まだ場

所の決定をしているわけではございませんが、その有力候補地というふうにとらえている

ところでございます。そういった計画につきましては、やっぱり時間をかけて、町民参加

の中で検討委員会をつくって、じっくりどういった施設にしていくのかというようなこと

を検討していかなければならないと思います。そういった計画がまとまるまでには、やっ

ぱり２、３年は要するというふうに考えておるところでございます。 

○議長  ５番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  それでは、仮称町民センターについては、建設をしたいということで理解し

てよろしいですか。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  お答えいたします。 

今回の総合計画の中に盛り込んだということでございまして、今後整備に向けて動き出

していくというふうに考えているところでございます。 

○議長  ５番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  わかりました。これで役場本庁舎の移転に伴う再質問を終りますが、事業推

進にあたっては、やはりスピード感をもって、なおかついい施設をつくって、町民の皆さ

んに喜んでいだだけるような施設をぜひつくっていただきたいと思います。 

それでは次の質問に移ります。それでは、次のイザベラ・バードによる新たな観光資源

について再質問をいたします。車峠の整備にあたっては、当然地域の人や、整備に賛同す

る人の協力を得ながら、これから車峠を守る会などを組織して進めていきたいというふう

に考えております。町が推進している交流人口の拡大ということを考えると、新たな観光

資源の掘り起しをして、観光の引き出しを多くして、グリーンツーリズムを含め多くの観

光需要に応えていくことが、町交流人口の拡大につながると思っておりますが、その辺に

ついてはどういうふうに考えておりますか。 

○議長  商工観光課長、大竹享君。 

○商工観光課長  お答えしたいと思います。 

今、議員おただしのとおり、町では交流人口の拡大に向け、また町外からの観光誘客の

増加に向けて、いろいろな手当をしているわけでありますけれども、特にその中で、やは

りグリーンツーリズムということで、地域の自然、それから史跡、やはり埋もれた文化財、

そういったものを素材にすることによりまして、結構今、都会の方々がそういった地方の

貴重な自然なり、史跡なりを発掘してみたいということで、先日も束松峠のモニターツア
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ーなどをやった際には、多くの都会の方々においでいただいたというような状況でありま

すので、西会津にまだまだ埋もれているような、そういった素材があるのかなということ

で、そういったものについて発掘しながら、グリーンツーリズムなどと連携しながら観光

誘客を図っていきたいというふうに考えております。 

○議長  ５番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  課長も話されたわけでありますが、やはり今年というか、都会から西会津の

そういう自然や史跡、名所、旧跡などの観光で、西会津に訪れた人、訪れた団体、そして

またイザベラ・バードに関して、そういう問い合わせとか、そういうのがあるのかどうか

お伺いしたいと思います。 

○議長  商工観光課長、大竹享君。 

○商工観光課長  お答えしたいと思います。 

イザベラ・バードについては、やはり最近いろいろな雑誌とか、観光雑誌なんかで取り

上げられたせいか、役場にも、この辺にイザベラ・バードが通られた街道があるというこ

とで、直接おいでになった方もおりますし、また電話等で問い合わせなんかもきておりま

す。あと、ちなみに何か上野尻の駅前辺りで、この辺にそういった峠があるのかとか、そ

ういったことも聞かれたというようなことで、そういった問い合わせは、そんなに件数は

多いというわけではないですけれども、２、３あるというような状況でございます。 

○議長  ５番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  先ほど答弁の中で、そういう自然や史跡の観光といいますか、そういうこと

で来たその団体というのは、先ほど申されたんですが、どういうような団体だったんです

か。 

○議長  商工観光課長、大竹享君。 

○商工観光課長  お答えしたいと思います。 

団体というか、モニターツアーを観光協会のほうで、そういったツアーを取り組みまし

て、首都圏のほうからいろいろとＰＲしまして、そういった方々においでいただいたとい

うのが団体としての実績でございます。 

○議長  ５番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  野沢町内には、ふるさと自慢館があるわけでありますが、そこにバード自

身が残した野沢の宿場としての様子、そして宝川地区、白坂地区、上野尻地区、下野尻地

区におけるいろんな様子が、バードの著書に記されておりますので、イザベラ・バードの

歩んだ越後街道というようなことで、やっぱりコーナーをつくっていただいて、やはり自

慢館の引き出しを多くしてもらって、やはりいろんな人の需要に応える。また、来た人が

喜んでいただけるような、そういうような施設、またそれによって自慢館を訪れる人が多

くなるかもしれませんので、やはり自慢館なんかにも、そういうイザベラ・バードのコー

ナーをつくっていただくことによって、やはり観光の拡大につながっていくのではないか

と思いますので、いかがですか。 

○議長  商工観光課長、大竹享君。 

○商工観光課長  お答えしたいと思います。 

確かに自慢館には、町の歴史というか、本当に江戸時代の野沢の宿場の状況とか、それ
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から明治維新後の町出身者のそういった偉人の方々の、そういった紹介など、そういった

ものがありまして、本当に西会津の歴史をよく紹介していただけるような施設なのかなと

いうふうに思っております。 

ただ現在、商工会がそこを管理しておりますので、そういった内容につきましても、商

工会と十分協議しながら、せっかくそういった歴史上の人物が西会津を通っているわけで

すので、そういった方の紀行文なんかもそこに載せることによって、さらに自慢館のまた

魅力が増えるのかなというふうに思っておりますので、商工会とも十分協議してみたいな

と思います。 

○議長  ５番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  これまで観光面での質問をしてきたわけでありますが、越後街道や車峠の茶

屋については、文化財や史跡には当たらないかと思いますが、これから教育委員会として、

文化財保護条例の一部見直しと、そのようなことで、これから取り組まれるということで

ありますので、そういうバードに関しても、そういう歴史上の旧跡といいますか、史跡に

当たらないものですが、そういうことで街道の道路の整備とか、そういうことに積極的に

取り組んでいただきたいなというふうに思っていますが、いかがですか。 

○議長  教育長、新井田大君。 

○教育長  今ほどご指摘をいただきました伊藤議員のご質問にお答えいたします。 

イザベラ・バードも含めて、西会津町にはイザベラ・バードが通ったことによる史跡等

も含めて、西会津町には多様な文化財があります。それぞれ総合的にそういうふうな文化

財の価値を把握して、関連する文化財を、その周辺環境も含めて整備していく視点は、本

当に重要な視点だというふうに考えております。 

今回のこの議会にご提案させていただきました西会津町文化財保護条例の一部改正に関

する条例ですね、これはそういうふうなものについて幅広く調査、ご審議をいただくこと

を可能とするように改正をお願いするものでございますので、どうぞよろしくお願いいた

します。 

○議長  ５番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  ぜひ関わっていただいて、専門的な見地からいろんなアドバイスをいただけ

れば、よりよい正確な、そういういいものができると思いますので、よろしくお願いした

いと思います。 

あと、今いろんな面で、文化財分野にわたって、また文化にわたっていろんなことを調

査されるあれができるということでありますので、ここでバードが来たときに、車峠に宿

泊したときに食べた食事などについて、ちょっと話してみたいと思うんですが、明治の初

期に食事としてバードは、出されたものとして貝類の佃煮、それからナマコの佃煮、それ

から串刺しの干したマス、そしてノリ煎餅といいますか、あと主食としてはソバが出され

たと、そういうふうに記述されておりますので、やっぱり当時の、明治初期の食文化を知

る上で大事なことではないかと思います。西会津町史においても、やはりそういう食文化

についてのあれというのはあまり触れられていなかったのではないかと、そういう意味で、

ただ群岡地区の宿については、やはり越後との交流、交易が盛んだったのかわかりません

が、ただ野沢地区については、会津との関わりとか、そういうものが確か強いのではない
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のかと、そういう意味でやはり、野沢地区との食事といいますか、食文化の違いはあると

思うんですけれども、その辺についても、その明治の食文化、そういったものについて調

査していただければ、またいいのではないかとそのように思いますが。 

○議長  教育長、新井田大君。 

○教育長  食も文化の重要な一つの分野でありますので、そういうことについても、幅広

く調査、ご審議をいただくような、そういう柔軟性を持ったものに新しく条例改正で進め

ていくものについては、できるようにしてまいりたいなというふうに思っております。い

ろいろご指摘ございましたら、よろしくお願いいたします。 

○議長  ５番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  よろしくお願いしたいと思います。 

これで私の質問を終りますが、このイザベラ・バードによる車峠の観光資源化というの

は、上野尻出身の渡部耕司さんという方が毎年在京西会津会が５月にあるんですが、その

席上、提案されておりますし、ぜひ実現に向けて、町として取り組んでいただきたいとい

うふうに思います。 

以上、申し上げまして、私の一般質問を終ります。ありがとうございました。 

○議長  ２番、三留正義君。 

○三留正義  こんにちは。２番、三留正義です。師走に入り、また今年も同じことを思っ

ております、大雪にならなければいいなと。今議会では、まずはじめに、西会津健康ミネ

ラル野菜普及会の豊かなむらづくり農林水産大臣賞受賞、まことにおめでとうございまし

た。受賞式の会場でも言葉を発する機会がなかったので、この場を借りてお祝いを申し上

げたいと思います。その受賞の中で、私、非常に注目していたのが、その受賞の評価の中

で、女性の活躍できる場所の創造と、女性が所得を確保できる取り組み、ここを非常に重

要な評価をいただいたということで、さらに普及会の皆さま方の、さらなる進展をご祈念

申し上げます。 

さて、昨年６月から街路灯等のＬＥＤ化の問題についてただしてまいりましたが、平成

26年度の予算にはコミュニティ育成事業ということで、基本予算化がなされ、12 月の議会

でも補正予算化がされるなど、伊藤町政のもとで一定の道筋ができましたこと、本当にう

れしく思っております。今後はさらに、みんなの声が響くことをご期待申し上げておきま

す。 

では、今議会に一般質問の通告をいたしましたので、質問に入ります。 

大きなテーマの一つ目は、今年度産米の現状と今後の農業振興についてであります。そ

の中で２つに分けて、一つ目は、平成 26年度産米の概況と本町の現状はどのようになって

いるのか。また、米価対策があれば併せて伺います。この質問の中で、後段、また、米価

対策があれば併せて伺いますという部分につきましては、同僚議員の質問の中で十分に理

解できましたので、この部分は答弁を求めません。 

２つ目、町ではミネラル栽培を奨励、振興していくようですが、今後、農家の大半の方

が導入していけるような具体的な対策はどのようにされるのか伺います。 

次の大きなテーマなんですが、豊かで魅力あるまちづくりについて、ＵＩターンなどで

定住促進の根幹は、まず一次産業などに携わり低所得でも安心して生活できる環境を実現
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することにあると私は考えております。そこで、町では、豊かで魅力あるまちづくりを創

造するにあたって、どのような事業を展開していくのかを伺いたい。しかしながら、ゆり

かごから墓場まで、山から川までと、多種多様な分野にわたるので、今議会では次のこと

について伺います。 

一つ目は、生活用水に不安な地区の解消と悪化しつつある舗装道路の整備について。 

２つ目は、保育料の負担軽減についてであります。 

これが私の今回の質問になります。よろしく答弁のほどお願いいたします。 

○議長  農林振興課長、佐藤美恵子君。 

○農林振興課長  ２番、三留正義議員の今年度産米の現状と今後の農業振興についてのご

質問にお答えいたします。 

はじめに、今年度産米の作柄概況については、会津管内の作況指数は 103と平年よりや

や多い収量となりました。品質面ではカメムシやイモチ病などの影響により、収量や等級

に影響を受けた地区もあり、ＪＡ会津いいで管内では一部の品種で品質低下が見られまし

たが、西会津町の１等米比率は 94.6パーセントと昨年と比べ品質面でも良好な状況となり

ました。販売状況については、全国的な米の消費量減少と昨年からの米の在庫がだぶつい

ていることなど全国的な余剰米の影響を受け、流通面でも米が動いていない状況でありま

す。さらには、福島県産については風評被害の影響もあり、販売面では苦戦を強いられて

いる状況であります 

次に、ミネラル栽培の振興についてのご質問にお答えいたします。 

平成 10年より町が取り組んできたミネラル栽培は、今年で 16年が経過しました。この

間、取り組み農家はもとより、関係機関の皆からのご協力により、年々生産量も拡大しミ

ネラル野菜の生産だけでなく、活動の輪が広がり今回の農林水産大臣賞受賞となりました。 

現在の取り組み状況については、町内農家の平成 25年度ＪＡへの野菜出荷額は、約９千

万円でしたが、そのうちミネラル野菜の販売額は 6,200万円で全体の約７割を占めており、

道の駅や町内スーパー等での販売を含めると 9,700万円と年々増加しています。また、今

年度実施したミネラル野菜の成分分析結果では、標準値と比較するとミネラル野菜は糖度

も高くビタミンやミネラルの含有量が多く栄養価が高いことが実証されました。 

ご質問の取り組み者を増やしていくための具体的な振興対策については、一つ目として

は、成分分析結果の優位性を活用した生産者向けと消費者向けのＰＲチラシの作成を現在

取り組んでいます。２つ目は、新規取り組み者や生産拡大のための補助事業を実施してお

ります。３つ目は、園芸作物用農業機械購入補助を今年度から取り組んでおります。４つ

目は、パイプハウスのリース事業の活用です。５つ目は、県やＪＡ、町専門員による栽培

指導など、さまざまな事業と関係機関の連携により、さらなる事業推進を図ってまいりま

す。 

さらに、県では水稲経営依存から園芸作物との複合経営を推進しております。町農業の

三本柱である米・ミネラル野菜・キノコは、今後も農業政策の重要な取り組みであると考

えていますので、ご理解をいただきたいと思います。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  ２番、三留正義議員のご質問のうち、生活用水に不安な地区の解消と悪
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化しつつある舗装道路の整備についてのご質問にお答えいたします。 

まず、生活用水に不安な地区の解消についてお答えいたします。本町において水道は日

常生活に欠くことのできない重要なインフラであると認識しており水道の未普及地域の解

消のため、町営水道の拡張や町の補助事業等により対応してまいりました。 

平成 26年４月１日現在 13 の集落の皆さまが町や水道組合等の運営する水道を利用でき

ない状況となっております。このため今年度は４つの水道組合等の皆さまと、整備等に向

けた協議や作業を行っております。今後も、西会津町簡易水道施設整備事業等を活用し水

道未普及地域の解消に努めてまいりますのでご理解願います。 

次に舗装道路の整備についてのご質問にお答えいたします。町では町道の舗装箇所につ

いて路面調査用の車両を走行させ、路面状況を調査する道路ストック総点検を実施してお

ります。この調査結果を参考に、舗装道路の損傷度合いを把握し、交通量や幹線道路の有

無等を勘案しながら、順次補助事業等を活用し、整備を進めておりますので、ご理解願い

ます。 

○議長  健康福祉課長、渡部英樹君。 

○健康福祉課長  ２番、三留正義議員の豊かで魅力あるまちづくりについてのご質問うち、

保育料の負担軽減についてお答えいたします。 

本町では、基本計画の「こころ豊かな人を育むまちづくり」において、子育ての充実を

重点目標と位置付けて取り組んでまいりました。その中で、保護者の経済的負担の軽減を

図ることは、子育てしやすい環境づくりを目指すものです。具体的には、保育料につきま

しては、国の保育所徴収金基準額の 45パーセントから 82パーセントに軽減して設定して

おります。また、平成 22 年度からは保育所同時入所児２人目以降の無料化を実施しており

ます。そのほかに、県の事業により平成 20年度から多子世帯保育料軽減補助制度を設け、

満 18歳未満の児童が３人以上いる世帯において、第３子目以降の３歳未満児の保育料の２

分の１から４分の１の補助を行っているところであります。保育料軽減のほか、保護者の

経済的負担軽減策としまして、乳幼児家庭子育て応援金事業や子育て医療費サポート事業、

妊婦検診費の無料化などを実施しております。 

町としましては、子育てしやすい環境づくりは、若者の定住促進の一助となることから、

今後も子育て支援の一層の充実を進めてまいりますのでご理解願います。 

○議長  ２番、三留正義君。 

○三留正義  それでは、ミネラル栽培ということでお伺いしたいんですが、私も質問の中

でミネラル野菜と書かないで、ミネラル栽培ととどめたんですが、何が言いたかったかと

いうと、野菜に対しては、先ほどの説明で確かに、こう移行していく部分と複合経営とい

うこと、説明で当然だと思います。ただ一つ、現状、水稲が圧倒的な量、経営している方

が圧倒的な数いらっしゃるわけなんですが、ミネラルということで、ミネラル資材を使っ

て作付けしていらっしゃる方が結構な方いらっしゃると思います。ただ、生科研さん、中

島農法さんのほうで、インターネットでご案内されている内容などをちょっと私も見てみ

たんですが、サポートしているのは野菜とか、そういった園芸関係ですか、具体的に稲、

米についてサポートするという標記はなかったようなんですが、そこの考え方と今の農協

さんの扱い方についてご説明いただきたいと思います。 
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○議長  農林振興課長、佐藤美恵子君。 

○農林振興課長  ご質問にお答えいたします。 

米におけるミネラル栽培の取り組みということですが、当初この事業が始まったときに、

米についても同じように土壌診断をして、施肥設計に基づく取り組みをしていたわけです

が、この取り組みを平成 18年に新たな形で再生をしまして、ＪＡあいづの中の特栽米のグ

ループとして一定の施肥基準をつくりまして、それがよりミネラル栽培に近い形で、西会

津ミネラルげんき米という形で、現在取り組みを進めております。 

○議長  ２番、三留正義君。 

○三留正義  げんき米については、私も名前をうかがっております。結局ミネラル野菜と

ミネラルの米、土壌診断をやってきた経緯はあるというお話でしたが、水田については何

せ水を入れてかき混ぜてしまう、代掻き作業等で流出する部分がかなりの量あるのかなと、

丘作、園芸、畑作は、ある程度土中に散布剤が定着して残っているということかなと、ち

ょっと私、頭の中で考えたんですが、そういったことから水田の施肥基準、そういったも

ので、一定のミネラルの指標を与えるという部分について、私はちょっと、そこのところ

をよく理解できないんですが、そういったものもこの町で普及拡大を、今後図っていく方

向で考えていらっしゃるのか、その辺お答えいただきたいと思います。 

○議長  農林振興課長、佐藤美恵子君。 

○農林振興課長  米、稲作の部分につきましては、ＪＡとそれから稲作部会の中の特栽米

の皆さんが、現実的には取り組んでおります。ただ、この取り組みについても、やっぱり

今後の町の関わる方向性でありますが、今後やっぱり、どんな米づくりをしている米なの

かという、そういう違いといいますか、付加価値というのが、必ず売る場合の優位性にな

ってくると思いますので、具体的な施肥の基準だったり何かについては、十分部会として

検討を進めているところですので、販売面でのそういう部分を優位性を取っていくため、

あとは西会津の米ということで、特色ある米づくりが売る上でも今後は必要になってきま

すので、有効的な取り組みであると考えていますので、その辺はＪＡさん、それから生産

者の皆さんと方向性を見極めながら、町として必要な対策を取っていきたいと考えており

ます。 

○議長  ２番、三留正義君。 

○三留正義  できるだけスピード感といいますか、米の現状というのは、皆さん、まった

く見たとおり非常に厳しい状況の中におかれていると私も感じています。その中で、総合

計画の中でも、そういった６次化なり、特産化なりを目指すということでうたっているよ

うですから、その辺、もっと踏み込んで、どういうふうにして、やっぱりリーダーシップ

をとっていくのか、その辺をやっぱり強い方向で、早い段階で皆さんをけん引していただ

きたいと思っております。 

そして、ちょっとインターネット上で他の自治体のものを見ていたんですが、補助、病

害虫がらみの補助を出しているところが結構あったようなんですが、私も今後やっぱり農

家の負担の軽減もありますけれども、先ほど品質の向上と均一化、整粒度合いもあります

けれども、高い次元で高いブランドを求めていくとすれば、やはりできるだけ品質の低下

したものは出さないような町で、町の稲づくり、米づくりというのを目指していかなけれ
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ば、どこかから不良なものがどどっと流れて、やっぱり西会津はこの程度かということが

あっては、今後はやっぱりならないんだろうと、できるだけ消費者から信頼されるもの、

期待されるものというのは、やはり基本的にやっぱり均一化、良品質化を目指していかな

ければならないと思うので、やはりそういった面で、今後、27年に向かっていろいろそう

いった補助、考えられるようであれば、検討していただきたいと思います。 

次に、豊かで魅力あるまちづくりのほうに入りたいと思います。先ほど答弁の中で、健

康福祉課長のほうから、ちょっとテーマが違うのではないかというような表現であったん

ですが、確かに、豊かで魅力あるまちづくりというのは、総合計画の中では、農林業の振

興というところでテーマにあがっているんですが、私自身、これずっと何回か見ていて、

ちょっとおかしいなと、豊かで魅力あるまちづくりというのを農林業のところにもってき

てあるというのは、ほかの章のテーマは非常にぴったり合っているようなんですが、なん

かちょっと言葉が足りないのか、豊かで魅力あるまちづくりというのは総合計画そのもの

ではないのかなと私は個人的に感じて、今回はそういうテーマで使わせていただきました。

その辺ちょっと私の解釈にずれがあったので、その点はお詫び申し上げます。 

それで、一つ目の生活用水と舗装路についてなんですが、これをやはり、今回２つだけ

にしましたけれども、定住促進といったことで、外部の人がこの町を見たときに、魅力が

あるかないかがまずチャームポイントというか、動機の一歩手前、まず見てみようかなと、

そこに移ってくる、町の人が自分自身で住んでいても不便であれば、当然、外から見ても

あまり魅力がありそうだなというようなふうには感じないと私は思うんですけれども、や

はり生活用水に不安な地区、ここというのは、できるだけ早い段階で改善していかないと、

ネット上で西会津に来て、いろんな話をこう求めていったときに、実際にここに入りたい、

入植していきたい、そういったときに、この水が不便だと、お盆になると親戚も帰ってく

るのがなかなか容易じゃないような地区もあるやに私も聞いていますので、やはりまず早

期解消に向けて、ある程度町で運営していく方向というのも、時代が変わり、人口も変わ

り、世帯の構成人数も変わり、水道組合をつくってくださいといっても、なかなか難しい

現況にあるのかなと、行く行くはある程度町営で、町で運営していかざるを得ない部分と

いうのが出てくるのかと私は思うんですが、その辺についてどうでしょうか。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  お答えいたします。 

今、町では上水道、100人を超えるものについては簡易水道、50人以上のものは飲料水

供給施設というようなことで、町、町営の水道を運営しているところであります。50人未

満につきましては、集落で水道組合をつくっていただきまして、80パーセントの町の補助

事業というようなことで、町民の皆さんの水道について整備しているというような状況で

ございます。 

今、議員おただしのように、高齢化とか、そのようなことで進んでいるということでご

ざいますので、その辺につきましては、町といたしましても、もう少し制度の見直しとか、

その辺についても考えていかなければならないのかなというふうに考えておりますが、現

在においては、そのようなことで事業を進めているということでございます。 

○議長  ２番、三留正義君。 



 33 

○三留正義  将来的に本当に戸数が少なくなっていくということが現実に起きている中で、

必ずしも水道組合で２割負担と迫られても、なかなか対応できない集落もあるやにうかが

っております。今後、確かにそういったもの将来に向けて検討していっていただきたいと

思います。 

２つ目の保育料の負担軽減についてですが、これは私、なぜ保育料をここにあげたかと

いうのは、入植して来た方を想定したとして、やはりゼロスタート、ゼロ円スタートで生

活できる町というのを私自身では描いたんですが、やはりそれに近いものが町の受け皿と

して、空き家対策だけもっていても、入るものはあってもその先がないと、やはり最後の

定住動機にはつながってこないのかなと、やはり町で受けていく部分、いろいろ保育料に

ついても軽減策、先ほど説明いただいた軽減策があるのも承知しております。しかし実際

に所得で軽減するという区割り、これも果たして山村部、親子同居世帯で、最近いろいろ

な形で生活費が変わってきているというのは、両親または配偶者の両親を面倒みている方

が結構出てきていると思います。ですから一律何百万、所得何百万と分けていっても、実

際にはそこに大学進学の子どもがいて、両親のうち２人面倒みなければいけない、施設に

入れなければいけない、そういった方もあるやにうかがっております。あるやにうかがう

のではなく、結構何件か、私の聞くところにもいらっしゃるようです。 

そうしたことで、やはりできるだけ生活費の負担といった部分では、やはりもっと踏み

込んでこれからも考えていかないと、決して生活しやすい環境下ではなくなりつつあるの

かな。若い夫婦で子どもさんがいて、両親がある程度今度手がかかるではなくて、金がか

かる。そういった中での保育、教育というものが、この町の中にひしひしと迫ってきてい

る現状を、やはりそういった家計費負担を軽減させてあげる、そういったものをやはり総

合計画の中でもそうなんですけれども、やはり視点として、入植という言い方はちょっと

悪いかもしれないですけれども、ここに定住したいという方がもし出れば、今現在、奥川

のほうにもいらっしゃるようですけれども、そういう方たちが入ってきて、生活していく

パターンを考えていけば、配偶者を求めたい、子どもを育てたい、どれをとってもまだ魅

力がある町なのかといわれたときには、私はちょっとなかなか難しい部分が多いのかなと。

そういったものをやはり解消していく、そういったものを今後 27年手始めに、これから先、

そういったものを力強く目指していっていただきたいと思います。 

とりとめのない話になってしまいましたけれども、今回は、この一般質問はこの程度で

私は終らせていただきます。どうもありがとうございました。 

○議長  暫時休議します。（１１時５２分） 

○議長  再開します。（１３時００分） 

１番、小柴敬君。 

○小柴敬  １番、小柴敬でございます。わが町でも本格的な冬が訪れてまいりました。除

雪など業務に携わる方々の安全及び雪による事故防止を切に願うものであります。 

さて、中小企業庁の商店街まちづくり事業を活用しての野沢町内商店街の街路灯ＬＥＤ

化がほぼ完了いたしました。各町内独自による街路灯や防犯灯のＬＥＤ化も進み、当初町

が予定しておりましたＬＥＤ化の助成予算もなくなってきたと聞いております。来年度へ

向けての予算編成に本年以上の予算付けを望むものであります。 
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今次２件の一般質問を予定しております。それでは述べさせていただきます。 

まず第１点目でございますが、西会津町木質エネルギー地産地消計画についてでありま

す。町では、豊かな森林資源を有効活用するために、今回、西会津町木質エネルギー地産

地消計画策定業務のための業務委託を実施しましたが、以下の３点についてお伺いをする

ものであります。 

１点目、具体的な委託業務内容について。 

２点目、町が考えるエネルギー対策について。 

３点目、私ども経済常任委員会が実施をいたしました所管事務調査、阿賀町におけるバ

イオマスタウン構想についての報告書はどのように受け止められたでしょうか。 

次に移ります。平成 27年度西会津小学校開校について、平成 27年２月完成予定の西会

津小学校新校舎は、71パーセント完成し、予定通りに建設が進められているとうかがって

おり、新校舎については大変安心をしております。保護者の間では、工事の進捗状況や開

校後の送迎等の説明がなく、不安を感じられている方がおります。そこで以下の３点につ

いてお伺いをします。 

１点目、徒歩で通う生徒は、地域的にどの範囲までとするのか。 

２点目、夏季の、夏の時期ですが、プール利用に対する計画はどのようにするのか。 

３点目、冬季における、冬の時期ですが、徒歩通学者の安全対策はどのようにするのか。 

以上、私の一般質問をいたします。よろしくお願いします。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  １番、小柴敬議員の木質エネルギー地産地消計画に関するご質問にお答

えいたします。 

町では、地域にある森林から燃料を生産し、地域で消費する燃料として活用する、木質

エネルギー地産地消のまちづくりを進めています。本事業は、地域の新たな産業の創出に

よる雇用の拡大と林業の活性化、低炭素社会の実現等を目指し実施するもので、事業のス

タートとして西会津小学校にバイオマスボイラーの導入を図ったところであり、今後も道

の駅に整備される、地域販売力強化施設や新たな役場庁舎などにも導入を図る計画であり

ます。 

ご質問の、西会津町地産地消計画策定業務につきましては、これらの計画を一歩前進さ

せるため、環境省所管の助成事業を活用し実施するもので、東京都に本社を有する有限会

社アースキッズに業務委託しているところでございます。委託事業の具体的な業務内容で

すございますが、町民や公共施設を対象としたアンケート調査の実施、それらの結果を踏

まえた、今後の燃料消費量の把握、また、それらにもとづく本町の実態に合った燃料供給

システム提案のほか、バイオマス燃料導入よる経済効果、二酸化炭素排出量の削減量の算

出などを行うこととしております。 

次に、町のエネルギー対策についてでありますが、国や県の取り組みなどに合わせ、再

生可能エネルギー事業を積極的に推進しているところであります。特に、公共施設への太

陽光発電設備の設置を進めているほか、西会津町再生可能エネルギー設備等設置費補助金

を創設しまして、個人住宅への太陽光発電や木質燃料ストーブ等の導入を支援していると

ころであります。今後も国のエネルギー政策の動向を注視し、町に適したエネルギー政策
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に取り組んでいきたいと考えております。 

次に、阿賀町のバイオマスタウン構想についてのご質問にお答えいたします。阿賀町の

取り組みについては、町でも視察をさせていただきまして、町担当者や生産施設の運営者

から説明を聞いてまいりました。阿賀町においては、燃料製造業務は、民間業者に委託し

ているものの、間伐の推進による原料の調達、公共施設への木質ボイラーの設置、ペレッ

トストーブの普及拡大などをタウン構想に位置付け、町全体が一丸となり取り組んでおり、

計画的に事業推進が図られていると感じてまいりました。町としましては、阿賀町での取

り組みも参考にしながら、本町の実態に合った計画づくりを進めてまいりたいと考えてお

りますので、ご理解をお願いしたいと思います。 

○議長  教育課長、成田信幸君。 

○教育課長  １番、小柴敬議員のご質問のうち、平成 27年度西会津小学校開校に関するご

質問にお答えをいたします。 

はじめに、ご質問にありました、新校舎の工事内容や進捗状況、また通学方法について

は、11 月 13 日に開催しました小学校統合推進委員会の中でご説明し、保護者に対しまし

ては、事前にアンケートでいただいたご意見を踏まえ、西会津小学校のわくわくフェステ

ィバルの際に、学校長と教育長よりご説明申し上げたところでございます。 

それでは１点目の通学についてのご質問にお答えをいたします。小学校児童の通学方法

は、距離が２キロメートル未満の自治区は徒歩により、２キロメートル以上の自治区はス

クールバスを原則としております。小学校が移転をすることで通学距離が変わることから、

この基準をもとに通学方法の見直しをしたところでございます。この結果、徒歩で通学す

る児童は、野沢地区では１町内から 10町内まで、尾野本地区では西原、森野、萱本、松尾、

西林、西林東、さゆりが丘となったところでございます。 

次に、２点目の体育のプールでの授業については、以前にもお答えしましたように、さ

ゆり公園の屋内プールを利用し、学校からさゆり公園まではスクールバスで移動します。

水泳の授業は、学習指導要領に示されているように、各学年、年間で 10単位時間程度であ

り、２単位時間程度を連続して実施する計画です。なお、夏季休業中におけるプールでの

水泳等については、さゆり公園までスクールバスを運行する予定です。 

次に、３点目の冬季における徒歩通学者の安全対策についてお答えをします。小学校の

移転に伴い徒歩通学となる自治区は、先ほど申し上げたとおりです。学校から近い萱本を

除き、全ての自治区から小学校まで歩道が整備されており、冬期間は除雪もされておりま

す。冬期間は、降雪により視界は悪く、滑りやすくなるなど夏季に比べ危険性は高くなり

ます。初めて徒歩通学を経験する児童もいることから、交通安全団体等と連携し、通学の

安全性を確保するとともに、家庭においても見守りをお願いできればと考えています。な

お、歩道の除雪については、安全確保のため関係課と連携し万全を期してまいりますので、

ご理解をいただきたいと思います。 

○議長  １番、小柴敬君。 

○小柴敬  まず木質エネルギー地産地消計画について何点か再質問をさせていただきます。 

まず１点目でございますが、この策定にあたって導入されました東京あきる野市の有限

会社アースキッズ、このほかに何件かプロポーザルに参加をしたいと申し出があったんで
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しょうか。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  お答えいたします。 

今回、業者決定にあたっては、一般競争入札、もしくは広く、公告しながら業者決定を

してくださいというようなことで補助事業者から言われているというようなことでござい

まして、今回プロポーザルという形を取らせていただきました。今回、応募があったのは、

このアースキッズのほかもう１社でございました。２社が申し込みございまして、最終的

にアースキッズに決定したということでございます。 

○議長  １番、小柴敬君。 

○小柴敬  了解いたしました。２社ということでございますね。それで、今回の町が考え

るエネルギー対策について、森林組合とのコラボレーションというようなことに関して、

今のところどのように踏み込んで考えていらっしゃいますでしょうか。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  お答えいたします。 

今回の最終的な計画は、燃料を地域でつくって、それを地域の燃料として活用していた

だこうという計画でございます。最終的には燃料生産というような形になってくるわけで

ございまして、燃料生産するためには森林組合の協力は欠かせないというふうに考えてい

るところでございます。 

そういったことで、今回の計画策定にあたりましても、検討委員会を立ちあげて進める

ということでございますが、森林組合からも委員の参加をいただくつもりでございます。 

○議長  １番、小柴敬君。 

○小柴敬  私のちょっと小耳にはさんだというか、その西山地区におきまして、約 300町

歩ほど町外の方が所有をしていらっしゃるということでありますので、その点に関してど

のような情報を町としてはとらえていらっしゃいますでしょうか。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  お答えいたします。 

噂話では聞きましたが、町に対して何も業者からの申し入れもございませんし、詳しい

話は一切聞いていないのが実態でございます。 

○議長  １番、小柴敬君。 

○小柴敬  今回のこの策定にあたりましては、756 万という高額の実施計画、これを業務

策定されたわけでございます。これについては、おそらく次回、２月までに調査というこ

とをうかがっておりますので、次回でのすばらしい報告、これを楽しみにしたいと思って

おります。 

化石燃料である石油等も限界があります。太陽光、風力、それから今回の木質バイオマ

スと組み合わせました次世代につながるエネルギー推進の町、こちらを目指してほしいと

思っておりますが、国では、次世代につながる燃料電池、この導入を検討しているという

ことでありますが、これに対して、町としてはお考え、どのように考えていらっしゃいま

すか。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 
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○企画情報課長  お答えします。 

今、町で公共施設に、太陽光の発電施設を公共施設に設置をいたしました。その際には、

セットで燃料電池も設置しているところでございまして、昼間発電したものを夜間にも蓄

えて使用できるというような形で、今、施工しているということでございまして、現在整

備しております西会津小学校にも、そういった形で設置をしたいというふうに考えており

ます。 

家庭用の燃料電池につきましても、最近少しずつ普及が拡大しているということでござ

いまして、再生可能エネルギー、そういった観点で補助制度などを設けて、普及拡大を図

っている自治体もございますが、まだ西会津町の補助制度の中には組み込まれておりませ

ん。今後、他町村の動向であったり、そういったものを確認しながら、町としても普及拡

大を図るべきだというような判断になった際には、補助制度の中に盛り込んでいきたいと

いうふうに思っているところでございます。 

○議長  １番、小柴敬君。 

○小柴敬  あと、それにちょっと付け加えさせていただきますが、阿賀町の宣伝をするわ

けではありませんけれども、今回、私どもが調べたところによりますと、阿賀町で現在年

間 2,800トンほどペレットがつくられております。それで、１トン当たり約５万円という

ことになっております。これからいろいろな町としての計画、こういったものを踏まえま

して、計画を立てて費用対効果ということを目指していくんでしょうけれども、こういっ

たことも近所にあるということを踏まえまして、今後の検討をお願い申し上げます。 

次に移ります。徒歩で通う生徒というのが２キロということでありましたが、これに対

して、若干、夜間につきまして、町でどのくらい把握しているのかということをお聞きし

ます。それは、今回、議会報告会でもありましたけれども、西林の点滅信号から下って、

橋があって森野の林研センターがありますけれども、あそこまで全然防犯灯等が設置され

ていないんですが、その辺に対して町はどのくらい把握していますでしょうか。 

○議長  教育課長、成田信幸君。 

○教育課長  ただいま防犯灯ということで、町へのご質問ですが、通学路はうちのほうの

担当ですので、私のほうで答えさせていただきます。 

西林の点滅信号から森野に行きまして、林研センターということで、あそこ町道でござ

いますが、そこについては、基本的には街灯等はなく、人家の近くに防犯灯があるという

状況になっております。 

○議長  １番、小柴敬君。 

○小柴敬  今後、小学校の高学年になりますと、だいたい３時半、４時ぐらいになると、

暗くなるのではないかというふうに考えられます。あと１年後というようなことを見据え

ますと、やはりあそこを明るくして、さゆりが丘、あちらのほうの生徒の通学、これの安

全、そういったものを確保するという予算付け、そういったものは検討されますでしょう

か。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  森野の点滅の信号から林研センターまでについては、町道に歩道がつい

ております。その歩道につきましての照明につきましては、次年度、歩道用の照明をつけ
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るということで、今、計画中でございます。 

○議長  １番、小柴敬君。 

○小柴敬  もう１点、道路に関してお伺いをします。また森野から通学路に、たぶん場所

によってはあたると思うんですが、新大槻橋、10年くらい経っておりますけれども、それ

から赤城輪店、旧ですね、本町信号機、ここまでの間、夜間真っ暗になって非常に危険で

ありますけれども、それに対する対策はいかがお考えですか。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  おただしの路線につきましては、県道の喜多方西会津線となっておりま

す。それにつきましては、照明につきましては県で設置することになっておりますので、

町のほうから県のほうに要望するというような形も取れるかと考えております。 

○議長  １番、小柴敬君。 

○小柴敬  それでは、県のほうにしっかりと町のほうから要望をよろしくお願いしたいと

思います。 

質問を変えます。夏休み中というか、前回、私の質問に対して町の教育課のほうからは、

プールに関して、温水プールを利用するんだと、身長が低い子どもたちのために、現在 110

センチという高さの水を 90 センチ下げて対応するというふうに答弁がありましたけれど

も、90センチに下げるために時間的にはどのくらいかかるんでしょうか。また、それをさ

らに戻すために時間、抜く時間と戻す時間、どのくらいみこんでいらっしゃるでしょうか。 

○議長  教育課長、成田信幸君。 

○教育課長  さゆりの屋内プールについてのご質問にお答えします。 

前にご質問いただいたときに、あそこは水深が 110 ということで、小学１年生とか小さ

い身長の子どもには、ちょっと深いということで、浅くして対処をしたいということでお

答え申し上げております。その際に、一つの方法としては、今議員がおっしゃいました水

を抜いて浅くする方法が一つあると、もう一つは、板状のものを入れて、実質的に水深を

浅くするという、この２つの方法があるということで、お答え申し上げておりました。 

今回、その後内容について十分に精査をしていただきましたところ、やはりその水深を

少なくしてまた戻すというのは、かなり時間もかかりますし、あそこは温水のプールであ

るということで、温度調整等があるということで、当然あそこの場合、ほかのお客さんも

おりますので、それはなかなか実際的には困難であるということから、プールの中に板状

のものを、要するにゲタ状のものですね、それを置きまして、実質的に水深を浅くすると

いう方法で、来年度から実施をするというふうに考えております。 

あそこは 110センチ水深ありますが、それを入れますと 30センチから 40センチ浅くな

るということで、十分水深は浅くなるようなことで実施ができますので、その方法でやっ

ていきたいというふうに考えております。 

○議長  １番、小柴敬君。 

○小柴敬  それに関しまして、どのくらの部分、面積的なものをお考えでしょうか。 

○議長  教育課長、成田信幸君。 

○教育課長  あのプール、６レーンほどございますが、全部のレーンを使うというのはな

かなか難しいということで、実際にはレーンを分けまして、１レーン、もしくは２レーン、
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そういう形で台をずっと、25メートルですか、敷き詰めた形で安全を確保しながらやって

いきたいというふうに考えております。 

○議長  １番、小柴敬君。 

○小柴敬  レーン確保ということで答弁をいただきましたが、そのレーンの間の安全、要

は板からすっといってしまって、深いところに入って、監督者がいつの間にかいなくなっ

たというような事故が起きないように、そのレーンの間の安全対策、それだけはしっかり

としていただきたいというふうに考えます。 

それから、夏休み中の温水プールの利用につきましてですが、今答弁いただいたスクー

ルバスの利用ということですが、どこからどこまでのスクールバスの利用なんでしょうか。

それから、まさか夏季利用時の料金、児童から取るなんていうことは考えないと思います

が、その辺、答弁お願いします。 

○議長  教育課長、成田信幸君。 

○教育課長  夏季休業中のプールの利用ということです。これまでは学校にプールがござ

いましたので、学校に来て、そこで水遊び等をして帰るというふうになっていたわけです

が、来年度からはプール自体がさゆり公園のプールを使うということでございます。場所

が学校からさゆり公園に移るというようなことで、場所が変わるような形での運行を現在

考えております。 

なお、さゆり公園、当然貸切ではなく、ほかの一般のお客さんもいるということから、

さゆり公園、また関係する機関とちょっとお話を今後させていただいて、どういう方法が

一番いいのかを学校を含めながら検討していきたいというふうに考えております。 

○議長  １番、小柴敬君。 

○小柴敬  それでは、また質問を変えさせていただきます。冬の時期の徒歩通学者、これ

に対してですけれども、あそこの森野地区、非常に萱本、近いですけれども、松尾、あの

辺からだと非常に横殴りの嵐、それが強いと考えます。それで、それに関して防雪対策、

それから通学路対策、これに関してどのようにお考えですか。 

○議長  教育課長、成田信幸君。 

○教育課長  冬期の通学ということで、風対策ということでございます。町道、県道とも

に風が強いところは、基本的に防風柵というのが設置されている箇所が若干ございます。

ただ中には、そういう柵がないところもありますことから、特に西風があそこの場合、結

構強いので、ない箇所については、県であれば県に要望するなり、町のほうでは事業を起

こすなりやっていきたいと思います。 

なお、その通学につきましては、当然、初めて徒歩になる子どももおりますことから、

学校の家庭、よく連携をしまして、実際どのような形になるか、天候状態をみながら対処

はしていきたいというふうに考えております。 

○議長  １番、小柴敬君。 

○小柴敬  登校時、それから登校時だけではなく、下校時、好天の場合は、どちらかとい

うと朝だけの除雪で下校時には除雪されていないというところが多々見受けられますけれ

ども、それに対する安全確保はどのようにお考えでしょうか。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 



 40 

○建設水道課長  除雪のご質問ですので、私のほうから答えさせていただきます。 

これから通学路になるというようなことでございますので、地吹雪等によって交通に支

障があるというような箇所につきましては、道路パトロールを行いながら除雪に取り組ん

でいきたいと、このように考えております。 

○議長  １番、小柴敬君。 

○小柴敬  それに合わせまして、各場所に、おそらく農道等の側溝、そういったもの、お

そらくあると思いますので、そういったところの安全確保、そういったものをしっかりと

今から対策を立てて、子どもたちの安全に寄与していただきたいと、こういうふうに考え

ます。 

それから、急激な天候の変化で、今日はおそらくメール等で各家庭等のつながりを持っ

ていると思うんですが、今回はバスを利用するとか、今回は、じゃあ家庭で送迎してくだ

さいというようなことに対しては、事前の、前の日等々のしっかりとした天候、予想をつ

けまして、今後安全確保に努めて、学校生活、子どもたちに危険のないようにしていただ

きたいと思います。 

以上で私の質問を終ります。 

（「議事進行」の声あり） 

○議長  議事進行の声があります。これを許します。 

14番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  ただいまの１番の質問の中で、夏季プールの利用、スクールバスで行くと、

そして一般の人も乗るというような発言だったと聞き取ったわけですが。 

○議長  教育課長、成田信幸君。 

○教育課長  スクールバス、今回、子どもたちがプールでの水遊びをするために、これま

では小学校にプールがありましたから、小学校までスクールバスで、夏季休業中でも行っ

ていたということです。 

来年度からは、プールはさゆり公園のプールを使うものですから、その児童に限り移動

をスクールバスで行うというふうに考えております。 

○長谷沼清吉  一般も乗ると。 

○教育課長  それは関係機関とかそういうところと協議をしながら、当然やっていくとい

うことで、一般の方はお乗りになりませんので、よろしくお願いします。 

○議長  プールも一般の人が入るから、そこを協議するということです。 

３番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  町民の皆さん、こんにちは。議員番号３、長谷川義雄です。12 月定例議会

にあたり、町当局に２つの課題について質問をさせていただきます。 

はじめに、皆さまに身近に関わる２つの条例が 10月１日により施行になっていますが、

すべての町民によく周知されていないことがあります。その一つとして、西会津町快適環

境づくり条例です。趣旨はごみのない美しいまちづくりを進めるものです。町制施行 60

周年にあたり制定された町民憲章でも、愛します豊かな自然、住まう人と示されています。

条例の中においても、町の責務、町民の責務もはっきりとうたわれています。また、先に

行われた 12 月６日の西会津町少年の主張大会においても、西会津町を少しでもよくしたい
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と思う高校生によるごみ問題に対しての発表もありました。未来にわたり美しい町をつく

っていくことは、現在に生きる私たちの責務だと思います。 

このことを踏まえて、質問として西会津町快適環境づくり条例の施行前、施工後では、

町民の意識がどのように変わったととらえているかお伺いします。 

同じくもう１点ですが、今後、ごみのない町を目指すため、毎月１回、美しいまちづく

りの日などを設ける考えはないかお聞きします。 

それと同じく、10月１日より施行された条例があります。それは今に始まったことでは

ありませんが、どの地区にでもある空き家の問題です。見ただけでは生活しているのかい

ないのかわからず、防犯上、防火上、または美観上と多くの課題があります。西会津町空

き家等の適正管理に関する条例も、条例制定、施行とすでになっていますが、すべての方

にはよく理解されていません。確かに町の担当課の努力で、何件かの家屋解体など、目に

することもあります。今後さらによく知ってもらうためにもチラシを配るだけではなく、

工夫して町民に説明してほしいと考えます。 

このようなことから、私は西会津町空き家等の適正に関する条例の施行後、町内、町外

所有者に対して、町では周知されたと思うが、町民の意識がどのように変わったととらえ

ているのか、また問題点はなかったのかお聞きします。 

次の課題ですが、町の農業政策について当局にお聞きしたいと思います。農業問題につ

いては、午前の一般質問でも触れていました。大変深刻な状況だと思います。今年は特に

米価下落で、農家は大きく打撃を受けています。このままでは農家の生産意欲もなくなる

ばかりでなく、多くの農地が荒れることも危惧されます。町長の提案理由においても、当

局も心配していることがわかりました。今回の西会津町総合計画基本計画においても、稲

作の経営改善への支援、集落営農組織の育成と法人化支援などとあります。また、基本計

画策定町民懇談会の結果をみても、もう稲作は個人で行うには限界がきている、農地の集

積や法人化を検討していく必要があると、町民の意見に対して回答もありました。町独自

による今回の緊急支援も必要と思いますが、今後、長期的観点で農業政策を進めてほしい

と思います。 

このような現状を踏まえ、町の農業政策についてですが、西会津町総合計画基本計画に

おいても、今後、農業従事者に対して効果がみえる具体的施策はどのようなものかお聞き

します。 

以上を私の今回の一般質問といたします。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長   ３番、長谷川義雄議員のご質問のうち、西会津町快適環境づくり条例

及び西会津町空き家等の適正管理に関する条例についてのご質問にお答えいたします。 

はじめに、西会津町快適環境づくり条例でありますが、本条例は、本町が現在取り組ん

でおります定住促進と交流人口の拡大をより一層推進するため、良好な環境維持やごみの

無い美しいまちづくりなどを目的として制定し、本年 10月１日より施行したところであり

ます。施行にあたりましては、条例をわかりやすく解説した冊子の全世帯及び事業所への

配布、広報紙の掲載などをとおして周知するとともに、国や県の関係機関にも連携協力を

依頼したところであります。 
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条例の施行により、町民の意識がどのように変わったかとのおただしでありますが、ご

みのない美しい町は誰もが望む姿であり、この条例の施行により、町民の皆さんの美化に

対する意識はより高まったものと考えております。町といたしましては、この条例の趣旨

をより一層理解していただくため、今後も引き続きケーブルテレビや広報紙などをとおし

て周知して参る考えでありますのでご理解願います。 

なお、議員お質しの美しいまちづくりの日の制定につきましては、本条例を推進する上

で有効な手段であると考えますので、今後検討してまいります。 

次に、西会津町空き家等の適正管理に関する条例についてのご質問にお答えいたします。 

本条例につきましては、本町において年々増加する空き家等の適正管理を促すとともに、

町民の安全で安心な暮らしを確保することなどを目的に制定し、本年 10月１日より施行し

たところであります。施行にあたりましては、西会津町快適環境づくり条例と同様に、条

例の解説冊子を町内全世帯に配布するとともに、広報紙の掲載などをとおして周知を図っ

たところであります。また、町外在住の所有者等に対しましても周知を図るため、冊子を

送付いたしました。 

この結果、解体補助や解体業者の紹介など 10件を超える問い合わせがあったところであ

り、ある程度の反響はあったものと考えます。現在、町では自治区長に空き家等の所有者

や所在地、状態などについて、調査を依頼しているところであり、調査の集約後、速やか

に実態調査などを進めていく考えであります。また、実態調査の結果、危険な状態にある

空き家等につきましては、専門家のアドバイスをいただきながら、条例に則した対応を進

めてまいる考えでありますので、ご理解願います。 

○議長  農林振興課長、佐藤美恵子君。 

○農林振興課長  ３番、長谷川義雄議員の町の農業政策についてのご質問にお答えいたし

ます。 

町総合計画の策定にあたっては、農林業の振興のため総合計画検討会議や担当課で担い

手の育成や、農林産物の産地化などの課題について検討を重ね、今後必要な具体的な計画

を掲げております。町ではこれまで、安定した農業経営を確立するため、稲作依存経営か

らの脱却を図り、複合経営を確立するため、米・ミネラル野菜・キノコを町農業の三本柱

に据え重点的に取り組んでまいりました。このたび、それぞれ農家の皆さんの努力が認め

られ、高い評価をいただきました。今後もさらに町農林業の振興のため、総合計画を基に

事業推進を図ってまいります。 

具体的な対策としましては、①として、担い手の育成については、新規就農者育成のた

め、人・農地プランにより担い手に位置付け、青年就農給付金などの有利な国の制度が活

用できるよう誘導を図り、パイプハウスのリース事業や園芸用機械購入補助、県やＪＡ、

町専門員による連携した栽培指導を行なってまいります。 

２つ目としては、今後、国の農業支援は認定農業者であることが交付要件となってくる

ため、中核農家で認定農業者になっていない方については、認定に向けて誘導を図ります。 

３つ目は、稲作については、営農組織や法人化組織への作業の受託が進むものと考えら

れることから、一定の組織や法人に対して生産体制を強化するため、施設・機械等の整備

のための支援を行います。 
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４つ目は、町農林産物の産地化・ブランド化を推進するため、ミネラル栽培の生産拡大

と販売のための支援を行います。 

５つ目として、農林産物を活用した加工品開発に取り組む方に対しては、施設整備や加

工機械の購入に対して、町独自の補助事業により商品開発を推進します。 

さらに、現在、町農業振興地域整備計画の見直し作業を行っており、農家の皆さんのア

ンケート調査を実施していますので、結果をもとに今後必要な計画を検討してまいります

のでご理解をいただきたいと思います。 

○議長  ３番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  それでは再質問に入ります。まず最初に、快適環境づくり関係について、

町にはごみに対しての対応として、クリーン推進員がおりますが、あまり積極的な活動が

よく見受けられません。と私は思っています。それで、この条例をつくりましたが、クリ

ーン推進員との関わりはどのようになるんでしょうか。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  お答えいたします。 

まず議員おただしのとおり、町にはクリーン推進員さん、各自治区合計 140名の方に委

嘱をしてございます。年に１回、クリーン推進員会議ということで、地区ごとに開催をし

てございます。会議の中ではクリーン推進員さんには、ごみ出しのアドバイス、住民に対

するアドバイスですとか、あとはプラスチック容器の再利用するためにはどうやって出し

たらいいかというような、住民の方でわからない方がいれば、クリーン推進員さんのほう

から指導していただくと、そういった役割を担っていただいております。 

今回、本年度、快適環境づくり条例が制定されましたことから、来年、４月ないし５月

に開催するクリーン推進員会議では、そこら辺の条例の趣旨、中身等をご説明しながら、

町と連携を図っていただきながら、ごみのないまちづくりを担っていただくというふうに

考えてございます。 

○議長  ３番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  そのクリーン推進員の関わりですけれども、ごみの分別の仕方というのは

町の広報とか、ケーブルテレビでわかるんですけれども、私の考えですけれども、ケーブ

ルテレビでも広報でもいいんですけれども、町から見せるのではなく、例えばクリーン推

進員の中から地区の方へ直接やってもらえば、例えば身近な人がやるわけですから、やら

なければという意識は高まると思うんですけれども、そういう考えはどうでしょうか。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  今、議員おっしゃられたとおり、グリーン推進員さんをとおしてそうい

った啓蒙、普及を図るというのも一つの手段であると考えてございます。町といたしまし

ては、そこら辺、十分、今後検討してまいりたいと考えております。 

○議長  ３番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  その快適環境づくり条例の中で、まだその中で重点区域を指定することが

できるとありますが、まだ指定はされていませんか。というのは、まだないとしても、西

会津町が町民憲章の中でもうたわれているように、町民憲章を掲げることも大事でしょう

が、先ほども言いましたけれども、愛します、豊かな自然、住まう人とあるように、地元
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の人はもちろん、町外の人もわかるような看板のようなものを示すべきではないのかと私

は思っておりますけれども、どうでしょうか。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  お答えいたします。 

今おっしゃられた看板につきましては、現在、町で作成してございまして、多くの町民、

町外の方が訪れる、例えばさゆり公園ですとか、大山祗神社等の観光地等に設置をすると

いうことで、現在作業を進めてございます。なお、ある程度大きな看板はそういった公共

施設、観光地等に立てる予定でございますが、例えばポイ捨ての酷い区域等につきまして

も、啓発の看板をつくるということで現在作業を進めてございます。 

○議長  ３番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  もう１点、ごみの減量化についてなんですが、総合計画の中では、ごみの

減量化の数値目標というのがありました。年１パーセント、５年で５パーセントになって

いますが、その根拠は、一見すると人口減少のように感じますが、よくみるとそれだけで

はないと思います。何を根拠にして１年１パーセントと推測して、５年で５パーセントな

のかお聞きしたいと思います。もうちょっと目標だったら 10パーセントとか、上げるべき

ではないのでしょうか。いろんな総合計画の中でも、議員の中でも、一般に目標の数値が、

できないことを掲げなくてもいいでしょうが、もうちょっと数値を上げるべきではないか

という声もありますので。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  ごみの減量化の目標数値というご質問でございます。まず年１パーセン

トという数字の減少の目標の数値につきましては、過去の実績等を踏まえて割り出した数

値でございます。ただ、議員おっしゃるとおり、町としましては、目標は１パーセントで

ありますけれども、それ以上の減量化を達成するような努力につきましては、今後努めて

まいりたいと考えてございます。 

○議長  ３番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  ごみについてはその程度にして、次、空き家のほうに移りたいと思います。 

確認も含めてお聞きしますが、空き家というのは人が住んでいない、空き家等とありま

す、等とあればいろんな幅広く考えられますが、すでに倒壊した建物や敷地を含むとなっ

ていますが、それ以外に何かあるんでしょうか。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  お答えいたします。 

空き家等ということで、等が付いてございますが、建物以外でも、例えば倒壊、その建

物が倒壊しまして残材が残っていましたり、周辺の環境状況を悪化させるようなものも空

き家等ということで、この条例の範疇にしたところであります。 

○議長  ３番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  それでは、先ほども説明を受けましたが、現在、空き家というのは、空き

家等も含めて何軒くらいあるんですか。そして、空き家バンクに登録されているのはどの

くらいですか。また、それは現実的には空き家バンクということは、利用を考えたことだ

と思いますが、それは実際生活するには可能なんでしょうか。 
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○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  お答えいたします。 

先ほど答弁の中で、現在自治区長さんをとおして各自治区の空き家がどのくらい、何軒

くらいあるのかというような調査を実施してございます。回答期限が 12 月５日、先週の金

曜日でございました。全自治区からの回答はまだ集まってございませんが、今時点、集ま

った回答の数字でありますと、300 軒くらいの空き家が回答をよこされた集落にはあると

いうことでございます。なお、その調査の中身につきましては、きちんと管理をしている

空き家である、少し傷みが出てきている空き家である、あとはかなり傷みが激しいという、

そのＡＢＣ、３段階、自治区長さんの主観で評価をしていただいたわけでございますけれ

ども、今のところ 300軒近くの空き家がありまして、自治区長さんの判断でかなり傷みが

ひどいというようなお答えの空き家については、19軒ということでございます。 

それから空き家バンクにつきましてでありますが、現在、登録軒数が１軒であります。

なお、今回、空き家等の適正管理に関する条例ができまして、かなり町外の方から、先ほ

どご答弁申し上げましたとおり照会がきています。まだ比較的使える、体のいい空き家に

つきまして、所有者の方から、こっちに帰ってくる予定はないので、貸したり、売ったり

したいというような話がありましたら、空き家バンクのほう、商工観光課で担当してござ

いますけれども、そちらと連携を図りながら、できるだけそういったバンクの登録に誘導

するというような考えで、今、進めているところであります。 

○議長  ３番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  実際、300 軒もあって、１軒程度しかならないというのは、やはり、たぶ

ん家財道具の関係とか、あとは水回りの設備等いろいろあると思います。それで現実的に

空き家はあるわけですから、それを登録だけではなく、交流人口の拡大がやはり必要だと

思います。そういったために受け入れ態勢の充実も、あまりよいとは私は思えないんです。

それで、空き家に対してリフォームの相談とか、地域の行事とか、いろんなサポート体制

で、サポートできるそういう支援というか、そういうのをこれは考えるべきなのは、商工

観光課長なんでしょうか、お願いします。 

○議長  商工観光課長、大竹享君。 

○商工観光課長  それでは、空き家バンクについてのご質問ですので、お答えしたいと思

いますけれども、今ほど町民税務課長がお答えしましたように、現在、空き家バンクに登

録しておりますのは、１軒ということでありまして、今のお話にもありましたように、い

ろいろとこう問い合わせがきまして、一応今年、物件調査をしただけでも３軒ほどあるん

ですけれども、今、議員さんおっしゃったように、相続の関係とか、それから水回りの関

係とか、やっぱり家に家財があるからなかなか物を出すのが大変だとか、一定の期間だけ

はどうかとか、いろいろなかなかその家個人の事情がありまして、なかなかこう賃借にい

たるような条件には、今年の物件調査ではなっていないというような状況にあります。 

ですから、今議員さんがおっしゃったように、そういったリフォームとか、あとは短期

間の賃借とか、そういういろいろな、ちょっと条件をその事情に応じて設定するような、

そういうことも今後検討していかなければいけないのかなというふうには、担当課では考

えているところでございます。 
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○議長  ３番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  交流人口を拡大するにしても、担当課だけではなく、横のつながりをやっ

てもらいたいと思うから、私、課を越えて質問したわけです。町内で解体している程度が

10軒を超えるということですけれども、補助金の交付の申請はどのくらいあったんでしょ

うか。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  補助金の交付申請は、現在のところ１件もございません。すべて補助金

を出すというような補助金の趣旨ではございませんので、本来、所有者がきちんと管理を

し、解体撤去すべきものでございますので、すべての方が補助金に該当するということで

はございません。 

○議長  ３番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  町担当課の連絡なり、説明の効果があったというふうに理解しています。 

それと、今年の冬の除雪に対して、そういった妨げとなる家屋はないんでしょうか。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  先ほど調査、自治区の調査、区長さんから回答が、すべては集まってご

ざいませんけれども、その中で雪降ろしをしないと大変危険であるというような空き家も

考えられますので、そこら辺につきましては、そうなる前に所有者の方に町のほうからご

連絡を申し上げまして、きちんとした管理をお願いするということで考えてございます。 

○議長  ３番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  空き家の問題で、今後についての質問に移りますが、空き家の問題では、

国の重要な施策ととらえて、11 月 19日に空き家対策推進特別措置法というのが国会で成

立して報道になっています。この措置法は、市町村の権限強化が柱となっていますので、

西会津町のこの、今つくっている空き家条例については、どのような影響があると考えて

いますか。いつも答弁では、国、県の動向を注視しているとお答えいただいていますので、

お聞かせください。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  お答えいたします。 

議員おっしゃられるとおり、空き家対策推進特別措置法、先月、成立をしたということ

でございまして、内容につきまして見ますと、市町村の権限が、例えば空き家の把握です

とか、そういったもので税の情報を使えるようになったり、それから、国、県の財政的な

支援、例えば空き家を壊したりなんだりするとき、再利用したりするときの財政支援、そ

れから行政代執行法の網掛けを、規制を緩めたりというような内容でございます。 

町といたしましては、まず条例を制定いたしまして、条例に則した対応をこれから行っ

ていくわけでございますけれども、こういった法律ができたということで、当然、やりや

すくなったというのはちょっと言葉がどうかわかりませんけれども、かつ財政的な支援も

いくらかなりともいただけるということで、この条例の実施にあたっては、かなりやりや

すくなったのかなということで考えてございます。 

○議長  ３番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  その中で、文言の中で、特定空き家とあります。その説明を見ますと、倒
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壊の恐れがある、衛生面で有害、著しく景観を損なうなどとありました。これは私ちょっ

と見て、今町が進めている原町ポケットパークに該当するんじゃないかと思ったんですけ

れども、どのようにとらえていますか、お答えできる範囲で結構です。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  お答えいたします。 

今の景観上、それから危険な状態、それから著しく衛生上有害となるというような条項

につきましては、町の空き家条例でもそういうものを対象として空き家等と定義付けをし

てございます。町の条例、それから国のこの措置法につきましては、あくまでも空き家と

いうことでございまして、人が常時住んでいない家屋が対象ということでございますので、

ご理解をいただきたいと思います。 

○議長  ３番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  空き家条例のほうはまだ施行にもなっていませんので、その程度にとどめ

ます。 

それでは、町の農業政策についてに入ります。今年の米価は大幅に下落して、農業従事

者に対しても大変な問題となっています。町では農家の 10アール当たりの米の販売額、原

価生産はどのようにとらえていますか。 

○議長  農林振興課長、佐藤美恵子君。 

○農林振興課長  ご質問にお答えをいたします。 

米の生産原価でありますが、一般的、町独自の数字はつかんではおりませんが、一般的

に 22 年に米の戸別所得補償制度ができたときに、反当り、標準的な生産費は１万 3,700

円ということで、その内訳は、経営費と、それから家族労働費が７対３の割合だというふ

うにいわれています。 

○議長  ３番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  私、今、販売額と生産原価、両方と。お願いします。 

○議長  農林振興課長、佐藤美恵子君。 

○農林振興課長  失礼いたしました。 

標準的な生産費が１万 3,700 円、当時の標準的な販売価格は１万２千円、その差額 1,700

円がコスト割れをしているということで、戸別補償制度、反当り１万５千円が新たな制度

として 22 年に支援、交付が始まりまして、今年度はその半額、7,500 円というふうに制度

は変わったんですが、現状、経費と収入、それからコスト割れの部分はそのような数字に

なっています。 

○議長  ３番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  一般企業からみれば、なかなか厳しい内容だと思います。それで、今回の

補正予算の中でも稲作経営支援交付金が約１千万が計上されておりました。今後ですけれ

ども、米価が上がればいいんですけれども、据え置き、または下落となった場合、今後も

その予算化を計上するのかお聞きします。 

○議長  農林振興課長、佐藤美恵子君。 

○農林振興課長  次年度以降の米価下落の対策についてのご質問にお答えしたいと思いま

すが、提案理由の中で、町長が説明をされましたように、今年の米価下落は緊急的な支援
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という形で実施をし、来年の米づくりの生産意欲につなげたいということで、今回の補正

に計上させていただきました。来年度以降について、米価の下落傾向は今後も続くものと

思われますので、新たに担い手に作業受託が集中したり、そういう担い手となるべき人の

支援だったり、担い手となる組織の生産強化の部分に町としては支援をしたいというふう

に考えております。 

○議長  ３番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  担い手支援とかいろいろありますけれども、総合計画の中でも集落営農組

織の育成とか、法人化支援とありますが、そこの中で法人化や組織化の人数、数字という

のは示されていないのは実際成立が難しいということですか、その辺。その数字は示され

なかったんですか。 

○議長  農林振興課長、佐藤美恵子君。 

○農林振興課長  ご指摘のとおり、法人化といいますと一定のルールがありますので、な

かなか簡単には法人化までには行くのは大変だということで、来年度、国の制度も多少緩

和はされまして、認定農業者じゃないとだめだよという部分を、認定農業者はそうですが、

その法人化の中でも、規約とそれから一定の経理が一元化している、その部分を認められ

れば、簡易な集落営農組織として支援をするようなことで検討も進められていますので、

現実的にすべての形態が、法人化まではなかなか難しい状況であります。 

今現在町では、組織として立ち上がっているもの、それが個人として法人化を実現させ

た方、それから現在法人化に向けて調整を図っているところがありますので、それらの皆

さんに支援をしていきたいというふうに考えています。 

○議長  ３番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  これはちょっと関連がありますので、総務課長にお聞きします。旧尾野本

小学校は普通財産ですか、教育財産ですか。まず１点お聞きします。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  旧尾野本小学校につきましては、普通財産でございます。 

○議長  ３番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  はい、わかりました。旧尾野本小学校は耐震基準を満たしていないという

ことで、いつも解体を説明されていますが、一部が利用されていますが、かなり維持管理

もかかると思います。なぜ解体しないのでしょうか、それは交付税の関係も影響があるか

らですか。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  今、基本的に維持管理経費はかけてございません。議員がおただしのように、

非常に耐震結果が一番悪い施設でございますので、ここについては計画的に、一遍に、い

ろんな古い施設がございますので、順次、計画的な取り壊しはしていきたいというふうに

考えております。ただ、あそこの施設、非常に大きい施設でございますので、解体経費も

かなり何千万という経費がかかります。その財源捻出を見極めながら、今後検討していき

たいと思います。 

○議長  ３番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  それでは、最後の質問は町長にお聞きします。なぜ今まで聞いたかといい
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ますと、今、西会津町が当面している問題は小学校建設、保育所建設、役場移転と、さら

には仮称ですけれども、町民文化センターと、大きなプロジェクトか目白押しです。また、

現在、町の農業政策も大変な状況です。それで、旧尾野本小学校を解体して、跡地に体験

型ライスセンターをつくって、農業公社を設立してはどうでしょうか。それはなぜかとい

いますと、尾野本近辺には専業農家もおりますし、そして学校もあるわけですから、食の

教育もできると思います。地元でつくって地元で食べる。給食にまわす。子どもにも見せ

る。他の市町村から来る人にも見ることができる、体験させることができる、それも交流

人口の拡大だと思います。複合的な観点から、今すぐとは私は思いませんけれども、長期

的な観点に入って検討するべきではないかと思います。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  今、遊休施設の活用というのもまず第一に考えながら、すぐさま古くなったから

取り潰す、あるいはそういう計画ということだけではなくて、何か新しい方向に政策転換

できないかということでも今まで取り組んできたわけであります。まずそれが一つであり

ます。そして、やっぱり安全性とか、あるいは設置基準の中で、どうしてもそれに耐える

ことができないということについては、最終的には、その施設はやっぱり取り壊して整地

をするということの２段構えで取り組んでいるわけであります。ですから、今議員が申さ

れた内容で、あの尾野本小学校の跡地利用ということで、これ具体的な方向付けがきちっ

とされておれば、早期にこれを着工していくとか、あるいはその利用目的に沿って計画を

立てると、こういうことにも私はつながっていくのではないかというふうに思います。 

しかしながら、今、具体的にこの数年間の将来見通しの中で、あの近辺をどういうふう

に活用するかということについては、いまだ検討中でありますから、今すぐにどうこうす

るということはできないと思います。 

ただしかし、農業問題に関してご提言でありますから、私はそういうことも一つは、今、

農家の皆さんが来年以降の農業経営というのは、だんだん厳しくなってきますし、米価が

これ以上上がる方向にあるかというと、そう楽観的な見通しはないだろうということであ

りますので、そこには、農地の集積なり、あるいは共同経営、さらには進んで法人化、こ

ういうような段階を踏んでいくということは、当然、西会津町の農業経営の中では避けて

通れない課題だろうというふうに思います。 

ですから、例えば尾野本地区でそうしたカントリーエレベーターまではいかない中でも、

ライスセンターとか、そうした形で、何か全体を共同で対応するような組織検討が、組織

ができれば、それに向けて町も鋭意努力をしてまいりたいというふうに思います。 

ですから、あの地域がそれにふさわしいと、そしてそういうことにぜひ取り組んでいた

だきたいという具体的な内容で、農家の皆さんや、あるいは地域の中から盛り上がってく

れば、町としても真剣に考えていかなければならないだろうというふうに思います。 

そしてもう一つは、跡地利用の関係で、いろいろな考え方がありますが、高速が近いと

いうこともありますので、あの地域の中には企業誘致の面も、これはある意味では出てき

た場合の対応の一つかなというふうに思います。ですから、そういう複合的な経営内容と

いうものを総合的に判断しながら、検討していく施設の場になり得るところではないかな

というふうに思っております。 
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○議長  ３番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  以上で私の質問はこれで終わります。どうもありがとうございました。 

○議長  ８番、多賀剛君。 

○多賀剛  皆さん、こんにちは。８番、多賀剛でございます。本日最後の一般質問となり

ます。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

さて、今定例会に３件の一般質問通告をしておりますので、通告にしたがいまして順次

質問をさせていただきます。 

まず一つ目の質問といたしまして、自主財源確保の取り組みについてお尋ねをいたしま

す。本町の財政状況の推移を見ますと、歳入においては 2008年９月のリーマンショックの

落ち込み以降、ここ数年は少しずつではありますが順調に歳入総額は伸びているようであ

ります。特に平成 23 年３月に発生しました東日本大震災以降は、復旧、復興、再生のため

の資金や、風評被害払拭のための交付金、各種補助金などが歳入の増加要因の一つとなっ

てきたところであります。 

しかし、震災から３年９カ月が過ぎ、本町においてもいまだ風評被害の払拭にはいたっ

ていないにせよ、今後は今までのように復興再生、あるいは風評被害払拭のための資金は

減額されてくることも想定されます。依存財源が８割に近い本町にとっては、今後も国や

県に対して復興、再生、風評被害払拭の必要な財源措置を適切に要請し、健全な財政運営

を行うための努力は怠ってはいけないところであります。 

そしてもう一つ、歳入総額の２割を占める自主財源の安定確保への取り組みも大変重要

な課題であると考えます。その中の一つに未収金の収納対策があげられます。実は、これ

は 11 月に我々が行った議会報告会の意見交換会の中でも、町民の皆さんから話がありまし

た。平成 25年度の決算では、一般会計、特別会計の合計で収入未済が約９千万円。不納欠

損は対前年比 60パーセント増の約 1,400万円となっております。景気の良し悪し、社会情

勢に左右される面も当然あるでしょうが、それを理由に安穏としているわけにはいきませ

ん。また、税の公平性の観点からも、町民の皆さんから不満が出ないような抜本的な対策

が必要であります。また、新たな自主財源の確保や増やすための努力も当然必要と考えま

すので、次の点についてお尋ねをいたします。 

まず１点目は、未収金の収納対策はどのようになっているのかお尋ねをいたします。ま

た、税等徴収対策本部の活動状況はどうなっておりますでしょうか。成果はあがっている

のかもお尋ねいたします。 

２点目といたしまして、未納者に対して行政サービス等の制限があるのかも併せてお伺

いいたします。 

３点目といたしまして、ここ何回か各定例会ごとに一般質問で出されておりますふるさ

と納税、いわゆるふるさと応援寄付金についてお尋ねをいたします。これは私、一昨年こ

のふるさと応援寄付金について初めて質問をさせていただいたときには、積極的に取り組

むべきではないかという質問に対して、あまりやりたくないような、前向きなご答弁をい

ただけませんでした。しかし最近の答弁では、前向きに検討するということでありました

ので、再度質問をさせていただくものであります。このふるさと応援寄付金、取り組み方

いかんによっては自主財源確保の観点ばかりではなく、いろいろな相乗効果も期待できる
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し、相当な成果も期待できるものと考えます。国においても、2015年税制改革の中で、こ

のふるさと応援寄付金制度の拡充が示されました。私は地域経済の活性化の起爆剤にも十

分なり得る可能性もあるものと考えます。この制度の効果的な取り組みの検討状況はどう

なっておりますでしょうか、お尋ねをいたします。 

４点目といたしまして、町民バスなどの広告掲載など、新しい収入源の検討も必要と思

いますがいかがでしょうか、お尋ねをいたします。 

５点目といたしまして、遊休財産や普通財産の処分、あるいは有効活用に関して、抜本

的な対策が必要と思われます。新たな対策は検討されておりますでしょうか、お尋ねをい

たします。 

２つ目の質問といたしまして、防災・減災対策についてお尋ねをいたします。古くから、

備えあれば憂いなしという言葉が語り継がれておりますが、言葉ではわかっていても、人

間なかなかその場に出くわさなければ対応できないのが実態であります。先月の 11 月 22

日に発生した長野県北部地震では、あれだけの被害が発生しながら、奇跡的に死者が出ま

せんでした。報道等での情報では、災害時の対応について、日ごろからしっかりと準備を

し、自分の命は自ら守る、余裕があれば隣近所の手助けを行う。まさしく自助と共助の心

構え、取り組みが功を奏したようであります。改めて日頃の防災・減災体制の重要性を再

確認したところであります。防災・減災対策について次の点をお伺いいたします。 

まず１点目は、緊急時の連絡体制や避難勧告等の広報体制、避難体制はどのようになっ

ているのかお伺いいたします。 

２点目といたしまして、統一した行動マニュアルも当然必要と考えますが、本町は広大

な広さがあります。各集落ごとに地域の実情に合った対応策も必要と考えます。各集落、

各地域ごとに防災・減災計画のようなものをつくる考えはないかお伺いをいたします。 

３つ目の質問といたしまして、子ども議会についてお尋ねをいたします。今年は町制施

行 60 周年の節目の年であります。先月の 26日には、盛大に祈念式典、祝賀会を開催し、

西会津町民憲章の披露も行われたところであります。私はこの事業の一環として、子ども

議会の開催を提案するものであります。次世代を担う本町の小中学校の児童生徒に、行政

や議会への理解を深めていただくとともに、本町のまちづくりに関心を持ち、将来の自分

の夢や希望を実現するために、日頃の思いを語っていただくことは大変意義深いものと考

えます。子どもたちの目線で、日頃疑問に思っていることや、豊かな感性から出される率

直な意見を、子ども議会という場で議論していただくことは、子どもたちばかりではなく、

行政・議会、さらには町民の皆さんにとっても有意義なものと考えます。子ども議会の開

催はできないものかお伺いするものであります。 

以上の３点を私の一般質問といたします。明快なご答弁をお願いいたします。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  ８番、多賀剛議員のご質問のうち、はじめに自主財源確保の取り組みに

ついてのご質問にお答えいたします。 

税の適正な課税と公平な負担、さらには税や使用料の収納率の向上は、本町の貴重な自

主財源を確保する上でたいへん重要であると認識しております。 

まず、一つ目のおただしの未収金の収納対策でありますが、税におきましては、臨戸徴
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収をはじめ預金等の差し押さえ、県との連携などにより収納率向上に努力しているところ

であります。また、町長を本部長とする税等徴収対策本部会議でありますが、年末や出納

整理期間の管理職徴収の実施をはじめ、水道使用料等の未納に対するサービス停止に係る

町の方針策定などをとおし、収納率の向上を図っているところであります。 

次に、未納者に対する行政サービス等の制限はあるのか、とのおただしにお答えいたし

ます。現在、町では未納期間が一定の期間を超えた場合に、水道やインターネットのサー

ビスを停止しております。また、国民健康保険税の未納者に対しましては、短期保険証を

交付し、交付の際に納税相談を行っているところであります。 

次に、ふるさと応援寄附金の効果的な取り組みは進んでいるのか、とのおただしにお答

えいたします。本年９月議会定例会で 11 番、清野佐一議員にご答弁申し上げましたとおり、

ふるさと応援寄附金は、地域の活性化や子育て支援など、本町の特色あるまちづくりを推

進する上で貴重な財源となっているところであります。本町といたしましては、ミネラル

野菜や米などの特産品の生産拡大や原発事故の風評被害払拭、さらには交流人口の拡大促

進などを踏まえ、来年４月からの新たな体制に向け、贈答品の内容やＰＲ方法、手続きの

簡素化などについて、現在その作業を進めているところでありますので、ご理解願います。 

次に、町民バスの広告掲載についてのおただしでありますが、本町では、自主財源確保

の観点から、平成 23 年度に、有料広告掲載取扱要綱を制定し、広報紙やホームページ、町

民バスにつきまして、その対象としたところであります。町民バスにつきましては、いま

だ申し込みがないことから、今後、利用いただけるよう、ＰＲ等に努めてまいる考えであ

りますのでご理解願います。 

次に、防災・減災対策についてのご質問にお答えいたします。 

本町では、地震や風水害等の災害に対処するため、東日本大震災や新潟・福島豪雨災害

などの教訓を踏ふまえるとともに、さらなる防災体制の強化を図るため、平成 25年３月に

町地域防災計画の見直しを行ったところであります。この見直しでは、初動体制や情報伝

達体制など、発災時に大変重要となる項目について修正を加えるとともに、町独自の防災

対策の初動体制と情報収集マニュアルを作成したところであります。 

一方、防災対策に対する町民への周知でありますが、町ではこれまで、防災ガイドの全

世帯への配布や土砂災害危険区域ハザードマップの地区説明会をとおして周知を図ってき

たところであります。また、町では、地域防災計画に基づいた防災訓練を毎年開催し、避

難訓練や負傷者の救出訓練、応急手当訓練など、住民の皆さんに実際に参加いただき、地

域における防災意識の高揚に努めてきたところであります。 

議員おただしにもありましたように、災害時における取り組みの基本は、自分の身は自

分で守る自助と、地域で助け合う共助であります。町といたしましては、今後も引き続き、

防災訓練や各種防災説明会の開催、自主防災組織の立ち上げや育成などをとおして地域防

災力の向上を図ってまいる考えであります。 

次に、地域の実情に合った防災計画等を作る考えは、とのご質問にお答えいたします。

現在、町では土砂災害や洪水、地滑り、ため池の危険箇所を全て網羅したハザードマップ

の作成作業を進めております。このハザードマップは、避難所や避難経路についても見直

すこととしておりますが、地域の実態を十分に考慮するため、自治区等との協議を図りな
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がら作成する考えでありますので、ご理解願います。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  ８番、多賀剛議員のご質問のうち、遊休財産や普通財産の処分について、お

答えいたします。 

遊休財産の基本的な活用方針につきましては、町民の皆さんの声を最大限尊重し、活用

できるものについては、施設整備等を行い、積極的に有効活用を図っているところであり

ます。特に、小・中学校統合後の廃校利用につきましては、国際芸術村や奥川みらい交流

館、農林産物加工研修施設などとして、有効に活用しているところであります。 

次に、普通財産の処分についてでありますが、利活用目的のない普通財産につきまして

は、これまでも積極的にその処分を行い、財源の確保に努めてきたところであります。今

後も不要不急な財産については、その処分に努めていく考えであります。なお、現在、町

が保有する遊休財産の現況調査を行っているところであり、この調査結果をもとに、有効

活用が見込まれる施設については、その活用方法の検討を、また老朽化の進行する施設や

耐震性に問題のある施設など、利活用が困難な施設については、計画的に解体等の処分を

行っていきたいと考えでおりますので、ご理解をいただきたいと思います。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  ８番、多賀剛議員の子ども議会についてのご質問にお答えいたします。 

子ども議会につきましては、全国の多くの自治体で開催されているところであり、会津

管内にあっては、会津若松市や喜多方市、会津美里町などで開催されています。全国市長

会の開催事例集を見ますと、開催目的や主催団体についてもさまざまで、行政への関心を

もっていただくため、自治体が主催し実施している場合もあれば、児童・生徒の社会科学

習活動の一環として教育委員会が主催しているもの、議会への関心を高めていただくため

に、議会が主催している事例も数多くありました。また、商工会議所や市民団体等が主催

団体となり開催しているケースもあります。 

議員が申されたとおり、子ども達の感性で町政についてさまざまなご意見をいただくこ

とは、まちづくりのためにも重要なことだと考えています。また、議会や政治の仕組みを

体験・学習することにより、子ども達の町の施策や郷土への関心も高まるものと考えてお

り、こども議会については大変意義のある取り組みだと考えています。 

しかしながら、実施に向けては学校の協力が不可欠であり、計画的な事前学習や年度当

初からの日程調整が必要でありますので、関係機関のご意見もいただきながら検討してま

いりたいと思いますので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  ８番、多賀剛君。 

○多賀剛  それでは順番に再質問をさせていただきます。まず、自主財源確保の観点から

未収金の収納対策について、はじめにお尋ねをします。 

まず税等徴収対策本部の前に、現在の徴収体制で十分成果はあがっていると認識されて

いるのか、これで十分だとお思いなのか。はじめにお断りしておきますが、現在の徴収担

当職員が一生懸命仕事をしていないとか、そういう意味で申し上げているわけではありま

せん。一生懸命やっているのは十分承知しておりますが、現在の体制、人数等含めて、現

在の体制で十分成果があがっていると思っているのか、その点をまずお尋ねをいたします。 
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○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  お答えいたします。 

税に限って申し上げますが、税務係の収納のキャップといいますか、が１人、それから

補助、収税係には２人の職員がおります。主にやっているのはキャップが連日のように徴

収に歩っていると、そこに補助で、その収税係、もう１人の職員も歩っていると。それで

あとは、それぞれそれ以外の税務係の職員には、その滞納者の方の担当を決めまして、随

時徴収に歩っているということでございます。 

今の体制で成果が出ているのかどうかというおただしでございますけれども、税に限っ

て申し上げれば、決算、９月議会でも収納対策ということでご質問ございましたが、徴収

率は若干ではありますけれども、年々上がっている、もしくは税目によっては横ばいとい

うことで、徴収率が落ち込んでいる状態ではございませんので、担当の職員が一生懸命が

んばってなんとか高い徴収率を維持していると。ただ、あくまでも 100パーセントが、徴

収率 100パーセントが基本でございますけれども、なかなかそこまでは難しい面があると

いうことで、認識してございます。 

○議長  ８番、多賀剛君。 

○多賀剛  今の体制で、率直に聞きたいんですが、先ほど言いました十分に、いわゆる収

納対策できているのかなと、私は常々思っております。実際に動いているのは担当職員１

人の体制で、先ほど言ったように使用料、手数料等含めれば、特別会計、一般会計、合計

で９千万円もの収入未済がある。それで、今の収納状況は上がっているということであり

ますけれども、それはあくまでも現年度分、私もずっと見ていて、現年度分が多少改善さ

れているというようなことはわかりますけれども、過年度分に関しては、私は決してよく

なっているなという思いはしません。もう一度、今の体制で十分だとお考えですか、ある

いは人数的にもう少し補強することはできないのか、その点お尋ねをいたします。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  お答えいたします。 

主任１人が専属で歩って、それを税務係の職員が手伝うといったらあれですけれども、

カバーしながら今の徴収体制を取っているわけでございます。人数をもっと、じゃあ増や

して、もっと徴収率を上げるべきではないかというようなご質問かとは思いますけれども、

じゃあもう１人専属に増やしたり、２人増やしたりして、じゃあ徴収率がどこまで上がる

のかということになりますと、なかなかどうなるかというのは難しいところかなと、私的

には思ってございます。 

○議長  ８番、多賀剛君。 

○多賀剛  難しいのかもしれませんが、実際に１人で歩いて出る成果というのは、私は、

そのたかが知れていると言ったら失礼ですけれども、成果はそんなものかなという思いが

します。以前から私は、もう少しこの部分は増強する必要があるという思いでおります。

藤城副町長がいたときも、今のところは人数的には増やすことはしないというようなご答

弁でしたので、致し方ありませんが、町長これ、うちの先ほど言いました 25年度の決算で、

収入未済が特別会計合わせて９千万円もあって、不納欠損に関しては、５年前のリーマン

ショック等の社会情勢などいろいろ難しいことがあったにしろ、1,400 万円もの不納欠損
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をしていると、うちの財政規模で、この金額は多いとお思いですか、少ないとお思いです

か、妥当な金額ですか、その辺一つお尋ねいたします。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  まず未収金と、あるいは税だけではなくて使用料、手数料も実はこれ精査してみ

れば、議員もおわかりだと思いますけれども、相当数ダブっているわけですよね。ですか

ら、税だけ徴収が上がるかというと、なかなかそうではなくて、同じように税の場合は５

年経過しますと不納欠損の要件になるわけですけれども、使用料とか手数料とかというの

は、そういう制度ではありませんから、やっぱりそうしたところにいろいろとお願いなり、

未収金対策でうかがうということになってきますと、どちらが優先かということも実際あ

るわけです。そういうところのいろんな調整を行うのが、私を本部長とする税収等対策会

議なんですあります。そこで、先ほどもありましたが、年末とか、あるいは部分的に税収

等対策審議会を置いて、担当者、実はこれは具体的に対応している担当者からいろんな意

見をいただいて、そして現状を報告していただきながら、その現在ある３人の職員だけで

はなくて、税収等というのは、管理職も含めながら一緒にこの対策をしましょうという対

応を実はとってございます。 

その結果、いわゆる徴収率というのは、私は未納金がどれくらいあって、不納欠損がど

れくらいあるかというのは、これは最も大事なことでありますけれども、やっぱり徴収率

がどう上向いてきているのか、あるいはどういう状況になっているかということについて

も、やっぱり大切な税の見方、徴収率の見方ではないかなというふうに思います。 

そこで、１千万からの未収金があるということでありますと、非常にこれは金額的に、

約１億近くの未収金が存在するわけでありますけれども、そういった場合に、はたして金

額だけであれば、これは大変なことだとこう認識せざるを得ません。しかし、その内容等

をみながら、やっぱり判断をしていかなければなというふうに実は思っているわけであり

まして、その判断というのは何かというと、やはりその時代の、その年代の景気動向はど

うであったのか、あるいは会社経営がどういう状況であったのか、あるいは所得の状態と

いうのはどういう状況なのか、あるいは家計収支というのは、現在どういうふうに推移し

ているのかというようなことで、総合的に西会津町の経済動向というものも、ある意味で

はこの左右されて、税に左右されてくるだろうということで、その中でどうしても未納に

なるという状況が判断された場合については、本当にこれはしょうがないのかなというふ

うに実は思っているわけですが、しかしそうは言っても、これは税の公平性、平等、こう

いった課税をしているわけでありますので、そこを 100パーセント納めていただくという

のが町の課税のこの取り組みであります。 

ですから、本当にこれだけ多く未収金があるというのは、私は非常に重大な問題だと、

こう位置付けております。 

そしてもう一つは、不納欠損であります。不納欠損は、いわばこの５年間、実は私、町

長になってからですが、その以前の不納欠損を本来はせざるを得ないのが、ずっとこうた

まっていた時代がありました。いつかはこれは、やっぱりもう 10年も前の、本来不納欠損

しなければならないものがあったわけです。それも議会の皆さんの同意を得ながら、やは

りそういったことは喫緊のところまできて、そして、その 10年も 20年も先のような不納
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欠損の部分というのは、数字的に大きく不納欠損の数字がありますけれども、これはなん

とかご了承いただきたいということで、この不納欠損の数字というのがあがってまいりま

した。 

最近では、この不納欠損の数字というのは、喫緊の状態に段々なりつつありますので、

今後、不納欠損にすべて、５年を過ぎたから自動的に行くということでは決してありませ

んので、その経過なり、そして計画的な納税対策、これをもって少しでも不納欠損がない

ような方法をどうとっていいのかということで、税収等の対策の中では、そういったこと

も審議しながら、個別な納税相談に応じているということでありますので、なんともこの

数字的に決算で表れてくる数字については、いかんともしがたい数字でありますので、ご

了解をいただきたいと思います。 

○議長  ８番、多賀剛君。 

○多賀剛  町長ご答弁いただきましたけれども、私以前にも申し上げましたけれども、本

当に今、少ない年金の中から税金を払い、保険料を払い、使用料を払い、本当にカツカツ

の状況で厳しい生活をなさっている人もいると、片や払えるのにそうでない人も若干見受

けられると。本当にこれはもう不公平感、ものすごく強く感じるところで私はあります。

だから、この徴収に関しては、ある程度毅然とした態度で、ときには厳しいことも言いな

がら私は収納にあたるべきかなと常々思っております。 

町長ご答弁いただきましたので、税と徴収対策本部の話に移らせていただきます。町長

がこれ本部長なり、トップにおつきになったときに、町長自ら先頭に立って収納対策を進

めていくんだという話をされました。大変すばらしいことだなと思いましたけれども、実

際はどうなのか、ただ本部長というトップにすげられただけなのか、私は先ほど活動状況、

税等徴収対策本部の活動状況をお尋ねしたわけなんですが、活動日数、回数、どういう徴

収体制を、管理職がやっているというのはわかりますけれども、どれだけの実績があった

のか、その辺も合わせてお尋ねをいたします。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  税等徴収対策本部会議の活動内容等についてのご質問にお答えをいたし

ます。 

基本的に会議につきましては、年に２回ないし３回、開催をしてございます。開催の内

容でございますけれども、まず先ほどご答弁申し上げましたとおり、年末徴収、出納整理

期間における管理職の一斉徴収、これの内容等の打ち合わせですとか、なお今申し上げま

した管理職の一斉徴収による徴収金額の実績でございますけれども、平成 25年度につきま

しては、合計で 61万円。24年度につきましては 40万４千円の徴収実績がございます。 

それから、同じく先ほど答弁で申し上げましたが、例えば水道料、インターネット使用

料等の滞納者の方に対するサービスの停止要件、例えば水道料ですと、何カ月間滞納され

た方は水道利用を停止します。インターネットについても、何カ月未納の方についてはサ

ービスを停止しますと、そういった基準の審査、審査といいますか協議、そこらをとおし

て、その本部会議で決まった基準、それを各課、担当のほうで、この基準がきたら水道を

止める、インターネットを止めると、そういった対策についても本部会議の中で協議をし

ているところであります。 
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○議長  ８番、多賀剛君。 

○多賀剛  町長にお尋ねしたいんですが、先ほど言った、自分が自ら税等徴収対策本部の

本部長として、先頭に立って徴収対策を進めていくんだということに関しましてはどのよ

うにとらえたらよろしいでしょうか。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  今まで町長が本部長になって、税収等対策本部を設置したということはなかった

といことです。ですから、私の目をもって、公平で、そしてやはり納得いくような課税と

徴収に全体で力を合わせてやっていこうと、こういうことでありますから、当然その中に

は財産の差し押さえ、水道利用の停止、インターネットの停止、こういう厳しいある意味

では対策等もこれは課せるというようなことで、今回対策をして、今日までいたっている

わけです。 

○議長  ８番、多賀剛君。 

○多賀剛  先ほど活動状況はわかりました。実際、活動日数、税等徴収対策本部、私あま

りこの実態がよく見えなかったと、出納閉鎖の前、あるいは年末徴収をやっているという

話でしたが、実際何日おやりになりましたか、今年度。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  お答えいたします。 

年末徴収、議会が終われば管理職１人に税の担当、使用料の担当、２人ないし３人１組

で、実際 10件から 12 件程度、１組、担当になりまして、１回行けば用が足りるというこ

とではございませんので、１班、３日ないし４日、夜間、出ております。それが出納整理

期間合わせますと、管理職でだいたい８日程度は年間、夜間徴収に歩っているという実態

でございます。 

○議長  ８番、多賀剛君。 

○多賀剛  この未収金対策ばっかりに時間とっているわけにいかないんですが、私は成果

が出ているということでありますからこれ以上申し上げませんが、本当に収納に力を入れ

るというのであれば、実質、今のご答弁だと８日間くらいの、年間。８日間くらい、２回

の徴収だということでありますから、私はもっとこれは積極的にやるべきだなと。出納室

の閉鎖もありますでしょう、年末もあるでしょう、あともう一つ、この辺はまだ盆暮れ勘

定というのがあります。盆。せいぜい隔月、あるいは今言った年間３回ないし４回ぐらい

は、集中的にぜひ進めていただきたいと思います。そうでなければ、この税等徴収対策本

部、機能しないと私は思うんですが、その点だけもう１回ご答弁ください。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  議員が今おっしゃられたとおり、年間２回、年末、出納閉鎖期間だけで

はなくて、お盆とか、いろんな機会をとらえてすべきではないかというおただしでござい

ますけれども、当然、成果を上げるにはそのような取り組みも必要かと考えてございます

ので、本部会議の中で十分検討させていただきたいと思います。 

○議長  ８番、多賀剛君。 

○多賀剛  そのようにしていただきたい。 

質問変えますけれども、次、ふるさと応援寄付金についてお尋ねします。町民税務課長
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のご答弁では、今検討中みたいな話でありましたが、私、今の時期、これをお尋ねしたと

いうのは、新年度の予算編成のもう時期になっている。この、いわゆるふるさと応援寄付

金に関しましては、今までのような寄付金とはちょっと意味合いが違います。待っていて

くるようなものでもありませんし、きてありがたいだけのものでもないです。だから、や

っぱりこれは戦略的に考えていかなければならないと思いましたので、これ来年度に向け

て、私は、例えばふるさと応援寄付金、１億円集めたいから、予算３千万とか４千万取る

ぐらいの、中身はまだ別にして、細かいところを詰めるにしても、そのぐらいの意気込み

を私はほしかったんですが、そこまでは全然いっておりませんか、いわゆる寄付金の目標

金額、そのためにどういう手当をしなければいけないか、これは今決めておかないと、新

年度できないと思うんですが、いかがでしょうか。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  今議員が１億円くらい集めるような意気込みでというようなおただしで、

仮にですか、おただしでありますが、今実際、来年４月に向けて、先ほどご答弁申し上げ

ましたとおり、今は１万円以上の寄付をされた方には３千円相当の町の特産品の詰め合わ

せを贈っているわけでございますけれども、ミネラル野菜、米等の、それを今見直しの中

で、もっともっと西会津の産品にしろ、あといろんな都市部からも来ていただけるような

仕掛けといいますか、そういったものを含めて、今検討はしてございます。 

あくまでも基本的な考え、町の考えでございますけれども、そういった特産品のＰＲ、

地域おこし、地域の活性化、それから交流も含めまして、そういったことがまず基本にな

ってございます。今総務省からも通達来てございますけれども、ただ単に金集めに走るよ

うな、そういった取り組みはいかがなものかというような部分も一つございますので、町

としては、町の活性化、それから都市との交流、いろんな面でこのふるさと応援寄付金に

ついては、大いに活用はしたいと思いますけれども、単なる金集め、それは簡単な話です。

１万円いただいたら８千円、９千円のお返しをすれば、かなり寄付金は集まると思います

けれども、そこまで露骨にといっては大変言葉は悪いですけれども、ある程度の節操を持

った対応をしながら、町の活性化を図っていくようなことで今考えてございますので、ご

理解をいただきたいと思います。 

○議長  ８番、多賀剛君。 

○多賀剛  私、そんなに露骨に金集めしろと言っているわけではありません。私どうして

も民間に比べれば、その役所の方の考え方というのは、その辺は少しゆるいところがある

かなと思います。先ほど言ったように、本当に乱暴な言い方をすれば、これは戦略的な寄

付金集めですよ、だから、あまり悠長なことを言っていたんでは集まらない。そのために、

いわゆる金集めだけではなくて、町のＰＲ、交流人口の拡大のため、いろんな策をこれ講

じられるわけですよね。農林振興課だって、商工観光課だって、町長トップセールスした

って、これはいわゆる町のＰＲ合戦ですよ、戦いですよ。その中の一つにこのふるさと応

援寄付金、これ取り組めば、私さっき言った相乗効果の面でものすごくいい効果が、寄付

金、いわゆる自主財源の寄付金、そればっかりではないです。極端な話、これツーペイに

なっても、私はやる価値は十分あると思うんです。 

だから、露骨にその金集めとか、今、節操のないようなという話をしましたけれども、
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そんなことではなくて、いわゆる町のＰＲ合戦だと、そういう感じでとらえてもらえれば、

これ十分取り組むに値するものだと思います。それで私が言ったのは、今決めておかない

と、新年度、予算もないのに決められないような気がするんです。だから、気をもんで、

この時期に同じようなことをまた改めてお尋ねしたんです。その辺の意気込みなんです。

もう一度お尋ねします。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  お答えをいたします。 

今、多賀議員おっしゃった部分というのは、十分町としても考えてございます。それで、

とにかく今、来年４月に向けた見直し作業、関係課、総務課、町民税務課、商工観光課、

農林課、さらには町の観光交流協会まで含めて、いろんな角度からどういったふるさと応

援寄付金に、西会津町のもって行き方はどうしたらいいかということは、当然、今作業を

進めてございます。来年度の予算編成、12 月末までに提出するわけでございますけれども、

ある程度そこらも含めて予算要求についてはしていく考えでございますので、あとは当座、

足りれば、もっと寄付金が集まれば、補正対応も当然できるわけでございますので、とり

あえず当初については、そこらを踏まえて予算要求していく考えでございますので、ご理

解をいただきたいと思います。 

○議長  ８番、多賀剛君。 

○多賀剛  ぜひ、目標は、現実的な目標とかさっき話ありましたけれども、これは目標を

大きくつくっていただいて、予算もその分付けて取り組んでいただきたいと思います。 

次に質問を変えます。防災・減災の対策についてお尋ねしますが、町民税務課長からご

答弁いただきました。私も実は小谷村、白馬村、八方尾根、震災の２週間ほど前に行って

きたものですから、大変心配しておりました。その中で、先ほど言いましたけれども、あ

れだけのとんでもない被害がありながら、死者が出なかった。本当にすばらしい取り組み

だったなと私は思っております。 

その中で、私も議会報告会の中で、ある区長さんからも言われたんです。いざ緊急事態、

あるいは避難勧告が出たときに、実際どうしたらいいかわらない。区長さんのレベルでも

そういう方もいらっしゃいました。どこに避難したらいいのか、どういう避難の仕方をす

ればいいのか、そういうのがほとんど周知されていないと、いろんなご答弁の中で、今、

できているもの、これから計画しているものと、ありましたけれども、まったくこれ、い

わゆる町民の方の末端にまでは伝わっていないなということで心配してお尋ねしたんです

が、本当に今のままで、新しい計画をつくっているということでありますが、周知体制に

は大変問題があるなと思いますが、いかがでしょうか。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  お答えいたします。 

実際その多くの方が、いざ災害が起きたときに、どうやって逃げたらいい、どこを通っ

て逃げたらいい、わからないということでありましたら、まずやっぱりそれをきちんと区

長さん、住民の方に、もし、いざこういう災害が起きた際には、どこを通ってどこに逃げ

てください。それをまず徹底をしないと、徹底をすることが一番大切なことだと思います

ので、そういった各自治区に問い合わせをしまして、もしわからなければ出向くなりして、



 60 

もし災害が起きた際には、こういう経路でどこに逃げてくださいというのを徹底していか

なくてはならないと考えております。 

なお、先ほど答弁でも申し上げましたけれども、今、土砂災害のハザードマップは何年

か前につくって、地区説明会を開催し、避難場所、避難経路等、お示ししたところであり

ますけれども、土砂災害だけではなくて、洪水ですとか、ため池の決壊ですとか、地震で

すとか、そういったすべての災害が起きた際に対応できるようなハザードマップ、それを

今策定すべく作業を進めてございます。その中には避難経路、避難場所も見直すこととし

ておりまして、それも実際、町が考える避難経路で本当に安全なのかどうかというのは、

やっぱり地域の方が、いやそこは逆に危ないぞというような話があれば、そこらも踏まえ

ながら、自治区等との協議を図りながら避難経路、避難場所等もそのハザードマップに入

れた中で策定していきたいと考えてございますので、ご理解をいただきたいと思います。 

○議長  ８番、多賀剛君。 

○多賀剛  ぜひそうしていただきたい。本当に区長さんには言ってあるんだということも

あるんでしょうけれども、区長さんも、やっぱりある程度定期的に替わられます。それで、

新しくなられた方は、前の区長は知っていても知らないということも十分考えられますし、

あと本当に、今ほど課長ご答弁いただいたように、やっぱり地域に出向いて行って、地域

の方とよく話し合って、一朝有事の際はどうすればいいんだということを、やっぱり各集

落ごとに決めていく、その計画をつくっていくということは大切なことだと思いますので、

これからぜひ進めていただきたいと思います。 

逆に、いわゆるマニュアルはできていたが上に、マニュアルに沿って被害にあうという

ケースなんかも実際にありますから、８月の広島の土砂災害、あれはあの大雨の中、避難

勧告が出たんで、避難しようと表に出たらば、流されて亡くなられたという方もいらっし

ゃいました。逆に、こんな豪雨では表に出られないと、家の中にいて助かったという人も

いましたので、それはやっぱり地域の実情を十分知っているのは地域の皆さんですから、

その方と一緒になって、その計画をつくっていただくことが必要だと思います。 

あともう一つ、告知の体制なんですが、今は防災無線、あるいは広報車、ケーブルテレ

ビの放送等はありますけれども、今のＩＣＴを使った、いわゆるマネージャーさんがいろ

んな活用方法を検討されているということでありますが、ケーブルテレビ網を使った告知

の方法、そんなことは以前、必要だなというような話を聞いたんですが、そんなことは進

んでいますでしょうか。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  ケーブルテレビの関係でありますので、私のほうからお答えします。 

今いろいろ情報化計画ということで、いろんな方法を考えているところでございます。

今、各家庭に設置する音声告知につきましては、ケーブルテレビの活用がいいのか、今実

際に防災行政無線が、無線でこうとばすというようなことでありまして、２つの伝達方法

を一緒に導入するというのは、大きな財源が必要ですので、どういった方法が一番いいの

か、ＦＭ放送なんかを通じて、町からケーブルテレビから流すような方法がいいのか、有

線でやるというのはやはり災害時にはいろいろ障害もあるのかなというようなことでござ

いますので、その伝達方法については、今、防災行政無線のデジタル化というようなこと
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で考えているわけでありますが、そういったことも含めて、どういった伝達方法が一番い

いのかというのは、これからじっくり考えていこうということで考えております。統一化

を図ろうということです。 

あと、タブレットの端末を活用して情報を伝達する方法であったり、そういった情報化

のうまい、町民の皆さんに災害情報を伝えるような方法についても、現在計画の中に盛り

込もうということで考えております。 

○議長  ８番、多賀剛君。 

○多賀剛  私はこのいわゆる災害時の告知方法というのは、いろんな手段がたくさんあれ

ばいいと思います。今言ったように防災無線、あとは今、携帯電話のエリアメールなんか

も使えるようになりました。あとケーブルテレビを見ている人には、そこで帯放送なり、

使えるようになりました。私は一番心配なのは夜中だとか、皆さんが寝ている時間に、い

ざ災害が起こったときに、自動的に電源が入って視聴できるようなシステムができればな

おいいのかなと、電波と有線と無線と、無線と有線と電話と、そういう複合的な、これか

らは告知方法をしっかりと整備していく必要があるかなという思いでおります。その辺は

十分進めていただきたいと思います。 

質問を変えます。最後の子ども議会についてお尋ねをいたします。今ほど企画情報課長

の答弁では、大変有効性はわかるけれども、学校の協力も当然必要だと、学校の計画の中

に組み込んでいかないとなかなかやりづらいということでありましたが、これは皆さん、

教育長も大変いいことだというお話をうかがっておりますが、これから年度末に向かって

忙しい時期ではあると思いますが、教育長、これはぜひ私は実現したいなと、議会でも実

は検討したことがあるんですが、これはやっぱり行政執行部の皆さんにまずやってもらう

のが一番理想的だなという思いで今回質問させてもらいました。教育長としてはいかがな

お考えでしょうか、お尋ねをいたします。 

○議長  教育長、新井田大君。 

○教育長  お答えいたします。 

今ほど多賀議員さんがご指摘された件については、私は大変重要なことだなというふう

に思っております。と申しますのは、将来、児童生徒が選挙を通して、直接国政、それか

ら地方の政治に関わっていく、そういうときに、基本的な政治についての素養、これはし

っかりと身に付けていかなければならないというふうに思っています。それを身に付ける

上で、子ども議会というのは、やっぱり大きな意味を持つものだなというふうに考えてお

ります。子どもたちは教室の中で学ぶのが基本でありますけれども、やはりその学びがさ

まざまな体験を通して深められていきます。この政治についても、小学校の６年生の社会

で学びます。それからあと、中学校３年生の公民の分野で、これは 24時間ほど学ぶように

なっています。その中では地方自治についてもしっかりと学ぶというふうになっています。

ただそれが頭の中だけで終わらないで、実際の体験を通して学んだことを深めていく、こ

れができるというふうに思っております。ですから、非常に大きな意味を持つ、非常にす

ばらしい提案をしていただいたなというふうに思っております。 

ただ、こんなこともありますので、明日に計画をして、夕べにすぐに実現できるかとい

うと、これはなかなか難しい点がありますので、関係する部署とやっぱりしっかりと調整
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をして、効果があるように進めていかなければならない。特に学校との調整をしっかりと

やる必要があるのかなというふうに思っておりますので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  ８番、多賀剛君。 

○多賀剛  教育長からご答弁いただきましたけれども、一昨日の少年の主張大会、私毎年

楽しみにして聞かせてもらっておりますけれども、本当に皆さん、児童生徒の皆さん、高

校生もいらっしゃいましたけれども、立派なお考えをお持ちであります。下手すればわれ

われなんかよりも立派な話し方をするし、立派な考えを持っているという思いで、私は見

ておりました。ですから、彼らの意見を、こういう議場で思う存分話をしてもらう。町長、

大変立派な話でありました。そうすれば、町長、執行部の皆さんも、われわれの提案とか、

一般質問のご答弁は丁寧にされておりますけれども、なお以上に子どもたちの意見には真

摯にご答弁いただけるのかなという思いでおります。ぜひ早期の実現に向けてご努力をお

願いしたいと思います。 

以上で私の一般質問を終ります。どうもありがとうございました。 

○議長  お諮りします。 

本日の一般質問はこの程度にとどめ、延会したいと思います。 

これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、本日はこれで延会することに決定しました。 

本日はこれで延会します。（１５時１６分） 
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○議長  おはようございます。 

平成 26年第６回西会津町議会定例会を再開します。（１０時００分） 

これから本日の会議を開きます。 

本日の議事日程は、お手元に配付したとおりであります。 

日程第１、一般質問を行います。 

昨日に引き続き、順番に発言を許します。質問者は順次質問席に着席し、発言を求めて

ください。 

７番、鈴木滿子君。 

○鈴木滿子  ７番、日本共産党の鈴木です。３点ほど通告しておりますので、随時質問い

たします。 

まず第１点目は、保育施設整備の考え方について、議会、あるいは保護者とは十分討議

してきましたが、一般の町民がわからないと、こういうようなことが言われました。説明

がやっぱり不十分でないかと思って、今回は再度質問いたしました。これは一般町民の要

望ですので、わかりやすく説明していただきいとこう思います。 

保育施設の整備を急がなければならない理由について、町の考え方を伺います。 

運営内容については、保育所と小学校、連携していくとこう言っております。それはど

んな内容で連携していくのかは、私らは知りません。その辺説明してください。 

各方面の保育所は老朽化しております。特に現在、尾野本保育所は危険な状態になって

いますので、一日も早く修繕するか、移設するか、望まれます。実施可能か伺います。 

次に大きい２番は、小中連携、いち早く町は打ち出したわけです。そのことについてど

うも伸展がみえないと私は思います。それで、平成 27年の４月に開校することにあたり、

小中連携が年間指導計画に具体的に載っているのか、載っているとしたならば、我々に説

明できるのではないかとこう思いますので、そこを伺います。 

２番目には、連携教育はなかなか現場は忙しいので取り組みが遅れてしまいます。教育

長と校長と話し合いをして、共通な見解を示して先生方と話し合いをすべきではないかと

思うがいかがでしょうか。 

それから、防災行政無線の放送について、これも要望がすごくきております。これは議

会報告会でも尾野本地区から出ました。最近、家の中で放送が聞こえなくなっています。

点検の必要があるのではないかと思われるがいかがでしょうか。これはやっぱりお年寄り

の発言ですので、耳も聞こえなくなってしまったような状態もあるかもしれませんが、こ

のような状態では無線の役に立ちませんので、きちっと聞こえるようにしていただきたい。 

室内で聞こえる器具があると聞きましたが、取り付けるべきと思うがいかがでしょうか。 

以上３点について質問いたしますので、特に１番目の保育所の急がなければならないと

いうことが何回も私らは聞いておりますが、町民は聞いておりません。そういうことなの

で、わかりやすく説明していただきたい、そう思います。よろしくお願いします。 

○議長  教育長、新井田大君。 

○教育長  ７番、鈴木滿子議員のご質問のうち、小中連携教育についてお答えいたします。 

平成 27年度は、小・中学校の校舎がつながり隣接します。施設一体型の小中連携教育が

できる理想的な教育環境が実現します。小中連携教育の準備については、小学校が統合し
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た平成 24年度より段階的に進めてまいりました。小学校から中学校へ円滑に移行し中１ギ

ャップを解消するため、小学校の５・６年生で、国語、算数の教科担任制を実施していま

す。また、交流に関しては、小学校と中学校の児童生徒が合同で清掃ボランティアを実施

しております。 

一方、教員は、算数の授業を小学校と中学校が合同で実施するなど、授業研究や授業参

観を通して連携を深めてきました。また、小・中学校が連携した教育課程、教育計画を策

定するため、小中一貫連携教育の先進地を視察研修してきました。 

本年度は、これまでの取り組みを踏まえ、平成 27年度より円滑に小中連携教育を推進で

きるよう、夏季休業中に小中学校教員と教育委員会が合同で研修会を実施し、さらに学校

と教育委員会が連携し、小中学校連携教育推進委員会を立ち上げ、準備を進めてまいりま

した。 

まず１点目のご質問にあった小中連携教育の指導計画への盛り込みについては、現在、

来年度の指導計画作成を進めております平成 27年度の教育課程に盛り込んでまいります

ので、ご理解をお願いいたします。 

次に２点目の教育委員会と学校長との共通認識に関するご質問については、教育長及び

教育委員会事務局は、小中学校長と定期的に会議を開催し、お互いに情報交換をしながら

共通認識に立つよう努めております。また、随時、学校長には教育委員会事務室においで

いただき、教育長も学校を訪問するなど、学校と教育委員会は、常に緊密に連携をしなが

ら進めておりますので、ご理解をお願いいたします。 

○議長  健康福祉課長、渡部英樹君。 

○健康福祉課長  ７番、鈴木滿子議員の保育施設整備の考え方についてのご質問にお答え

します。 

まず、なぜ保育施設の整備を急ぐのかとのご質問ですが、現在本町では、野沢・尾野本・

群岡の３つの保育所と芝草分所の４カ所で保育を実施しております。４つの施設とも、建

物建築後 30年以上が経過し、特に尾野本保育所と野沢保育所においては、老朽化が進み、

毎年修繕箇所も多くなっており、修繕だけでは対応が困難になっております。さらに、今

年度より、野沢保育所では５歳児のみを芝草分所で保育しており、保育環境上好ましくな

い状況となっています。また、保護者の共働きなど、生活環境の変化により、ゼロ、１歳

児保育のニーズが年々増加しており、現在の施設では基準面積上、全ての希望者を入所さ

せることが困難になってきております。 

これらの課題を解決するため、また、次代を担う大切な子どもたちの保育環境をより良

いものとするため、早急に新たな保育施設を整備することが必要であります。 

次に、保育所と小学校との連携の内容でありますが、保育所児童のスムーズな小学校生

活への移行と保育所と小学校での情報の共有化を目的に、子ども同士の交流活動や保育士

と教職員の交流の実施のほか、保育所と小学校の関係者による連絡会議の開催、合同研修

会の開催、職場の相互体験などを考えております。 

本町においては、新たな保育施設が小学校の隣接地に建設されることが予定されている

ことから、お互いの行動を目の当たりに見ることができ、日常的に交流ができることによ

り、さらに効果的な連携が図れるものと期待しているところであります。 
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次に、尾野本保育所の老朽化への対応でありますが、施設を根本的に改修することは困

難であり、移設についても保育所の基準を満たす施設がないことから、先ほど申し上げま

したとおり、新たな施設の早期完成に向け取り組んでいるところであります。新たな保育

施設が完成するまでの間につきましては、修繕等による保育環境の改善や危険防止対策等

を図ってまいりますのでご理解願います。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  ７番、鈴木滿子議員のご質問のうち、防災行政無線についてのご質問に

お答えいたします。 

防災行政無線は、平成２年度から平成７年度までの６年間にかけて整備いたしましたが、

近年、老朽化により故障が増加しております。町といたしましては、災害時等における町

民に対する重要な情報手段であることから、毎年、専門業者による保守点検を実施すると

ともに、点検結果に基づく不良箇所の修繕を行ってまいりました。また、自治区等から不

具合の連絡があった場合には、速やかに修繕や調整などの対応にあたってきたところであ

り、今後も同様の対応をしてまいる考えであります。 

次に、室内で聞くことのできる個別受信機の設置についてのご質問にお答えいたします。

現在、本町の防災行政無線は、大半がアナログ波、一部がデジタル波を使用しております。

また、全国的にデジタル波への移行が進んでおりますことから、現在、アナログ波対応の

個別受信機の製造は行われておりません。 

一方、法律改正により、本町の防災行政無線の規格では、平成 34年 12 月以降の使用許

可が下りなくなることから、現在、町では完全デジタル化に向けた整備に係る調査を行っ

ているところであります。 

議員おただしの個別受信機の設置につきましては、その中で検討してまいる考えであり

ますのでご理解願います。 

○議長  ７番、鈴木滿子君。 

○鈴木滿子  保育施設整備の考え方について再質問いたします。私は保育所の年長組、５

歳児が幼稚園の教育、いわゆる入学の準備としてやるということを私聞いたので、そうか

なと思っていたんで、全体的なものをやるんですか、連携については。いかがですか。 

○議長  健康福祉課長、渡部英樹君。 

○健康福祉課長  連携についてのご質問にお答えいたします。 

保育所の今現在の保育指針の中で、教育の部分につきましても、大変密度が濃く、教育

の部分についてもちゃんとやりなさいよというようなことで保育指針が変更になってきて

おりますので、現在、西会津の保育所の中でも、その教育の部分についてはカリキュラム

の中に入れてやっているところであります。 

それで、交流につきまして、５歳児だけではなくて、全体的にやるかということであり

ますが、基本的には小学校に入る前の年が重点的にはなりますが、やはり小さいうちから

小学校の子どもたちとの連携をしていくということは大切だと考えておりますので、そう

いった部分では、小さい子どもについても連携は取っていきたいというふうに考えており

ます。 

○議長  ７番、鈴木滿子君。 
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○鈴木滿子  この前、保育所の特別委員会で猪苗代に行ってきました。猪苗代は、保育所

と幼稚園といっぱいありますので、３カ所くらいに連携、小学校と幼稚園の連携というこ

とを正式にちゃんとうたっておりますが、午前中の４時間は幼稚園の教育で、そこまでは

これはいいかなと思って見てきたら、午後になったら預かり保育になって、ちょっと１教

室に 50人くらいぼっとそこに入れて、みているわけです。そこからみるとうちは、いいな

と思ったので、ちゃんと何組、何組、何組、それでやっているので、あっこれは連携はち

ょっとまずいなというふうなものを私見て感じましたので、その辺を考慮して、やっぱり

なるべく同じ先生にずっと子どもらを接するように、そういうことが大事じゃないかと思

いますが、いかがですか。 

○議長  健康福祉課長、渡部英樹君。 

○健康福祉課長  西会津の現在の保育所でありますが、各年齢に応じて保育を実施してお

ります。その各クラスに担任の先生がおりまして、担任の先生が、基本的には一日、朝か

ら一日保育をするというようになっておりますので、基本的には同じ先生がずっとやって

いるということでありまして、猪苗代の保育所とは違うやり方でやっておりますので、ご

理解いただきたいと思います。 

○議長  ７番、鈴木滿子君。 

○鈴木滿子  尾野本小学校の老朽化した保育所について質問します。保育所についてちょ

っと聞きたいことがありますので質問します。もうあそこの保育所は雨は漏るし、斜めに

なっているし、もう同僚議員も前に出したみたいですが、環境整備なんていうようなそう

いうものじゃないんですよもう。入っていられない、そういうような形で思っていただき

たい。これを修繕するか、これをやっぱり取り上げてほしいと思いますが、いかがですか。 

 

○議長  健康福祉課長、渡部英樹君。 

○健康福祉課長  お答えいたします。 

尾野本保育所の老朽化というのは、我々も痛切しているところでございます。ただその、

現在、根本的な改修をこの時点でできるのかといいますと、あの建物が大変古いものです

から、改修する際に関しましては、資金的にも大変ですし、工期的にも大変な部分がござ

います。そういったことを考えますと、現在、これから根本的な改修をすることは、ちょ

っとできないのかなというふうに考えております。 

ですので、部分部分の修繕、それから危険防止ということに力を入れていきたいという

ふうに考えております。 

○議長  ７番、鈴木滿子君。 

○鈴木滿子  今説明してもらいましたけれども、これは早急にやらないと事故になります。

だから、修繕するといったら即修繕してもらわないと、これは崩れる、そういう状態にな

っていますので、よく調べてみて、それから取り組んでいただけないかどうか質問します。 

○議長  健康福祉課長、渡部英樹君。 

○健康福祉課長  お答えいたします。 

当然、危険箇所については、点検をしながら危険箇所のないように修繕を行っていくと

いうふうに考えております。 
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また、雨漏りにつきましては、天井については雨漏り防止ということで実施したんであ

りますが、横風等がありますと、やはりどうしても雨漏りというか、つたって落ちてくる

ような感じで室内にも入ってくるというようなこともございますので、そういったものに

ついては、なかなか建設関係者の方に聞いても、なかなか対応が難しいというようなこと

もありますので、そういったことについては、なるべく漏らないようにというのはなかな

か難しいのかなということで考えております。ただ、危険箇所ですとか、カビなど生えな

いような体制ですとか、そういったことではしっかりと対応してまいりたいというふうに

考えております。 

○議長  ７番、鈴木滿子君。 

○鈴木滿子  次に入ります。小中連携教育の具体的な内容というのは、議会や役場に全然

通じないというような、何もわからないんですよ。あれだけ立派なことをやっていたなら、

これとこれとこれがこうなりますと、こう具体的に示してもらいたいなと、こう思ってお

ります。 

まず連携教育とか、一貫教育とかというのは、教育現場、現場にうんと必要だなと思っ

たときに出すべきなのが、トップからばーんと出てしまいますので、言葉だけがそこにき

てしまっているというような現状を察しておりますので、この辺がやっぱり教育長さんと

学校側とよく相談して具体的な内容を私たちの議会にお示しください。こういうふうなこ

となんですが、いかがですか。 

○議長  教育長、新井田大君。 

○教育長  議員おただしのとおりだと私は思っております。現在、平成 24年度に統合いた

しました小学校、それから中学校の間で、現段階でできるような連携教育を一部推進して

おります。実際に本格的に連携した教育ができるようになるのは、来年度以降だと私は考

えております。学校が隣同士になりますので、そういうふうになればできると思います。 

連携教育を進めていく大事なことはいろいろあるんですけれども、現在、来年度に向け

てどんなことが実際にやろうということで進んでいるのか、数点お答えしたいと思います。 

一つは、小学校と中学校が渡り廊下で連結しますので、今まで個別にやっていた避難誘

導訓練があるんですけれども、これが小学校と中学校で合同でやろうと。子どもの発達状

態、それから運動の状況も、動き方も違いますので、どんな形になるのか実際に合同でそ

れをやるようにしていきましょうと。そして児童生徒の安全をどういうふうに確保したら

いいのか、両方で考えていきましょうということで、今、これは実現するように進めてお

ります。 

それからあとは、一番それに次いで重要なのは、お互いの授業研究です。これは今まで

校舎が離れておりましたので、年に何回か集まって研究会をやっておりましたけれども、

今度は日常的にできるようになるのではないかと。中学校の教員が小学校に行って、小学

校の授業の様子を見学すると、あるいは実際に参加する。逆のケースもあります。それを

できる限りやっていきましょうと。そういうことをとおして、小学校と中学校の違い、こ

れをお互いに認識した上で、そしてその違いを認識した上でどういうふうな連携をさらに

進めていったらいいのかということを考えていきましょう。そういうふうな段階でありま

す。 
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それから、連携教育を進める上で大事なのは、今言ったような共通点と違いを明確にお

互い理解するということ。その上で発達段階に応じた子どもたちを連続的に、一人ひとり

の子どもの状態をきちんと認識して、どういうふうな指導をしていったら一番効果的なの

かと、そこを考えていく、ここが大事なところだというふうに思います。 

なお、これから来年度の教育計画を具体的につくっていく段階ですけれども、今後も学

校と教育委員会と連携しながら、できる限りのことを進めてまいりたいと思います。 

○議長  ７番、鈴木滿子君。 

○鈴木滿子  議会報告会で年間のカリキュラムを保護者に示してほしいという質問が出て

いるんですよ。だからやっぱり、私らもわからない、保護者もわからないというような内

容ではないかと思うが、その辺をどのように考慮していくかということを質問します。 

○議長  教育長、新井田大君。 

○教育長  その点については、例えば年度当初に行われます各学校の父母と教師の会の集

まりですか、その集まりの中で、おそらく学校長のほうからは説明されていると思います。

ですが、その内容について再度校長先生とお話をしながら、どういうふうに保護者の皆さ

ま方に示すのが一番適切なのか、それはちょっと検討してみたいと思います。 

○議長  ７番、鈴木滿子君。 

○鈴木滿子  平成 27年度に具体化するというふうなこととして受け取っていいですね。私

は 27年度に一緒になると同時に、こういうふうな形でというふうに示すのが一番妥当では

ないかなと、こう思っていますので、教育長さんとはちょっとその辺が合わないんですよ

ね。平行線なんです。やっぱり早く、そんな大きく連携することはないのです。学習面は、

先ほど言った数学、生徒指導面はこれ、それから学校行事は、ボランティアはこれとあげ

ましたので、その辺をちゃんと示して議会に出してもらえば助かるんです。連携教育、連

携教育っていったい何やっているんだというのが一般的な言うことなんです。私たちもわ

からないので、説明することもできませんので、やっぱり議会にちゃんと示していただけ

るといいと思いますが、いかがですか。 

○議長  教育長、新井田大君。 

○教育長  その点についても、本当にそのとおりだと思います。お示しできるものについ

ては、できるだけ具体的にお示ししたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

○議長  ７番、鈴木滿子君。 

○鈴木滿子  保育所も連携、小中も連携、保育所は準備期間だけでいいんですよ、あとは

保育の内容をきちっとやれば、格好はいいですよ、小学校の脇に建てて、連携をするんで

すなんていう、できるはずありませんから。やっぱり保育所本来の保育をしていく、そう

いった観点で、そんなに多くなくていいので、年長者に、これだけはというのを示してお

けばいいと私は思うんですが、いかがですか。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  連携の意味というのは、まったくすべてがその統一的にしなければならないとい

う意味ではまったくないというふうに思います。今ほど学校教育、今度はこの教育委員会

のあり方も変わりまして、首長も直接教育現場、あるいは教育の方針に大きく携わること

になります。そうした中で、これから開校ということも、町の方針として打ち出していか
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なければなりません。それは、まさに 27年度から新しい教育方針ということになるわけで

あります。したがって、６、３の９年間の、このカリキュラムを一緒にどうこうするとい

う、一貫型というようなところまではいっていないんですね。今ほどのやり取りの中で、

どの部分をどういうふうに連携していくかというのについては、これまで試験的に実施し

てきているわけです。それを基にして、新しいカリキュラムをちゃんとつくって、27年度

４月から、どういうところが、まず学業の面、そしていろんなボランティアの面とか、さ

らにどういうところが連携で必要なのかというその方針をやっぱり打ち出していかなけれ

ばならないと、これは当然なことだというふうに思います。ですから、議会のみならず、

それは保護者の皆さんにも、連携という形はどういう方法で取り組んでいくのかという方

針は示していきたいというふうに思います。 

そしてもう一つは、この小学校と保育所が連携しようったって、そんなに具体的なもの

までとって何をやるかといっても、なかなか難しい面もあります。しかし、西会津の町で

は、幼稚園制度というものはありませんから、これが年長者になって、５歳児になった場

合に、スムーズに１年生に行ける、移行のできるような教育環境というものはやはり整え

ていくということは当然でしょうということで、これも西会津だけではなくて、今、全体

的な幼児教育という観点からすれば、当然そういったところには乗り遅れてはならないと

いう方針のもとに、この連携をしていきたい。これも具体的な内容については、どの部分

を連携していくかということは、これから方針として定めてまいりますので、ただ、連携、

連携といって、何をするんだ、ああするんだということについても、今ここではっきりと

示されない部分もありますが、できる限りその年長者とそうした取り組みというものはし

っかり行っていかななければならない、そのことだけは方針として打ち出してまいりたい

ということであります。 

○議長  ７番、鈴木滿子君。 

○鈴木滿子  今、町長さんの話を聞いておりますが、連携とか一貫とかというのは、町長

さんの口から出たんですよ。そうするともう現場はどうしていいかわからなくなるという、

そういう実態がありますので、あまり町側は連携とかあれとか言わないでもらいたいなと

いうふうな、そういう考えを持っているんです、私。現場を無視して振り回すようなこと

は、やっぱりよくないと私は思います。だから、連携は、ただあれすればいいというんじ

ゃなく、連携のカリキュラムは全部つくらなければならないんです。一貫なら一貫、全部、

校長が１人で教頭が２人、こういうふうなことで、今、現場の先生たちがそれをやるとし

たならば、すごく大変なことなんです。だから、一つ、２つ、３つくらの方法でやります

というようなほうが楽になるわけです。だから、あまり町のほうからガンガンと現場に言

っておくということは、あまりよくない。現場の先生たちはそう思っていますよ。だから

やっぱり、現場の中からこういうふうにやるというようなことを引き出しながら、やっぱ

りやる必要があると、こう私は思います。その辺がやっぱり見解の相違といたしましょう

か。それではうまくないと私は思いますが、いかがですか。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  教育方針や、そして保育所の運営方針というのは、現場から上がってきたものだ

けが、それが方針として打ち出されるものでは決してないというふうに思います。まず教
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育というのは、どういう教育のあり方かというのは、それは町や教育委員会の方針という

ものをしっかり教育の現場まで浸透させなければならない、これが私は、その町の指導性

だというふうに思います。ですから、そういうことがまったくなければ、何のために教育

委員会があるのか、あるいは何のために町で教育方針を打ち出していかなければならない

のか、そういうことが見えなくなってしまうわけです。 

ですから、これは下のものにできないことを押し付けるというようなことではなくて、

こういう教育方針に沿って、そしてその具体的な内容は現場の先生方も認識をして、ちゃ

んと取り組んでいただきますよ、こういう指導性はやっぱり立場上発揮していかなければ

ならないというふうに思います。 

そしてまた、保育所の運営もまさにそうであります。そんなに現場を混乱させるような

指導をとる、あるいは方針を述べるというようなことはしません。 

○議長  ７番、鈴木滿子君。 

○鈴木滿子  町長の言うことはわかりましたが、やっぱり取り組むのは現場の教師です。

その辺の仲立ちをするのが教育委員会、そういうような形で私はおぼえておりますので、

その辺はやはり考慮しながら、これから進めてもらいたいなと、やらせということになら

ないように、そういうことが一番気になることですので、その辺を考慮して、ぜひ進めて

ほしいと思います。 

最後の質問、防災行政無線の放送について、先ほどデジタル化をすると言いましたね。

その辺を早めに、これはやっぱり議会報告会で尾野本地区からも出ました。奥川、とにか

く真下は聞こえないというんですよ、真下。こうなったところは聞こえてくるんですが、

真下は聞こえないから何とかしてくれというようなことなんです。だからその辺を、すぐ

あるなら、備えてほしいなというふうに質問を出したんですが、その辺もう一度答えてい

ただきます。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  お答えいたします。 

先ほど答弁の中で、平成 34年 12 月までしか現在の規格の防災行政無線は使用できない

と、それ以降は許可が下りないということになってございます。ですから、平成 34 年 11

月までは完全デジタル化の整備をしないと対応できないということでございます。先ほど

答弁いたしましたとおり、その完全デジタル化の中で、各家庭に配置する個別受信機、室

内で聞こえる受信機の整備を検討してまいるということでございます。 

それからもう一つ、現在、地形等、今議員がおっしゃられたとおり、防災無線の真下で

すとか、あと地形によって聞こえづらい家庭ございます。そういった家庭につきましては、

アナログ対応の個別受信機、現在町内全部で 91台、個別受信機配備している家庭がござい

ます。まだ若干在庫がございますので、今、議員がおっしゃられた聞こえにくいというよ

うなお話があれば、町のほうに言っていただければ、そういった対応も可能であるという

ことでございますので、ご理解をいただきたいと思います。 

○議長  ７番、鈴木滿子君。 

○鈴木滿子  在庫の機械ですが、やはり買ってもいいから付けてくださいと、こういうふ

うな希望もあるんですよね。だけども、その辺をちょっと考えていただいて、余っている
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なら 34年までは変えられないんですから、この何年かはそれを付けて、ぜひあれしてくだ

さい、対応していただきたいなと。耳が聞こえないからかなとこうやって言うんですけれ

ども、耳ばっかりじゃないんですよ、やっぱり。私も行って聞いてみたら聞こえない。だ

からその辺が気になりましたので、老人世帯が多い中で、全然、事故が起こったのがわか

らないなんていうような状態も想定されますので、その辺をきちっと取り組んでいただき

たい、これをお願いして私の質問は終ります。 

○議長  ９番、青木照夫君。 

○青木照夫  おはようございます。９番、青木照夫でございます。 

一般質問の前に、今回の衆議院議員の突然の解散で師走が慌ただしい総選挙となりまし

た。今回の政権公約は、経済政策、アベノミクスの真意を問うための選挙といわれており

ます。同時に一極集中の都市を地方に向けることを重要課題とし、地方創生改正法案が成

立されました。内閣府が 10月に発表した世論調査を見ますと、都市住民の４割が地方への

移住に関心を寄せております。都市部に住む人のうち、農産漁村地域に定住してみたいと

いう願望があると答えた人は 31.6パーセントとなり、９年前の前回調査と比べ、約 11ポ

イント増加しております。年齢別では、20 代が最も高く、約 38.7 パーセントの人が願望

があると答えております。政府では、こうした調査結果をもとに、若者や中高年層が希望

する生き方を実現することにより、東京への一極集中、人口流入を変えることができる可

能性があるとしております。 

わが町でもこうした希望を実現するため、他の自治体よりもいち早く、企業誘致はもち

ろんのこと、ＩＣＴの活用、Ｕターン、Ｉターン、農業就労者の受け入れ、空き家バンク

の活用、冬の除雪体制、安心安全な防火対策、増加をたどる高齢者対策などで、町、人、

仕事創生につながる取り組みが必要であります。さらに豊かで魅力あるまちづくりを達成

するためには、各分野での専門職員の採用などで、地方創生の受け皿となり得るなら、倍

返しのまちづくりも予想されるのではないでしょうか。 

こうした課題の中で、今次の定例会の一般質問は、西会津町に行ってみたい、住んでみ

たい、そして終の棲家を西会津町で迎えたいという観点から、住民の目線に沿って質問を

させていただきます。 

はじめに、まちなか再生についてであります。原町ポケットパークの変更と、上原公園

整備事業計画の前倒しの変更がありますが、２つの整備事業が、今後計画通り実施される

のかを伺います。 

まず、原町ポケットバークが整備されれば、まちなかの休息場所として利活用されるこ

とが予想されます。しかし、予算を計上し、議会でも説明された中で、変更せざるを得な

かった原因はどこにあったのかをお尋ねいたします。同じく、上原駅前通り公園整備事業

を前倒しして施工する計画が示されました。この実施計画は、地元住民との要望の食い違

いがあるにも関わらず計画が進められております。この用地は町の所有財産であり、元野

沢幼稚園跡地で、約 800坪近くもある、まちなかにある貴重な財産です。しかし、10数年

を経ても今日まで放置されたままとなっており、利活用することには、野沢町内の住民に

とって誰しもが関心を示していたところであります。 

そこで伺います。前倒しで 26年度に計上された予算をどのように実施するのか、残され
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た期日は約３カ月あまりであります。しかも冬期間であり、今後この２つの整備事業に対

しては、計画通りに確実に実施できるのかをお伺いいたします。 

次に、今後の役場庁舎計画についてお尋ねいたします。昨日、役場庁舎について同僚議

員から事業計画や事業費などの質問がありましたが、私なりの質問をさせていただきます。

また議会報告会の中で、町民から出された質問も含めてお伺いいたします。 

役場庁舎は町民にとって一番関心のある身近な問題であります。私も昨年の３月議会で

一般質問をさせていただいておりますが、町民の方々には庁舎の計画内容が示されていな

い中で、経費などの追加があると聞かされますと、不安と疑問が生じております。役場庁

舎建設は町単独事業費で建設されることから、経費削減の上からも校舎跡を利用するもの

と理解しますが、町民に納得していただくには、庁舎として利用する、せめて概要などの

計画案を示していただきたいと思います。 

次に、今後庁舎として重要なことは耐用年数であります。耐震工事はクリアをしており

ますが、気になることは現西会津小学校建設は、昭和 41、２年の建築とされ、築 45、６年

近く経過しております。今後、庁舎としての使用できる耐用年数は何年かを伺います。役

場庁舎を利用する町民の不安の声でもあり、改めてお伺いいたします。 

次に、現在の西会津小学校に通じる役場よりの進入道路の拡幅整備が進められるようで

あります。今後の役場庁舎を利用する道路と理解しますが、道路は同じ幅で通れる道があ

って道路の機能が果たせるとの町民の声があります。今後の拡幅道路の整備計画はどのよ

うになるのかをお尋ねいたします。 

次に、現在の役場庁舎は移転後に解体されますが、一部庁舎跡地と広大な周辺の空き地

などがあることから、現在の野沢保育所の建設候補予定地として議論をされてきたところ

であります。しかし、町側のからの対案として、仮称町民文化センターの案が示されたこ

とから、２つの施設を建設するには用地面積の不足などがあり、議会では今まで保護者会

などとも十分に話し合い、熟慮した中で、野沢保育所建設地を現在建設地の西会津小学校

隣接地としたことの経緯があります。 

そこで伺います。まちなかに残される町の公共施設は役場庁舎と公民館の２つでありま

す。２つの公共施設は西会津町の大切な顔であり、シンボルであります。役場庁舎は決定

済みとしても、残されている施設は大きな役割が期待できる町民文化センターであります。

今後どのような形の町民文化センターになるのか、幼少年、青年、老人、交流の場所とし

て、また公演や趣味の教室、発表の場ができる複合型施設を期待するところであります。

また施設の野外周辺地などは、イベント広場として若者が集える場所として期待されると

ころであります。縮小されつつあるまちなかで、町民にとって明るい大きな夢が膨らむご

答弁をお願い申し上げます。 

最後の質問であります。統廃合される保育所の跡地計画についてであります。平成 29

年には、保育所施設が新たに一つに統合され、野沢、芝草分所、尾野本、群岡の４つの施

設が統合され、使用されなくなります。また、奥川や新郷は空き保育所であることから、

それぞれの空き保育所の今後どのような活用計画があるのかを伺いまして、私の一般質問

といたします。 

○議長  町長、伊藤勝君。 
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○町長  失礼いたしました。 

９番、青木照夫議員の質問のうち、私からは役場庁舎計画についての質問のうち、町民

文化センター、仮称でありますが、この内容についてご質問にお答えをいたします。 

ご質問の、仮称町民文化センターについては、町民の芸術文化活動や生涯学習活動等の

振興を図るための拠点施設として、また、町公民館の老朽化が進んでいる実態等を踏まえ

まして、今次政策的に策定をいたしました総合計画、基本計画の重点プロジェクトの一つ

として、仮称町民文化センター整備・推進プロジェクトを盛り込んだところであります。 

今後、後期基本計画５年間の中で、施設の内容、整備スケジュール、整備の財源などに

ついて検討し、基本的な構想を策定していきたいと考えているところであります。 

本施設は、子どもから高齢者まで幅広い年齢層の皆さんが集い、学び、楽しむことがで

きる施設とする考えでおります。多目的な活動や行事にも対応できる施設として、また災

害時の避難所としての機能を備えた施設として整備していきたいと考えております。また、

本施設については、広く町民の方々に利用いただく施設であることから、基本構想の策定

にあたっては、町民の皆さんに参加をしていただき、町民の皆さんの声を反映した施設整

備を図っていきたいと考えております。 

なお、議員から設置場所については役場跡地との話がありましたが、町としましても、

役場跡地は立地条件も良く、大変に有力な候補地であると考えております。今後立ち上げ

る検討組織等で十分に検討してまいりますので、ご理解をいただきたいと思います。 

その他の質問につきましては、担当課長より答弁をいたさせます。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  ９番、青木照夫議員のご質問のうち、役場庁舎の移転計画についてお答えを

いたします。 

はじめに、庁舎移転に係る計画案についてでありますが、現在、実施設計業務を発注し、

庁内検討組織での検討を踏まえ、繰り返し設計業者との打合せを行いながら、課題の整理

を進めているところであります。全体事業費及び事業スケジュールにつきましては、この

実施設計業務が完了いたしませんと、定まらないところでありますが、町民の皆さんが利

用する大切な庁舎でございますので、今後、計画案がまとまり次第、議会並び町民の皆さ

んへ説明申し上げ、ご意見をいただきたいと考えております。 

次に、新庁舎の耐用年数についてのご質問にお答えいたします。建築学会等の基準によ

りますと、一般的に、鉄筋コンクリート造の建物の耐用年数は 65年以上といわれておりま

す。現西会津小学校の校舎は、昭和 39年から 41 年の３カ年にわたり建設されました。築

約 50年となっておりまが、昭和 59年度には屋上の防水や内壁・外壁などの大規模改修、

平成 21 年度には、耐震補強工事を行ったところであります。 

一般的には、耐震補強工事と建物の耐用年数の直接的な因果関係はないことから、耐震

補強工事を実施したからといって、耐用年数が延びるものではないといわれております。

しかしながら、設計会社によりますと大規模改修や耐震補強工事の際、校舎内部や外壁の

改修を実施したことによりまして、長寿命化が図られ、一般的な耐用年数よりは長く使用

できるとの判断がなされております。 

したがいまして、あと何年使用可能であるということは、明確に申し上げることはでき
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ませんが、今後、20年から 30年程度の使用は可能であると考えておりますので、ご理解

をいただきたいと思います。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  ９番、青木照夫議員のご質問のうち、町道小学校線改良工事についての

ご質問にお答えいたします。 

町では、役場庁舎移転に伴い交通量の増加が見込まれる町道小学校線のうち、代官清水

入口から町道松尾萱本停車場線との交差点までの約 280メートルを全幅員７メートルの２

車線で改良をする計画をしています。計画は、西会津小学校及び町役場の敷地を最大限に

利用し、民有地の潰れ地面積が最小となる法線とし、さらに、町役場南庁舎横の交差点に

ついても鋭角で見通しが悪く危険であることから、原町北１号線との交差部の改良につい

ても合わせて行うこととしております。 

また、この事業は国土交通省道路局所管の社会資本整備総合交付金事業により実施して

いて、本年度より測量設計及び用地測量に着手したところであります。今後は、早期の完

成に向けて努力してまいりたいと考えておりますので、ご理解願います。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  ９番、青木照夫議員の野沢まちなか再生事業に関するご質問にお答えし

ます。 

町では野沢中心市街地の活性化等を目的として、国土交通省の補助事業、都市再生計画

整備事業を導入しまして、平成 25年度から野沢地区の再生事業をスタートさせたところで

ございます。本事業で計画されております事業は、原町ポケットパーク整備事業、野沢駅

通り公園の整備事業、ふるさと自慢館整備事業、町道上原中央線整備事業、観光サイン設

置事業の５事業でございまして、その内、ふるさと自慢館整備事業につきましては、町商

工会事業として計画されております。 

本事業についきましては、本年度、原町ポケットパーク整備事業にかかる、調査委託業

務、建物補償、用地取得を実施する計画でございましたが、一部関係者との交渉ができず、

年度内の事業実施が見込めなくなったことから、町道上原中央線整備事業を前倒しして実

施することで、県との協議を行い、了承をいただいたところであり、今次の補正予算に事

業費の組み替えを計上させていただきました。なお、今年度前倒しにより実施する町道上

原中央線整備事業については、用地測量、建物補償、用地買収を実施する計画であります

が、建物所有者の方についてはご了解をいただいているところであります。 

野沢都市再生整備事業の事業期間は、平成 28年度までの４年間となっております。町と

しましては、計画に盛り込まれた事業にあっては、全て事業実施ができるように鋭意取り

組んでいく考えでありますので、ご理解をいただきたいと思います。 

続きまして、保育施設の跡地利用に関してのご質問にお答えいたします。 

新たな町保育施設については、町保育施設整備等審議会から、この度答申が出されたと

ころであり、ようやく整備場所や整備基本方針の決定を見たところであります。また、新

たな保育施設の開所時期は、平成 29年４月を目標としておりまして、既存保育所について

は、これから２年以上は保育所として活用していくことになります。そうした状況から、

既存保育所の跡地利用につきましては、まだ検討は行っておりません。 
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今後、施設の状況を十分に調査し、活用が可能と判断された施設については、有効に活

用していきたいと考えていますのでご理解いただきたいと思います。 

次に、新郷保育所と旧奥川保育所の活用の計画でございます。現在、新郷保育所につい

ては、選挙の際の投票所、総合健診の会場、冬期間は除雪作業員の詰所として活用されて

いるところであります。また、旧奥川保育所につきましては、これまでは地域づくり団体

によるそばまつりの会場、それから、地域でのサロン等の会場、そういったもので利用さ

れてきたところでございますが、奥川みらい交流館のオープン後は利用が減少しており、

現在は奥川健康マラソン大会の休憩所としてのみ利用されている状況にあります。これら

の施設については、十分に今後の活用も可能な施設でございますので、有効な活用策につ

いて、今後十分検討してまいる考えでありますので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  ９番、青木照夫君。 

○青木照夫  再質問させていただきたいと思います。順番は、私の読み原稿の中から手順

を追っていきたいと思います。 

まちなか再生プロジェクトのほうで、まず原町、これは実施されないという報告であり

ます。じゃあなぜ実施されなかったのかと、そういう原因はどういうところにあったのか

を伺いたいと思います。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  ただいま答弁でも申し上げましたように、所有者の方、一部関係者の方

と交渉ができないというような状況にあるということでございまして、今後すべてやめる

という話ではございませんが、繰り延べをして別な事業を先行して事業実施したいという

ことでございます。 

○議長  ９番、青木照夫君。 

○青木照夫  繰り延べしておやりになるということなんですが、私はその前に、こんなに

いい計画を、町がよくなる計画をお話して理解できなかったのか、私は普通であれば、話

し合いがあれば、スムーズにいって、普通の常識であればいっていたのかなと、その話の

接点がどういう交渉の中でやったのか、地権者のいろんな考えが当然あったんだろうと思

います。住んでいる人はやっぱり大事にしたい、そこをやっぱり住みたいという考えが誰

しもがあると思いますが、その接点についてはどういう交渉の段階で、頓挫というか、挫

折されたということの判断をされたのでしょうか、その点。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  お答えいたします。 

個人的なことにちょっと関わるものですから、なかなかどこまで答えていいのかわかり

ませんが、町として接触を持とうとしても、なかなか接触できないという状況にあるとい

うことでございます。 

○議長  ９番、青木照夫君。 

○青木照夫  個人的なことですから、そういう事細かくは言えない、そういう心境もわか

ります。ただ、手順として、今までの流れの中で、本人は、地権者のほかで、こういう整

備事業が決まったかのように流れて、それで本人のあとで耳に入ったのかどうかわかりま

せんが、そういう手順、その進め方、私は 100パーセント実施するということであれば、
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やはり基本的な話し合い、それが了解して計画が進められるのが私は普通社会でのあり方

なのかなと思います。最初の壁があった時点の中でも、計画通りやります。今は延長して

も、繰り延べしても実施するということの答弁でありますが、それ以上のことは申しませ

んが、その辺の手順については間違いなかったと思われますか。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  今回の計画でございますが、まちなか再生プロジェクトというような団

体をつくりながら、野沢中心市街地を活性化するためにはどんな取り組みが必要なのかと

いうことで、ご意見をいただいたすべての事業を取り組んだわけではございませんが、そ

の中で、全体事業費の中に、先ほど申し上げました５つの事業を盛り込んで、とりあえず

事業をスタートさせようということでスタートさせたところでございます。 

地域の皆さんも、この事業に関しましてはなんとか実現したいというようなことで、さ

まざまな協力もするからというようなご意見もいただいていたところでございますが、な

かなかそういったことには、やはりいたらなかったということでございまして、用地の承

諾といいますか、同意まではまだいたってないということでございます。 

我々こう事業を進めさせていただくわけでありますが、100 パーセントすべての合意を

形成して事業計画を立ててというようなことに、そうしたやり方というのが本当なのかも

しれませんが、やはり計画としてこういったメニューを取り組んでいこうというようなこ

とで、計画の段階では盛り込みまして、その計画に沿って事業実施できるように努力して

いくと、そういう形で事業メニューを組んだということでございますので、ご理解いただ

きたいと思います。 

○議長  ９番、青木照夫君。 

○青木照夫  手順を踏まえて努力されてきたということでありますが、原町、上原駅前の

整備事業に関しても、同じような内容かなと思われるところがあります。というのは、読

み原稿でもありましたが、町民の願っていることに対しての要望、請願、以前あったかと

思いますが、その辺、杉原課長の中では、そういう要望事項に対しての資料がなったかど

うか、その辺ちょっと。上原駅前整備事業の住民の要望、そういうものがあったかどうか、

それをちょっと伺いたいと思います。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  野沢駅通り公園についてのご質問にお答えいたします。 

議員のご質問にもありましたように、野沢駅通り公園につきましては、前の野沢幼稚園

から町にご寄附をいただいたということでございまして、先ほども話の中でありましたよ

うに、何年もああいった空き地というような状況で放置されていたということでございま

して、それもまちなか再生の活動の中で、地域の、やはり野沢まちなかを見渡しても、公

園一つもないということでございまして、まちなかに子どもを連れてちょっと遊ぶような

公園、地域の皆さんが、ちょっと一休みできるような公園、そういったものがほしいとい

う、そういった話の中で計画したところでございます。用地につきましては、町の所有地

になっているということでございまして、公園という形が理想だろうということで、地域

のプロジェクトのご意見の中でそういった話でございましたので、公園というような形に

盛り込んだところでございます。 
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この間の上原地区の区長さん、役員の方との話し合いといいますか、説明会も一度実施

したところでございます。その中で、地域のコミュニティセンター、そういったものの計

画という話も一部役員の方から出されました。ただ、上原地区の区長さん方にも確認をし

ていたわけでありますが、地域の話の中では、そういったコミュニティセンター、集会所

という話は一切ないということでございまして、地域として決定した話は全然ないという

ようなことでございました。 

それから、公園につきましては、町として公園を整備するという計画ではいるわけでご

ざいますが、実際の実施設計は、来年度、計画しております。実施設計の実施の際には、

地域の皆さんの声を聞きながら、どんな公園がその地域の皆さんにご利用いただけるよう

な形になるのかというようなことをお聞きしながら計画を進めることになっておりますの

で、決して町が一方的に公園を整備するという考え方ではございませんので、ご理解いた

だきたいと思います。 

○議長  ９番、青木照夫君。 

○青木照夫  一方的に今後進めないということだというお話ですが、どういう情報が入っ

ていましたかということの内容については、一部お話されましたが、私も再生プロジェク

ト、平成 22 年から約十数回、そんな中での陳情要望、それから町民提案制度、町政懇談会

制度の中での資料であります。そこには、野沢幼稚園跡地に高齢者コミュニティセンター、

集会所を設置しては、という要望書があがっていると。これは行政の方がつくられた資料

であります。ということは、そういう要望事項があったにも関わらず、道路、公園、なぜ

道路なの、そこに公園どういうつながりがあるのというのが、一般の方の疑問なんです。

住んでいる方の、今課長がそういうお話が一切ありませんと言いましたが、これ以前から

の話であって、切羽詰って、ここ近くなって自治区長さんたちの役員会の話の中での説明

だったと思いますが、私はそういう資料をもとにして、まちづくりがされるのかと期待し

ていた一人であります。そういうことのずれはなかったのかどうか、もう一度確認したい

と思います。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  お答えいたします。 

コミュニティセンターの話でございます。そのコミュニティセンターをつくってほしい

という地域の皆さんからの要望書があがったということは確認しておりまして、こういっ

た要望が地域からあがっていますよということを題材にして、あの公園をどう整備してい

くのかというようなことで、皆さんにこういろいろご意見をいただいたという経緯がある

わけでございます。こういう課題として、野沢地区にはこういう課題がありますよという

のを皆さんに提示をして、今回の計画づくりに臨んだということでございまして、その際

に出したものだというふうに思います。 

ただ、現在、今の上原地区の役員の皆さんに確認をしましたところ、上原地区では特に

集会所を地域でつくろうという話は一切出ていないというような回答だったということを

今申し上げたということでございます。それで、この間の上原地区の役員の皆さんとの説

明の中でも、まだ公園の計画というのは、十分これから皆さんにご意見をいただいて検討

するという考え方で説明をしたところでございまして、ゲートボール場が必要であればゲ
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ートボール場をつくりますよ。そういったことを地域の皆さんにはお話したんです。ゲー

トボール場ではなくて、コミュニティセンターの用地を確保してくれということであれば、

そういった形でも用地の一部をコミュニティセンターと公園を一体化するような施設整備

も可能ですよという話もさせていただきました。そういったことに関しましては、地域の

皆さんの声を反映させていきたいというふうに考えております。 

ただ、今回の事業の中で、コミュニティセンターを整備するということはできませんの

で、その辺は地域の皆さんの合意形成を図っていただかなければ施設整備というのは無理

なのかなというふうに考えております。 

○議長  ９番、青木照夫君。 

○青木照夫  地域の合意形成がなければ、それは当然進めない話だと思います。ただ、過

去においても、平成 19年８月だったと思いますが、これはすべて９町内の話とか、町内の

話ではありません。１町内から 10町内までの各自治区長さんの承諾を得た、これは野沢地

区老人クラブ連合会、当時の会長さんが名前で申請されました。中身は、現町長宛てで出

しております。何をしてもらいたいか、今はやっぱり野沢地区の老人会の集まる運動場、

コミュニティホールが今は必要でありますというような申請も出しております。その以前

にも、前町長にも同じような内容で出していた経緯もありますので、私の中にはそういう

ことをもっと大事にしてもらえるのかなということでありましたので、今、確かに公園、

緊急時の退避するような、またそこで散歩をするとか、そういうことも必要でありましょ

うが、以前のそういう要望、町民の声をくみ取れていないという不満もありますので、そ

の辺のくみ取り、判断の方は、どう今までのことに対して判断されていたのか、ちょっと

伺います。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  お答えいたします。 

陳情書が出されているということは確認しておりまして、先ほども申し上げたように、

プロジェクトの中でもこういった課題がありますよということは投げかけているわけです。

ただ、この地域のコミュニティセンターは、あくまでも地域の皆さんが整備をする事業で

ございます。それに対して、町や国の補助金なんかをうまく活用して整備を図るという事

業でございまして、町の公共施設を整備するわけではないわけでございます。 

したがいまして、その要望書を出したといっても、地域の皆さん、結局は上原自治区の

皆さんにつきましては、そういった自治区として集会所をつくりましょうとか、そういう

話をしたことが一切ないというような回答でございました。そういったことでございます

ので、要望をどういうふうな経緯で要望されて、それこそ、その施設整備の負担はどうい

うふうにされるのか、そういう計画がまったく町には示されておりませんので、そういっ

たその事業計画でもあれば、今回の事業の中で十分考慮するということにもなってくるの

かもしれませんが、現時点ではまったくそういったものが地域の中にも浸透していないと

いうような状況でございますので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  ９番、青木照夫君。 

○青木照夫  ずれがあるようでありますが、別に地域コミュニティセンターが一つの自治

区でやろうという考えではありません。今の説明の中では、何かその辺が、受け取り方が
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違うのかなと。町の財産でありますが、町民の財産でもないですか。町民の考え、そうい

うものをやはり大事にしてもらいたい。であれば、すべての進め方、手順によっては、も

っともっと協力していただいて、前倒しとか、そういうものではなくて、ああどうぞ、ぜ

ひやっていただきたい、私は反対しているんじゃないんです。その手順の中で、なぜ挫折

があったり、障害が出るのか、そういう手順の踏まえ方が町民の心を本当にくんでいただ

いているのかと、そういうものがあるから質問させていただいているわけです。時間的に

もあれですから、もう一度、その点のずれがあるかないか、あったのかということをもう

一度聞かせてください。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  旧野沢幼稚園の跡地は、以前から議員がおっしゃるとおり老人クラブの皆さんか

ら陳情があったり、あの跡地の利用方法はどういうふうに活用するんだという質問も出た

りしたことは十分承知しております。そこで、当時私もお答えした記憶があるんですが、

ただあそこに建物だけをどんと建ててしまって、まったく使い勝手が悪いというようなこ

とであってはならないと、まず道路の拡幅、道路をどう通すかというような計画をまず立

てながら、そして相当面積がありますから、公園整備、やはり公園整備というのも必要で

しょうと、それ以外に本当に施設が必要だということであれば、これは町が建物を建てる

のか、あるいは地域のコミュニティセンターとしての活用を図るということの計画があれ

ば、その面積は十分ありますから、そういうところの合意形成は、地域の住民の皆さんと

一緒に考えていくということでありますので、今後そういったことが現実的に、じゃあそ

の一部のところにこういうセンター化を図ってほしいとか、あるいはそういう計画で地域

住民が一緒に何か事業主体になるとかということであれば、やっぱり町としても検討はし

ていくことも必要だろうというふうに思います。 

それともう一つは、やはりそういう拠点、拠点に町が、仮に建てていった場合に、今度

は本町の地域はどうするんだと、あるいは中央部の、原町の中央部はいったいどうするん

だというようなこともこれから出てまいります。ですから、そういったことも総合的に考

えていかないと、町がそこにどんと建てているということは、今度、総合的に必要性があ

れば判断をしていかなければならないというふうに思います。 

例えば保育所の跡地、これだって空けば、野沢保育所が老朽化しても、もっと整備をす

ればそこにサロン的なものも可能でありましょうし、あるいは本町だって、別なサロン的

な地域はないかというようなことも、話も出ておりますから、何かそういうところを見つ

けてやらなければならないだろうと。9町内、あっちのほうの対応はじゃあどうするのか、

というようなことも、やっぱり総合的に今後、含めて判断をしてまいりたいというふうに

思います。 

○議長  ９番、青木照夫君。 

○青木照夫  総合的に判断して、これから進めていかれるということでありますが、やは

り高齢者が多くなっているというのは現実であります。そういうコミュニティホール、イ

コール、サロンという考えがあったものですから、質問させていただきました。 

質問を変えます。次、庁舎に関わる質問でございます。今、総務課長からの答弁があり

ました。いろんな形で、これから昨日の同僚議員の中の答弁の中にも、検討委員会、これ
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から実施されている中で、来年の確か２月ごろまでは発表できるというようなお話であり

ましたが、そんな中で、一般の方が、そういう古い施設を直してどのくらいもつのかとい

う、まず争点があったわけですね。今この答弁の中で、約 20年から 30年という答弁をい

ただきました、可能であると。耐震をしたからどうのこうのということではなさそうであ

りますが、やはり普通の専門的なことからうかがいますと、60年、65年が限度だというこ

とでありましたので、現在、45、６年経てば、もうその辺が限度だったのかなということ

であったものですから、であるならば、別な方法も、新しく建てたほうが経費がかからな

いのではないかということも想定しておりましたので、それは去年の３月に、同じような

質問をさせていただいておりましたので、その点、本当に住民の方はそこで安心して、こ

の、現在の野沢小学校で安心して使用できるんだという確実な保証がおありですか。その

辺、もう少し、どうですか。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  今後の使用年数ということでございますけれども、先ほども申し上げました

ように、これまで大規模改修、あるいは耐震補強工事、こういった大規模な修繕事業を行

ってきたところでございます。施設については、日々の施設の手入れ、こういったものが

その施設の長寿命化を進めていく上で非常に重要なことでございます。そういったところ

で、これまでやってきた大規模な改修を踏まえまして、町としては通常の耐用年数よりは

20年から 30年はもつであろうという専門家のご意見をいただいておりますので、そうい

ったところで、今次、西会津小学校を新しい役場庁舎として活用していきたいというふう

に考えておりますので、よろしくお願いしたいと思います。 

○議長  ９番、青木照夫君。 

○青木照夫  学校を庁舎にするということで、県内でも平田村が今年、工事の入札をされ

たということを聞いております。なぜ平田村の小学校跡地に庁舎としたのかということを

伺いました。そこのお話の中では、小高いところに学校があると、庁舎はいざというとき

に緊急の避難防災基地としては、そういうところが適当だと、また災害指定地になってい

るというお話を伺いまして、まわりが確かに地域に囲まれたような村であります。その中

での築何年が経ったのかというと、25、６年であるということで、耐震工事はあてはまら

ないということでありますが、西会津町もそういう年数が経っていたということでありま

したので、そういう条件が違っていたのかなということで、西会津町の今後の使用の仕方

では、町民の方がやはり心配されたということで質問させていただいたわけであります。 

経費削減ということで、今の跡地を、跡地というか学校の施設を利用されるわけであり

ますので、その点、今後、来年の３月に発表されるということでありますので、町民に安

心をいだかられるような説明を、今後していただきたいと思います。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  今、議員のほうから３月ということでございましたけれども、２月が工期と

いうことでございますので、それ前、早ければ１月、ないし２月には議会の皆さま、それ

から町民の皆さまに対しまして、その計画案をお示しいたしまして、ご意見をいただきた

いというふうに考えております。その中で、町民の皆さんがこれから使用される大切な施

設でございますので、皆さんのご意見を反映しながら、その整備をきちんと図ってまいり
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たいと考えております。 

○議長  ９番、青木照夫君。 

○青木照夫  仮称町民文化センター、これ町長のご答弁をいただきました。将来性のある、

夢のある、本当に明るい、私は題材、材料であるということで期待をいだいております。

後期基本計画の中で、５年間の間で実施されるという答弁でありますが、やはり適地とし

て実施確実にしていただくには、これから町民の方も当然参加して、いろんな意見をいた

だきながら進められると思いますが、そういう、もう一度、その進め方の内容についてお

伺いしたいと思います、いかがですか。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  まず仮称の町民文化センター、これの意義というのは、議員ご承知のとおり、今、

芸術文化活動を行うにしても、生涯学習を行うにしても、現在の公民館では手狭になって

しまっているということと、もう一つは、やっぱりグループ全体でいろいろやるにしては、

なかなか舞台、あるいは音楽、装置そのものも非常に今は進んでおりますから、そういっ

たことも照明も含めて整備をしていく、こういうような考え方のもとに大ホール、あるい

は小ホール、研修室、そしてできれば、子どもたちが自由に遊べるような、そういう施設

も内部に取り入れて、子どもから大人まで、そしてお年寄りまで、そういう網羅したよう

な複合的なものを想定していくということが必要だろうというふうに思います。 

ただ、５年間の計画の中でプロジェクトをつくったわけでありまして、やっぱり私は計

画をしっかりここで策定をして、そして順次その計画の実施時期をこの５年間の中で目途

をつけていきたいなというふうに思っております。 

ですから、５年間を過ぎても、やはり５年間の計画の中にちゃんと盛り込むべきは盛り

込みながら、実施計画に載せる、あるいは３年計画の中にどの年度からこれができるよう

になるかということは、５年間の計画の中でしっかりそれを対応してまいりたいというふ

うに思っております。 

○議長  最後の質問になります。 

９番、青木照夫君。 

○青木照夫  答弁いただきました。そういう中で、ぜひ前進いただけるように望みたいと

思います。 

次、保育所の、空き家保育所になる予定と、現在空き保育所となっているところの活用

で話がありますが、現在のところ検討中であるということでありますが、例えば、町長も

いろんなサロン的なこととか、今お話しされましたが、例えば、今苦慮されているところ

が老人関係の施設でありますが、西平にある憩の家の中で、この冬期間、やはり坂を上っ

て、下って、また役員の方は、そこで必ず総会なり、集まりがあります。車のない人は、

やはりいろいろな面で交通の不便があります。ということは、空き保育所になるであろう

予定であろうというところに、私はそういうところに移られて、苦労なく使用できるので

あれば、そういう利用されている方が便利でいいのかなということがあります。また、い

ろんな若い人たちや、町に来る人が泊まりきれないということで、若い人の意見の中では、

シェアハウス、そういうものもあったほうが、利用されればいいのではないかという意見

もあります。現在、そういうまだ計画がないのであれば、今言ったことの点について、も
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しそういうものに考えが賛同というか、気持ちがあればお答えをいただければ、いかがで

すか。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  現在の憩いの家については、そのまま現在の保育所に移行できる部分と、そうで

きない部分があります。お風呂の状態とか、そういったことについてはなかなか困難であ

りますけれども、ただ、現在の保育所の今後、まだ先の話でありますけれども、使用がで

きる限り使用していく、そしてその目的に合ったような活用方法を取っていくというのは

当然でありますから、その時点になって十分検討してまいりたいというふうに思います。 

○議長  ９番、青木照夫君。 

○青木照夫  ふるさと創生ということで、いろいろ国でも地方創生ということでありまし

たので、やはりいろんなことをこれから前向きに取り組んで、やっぱり他の自治体にない

ような取り組みをこれから必要なのではないかと思います。いろんなことのそういう課題

がありますので、ぜひ前進して取り組んでいただきたいと思います。 

以上をもって私の一般質問を終らせていただきます。 

○議長  暫時休議します。（１１時４５分） 

○議長  再開します。（１３時００分） 

午前中に引き続き、一般質問を行います。 

12 番、五十嵐忠比古君。 

○五十嵐忠比古  12 番、五十嵐忠比古でございます。まず今定例会におきまして、通告に

したがいまして一般質問を２点ほどさせていただきます。 

まず１点目は、生活道路の整備等についてであります。町は平成８年度より、県工事と

包括し、奥川地区から野沢地区をむすぶ町縦貫道路を整備中であります。現在まで、町道

野沢柴崎線は橋立３号橋を残してほぼ完成し、橋屋橋や県道上郷下野尻線樟山バイパス、

県道奥川新郷線中町工区を残すのみとなっております。また、このことを踏まえ、全線開

通の見通し等について、次の点をお伺いいたします。 

まず１点目でございますが、縦貫道工事に伴う橋屋自治区の水道管埋設場所と水道管の

更新事業計画についてお伺いします。 

２点目でございますが、橋屋橋取り付け道路によってできた三角地の草刈り等の維持管

理対応は十分かお伺いいたします。 

３点目でございますが、橋屋橋完成後の工事詰所跡地の利活用について、計画等があれ

ばお伺いします。 

４点目でございますが、集落内の阿賀川沿いには、堤防が整備されたが、危険であるた

め、進入防止柵等の設置する考えはないかについてお伺いいたします。 

次、５点目ですが、町縦貫道路の全線開通の時期と今後の計画についてお伺いいたしま

す。 

次、西会津小学校新校舎移行後の児童の通学についてお伺いします。まず西会津小学校

は、平成 24年度に町内５地区の小学校が統合し、旧野沢小学校を使用しています。現在ま

で本町では平成 27年度４月の開校を目指し、西会津中学校に隣接する場所に小学校校舎の

新築工事が進められています。野沢地区から尾野本地区に学校が移ることから、自治区に
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よっては通学方法がスクールバスから徒歩に変更となる児童もいます。このことを踏まえ、

小学校が新校舎へ移行後の児童の通学とスクールバスの運行方法について、次の点をお伺

いいたします。 

まず１点目でございますが、西会津小学校新校舎への冬期間通学路の確保は十分か、ま

た歩道除雪の対応について伺います。新校舎移行後、バス通学から徒歩通学に変わる自治

区はどの程度あるかについても併せてお伺いします。 

２点目でございますが、新校舎建設地はＪＲ線路脇にあり、徒歩により通学児童につい

ては、通学路に踏切が存在する児童もいると思いますが、安全対策についてお伺いいたし

ます。また、徒歩通学児童の安全対策についての考えと町の対応についても併せてお伺い

いたします。 

次、３点目でございますが、スクールバスの運行について、現行の運行計画から新校舎

移行後に大きく変更する点はないか、あればその点についてお伺い申し上げます。 

以上で私の一般質問といたします。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  12 番、五十嵐忠比古議員のご質問のうち、生活道路の整備等についての

ご質問にお答えいたします。 

最初に縦貫道路の工事に伴う橋屋自治区の水道管埋設場所と水道管の更新事業計画につ

いてのご質問ですが、水道管の埋設場所は集落内の町道等に埋設されており、縦貫道路の

工事に伴う影響はありません。また、水道管の更新事業計画でありますが、平成 25年６月

14日に橋屋自治区より陳情があり、平成 27年度の実施に向けて計画中であります。 

次に、草刈り等の維持管理についてのご質問ですが、町では町道の走行において、支障

をきたさないようにするため、年２回程度、草刈りを行ってきたところであります。本年

度は町により１回、集落により行っていただいたのが１回の計２回行っております。今後

も、同程度の回数の草刈りを実施し、適正な維持管理に努めてまいります。 

次に、現在橋梁下部工事施工業者が現場事務所を設置している箇所における跡地利用に

ついてのご質問ですが、本箇所は整備を行っている町道の本線上にあり、完成の際には道

路として利用することとしております。 

次に、危険防止の観点から、阿賀川の堤防内に侵入防止柵等を設置する考えはないかと

のご質問ですが、本河川は一級河川であり、この区間については国からの委任により福島

県が管理を行っていることから、町の判断による設置はできないこととなっております。

今後は、管理を行っている福島県喜多方建設事務所と、侵入防止柵等の設置について協議

を行ってまいります。 

次に、町縦貫道路の全線開通の時期についてのご質問ですが、町施工分については、県

代行事業により実施されている橋屋橋の完成に合わせて行っているところであります。当

初橋屋橋完成については、平成 29年から 30年頃の予定でありましたが、国庫補助事業等

により行われているため、国の財政状況などにより完成時期ついて遅れが生じている状況

であります。今後町といたしましては、国・県に早期完成を強く要望してまいりますので、

ご理解願います。 

○議長  教育課長、成田信幸君。 
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○教育課長  12 番、五十嵐忠比古議員のご質問のうち、西会津小学校新校舎移行後の児童

の通学についてお答えをいたします。 

１点目のご質問にあるバス通学から徒歩通学へ変更となるのは、尾野本地区の萱本、松

尾、西林、西林東、さゆりが丘の５自治区です。学校から近い萱本を除き、全ての自治区

から小学校まで歩道が整備されており、冬期間は除雪もされております。なお、歩道の除

雪については、安全確保のため関係課と連携し万全を期してまいります。 

２点目のＪＲの踏切を横断し徒歩通学する児童は、西林、西林東、さゆりが丘の３自治

区です。いずれの自治区も下小島踏切を横断しますが、踏切には歩道が設置され、安全性

を確保するため警報機と遮断機が付いております。来年度は、初めて徒歩通学を経験する

児童もいることから、交通安全団体等と連携し、学校よりしっかりと通学の指導をしてい

ただくとともに、家庭におきましてもこれまで以上に見守りなどをお願いできればと考え

ています。 

３点目の平成 27年度のスクールバスの運行計画は、本年度と同様に 12台で運行し、大

きな変更点はございません。なお、小学校児童の乗降場所は、中学生と同様にバスロータ

リーで実施することとしております。スクールバスにつきましては、今後とも、交通安全

に十分注意し運行してまいりますのでご理解いただきたいと思います。 

○議長  12 番、五十嵐忠比古君。 

○五十嵐忠比古  それでは、生活道路についてお伺いいたします。まず 1点目でございま

すが、縦貫道路工事にともなう自治区の水道管埋設場所ですが、これは平成 27年度の実施

ということで、わかりました。なお、そのことについては、事業計画にそれは載っている

んですよね、来年、27年度。じゃあそれはやることになっていますよね。その辺をちょっ

と確認したいんですけれども。載っているようなら別だけど、27年度分で。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  お答えいたします。 

橋屋自治区につきましては、27年度に水道の計画というようなことで、計画中でござい

ます。なお、27年度の予算につきましては、まだ審議して、確定しておりませんので、そ

の辺のところはそういうことでお願いしたいと思います。 

○議長  12 番、五十嵐忠比古君。 

○五十嵐忠比古  ただ橋屋自治区は、水の便が悪いと聞いていますから、一日も早くその

辺は実施できますようにお願いします。 

次、２点目でございますが、この草刈りの件ですけれども、年２回実施しているという

ことですけれども、この件は部落で、業者がやっているんですよね、２回とも、その辺も

ちょっと確認します。まず、この草刈りをやって、後片付けなんかも、これはやっている

と思いますけれども、ただ側溝に詰まったりするというお話も聞いていますので、その辺

はちゃんと刈ったあとはちゃんと片付けて、清掃をやってもらえばいいと思いますけれど

も、その辺ちょっとお伺いします。これは業者がやっているのか。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  本年度につきましては、１回、緊急雇用の方にやっていただいておりま

す。草刈りにつきましては、側溝等に草の入らないような、そのようなことで整備をして
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草刈りを行っているということでございます。 

○議長  12 番、五十嵐忠比古君。 

○五十嵐忠比古  今の件はわかりました。 

次の質問に移ります。まずこれは橋屋橋完成後の工事跡の利活用でありますが、今説明

ありました、これは道路になるということで、その辺ちょっと私わからなかったもので、

なんか町長、その辺ちょっと確認しますけれども、その空き地を部落で要望して、駐車場

にしてくれとかという、そういうお話をうかがったもので、この問題を質問していますの

で、ちょっとその辺、町長にお伺いします。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  集落から、今議員がおただしの工事現場のところについては、町道の、これから

橋が架かる町道の上に建っておりますので、それは町道になる。ちょうど集会所と町道の

間に残地が若干できておりますので、そのところについて整地をしていただけるならばと

いう集落のご要望がありますので、今後、町道の整地とともに、有効活用を図ってまいり

たいし、また集落の要望に沿った形であれば、そのとおりにしていきたいというふうに思

います。 

○議長  12 番、五十嵐忠比古君。 

○五十嵐忠比古  今の町長の答弁で了解できました。なお、これからも集落の要望を聞い

て、よろしく実施できるようにお願い申し上げます。 

次、４点目ですけれども、集落内の阿賀川沿いに、平成 23 年の福島新潟豪雨で堤防が設

置されましたので、それで、部落の人がそこを散歩コースに、散策コースに利用している

と私、聞いていますが、もしか川にまくれたり、危険でありますので、その辺は、先ほど

建設水道課長の説明の中でわかりましたけれども、町の管轄ではないので、県に申し入れ

て、その辺はお願いするしかないんですけれども、その柵の設置というのはなかなか難し

いんですか、その辺、課長に答弁お願いします。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  ご答弁の中で、これは建設事務所の管理ということでございます。通常、

堤防につきましては、堤防の上に工作物をつくるというのは、原則、できないということ

になっております。川に人が落ちるための転落防止柵というのは、堤防には普通つくらな

いというのが通常でございます。やるとすれば、堤防内に入れないような、車が進入でき

ないような、そういうような柵を設置するというようなことは、建設事務所との協議の中

で可能かと思いますが、川沿いに転落防止柵等をつくるというのは、ちょっと許可になら

ないというようなことでございます。 

○議長  12 番、五十嵐忠比古君。 

○五十嵐忠比古  課長の説明の中で、それはわかりました。なおそのことについては、集

落内で十分話し合って、私はやってもらいたいと思いますので、私ここでどうのこうの言

ってもしょうがないですから、県との協議あるそうですから、集落の人とそれは協議しな

がら、安全で事故のないようにそれは進めてもらいたいと思います。以上ですので。 

次の質問に変えます。全体計画でありますが、これ 29年から 30年の計画が、今、それ

で樟山バイパスの件でありますけれども、あそこはどのくらいの進捗状況になっています
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か。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  樟山バイパスのご質問にお答えします。 

樟山バイパスにつきましても、橋台等もできまして、だいたい６割方完成しているのか

なと、これにつきましても、平成 29年か 30年には完成するのかなというようなことで考

えております。 

○議長  12 番、五十嵐忠比古君。 

○五十嵐忠比古  それはわかりました。なお、一番工事が遅れるのは、奥川地区の中町地

区かなと私は思っているんですけれども、その辺の進捗状況はまだ手を付けていないんで

すよね、その辺を、今後の計画について説明をお願いします。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  奥川新郷の中町工区につきましては、一応、１次改良は終っているとい

うことで、今、２次改良に取り組んでいるような状況でございます。これにつきましては、

本年度地質調査を行っておりまして、来年、実施設計に取り組むというようなことで、こ

れにつきましては、若干、29年から 30年にずれ込むのかなと、このように考えておりま

す。 

○議長  12 番、五十嵐忠比古君。 

○五十嵐忠比古  今の答弁でわかりました。なお、今までの質問の答弁の中で、いろいろ

橋屋自治区の堤防の草刈りなんですけれども、それは自治区で、部落ではやれないから、

町のほうでやってもらいたいという、そういうお話も聞いていますので、その辺はどうで

すか。あそこ、川に滑って落ちたりすると、自治区の人もそういうお話がありまして、そ

の点、町でやってもらえるのか、その辺ちょっと、課長から答弁お願いします。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  草刈りにつきましては、２回程度、町のほうで実施したいと、そのよう

に考えております。 

○議長  堤防の草刈りの話です。 

○建設水道課長  失礼しました。堤防につきましては、管理が喜多方建設事務所になって

おりますので、草刈り等につきまして、建設事務所のほうに要望してまいりたいと、この

ように考えております。 

○議長  12 番、五十嵐忠比古君。 

○五十嵐忠比古  課長の答弁でわかりました。なお、喜多方建設事務所とその辺は綿密に

打ち合わせて、実施できるようにお願いしておきます。 

次に質問を変えます。まず西会津小学校新校舎移築後の児童生徒の通学についてであり

ますけれども、この件につきましては、尾野本地区の児童が、３地区ですか、これ徒歩通

学となるということですけれども、一番保護者が心配していますのは、冬の冬期間ですよ

ね、あそこ柵があっても、ただ風で歩道が吹き溜まりで歩けないという、ただ私が聞いて

いますのは、朝歩いて、家に帰ろうとしたら、道路がなくて、車道を通って帰ったという、

そういうお話もありますが、その辺のこれからの体制について、教育委員会としてはどう

お考えですか。 
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○議長  教育課長、成田信幸君。 

○教育課長  冬期間の徒歩の通学についてということでご質問がございました。 

新しい小学校の近辺の集落、どちらかといいますと平坦部でありまして、冬はどちらか

というと風が強い場所でございます。先ほど申し上げましたように、一応歩道が全部設置

されておりまして、早朝に除雪をして歩道を歩いております。なお、今後になりますと、

やはり風が吹きまして、若干状況が悪くなったりと、先ほど議員からお話がありましたよ

うに、そういう状況がございます。したがいまして、関係課であります建設課とよく連携

をしながら、道路状態をよく見極めながら対処はしていきたいというふうに考えておりま

す。 

なお、学校につきましても、初めて徒歩通学する児童もおりますことから、じっくりと

通学指導もしたいというふうに考えております。 

○議長  12 番、五十嵐忠比古君。 

○五十嵐忠比古  それはわかりましたけれども、ただ、やっぱり保護者が一番心配してい

ますから、その辺は保護者と相談をしながらやってもらいたいと思います。 

なお、これＪＲの踏切、線路にありますけれども、学校の近くにありますけれども、そ

の辺の対策も合わせて、事故のないようにやってもらいたいと思いますので、その辺ちょ

っと答弁お願いします。 

○議長  教育課長、成田信幸君。 

○教育課長  本当に徒歩の通学ということで、初めての子どももおりますし、また近くに

踏切があるということで、遮断機、警報機等は当然ございますが、慣れていない子どもも

おりますことから、やはり学校と家庭、お互いに連携をしながら、しっかりと通学指導を

して、事故のないように努めていきたいというふうに考えております。 

○議長  12 番、五十嵐忠比古君。 

○五十嵐忠比古  あと野沢地区も、今度は学校の通学経路も変わると思いますけれども、

その辺はやっぱりちゃんと交通会と打ち合わせながら、事故のないように進めてもらいた

いと思いますので、その辺の対策としてはどう考えていますか。 

○議長  教育課長、成田信幸君。 

○教育課長  この野沢地区からの児童の通学ということて、現在西会津小学校は野沢地区

にございますが、今度は橋を渡って野本地区にいくということで、若干通学の距離も長く

なります。また、通学路もそういうふうに変更となるものですから、特に交通安全団体、

交通会さん、また母の会さん、そういうところとよく綿密に連携をしながら、交通安全期

間ももちろんですが、それ以外にもよくご指導受けながらやっていきたいと考えておりま

す。 

○議長  12 番、五十嵐忠比古君。 

○五十嵐忠比古  今の教育課長の答弁でわかりました。なお、事故がないように、それは

保護者と相談しながら進めていってもらいたいと思ってます。 

なお最後に、建設課長に申し上げたいと思いますけれども、なお、今の橋屋の件ですけ

れども、堤防、その辺は県と、建設事務所の方と相談しながら、堤防の件のこと、安全柵

と、あと草刈りについては、よろしく、事故のないように進めてもらいたいと思います。 
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以上で私の質問を終ります。 

○議長  11 番、清野佐一君。 

○清野佐一  皆さん、こんにちは。11 番、清野佐一でございます。師走に入り、今年も余

すところあとわずかとなりました。慌ただしさが増す中、突如として衆議院が解散総選挙

となり、慌ただしさに拍車をかけている今日このごろであります。 

質問に入ります前に、今回のこの一般質問の、皆さんの一般質問の中で感じたことをち

ょっと申し上げますと、傾向として、それぞれの議員の質問が相当数重複しているような

傾向にあります。これは、それぞれの皆さんが当面する重要な課題だというような意識が

合致したせいであろうというふうに考えるものであります。そしてまた、質問の内容につ

きましても、我々が行ってまいりました議会報告会の中に、町民の方から寄せられたいろ

いろな要望等がかなり盛り込まれておるというようなことで、議会報告会の一つの成果か

なというふうなことで考えているところでございます。 

それでは、さっそく質問に入ります。私は今定例会に農業政策についてと、町政への取

り組みについての２点について通告をしておりますので、順次質問をいたします。 

福島県における今年の作況指数は 104 となり、会津においては 103でありました。本来、

喜ぶべき豊作が、過剰在庫を生み、異常な米価の下落となりました。そして、かつての戸

別所得補償制度から名前を変えました米の直接支払交付金が、10アール当たり１万５千円

から、半分の 7,500 円に削減をされ、米農家はダブルパンチを受けております。加えて農

業従事者の高齢化が進んでいる中、生産意欲を失い、リタイヤが加速し、担い手不足にな

ることが懸念されます。なんといっても本町の基幹産業は農業です。その中心は米生産農

家であり、これらを守るためにも対応策が必要と思われますが、考えを伺います。 

次に、このたび西会津健康ミネラル普及会が、めでたく豊かな村づくり農林水産大臣賞、

福島県知事賞、福島民友新聞社社長賞を受賞いたしました。平成 12 年、19 名の会員で結

成した普及会は、現在 66名で活動しているとのことですが、このたびの受賞にあたり、心

よりお祝いを申し上げます。この受賞は、国より立派なお墨付きをいただいたことになり、

町、農業発展の起爆剤になるものと考えます。今後、一層一流ブランド化に向け、生産量

の確保など、安定供給への課題もあるかと思いますが、今後の取り組みについてお伺いを

いたします。 

次の質問に移ります。今年は本町の農業にとって、米価の下落という暗い話もありまし

たが、一方で、健康ミネラル野菜普及会の農林水産大臣賞受賞をはじめ、出戸の三瓶鉄江

さんの米が、米食味分析コンクール国際大会において、みごと金賞を受賞され、柴崎の会

津きのこ工房代表の高久一志さんにおかれましては、全国キノコ食味＆形のコンテスｉｎ

鮭川村で最優秀賞と、そして福島林業祭において、福島県農業協同組合中央長賞のダブル

受賞をするなど、明るい話題がありました。これは生産者の皆さんの並々ならぬ日々の努

力と、その賜物であることはもちろんのことでありますが、そのほか、町や関係機関、団

体との密接な連携があればこそと考えます。 

本町の農業の発展についても、今の姿になるまでには、長い歴史があり、当時の山口博

也町長が、農業の振興には土地の基盤整備が第一だということで、莫大な費用と長い年月

をかけて基盤整備を行ってまいりました。その後も土地改良区を中心とし、歴代の町長自
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ら理事長となり、農業振興のための基盤づくりをしてまいりました。土地改良区は農用地

の改良、開発保全及び集団化に関する事業を行う団体であり、町との連携は必要不可欠で

あります。連携に向けた町の考えを伺うものであります。 

次に、町政への取り組みについてのうち、マイマイガの被害防止対策について伺います。

私は９月定例会において、この問題について質問をいたしました。その後、議会報告会に

おいて出席された町民の方からの質問があり、再度、卵の撤去を含む被害防止対策の進捗

状況と今後の課題はないのかということについて伺うものであります。 

次に、去る６月の議会定例会において、西会津町快適環境づくり条例が制定され、平成

26 年 10 月１日より施行されました。町では、町民の皆さんにどのように周知を図り、ど

のような啓蒙をされたか、その成果はどうであったか伺うものであります。 

以上で私の一般質問といたします。明快なご答弁をよろしくお願いします。 

○議長  農林振興課長、佐藤美恵子君。 

○農林振興課長  11 番、清野佐一議員の農業政策についてのご質問にお答えいたします。 

はじめに、米価下落対策について申し上げます。昨日、６番、猪俣議員、２番、三留議

員にご答弁申し上げましたが、米の消費量の減少など全国的な余剰米の影響により、販売

価格は昨年と比較し、概算金でコシヒカリ 60キロ、2,100 円の下落となりました。この減

収額を補填するために、国のナラシ対策に加入されている方に対しては９割が補填されま

す。 

町では、本町の基幹作物である稲作を次年度以降も継続して取り組んでいただくため、

残りの１割について、稲作経営緊急支援事業として販売農家の皆さんに支援することとし、

今次の補正予算に計上しております。西会津一うまい米は、米食味分析鑑定コンクール国

際大会で最高位の金賞を受賞し、美味しさが実証されました。稲作農家の皆さんには、こ

れからも自信と誇りを持って米づくりに取り組んでいただきたいと考えています。 

次に、ミネラル野菜のブランド化に向けてのご質問についてお答えします。町がミネラ

ル栽培に取り組んで 16年が経過しました。この間、取り組み農家の皆さんはもとより、関

係機関の皆さまのご指導ご協力により、取り組み農家数、生産面積、販売額とも増加して

きました。さらには、ミネラル野菜の生産だけでなく、加工品開発や農業体験など係わる

人の輪が広がり、物づくりは人づくりにつながり、地域の活性化に大きく寄与しており、

普及会員の皆さんにとってもこれまでの活動に対して高い評価をいただいたことで来年度

の生産意欲につながったものと考えております。 

町では、ミネラル野菜の生産拡大を図るため、今年度は総務省の過疎地域等自立活性化

推進事業を活用し、ミネラル野菜の産地化、ブランド化、さらには販売のためのＰＲに向

け各種事業に取り組んでおります。次年度も、平成 28年度オープン予定の道の駅の農林産

物販売施設の拡充に向け、引き続き生産拡大と販売力の強化に積極的に取り組んでまいり

ますのでご理解をいただきたいと思います。 

次に、町と土地改良区との連携のあり方についてのご質問にお答えいたします。西会津

町土地改良区は、これまで町農業の基盤である、農地の整備や水路、農道等の整備、維持

管理など町農業振興にとって重要な役割を担ってきました。平成 19年度からは、西会津町

全域を対象に取り組んでいます多面的機能支払制度、水土里事業の事務局として町内全域
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の農地、農業施設の維持管理について、町と一体となって取り組んでいます。 

また、次年度以降は課題となっている農業施設の整備や改修箇所について西会津町土地

改良区の事業として県の補助事業を要望しており、採択になれば順次実施する予定であり

ます。さらには、現在の土地改良区の運営上の課題について、改良区の設立目的に沿った

健全な運営ができるよう町と土地改良区とで協議を進めておりますので、ご理解をいただ

きたいと思います。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  11 番、清野佐一議員のご質問のうち、町政への取り組みについてのご質

問にお答えいたします。 

はじめに、本年大量発生しましたマイマイガの被害防止対策についてでありますが、本

町では８月上旬に防除に係るチラシを全世帯に配付し、卵の除去や来春に孵化した場合の

殺虫剤による駆除などを町民の皆さんにお願いしたところであります。 

現在、町では来春に孵化する幼虫対策として、貸出用の薬剤噴霧機の導入を検討してい

るところでありますが、そのほか防除に係る有効な手段につきましても今後調査し、実施

できる対策については早急に対応してまいる考えでありますので、ご理解願います。 

次に、西会津町快適環境づくり条例についてのご質問にお答えいたします。昨日、３番、

長谷川義雄議員にお答えしましたとおり、この条例の施行にあたりましては、条例をわか

りやすく解説した冊子の全世帯及び事業所への配布、広報紙の掲載などにより、町民の皆

さんへの周知を図ったところであります。 

今後は、重点地域などにおける看板の設置や、ケーブルテレビ、広報紙などを通して、

さらなる啓発に努めるとともに、パトロールの実施や、自治区長及びクリーン推進員等と

の連携を強化しながら、ごみの無い美しいまちづくりを推進してまいる考えでありますの

で、ご理解願います。 

○議長  11 番、清野佐一君。 

○清野佐一  ではまず、米価の下落問題について再質問をいたします。このたび本町にお

きましては、稲作経営緊急支援事業というようなことで、即対応されたというようなこと

は、大変評価に値するのかなというふうに思います。そして、これは新聞報道でありまし

たけれども、鮫川村においては、まだ早い時期でありましたが、10アール当たり１万５千

円を支援したというようなことが載っております。 

この、せっかくの支援していただいた部分でありますが、ナラシ対策については、４町

歩以上の方で認定農業者の希望があれば加入できるというふうなようでございますので、

この４町歩以上で加入者、認定農業者ですね。それで何名で、また未加入者が何名なのか

ということをまずお聞きしたいと思います。 

○議長  農林振興課長、佐藤美恵子君。 

○農林振興課長  ナラシ対策の加入状況についてのご質問にお答えしたいと思います。 

ナラシ対策につきましては、基本、認定農業者で４町歩以上ということになっています

が、市町村によって緩和措置がありまして、町では 2.7町歩以上であれば、地域的に集積

がなかなか難しいということで、2.7 町歩以上であれば、これも加入が可能となります。

町内の認定農業者は現在 45 経営体がおりますが、そのうち、その米づくりに関わる形態は



 93 

41経営体、今回、ナラシ対策に加入されている農家は 26 であります。 

○議長  11 番、清野佐一君。 

○清野佐一  このナラシ対策というのは、私も最初加入するときに、積み立てをして、米

価の大幅な下落のときに、それが返ってくるというような話でやっているわけですが、そ

の内容をよく把握していないと、ただ普通の共済金みたいなに、積みっぱなしになってし

まうのかなという勘違いをされている方もなきにしもあらずかなというふうに思うわけで

す。まだ認定農業者の半分くらいの加入であれば、その辺の内容をある程度皆さんに周知

して、やはり大規模農家ほどこういうときには打撃が大きいわけでございますので、そこ

らの指導といいますか、そういう説明をすべきではないかと思いますが、どのようにお考

えですか。 

○議長  農林振興課長、佐藤美恵子君。 

○農林振興課長  ナラシ加入の推進についてですが、米の戸別の部分の加入のときに、該

当する農家の皆さんには、一応お話はしていたわけですけれども、これまで販売価格が大

きく、通常年と下落した場合、国の制度で変動補てんというのがあって、交付された時期

もありまして、それ以降、ちょっとナラシとその変動の部分で、きちっと理解が図られな

かった部分もあるのかなと思うんですけれども、ナラシ対策については、来年からは一応

面積要件もはずされますので、認定農業者であれば、ナラシに加入することができます。

自分の作付け面積の減収額、１割から２割、相当される金額を掛け金として納めていただ

ければ、その出資額が農家１、国３ということで、補てんがされますので、自己負担の４

分の１については、ナラシ対策が発動されなかった年については、引き続きその方の積立

金として、継続してその補てん財源として活かされますので、ぜひ有利な制度ですので加

入をしていただくよう、来年度以降推進していきたいと思います。 

○議長  11 番、清野佐一君。 

○清野佐一  かつてパイプハウスの、これは町からお借りして、リース代を払ってやって

いる契約の中に、共済に入ってくださいよという契約事項があったんですが、その中にも、

やはり耐雪ハウスで使う期間と、使わない期間といろいろあって、保険も共済も入らなか

ったということで、過去にはそういう大きな被害があったというふうなこともありますの

で、それらは、やはりちゃんと内容をよく説明していただいて、いざというときの備えと

いいますか、そういうふうに啓蒙をしていただければと思います。 

それでは、質問を変えまして、ミネラル栽培のほうに移りたいと思いますが、今回の農

林水産大臣賞、いただいたというようなことで、大変大きなお墨付きだなというふうに考

えています。そして、この今、道の駅が、湯川のほうにできまして、今後その西会津の道

の駅との、ある程度の差別化といいますか、特徴を出すには何かというようなことで、振

興公社さんなんかもいろいろ苦慮しながらやっていっておられると思いますが、そういう

中で、大きな一つの看板ができたのかなというふうに考えます。そういうことで、いろい

ろな販売面についても大きなメリットになるというようなことでありますが、それらをＰ

Ｒといいますか、をしていく中で、これは振興公社で、よりっせの場合は振興公社であり

ますが、社長でもあります町長のほうから、今回の受賞をどのようにとらえる。どのよう

に活かしていきたいというようなお考えであるかお聞きしたいと思います。 
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○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  今回、豊かなむらづくり憲章ということで、ミネラル普及会の皆さんが農林水産

賞を受賞されたということでありまして、これはもうかつてない快挙でありますし、これ

は町をあげて喜びたいということから、受賞祝賀会を開催をいたしまして、これまでいろ

いろとお世話になってきた、あるいはご指導いただいた方々、お招きをしながら、今後の

普及会との皆さんと、あるいはこの普及会がますます拡大するようにという意味を込めま

して、この祝賀会をとおして、一つのこれからの起爆剤ということにしてまいりたいとい

うふうに考えております。 

そこで、今回、新しい道の駅が、いわゆるあいづ道の駅ということでできまして、私も

非常に興味を持ちながら、何度か足を運んで、実際見てみました。うちの道の駅と、そし

て新しくできたあいづの道の駅の点を比べてみますと、私は西会津の道の駅というのは、

地元産、本当に西会津だけの野菜の売り場面積を占めて、そして本物の西会津町の特産化

を図っているなというふうに感じたところであります。 

しかし、あいづ道の駅については、これは湯川と坂下さんが一緒につくったわけであり

ますから、双方の農産物や、あるいは加工品等々が並べられていても何らおかしくはない

わけでありますけれども、しかし今後は、やっぱり同じものを同じような形で並べてもな

というふうな感じから、今、いろんな方々からご意見やご指導をいただいて、今後、西会

津町の道の駅の差別化を図っていかなければならない。特に新しい道の駅構想をもって、

農産物の販売力強化施設をつくろうとしているわけですから、そこにはひとつ西会津なら

ではの、その販売力強化施設に店頭に並ぶ野菜等々について、これは真剣に考えていかな

ければというふうに考えております。 

そこで、やっぱり一番は、同じような野菜が出回るころは、どんなところに行っても同

じようなものが並べられる。いよいよ差別化というのは、どこに出てくるかというと、こ

れからが勝負じゃないかと、いわゆる冬期間の中で、どれだけの品物が店頭に並べること

ができるかというところに、やはり差別化の一番大きな狙いがあるのではないかというふ

うに思います。 

そうした中で、今、西会津町として軟白ネギとか、雪下キャベツとか、あるいはダイコ

ンもそうです。カブもそうでありますけれども、それら以外に何かないかということで、

有効的なのは、やっぱりハウスで冬期間栽培のできるような工夫というものを、ミネラル

栽培の方々に何とか研究していただいて、そして冬期間でも販売、寒締めホウレンソウ以

外にも何かないかなということで考えて、お願いしながらこれから検討していこうかなと

いうことでありまして、そういった差別化を図りながら、本来のミネラル野菜のその商品

というものを、もっともっと広くＰＲを図っていきたいなというふうに考えております。 

○議長  11 番、清野佐一君。 

○清野佐一  それでは、今、差別化とか話が出ましたけれども、今までの野菜に、ミネラ

ル栽培のほかに、さらに付加価値を付けて差別化を図るのに、これは私も以前に申し上げ

たことあるんですが、やっぱり機能性というやつを付加して、この野菜にはこういう成分

が含まれています。こうこうこういうふうに、なかなかその表示は難しいという話は聞き

ますけれども、これはあるところで、スポーツ大会でナシを配る。ナシというのは、その
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疲れを取る、成分的にちょっと忘れてしまいましたけれども、そういうのと、トマト、こ

れもまた疲れを取るというようなことで、そういうことをＰＲしながら販売をしていると、

スポーツ大会あたりで販売をしているというようなこともあって、そういう機能性も含め

て販売すれば、またプラスミネラルと、そのまさに人間だれしも健康志向というのは持っ

ているわけですから、それらも加えてやってみてはどうかと思いますが、そのお考えはあ

りますか。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  今ご提言がありましたので、そういうところで大いに効果が発揮しているという

ことであれば、そういったものも参考にしていきたいというふうに思います。 

また、今回の議会の中で報告がありました十和田のミネラル野菜の活動というのは、以

前から私も知っておりました。やっぱりカレンダーとか、そのときに何が出てくるかとい

うようなことも、やはり広くこうＰＲしていく材料にもなるんじゃないかと。これまでは

土の分析だけではなくて、今度は食べ物の実際のミネラル成分という成分がどの程度その

商品に含有されているのかとか、あるいはもっとわかりやすくそういったことを表示する

ことによって、消費者がやっぱり同じトマトであればトマト、あるいはいろんなもの、キ

ュウリならキュウリについても、わかりやすい表示の中で、やっぱり消費者が感じられる

ということに努めていくことが大事だろうということで、議員のそういった内容について

は参考にさせていただきたいというふうに思います。 

○議長  11 番、清野佐一君。 

○清野佐一  それでは、先ほどまた町長からの話がありました地域連携販売力強化施設、

近々29年からですか、ができるというようなことでありますので、それまでの間にやはり、

ＰＲも大事でしょうけれども、またそれだけ販売量が増えてくれば、それに合わせて生産

量もついていかなければ、せっかくのあれだけの立派な賞をいただいたことがもったいな

くなってしまうということもありますので、その辺の販売量の増やしていくことへの取り

組みですか、それらとあと合わせて、前にいろいろ野菜だけではなくて、果樹関係といい

ますか、そういうのも取り組みはじめたということでありますので、それらの今までの経

過といいますか、その成果といいますか、そういうのがありましたら一緒にお願いします。 

○議長  農林振興課長、佐藤美恵子君。 

○農林振興課長  28年の道の駅拡大に向けての具体的な取り組みということで、果樹につ

きましては、ブドウとキウイの実証的な取り組みを今年度始めました。キウイについては、

既存の栽培者の栽培の仕方の指導、それから枝の選定の仕方等を普及所の専門の方をお招

きして実践したところ、今年の秋のふるさとまつりに、果実の部でキウイが出品されまし

たが、大変すばらしいというか、その指導の結果がいい形で表れたということで、普及所

のほうから評価をいただきました。ブドウについては、施設園芸組合の皆さんと相談をし

まして、尾野本地区に１ハウス１棟をブドウの実証ほ場として取り組むことで現在進めて

おります。 

それから生産拡大につきましては、今年度初めて園芸施設用の機械購入の補助を行いま

した。250 万計上して、どのくらいの利用があるのかなということで考えていたわけです

けれども、若い後継者の皆さんが、経費削減のための消毒機械だったり、いろんな部分の
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機械購入の希望がありまして、ほぼ予算額を消化したということで、そういう部分も規模

拡大の一助となったのかなというふうに考えていますし、あと新たに、新規に取り組む方

に対しては、品目ごとに面積当たり、それぞれの品目で規模拡大補助ということで、今年

実施をしておりますので、それを活用して、一般栽培からミネラル栽培に取り組んだ方も

いらっしゃいますし、既存の取り組み者で面積を拡大された方もいらっしゃいますので、

次年度以降も引き続きそれらの補助制度なり、支援を続けながら生産拡大を図っていきた

いと思います。 

それから、今年度議員から、かねてからそういう機能性の部分のＰＲが必要じゃないか

というお話もありましたし、今年の事業で夏から秋にかけて 60点のミネラル野菜の成分分

析を行いました。その結果糖度が高いこと、それからミネラル分、それからビタミン等の

標準値を超す数値が出されておりまして、栄養価も大変高いということが実証されました

ので、その辺もデータをもとに生産者向け、それから消費者向けのＰＲチラシをつくって

推進を図ってまいりたいと考えておりますので、今年の事業、それから来年の事業等にお

いても、強力的にその辺を進めていきたいと考えております。 

○議長  11 番、清野佐一君。 

○清野佐一  これから生産拡大にも取り組まれるということでありますので、そして今回

の受賞で、普及会の皆さんはともより、また本当に町内の方で、それらに対するまた意欲

もわいて、栽培に参加してくれる人ができてくればいいなというふうに思います。これは

本当に今まで長い間の積み重ねの結果でありまして、本当に間違いなくお墨付きだという

ことでありますので、大事にまた育て、また大いに活用して、町の発展にがんばっていた

だきたいと思います。 

それでは、次に質問を変えまして、改良区についてでありますが、改良区については、

基盤整備を柱に、本当に大変な事業、長きにわたりやっていただいてきました。本当に今

日の西会津の農業が形になったということでありますが、最近では、職員の皆さんも少な

くなり、そしてまた今、今度、正規の職員の方もいなくなるような状況でありまして、な

んかこう私としては、個人的にはいろいろ、今の役員の方には、何もその心配というかそ

ういうことはないんですが、なんとなく大丈夫かなというようなことがあります。そうい

うことに関しては、やはり町の農業発展のための今までのけん引役というか、そういうこ

とでやってこられた組織でありますので、それらに対して町長の見解といいますか、併せ

て町長の場合、先ほど私、最初の質問の中で申し上げました、歴代の町長が改良区の理事

長というようなことで携わってこられたんですが、それらも含めて町長の見解をお聞きし

たいと思います。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  これまで山口博也さんからずっと西会津町の、何と言っても農業の所得と、やは

りこれから近代的な農業経営をするには、やはりもっとも基盤整備、大型化の機械を導入

する基盤整備が必要だということで、これが西会津町の一大産業と、事業として取り組ん

でこられました。それで、そこには町の方針がしっかりあったわけであります。したがっ

て、当時、土地改良区の理事長や、あるいは副理事長というのは、やっぱり町が中心とな

って行ってきたということでありますから、その経緯については十分認識しているわけで
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あります。 

さて、５年前、私が町長になったときに、実際に土地改良区の事業内容を拝見をいたし

ましたら、もうすでに償還金はあの当時であと１年かそのくらいで、ほぼ償還金もだいた

い終わると、実際の土地改良区の事業そのものについて事業経営を見ましたら、当時から

行っておりました、いわゆる農地・水、水土里事業、これの事務局を行い、そしてまた、

農地に関して特別な災害とか、そういった場合についての窓口として土地改良区の事業を

行っておりまして、そして、専任職員も１名ございました。そういう中で、ほぼ事業とい

うのが、大型事業は終って、償還金計画もだんだん終わりに近づいてきたわけであります。

そこで、いつまでもこの町長が理事長、あるいは副理事長が副町長というような形を、そ

の理事の皆さんにお諮りして、では私が抜けたあと、やはりしっかりとこれからの運営管

理についてやってほしいという要望を申し上げまして、抜けさせていただきました。しか

し、理事長が町長が抜けたからといって、その土地改良区の運営自体に支障を生じるよう

なことはないようにということで、しっかり農林振興課との連携を図り、そして町の事業

をやっぱり委託しながら進めてきた経緯がございました。 

最近にわたって、理事会がありまして、新しい土地改良区の理事長が町長室におみえに

なって、あいさつにこられました。その中で、これまで土地改良区の経営の問題等々につ

いても、町として分析を実はいたしまして、行いました。その中でやはり問題なのは、一

般的に一般賦課金で経営している内容については、これは剰余金を生んで立派に経営して

いるということについては理解をしておりますし、何ら問題ありません。しかし問題なの

は、今まで償還をしてきた中で、もう滞って、どうしようもないという、金額申し上げま

せんけれども、これはやはり、この分についてはしっかりと償還をしていただくような、

理事の皆さんにもお願いをして、そしてその課題解決のために、やっぱり十分にこれにつ

いて努力をしていただきたいという話を実はしております。 

ですから、お互いにそういう内容については理解を深め、そしてこれまで何度も何度も

やはり同じような凍結している、あるいは言葉は悪いんですが塩漬けになっているような

課題について、このままではやっぱりなかなか大変だろうということで、来年度以降、町

も入りながら、その、じゃあどうしたらこれを解除するなり、対応するか、町のほうから

言えば、ああいう事業の中で、不納欠損なんていうのはなかなかできる問題ではありませ

んので、やっぱりその問題解決のために、今度は町がやっぱり内容に、相談に入りますと

いう話をしながら、一緒に問題解決をすることに実は指示したところでありますので、今

後、まだまだ土地改良区の事業として行っていただかなければならない課題がありますか

ら、そういったことについて合わせ一体となって、私は土地改良区と運営も連携して進め

てまいりたいというふうには思っています。 

○議長  11 番、清野佐一君。 

○清野佐一  今、町長のほうから、私も心配しているのは、そういう未収金といいますか、

それが 1千何百万といいますか、かなり金額的には大きい数字があるというようなことも

聞いておりますので、やはり専任職員もいない、そして本当に改良区の役員の皆さんとい

うのは、４年に１回、地区からの推薦といいますか、そういうのでこられた方々で、やは

り本当に専門的なことといいますか、そういうお金、今までも役員の方が一生懸命やって
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きたということ、話は聞いておりますけれども、なかなかやっぱりどうにもならない部分

もあるんだというような話も聞いております。ただいま町長のほうから、来年度からやる

というような話をいただきましたので、まあひとつ安心したところでございます。 

それでやはり改良区というのは、今、水土里事業の話が出ましたけれども、これは当初、

なにか町が西会津方式で町がやりたいといったときに、やっぱり窓口は改良区じゃないと

だめだというような話があったというようなこともちょっと聞いておりますので、いろい

ろなこれから、ここでも農業施設の整備というようなことも載っていますけれども、堤と

か、そしてまた、いろいろなこれから担い手を育てていくためにも、根本的にまた農業施

設の見直しなり、基盤整備のあとのいろんな今度施設が傷んできているというようなこと

があって、大規模な改修が必要だというような場合には、どうしても改良区が中心となっ

てやるようになるのかなというように思います。ですから、町と本当に一体となってやっ

ていただくよう要望しておきます。 

次、質問を変えます。西会津町快適環境づくり条例についてでありますが、これについ

ては、昨日、同僚議員が質問をされまして、ほぼ回答をいただいたところでございます。

ただ私としては、昨日の看板設置、重点地域、区域といいますか、に看板を設置すると、

それもいいと思います。そのほかに私としては、町の入口、例えば国道 49号で西会津町に

入ったと、または県道で入ったというようなところで、やっぱた町外者の方に、ここの町

はこういうことで取り組んでいますよというような啓蒙もあってもいいのかなと、そうす

れば皆さんが、こっちに来てポイなんてこともなくなるのかなと、そんなことを感じたと

ころでありますが、それらについてはいかがでしょうか。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  お答えいたします。 

国道等の町の入口に、いろんなところの、設置してはどうかというご質問でありますけ

れども、やっぱり国道であったり、県道であったり、待避所はかなりごみが捨てられる場

所でありまして、この条例施行、10月１日施行ということで、その前に建設事務所、国道

事務所にも行きまして、西会津町で今度こういう条例をつくりますので、ぜひ国、県には

ご協力、連携を図りながらというような協議はしてまいりました。やっぱり国道について

も、やっぱり待避所のごみはかなり頭が痛い問題だそうで、監視カメラうんぬんの話もし

てきたんですけれども、国道事務所では監視カメラは設置できないというような話もあり

まして、ただ今議員おっしゃるような、そういった場所に町の快適環境づくり条例の趣旨

を入れた看板、それについてはある程度効果が望めると思いますので、そこら辺について

は十分検討してまいりたいと考えております。 

○議長  11 番、清野佐一君。 

○清野佐一  それはまあ検討していただいて、実施に移していただければというふうに思

います。 

そのほか、10月１日施行されたということでありますが、その後、例えばの例をあげま

すと、自動販売機のあるところにはかごを設置してくださいよということをうたわれてい

ますよね。それで、町内の全部それ確認とか、点検はされたでしょうか。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 
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○町民税務課長  自販機の脇にはごみ箱設置ということで条例うたってございます。当然、

把握はしなければいけいなところでありますけれども、今現在まだ終わってございません。

早急に確認をし、ごみ箱のないところにつきましては、設置者に対してご連絡を申し上げ

たいと考えております。 

○議長  11 番、清野佐一君。 

○清野佐一  ではそれもよろしくお願いしたいと思います。 

次にまた質問を変えまして、マイマイガについてでありますが、これは９月に質問した

あとで、大変さゆり公園周辺、きれいに取ってもらったなというふうに私なりに感じまし

た。ただ、議会報告会の中で町民の方から、まだその取り残しといいますか、まだあるな

と、だからどの程度まで指導といいますか、話しているのかなみたいなことがありました

ので、そういう場所があれば、やはり徹底してやっていただくというようなことも必要か

なというふうにも思いました。 

それでもう一つは、やっぱりそのときの町民の方の声としては、マイマイガの卵の駆除

に対し、行政も苦労しているようであると、日にちを決めて町民に働きかけ、みんなで実

施してはどうかというような、本当に前向きというか協力的なね、ボランティアでもなん

でも、協力的な町民の方の意見もありましたが、この声に対してはいかがですか。 

○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  お答えいたします。 

マイマイガの駆除につきましては、一番効果的なのは卵をはがす。それが一番効果的で

あります。取り残しがあった場合は、孵化してすぐ薬剤噴霧で殺傷はできると、ある程度

大きくなりますと、薬剤噴霧だけでは効果が薄いということでありまして、それはある程

度大きくなりましたら、薬剤を溜めたバケツ等に幼虫を入れないと殺せないというような

ことでありまして、卵の時点で駆除するのが一番のいい方法だと思います。今、そういっ

た町民の方からのお話につきましては、これから雪が降ってしまいますけれども、ただ、

春先孵化する前の卵の除去は可能だと思いますので、そこら辺、十分町としても検討させ

ていただきたいと思います。 

ただ、一応基本的に、８月に出したチラシ、防除対策につきましては、あくまでも自分

の敷地等の卵の除去等はお願いしたいということでいってございますので、例えば自治区

等で一斉に駆除するとか、そういった際には、先ほど答弁でも申し上げましたけれども、

孵化したばかりの幼虫については噴霧機、町で一応整備をしまして、貸出し用ということ

で今考えてございますので、そういった面からも対応してまいりたいと考えてございます。 

○議長  11 番、清野佐一君。 

○清野佐一  いろいろ丁寧にご答弁をいただきました。環境をよくしたり、そしてまた農

業の振興もそうですが、とにかくみんなで一生懸命まちづくりに向けてやっていければと

いうふうに思います。 

これで私の一般質問を終らせていただきます。どうもありがとうございました。 

○議長  暫時休議します。（１４時１９分） 

○議長  再開します。（１４時４５分） 

14番、長谷沼清吉君。 
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○長谷沼清吉  14番、長谷沼であります。一般質問をしてまいります。 

今議会、開会前に教育委員長、代表監査委員からあいさつがありました。教育委員長に

は、４月から教育の基本的な面で変わるわけでありますから、スムーズな移行にご尽力を

お願いをしたいし、また、教育事務所で社会教育に携わったと聞いておりますので、社会

教育の面にもご尽力をいただきたいなとお願いをいたします。代表監査委員には、今回の

監査委員の例月出納検査の報告で、今までにない部分で監査委員としての感想が発表され

ました。私はいいことだなと思っております。私も監査委員、２年間やらせていただきま

した。東京の中央研修に行ったとき、監査実務に携わっている人の講演でありますが、監

査の要諦として、仕事は間違いあるものと思ってやれよと、誤びゅうがあるぞと、それか

ら不正も行われるぞと、そういうところに目を光らせて監査をしなければなりませんよと

いうことがあったわけです。私もそれを聞く前に、町でやっていることだから、何ら問題

のあるようなことはしていないと思っておりましたが、やはりそういうことではなくて、

厳しく監査をしなさいということでありましたので、ご期待を申し上げたいと思います。 

提案理由の説明で、農業関係で３件、表彰の関係で報告がありました。ミネラル野菜で

ありますが、決して私は伊藤町長になって、ミネラル野菜に特段の力を入れてきたとは思

っていません。そういう中で、ミネラルよくやってきたなと。これからはきちっとミネラ

ル野菜、道の駅での販売面積増えるわけでありますし、６次化との関係もありますので、

ミネラル栽培の方々には、今後とも大いにがんばっていただきたいなと思います。 

出戸の三瓶鉄江さんのお米でありますが、これも三瓶さんの努力の賜物だと思います。

それと併せて、やっぱり出戸集落の条件がうまい米の条件に適しているのではないかなと

思っております。そこで思い出したわけでありますが、何年か前、群馬県の川場村に研修

に行ったときに、あそこでは献上米、皇室に献上しておりまして米を、それを我々の値段

のだいたい３倍で売っておられました。西会津も出戸の米を献上して、献上米ということ

で道の駅あたりで売っていけばいいのかなという気がしました。 

それから高久君のキノコでありますが、これも技術がそこまで到達したということであ

りますから、キノコ生産の方々の励みになるわけでありますから、大いに仲間で連帯を深

めて、全員がこのようないいキノコの生産に向けて努力をしてもらえればなと感じました。 

それともう一つ感じたことをお話いたしますが、今年は合併 60 周年でありました。その

児童生徒の作文集がありました。それから、過日、少年の主張の発表がありました。これ

の文集を読ませてもらいました。いろいろ提言等がありましたので、これら、我々議員も

この児童生徒の提言をどう町政に反映していくかと、課題を突き付けられたなと。これは

町にとってもそのようなことではないのかなと、やっぱりこういう若い人たちの新鮮な意

見、考えというものを、やはり我々積極的に反映をしていかなければならないのかなと思

ったのでお話を申し上げました。 

それでは一般質問に入るわけでありますが、まず事業の進捗状況の、野沢まちなか再生

事業についてであります。原町ポケットパークについて、青木君からいろいろおただしが

ありました。それでお伺いしたいわけでありますが、提案理由の説明では、所有者や居住

者の方と協議を行ってきたとおっしゃっておられますが、本当かどうか、ということであ

ります。というのは、９月の議会では、いまだに関係者との協議が開始できない状況だと
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いうわけでありますから、９月から今議会までの間に、どのような内容でどのような、ど

ういう回数を、お話し合いをしてきたのか、それをお示ししていただきたいのであります。 

駅通りの公園、町道上原中央線についてでありますが、これも公園整備に向けての住民

説明会、住居移転のための用地交渉等を進めていきたいと、９月では答弁されております。

そこで、用地交渉、住宅移転はわかりましたが、そのほかの用地交渉はどうなっているの

かと、住民説明会はなされたのかと、役員の人とはしたということでありますが、全体の

住民を対象としたことで、９月では住民説明会とおっしゃったと思っておりますので、こ

の住民説明会についてもお答えをいただきたいと思います。 

ふるさと自慢館でありますが、事業の進み具合です。25年度で計画で、27年度で実施で

すか、とありますが、ただ私の聞いておることで、町側と商工会とで、ちょっとした意見

の相違といいますか、考えの違いといいますか、それがあるやに聞きましたので、そこら

辺はきちっと町と商工会で一緒になって進んでおるのかどうかをお尋ねしたいわけであり

ます。その進み具合は順調ですかというわけであります。 

それから石川暎作の碑の移転ということであります。これは昨年今年と在京西会津会で、

谷中の公園ですか、墓地にある石川暎作の碑の移転を余儀なくされておりますので、ふる

さと自慢館のところに移転、在京西会津会に行って、私は、それは可能だというふうに町

長と在京の方とのやり取りで、思ってきましたので、その移転はどうなっておるかお尋ね

をするわけであります。 

屋敷の水道であります。計画通り進んでいるかということで質問通告いたしましたが、

進んでいないということでありますので、今後、26 年度での進み具合と 27 年度に繰り越

して事業を実施しなければならないと思っていますが、この屋敷の水道について進み具合

と、いつごろ完成をするのか、それをお答えをいただきたいと思います。 

次、保育所と小学校、中学校についてでありますが、保育所と小学校と連携をするとの

ことであります。鈴木議員の質問にお答えをいただきましたので、連携の内容等はわかり

ましたが、強調して言わなければならないほどの連携かと、私は課長が言ったような連携

というのは、当然保育所と小学校入学する時点では、連絡を密にして、いろいろやらなけ

ればならないなと思っています。そういう点で一般質問するわけでありますが、まずは保

育所と小学校の連携というのは、全国規模ではどの程度取り組んでおられるのかと、私の

聞いている範囲だと、幼稚園と小学校の連携というのはあるが、保育所はそうないと聞い

ておりますので、お尋ねをするわけであります。 

連携に関して、先ほど言いましたが、私はやはり基本理念といいますか、大きな柱とい

いますか、それを打ち立てて、そして連携をしていくべきではないのかと、そういう観点

で基本理念はどうなんだと、そしてどのような効果を期待しておるのか、今までと同じよ

うな効果では意味がないわけでありますから、新しいといいますか、期待をどう考えてお

りますかと、これはまだ先の話でありますので、時間的な余裕はあると思いますが、連携

という基本姿勢を打ち立てられたのでお尋ねをするわけであります。当然、小学校との関

係でありますから、教育委員会でもこの保育所と小学校の連携について、教育委員会とし

て議論をしていると思いますので、その内容についてもお答えをいただきたいと思います。 

次は、これも９月の議会でありますが、町長が保育所の関係の答弁で、保育所と小学校
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が連携することで、幼児教育から中学校まで、西会津町の教育の一貫性が図られると、図

っていきたいという答弁でありました。連携教育、一貫教育と議論してきましたが、その

教育の一貫性、私なりに考えてみましたが、とくと理解ができませんでしたので、この教

育の一貫性とは何たることだと、わかりやすく説明をしていただきたいと思います。 

小学校と中学校の連携の効果を示してくださいということでありますが、これは鈴木議

員の答弁でわかりましたが、３つほど教育長はおっしゃっておられました。最初ですと、

中１ギャップ、そのための連携だけだと私はとらえておりましたが、そうではないという

ことであります。改めて鈴木議員に答弁した以外に、この効果に関してお持ちであるなら

ばお答えをしていただきたいと思います。 

保育所建設についてでありますが、補助金が付かないとのことであります。そこでであ

りますが、例えば別な機能を合わせて持つことで補助がもらえる方法はないのかなと、例

えば先ほどの 60 周年の主張でも言っておられましたが、高齢者の施設はほとんどできたが、

若者や子どもの楽しめる施設がないということと、老人ホームと学童保育と合わせた施設

はつくることはできないのか、なんていう提言もありました。それから、例えば乳幼児を

保育所にお願いする家庭と、自分で育てる家庭。自分で育てる人たちの集まる場がないと

いいますか、なかなか気楽に集まることができないなんていう話を聞いておりますので、

やはり保育所にそういう乳幼児の持っている親御さんたちが子どもと一緒にくつろげると

いいますか、交流のできる、そういう施設を保育所と一緒に建てることによって、補助が

もらえるのではないかなと、これ私、素人的な考えでありますが、やはり有利な事業を展

開するとするならば、その補助の道も私は検討する必要があるのではないのかなというこ

とでご質問をしたわけであります。 

以上で一般質問といたします。 

○議長  教育長、新井田大君。 

○教育長  14番、長谷沼清吉議員の保育所と小学校中学校についてのご質問にお答えをい

たします。 

はじめに、小学校と中学校の連携の効果についてお答えします。小中連携教育について

は、小学校が統合した平成 24年度より、その準備を段階的に進めてまいりました。小学校

から中学校へ円滑に移行できるよう、授業においては、小学校の５・６年生で、国語、算

数の教科担任制を実施いたしました。また、交流では、小中学校の児童生徒が合同で清掃

のボランティアを実施しており、小中学校の教員も合同での授業研究のほか、夏季休業中

には小中連携教育についての研修会を実施しております。 

この結果、小学校から中学校への接続に効果がみられ、中学１年生は、教科担任制の授

業へスムーズに適応できているとのことであります。また、教員においても、合同で小中

連携教育の準備を進めてきた結果、相互の教育活動への理解が進み、円滑な接続に関し意

識の向上がみられるところであります。今後も施設一体型校舎のメリットを活かし、可能

な限りの連携を進めてまいります。 

次に、小・中学校に隣接し建設が予定されている保育所と小中学校が、連携する教育的

な意義について申し上げます。各施設が隣接することで、保育や教育に携わる関係者及び

幼児、児童、生徒が、日常的に交流しやすくなります。これにより、関係者は、保育所入
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所時から中学校を卒業するまで、一人ひとりの成長に関する情報をきめ細かに共有するこ

とができ、個に応じた指導を一貫性を持って行うことが可能となります。一人ひとりの個

性を活かし、その持てる能力を伸ばし、将来、さまざまな分野で活躍できる基礎を身に付

ける良好な環境を提供することができます。保育所は教育委員会の所管でございませんが、

教育の一貫性の観点から、保育所と小学校の連携の重要性についての認識は同じでござい

ます。 

子ども達のさまざまな情報を共有することで、保育所から小学校への接続を円滑にし、

これにより幼児期から小学校、中学校まで心身の発達や学びの連続性を確保できるものと

考えておりますので、ご理解願います。 

○議長  健康福祉課長、渡部英樹君。 

○健康福祉課長  14番、長谷沼清吉議員の保育所と小学校における連携のご質問のうち、

連携についての基本理念と効果、全国での取り組み状況並びに保育所建設にかかる補助事

業についてのご質問にお答えします。 

厚生労働省では、保育所運営の基本となる保育所保育指針について、平成 21 年４月に大

きく見直しを行い、その中で、保育所と小学校との連携の推進に関する内容が初めて盛り

込まれたところであります。また、同時に文部科学省においても、小学校学習指導要領の

中に、幼稚園に加えて保育所との連携が新たに明記されたところであります。 

これらの改定内容を踏まえ、町では、幼児期の教育と小学校教育が円滑に連携するため

には、幼児期の教育を担う保育所と小学校とが緊密に連携していくことが重要であると考

えております。そのためには、子どもの生活や発達の連続性を踏まえ、保育内容の工夫を

図り、就学に向けた幼児と小学校児童との交流、職員同士の交流、さらには、子どもたち

の情報共有や相互理解など、保育所と小学校とが積極的に関わっていくことが、最も重要

であると考えております。 

町といたしましては、これらの考えの基に、保育所と小学校の学びの連続性の確保、き

め細かな情報の共有を基本理念に位置付けて取り組んでいるところであり、現在、保育所

年長児が小学校の運動会に参加するほか、給食体験などの交流や、保育所の担任と小学校

の先生との情報交換、また就学に向けた研修の場を設けているところであります。今後は、

新たな保育施設が小学校の隣接地に建設されることが予定されていることから、お互いの

行動を目の当たりに見ることができ、日常的に交流ができることにより、さらに効果的な

連携が図れるものと期待しているところであります。 

次に、全国での取り組み状況でありますが、多くの自治体で、子ども同士の交流活動や

教職員の交流を実施しているほか、保育所や幼稚園と小学校の関係者による連絡会議の開

催、職場の相互体験などが取り組まれているところであり、その重要性は全国的に認識さ

れてきているところであります。 

次に、保育施設建設にかかる補助事業についてでありますが、市町村が保育所を建設す

る場合には、建設費に対する国・県等の補助制度はありません。しかしながら、本町にお

いては過疎対策事業債といった財政的にも有利な地方債の活用ができますので、新しい保

育施設についてはこの地方債を活用していきたいと考えております。 

一方、併設することを考えている子育て支援センターや放課後児童クラブの施設につき
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ましては、それぞれ補助事業があります。また、木造公共施設整備に対する助成事業や、

木質バイオマスエネルギー利用促進事業など、地元産材の利用促進に対する補助事業につ

いても、該当になるかどうか現在調査中であります。 

いずれにいたしましても、施設の整備におきましては、できるだけ有利な事業の導入に

向け鋭意検討してまいりますので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  14番、長谷沼清吉議員の事業の進捗状況のご質問のうち、野沢まちなか

再生事業に関する質問にお答えいたします。 

はじめに、原町ポケットパークの整備事業ですが、本事業については、全体計画の中で

最も最優先で取り組むべき事業として位置付けており、事業初年度の平成 25年度に物件調

査などの事業を計画したところでありますが、関係者全員の同意が得られず、事業を先送

りすることとなりました。また、本年度におきましても、本事業にかかる物件調査費、建

物補償費、用地取得費等を当初予算に計上したところであります。 

しかしながら、数回にわたり話し合いの場を申し入れたところでありますが、現在まで

のところ、まだ話し合いができない状況となっております。このため、本年度にあっては、

事業を組み替えて実施せざるを得ないところでありますが、今後も話し合いの機会を持っ

ていただけるよう、取り組んでいく考えでありますので、ご理解をいただきたいと思いま

す。 

次に、野沢駅通り公園事業と町道上原中央線整備事業に対するご質問にお答えいたしま

す。野沢駅通り公園につきましては、野沢まちづくりプロジェクトの活動の中で、町内に

子どもを遊ばせるような公園がほしい、買い物客などが利用できるトイレがあればいいな

どの声を受けて、町にご寄附をいただいた旧野沢幼稚園の敷地を有効に活用し、地域の方々

に気楽にご利用いただける公園の整備を計画したもので、町道上原中央線は、野沢駅通り

からの公園利用を可能とするためのアクセス道路として計画したものでございます。 

町道上原中央線は、昨年度、原町ポケットパークの代替事業として、測量設計業務を実

施することとなったことから、地権者の皆さんには町から事業の趣旨を説明し、ご了解を

いただいたところであります。合わせて町内の皆さんには文書でお知らせし、測量作業を

実施させていただきました。また、本年７月には町内自治区役員の皆さんを対象とした説

明会を開催し、事業計画の説明をさせていただいたところであります。現在、物件移転を

お願いする地権者の方と、最終的な話し合いを行っておりますのでので、その作業が終わ

り次第、本事業に対する地元説明会を開催していきたいと考えています。 

次に、ふるさと自慢館事業についてですが、本事業については、町商工会が事業主体と

なって事業が進められているところであり、昨年度に実施設計業務を実施いたしました。

実施設計の結果、資材単価や人件費の上昇により、建設費用が大幅に上昇することが判明

したため、本年度新たに制度化された補助率の高い補助事業を活用して実施する方向で作

業を進めているところであります。いずれにしましても、ふるさと自慢館については、来

年度の施設整備が計画されているところでありますので、ご了承いただきたいと思います。 

次に、石川暎作碑の移転に関する質問にお答えします。石川暎作碑の移転は、石川暎作

碑保存有志会により進められているもので、商工会に問い合わせをいたしましたところ、
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ふるさと自慢館の敷地内に設置することについては同意をしているとのことでありました。

なお、設置工事は自慢館の施設整備工事の終了後となることを有志会にはお伝えしている

とのことでありましたので、ご理解をお願いしたいと思います。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  14番、長谷沼清吉議員のご質問のうち、屋敷の水道についてのご質問に

お答えいたします。 

平成 25年７月 29日に屋敷自治区から水道施設建設の陳情がありました。事業について

は屋敷簡易水道組合として 11戸で実施したいとの意向があり、以後組合が事業主体として

事業を実施されております。 

まず、事業実施には水源の確保が必要ですが集落周辺に良好な水源がないため、地下水

の開発しかないとの結論から平成 25年度にボーリングを実施した結果、水量は１日に必要

な水量 11.5 立方メートルに対して 64.8 立方メートルの揚水量がありました。しかし、色

度・濁度や鉄分が水道法に不適合な水質であったことから、平成 26年度は水道法に適合す

る水質に改善するためのろ過器の設置等の検討を図ってまいりましたが、ろ過器の価格が

高額となったことや、薬品の注入など難しい維持管理をする必要があることなどから、こ

の井戸の利用は大変困難となりました。 

現在、新たな水源の確保を含めた調査検討を進めているところでありますのでご理解願

います。 

○議長  14番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  建設水道課長、26年度でできなとはっきりしているわけですから、27年度

も責任を持って町が、この屋敷の水道は進めていくと、それを聞きたかったわけでありま

すが、そこだけ簡潔明瞭にお答えください。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  屋敷水道につきましては、今、水源が確保できないというような状況で

ございます。引き続き 27年度につきましても、水道の敷設について十分検討してまいりた

いと、このように考えております。 

○議長  14番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  まちなか再生事業についてお尋ねをしますが、だいぶ年数も経っています

ので、改めてこの３つの事業の狙いとするところ、期待する効果についてお答えをしてい

ただきたいと思います。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  お答えいたします。 

野沢まちなかの再生事業につきましては、野沢市街地の活性化ということ、それから地

域の生活環境の改善、そういったことを合わせもつ事業でございまして、今まで公園だと

か、そういった小規模な公園につきましては、補助対象の事業がなかったわけでございま

すが、都市再生整備事業という形で事業実施することによりまして、まちなかの案内標識

であったり、それから小さな公園であったり、そういったものもすべて、自慢館のような

建物の改修工事であったり、そういったものがすべて取り組めるということでございまし

て、都市再生整備事業を導入して、この一体の事業として取り組もうという計画を立てた
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ところでございます。 

内容的には自慢館を核としまして、道の駅に来たお客さんをまちなかに引き寄せようと

いうようなことでございまして、宿場町のその野沢宿を活用しまして、まち歩きとか、そ

ういったものもまちなかでやっていただけるようなまちづくりを進めましょうというよう

な計画の中で、盛り込んだところでございます。 

原町ポケットパークにつきましては、野沢中心部のちょうどいい場所だということでご

ざいまして、そこにちょっとしたイベントなんかできるような公園、さらにはまちなかに

トイレもないというような状況でございましたので、トイレなんかも整備をしたり、そこ

でベンチがあったりと、そんな小さな公園が一つあってもいいんじゃないかというような

ことの皆さんのご意見などをいただきながら、計画に盛り込んだところでございます。 

それから、駅通り公園につきましては、あれだけの土地が活用されずに残っていたとい

うことでございます。あと先ほど答弁の中でも申し上げましたように、まちなかには公園、

子どもを遊ばせるような公園がないというような声を受けまして、公園として整備を図っ

て、地域の皆さんに活用していただこうと。さらには駅通りを利用する方に、あの辺で全

然本当に公衆トイレもございませんので、トイレなんかは、東屋なんかも整備しまして、

気軽にご利用いただけるような形をつくろうということであります。 

そのために、裏通りからはあの敷地に入れるわけでありますが、駅通りと接続しなけれ

ば、あの公園の価値が半減してしまうということでございまして、道路についても裏通り

と、一本こう接続しようということで、上原中央線については計画をしたということでご

ざいます。 

○議長  14番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  お答えをいただきましたが、私はまちなか再生という事業でありますから、

これは道の駅に来たお客さまをいかにまちなかに来ていただくかと、そういうことでこの

ポケットパークも、それから公園の整備も、ふるさと自慢館も工事を始めたんだなと思っ

ておるわけであります。それで、なぜ計画通りにいかないのかと、私３つとも順調にいっ

ているとは思えないわけであります。 

そこで、これも少年の主張大会ででありますが、ゴミですか、廃棄物の関係の成田さん

の発表ですと、住民がぜひというのをやらないと積極性に欠けると、住民から出たお願い

というか、出た要望だとスムーズにいくが、そうではないのはなかなかいきませんよと、

私はこの事業は、住民主導というよりも、町が主導して、まちなか再生のためにやるとい

うことだと思っています。ここら辺で、その住民の理解を得る努力というのは、私は少し

足りなかったのではないかなと、もっと町の積極性をアピールしていけばという気がしま

すが、そこら辺、簡単にいかがですか。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  今回、この事業計画を立てた際には、まちなか再生プロジェクトという

ような組織を立ち上げまして、地域の若い方々を中心にしまして、いろんな意見をいただ

いてきたということであります。そういった計画ができあがりまして、そのあと、この事

業を進めていくにあたりまして、商工会、商店街の代表であったり、それから老人クラブ

の代表であったり、それから区長さんの代表であったり、そういった方々に参加をしてい
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ただきまして、一つこう組織を立ち上げたところでございます。そこの中で、今後の事業

推進をお願いして進めていこうというようなことで考えていたところでございます。 

ただ、なかなか個人のそういった理解を得る作業まで、そういった委員の皆さんに立ち

入っていただくことはなかなかできなかったということでございまして、町独自で今、用

地といいますか、そういった作業を進めているということでございます。 

なかなか、一つの自治区で、集落の事業ですと、区長さんを中心にというようなことが

できるわけですが、野沢地区の場合、広い町内が次から次、いくつもの町内に関わるとい

う部分でございまして、そういった事業を地域の事業というふうにはなかなかとらえてく

ださっていないのかなというふうに考えております。なかなかちょっと考え方が甘かった

のかもしれないというふうに考えているところでございます。 

○議長  14番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  上原の公園化でありますが、私はさっき言ったように、その公園も道の駅

に来た人も想定して、そこに来てもらう。誘客を図るという施設かなと私は思っていたん

ですが、今までの議論を聞いておりますと、地域の皆さんの声を聞きながら、地域の皆さ

んに利用していただける公園、そうなると、再生の狙いと若干ずれがあるのではないかな

と気がしているわけでありますが、そこら辺はどう理解をすればいいわけですか。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  都市再生整備事業につきましては、そういったいくつかの目的を、先ほ

ど申し上げましたように、宿場町という野沢の昔からの歴史を活用して、地域に観光客が

歩いていただくようなまちづくりを進めましょうとか、あと生活環境の整備、地域に住む

方が安全安心に暮らせるようなまちづくりを進めましょうと、そういったその二つ、大き

な狙いをもって事業に取り組んでいるということでございまして、上原の公園については、

防災的な広場、そんなことも兼ね備えて公園整備を図ろうというようなことで考えている

ところでございます。 

ただ、野沢のまちなかを歩いてもらうということでございますので、そういったその観

光客が立ち寄っていただくような拠点にも利用していただける公園ではあるということで

ございます。 

○議長  14番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  時間ですから、この件に関しては基本計画の中でも議論できますので、そ

ちらでしたい。あるいは今日も時間があればもう一回お尋ねをしたいと思います。 

いわゆる保育所と小学校の関係でありますが、鈴木議員にもお答えしてくださいました。

私にも保育所、小学校の連携ということでご答弁があったわけでありますが、私は、これ

は、通常、日常的にしなければならないこと、何も連携なんていう大げさに構えなくても、

当然保育所から小学校に上がるといったときには、今までだって私はそうしていたと思っ

ているんですよ。それを乗り越える理念というのがあるのかということでお尋ねをしたわ

けでありますが、これも保育所の開校がだいぶ先でありますから、よくよくそこら辺は、

これからいろいろ研鑚を励んで、連携とうたう以上は、それにふさわしい内容、全国どこ

にもないような連携の中身、そばにあって恵まれているわけですから、それはご期待をし

ておきます。 
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それで、一貫性であります。まだまだ理解はできないわけでありますが、ご答弁を聞い

ていますと、個に応じた指導を一貫性を持って行うこと、指導を一貫性、教育の一貫性で

はありませんが、指導の一貫性を持って行うことができるという教育長の答弁でありまし

た。それから健康福祉課長では、一貫した教育がうんぬんというふうにご答弁をされてお

るわけでありますが、ここら辺、教育長、その一貫性と一貫教育、一貫性とは何だと、保

育所と小学校と中学校がそばにあるから、それだけで一貫性かと、教育の効果、保育所、

小学校、中学校、一緒にあることによって、どのような教育の効果を期待しているのか、

連携、一貫、それ別にしても、この保育所、小学校、中学校、一緒にあることによって、

西会津の教育はどのような特色、効果を出せるのか、それがなければ私はならないなと思

っておりますので、その点についてお答えをいただきたいと思います。 

○議長  教育長、新井田大君。 

○教育長  私は教育の中で一番大事な視点は何かと、そのことについて考えたときに、や

っぱり一人ひとりの持っている個性、その中で伸ばせるものを最大に伸ばしていくこと、

そして将来的には社会で自分の持っている個性を活かしながら、社会の中でそれぞれが自

活して社会にいろんな面で貢献することができると。そういうふうに子どもたちを育てて

いくと、これが一番大事な視点ではないかなというふうに思います。 

それから、幼児期から中学、高校生までずっとみていったときに、議員さんもこの前、

青少年の主張をお聞きしたということですけれども、小学生、中学生、高校生の話す内容、

その視点がそれぞれ違っているなということをおそらくお気付きになったと思います。小

学生は、自分が体験した、直接的な体験をもとに話を展開しています。中学生になると、

少し長い期間、自分がどういうことをやってきたのか、それは自分にとってどういう意味

があるのか、それを将来どういうふうにつないでいけるのか、そういうふうな視点があっ

たと思います。それで高校生になると、社会をこう批判的に見る目ができてきて、町政に

ついてもかなり批判的な視点を持ちながら話を展開されていた。そういうふうに発達の段

階に違いがあります。保育所については、私よく実際にはわかりませんけれども、ただ重

要なことは、保育所から中学校を卒業するまでの間、西会津町で今育って教育を受けてい

る子ども一人ひとりについて、その個性をしっかりとそれぞれの段階で見極めて、それを

認識した上で子どもたちを最大限伸ばせるところを伸ばしてやると、こういうふうにする

のが大切なことだと。 

それを一貫性を持ってやるというのは、その情報をきちんとこうそれぞれの保育所から

小学校、中学校まできちんとつないでいく、それが大事だと。どんなに指導しても、子ど

もに響かない指導をしたのでは、子どもは育ちません。きちんと持っているものを十分に

伸ばしてやって育てていくためには、子ども一人とひりについてきちんと指導するものが、

客観的に、正確に把握しながら、子ども一人ひとりに応じた指導がきちんとできるかどう

か、そこにかかっていると思います。それが保育所から小学校、中学校まで、同じ隣接し

たところで毎日の活動が行われるようになれば、それが離れてばらばらになるところより

はやりやすくなって、本当に個に応じた指導が、今まで以上に適切にできるんだと。そう

いう意味での一貫性ということでございます。 

○議長  14番、長谷沼清吉君。 
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○長谷沼清吉  鈴木議員への答弁でありますが、中１ギャップの解消、あるいは避難の誘

導を一緒にやることによって安全が確保されるとか、授業研究とか、もう年何日かを日常

的に交流といいますか、するとか。発達段階に応じて一人ひとりということであります。

答弁があったわけですが、これも私は当然であろうと、これはどんな、どこの学校であろ

うとやはり、これは普遍的なことだと思います。 

ただ、それだけで私はいいのかなという気がしたわけです。例えば保育所から中学校ま

で一緒にあることによって、学力の向上にはどういうプラスがあるんだ。あるいは小学校

の高学年から中学生にかけては思春期に入りまして、心の問題といいますか、悩みとかが

あって、そういう私にすれば、そういう悩みとかがあることによって人間は成長していく

んだなと思っています。やっぱり感性豊かな児童生徒にするために、今の連携がどう利点

があるのかと、やっぱりそういうところまで出していただいて、大きな目標を持って、さ

すが西会津の小学校だ、中学校だと言われるような教育を私は、この連携を図ることによ

って目指していくべきではないかなと思っていますので、その件に関してどうお考えです

か。 

○議長  教育長、新井田大君。 

○教育長  今ほど長谷沼議員さんがお話されたとおりだと私も思っております。西会津町

の基本条例の中に、心豊かな子どもを育てるというのがあります。どんなふうにそれを実

現していったらいいのかと、基本的なところは、おそらく家庭にあるんだろうというふう

に思いますけれども、ただ、保育所と小学校と中学校が連携することによって、日常的に

交流することによって、例えば小学生が保育所の子どもたちと一緒に交流したときに、ど

んな気持ちを持って保育所の子どもたちに接するだろうか、自分よりもまだまだいろんな

面で、まだまだ小さい子どもたちをどういうふうに接していったらいいんだろうか、具体

的に目の前に子どもたちが来たときに。そのときにやっぱり小学生は考えると思うんです

ね。どういうふうに接したら保育所の子どもたちは自分のところに近づいてくるのか、あ

るいは遠ざかっていくのか、そんなことを感じると思います。そんなことを通して、私は

心の教育につながっていくだろうというふうに思います。中学生が小学生をみたときにも

同様だというふうに思います。 

それからもう一つの学力向上ということですけれども、それは、基本はやっぱり一人ひ

とりの子どもたちの特性をきちんと指導する側が理解をして、そして一斉の授業と同時に、

その個に応じた指導をどういうふうに展開できるかで、学力は大きく私は変わってくると

思います。その子どもに合ったような指導の仕方、それができれば、学力も私は向上して

いくと思います。それには、一人ひとりの子どもの状況を適切に保育所から小学校、中学

校へつないでいかなといけない。それがお互いに隣接したところに施設としてあれば、今

以上に可能になってきます。そういうふうにして、西会津町の子どもたちを、本当に中学

校を卒業するまでは責任を持って育てていくようになれば、すばらしい教育になっていく

のかなというふうに思っています。 

○議長  14番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  最近は聞かれなくなりましたが、かつては知徳、徳育、体育ですか、三育

ということで、知識だけではだめだよと、特に道徳、道徳教育に関してはいろんな意見も
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あるようでありますが、正式な教科ということになるということでは、体育ですね。やっ

ぱり健康な体、丈夫な体になってもらわなければならないと、これだけ保育所から中学校

までの一貫性を持った連携教育をしていくんだと、一貫性というのは、そういうふうに私

とらえたわけでありますが、そうなると、やはり私は体育の面で、これだけの施設があっ

て、学校内にプールがないというのはやっぱり問題だなと、かねて主張をしてきたわけで

ありますが、やっぱりいい学校環境の中で、伸び伸びと育ってもらうと、低学年がさゆり

に行って、プールで、それも高さを調整してなんていう、私は授業の時間の時数ではない

と思いますよ、町の姿勢ですな、教育委員会の姿勢ですね。私は小学校が移転をしたなら

ば、やはりプールについても再考といいますか、考えていかなくちゃならないのではない

かなと思っていますが、昨日、答弁で聞いてなおさらそう思ったわけでありますが、その

プールに関してもご答弁をしていただきたいと思います。 

○議長  教育長、新井田大君。 

○教育長  私は教育長に就任した直後にお話し申し上げたときに、西会津町の子どもたち

は、知的で心身ともに逞しい子どもたちに育ってほしいというような話をいたしました。

西会津小学校、中学校、この敷地は全部で 12ヘクタールほどございます。県内でおそらく

一番広い、高校も含めて、これほど広い敷地を持っている学校はないと思います。私はそ

こで今、プールのお話ですけれども、これは今までそういうふうな方針でやってまいりま

したので、ございません。しかし、それ以外の施設は、本当に整っておりますので、これ

らを有効に活用していただいて、小学校は 12ヘクタール全部が小学校だと、中学校は 12

ヘクタール全部が中学校だと、そういうふうな思いで、あの施設を十二分に活用していた

だくことによって、知的で心身ともに逞しいと、これは成し遂げられるのではないかなと

いうふうに思っています。まだまだ努力すべきところはいっぱいありますが、そういうふ

うな思いでやってまいりたいと思います。 

○議長  14番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  プールに関してなかったような気がしますが、過日、内堀、今の知事が西

会津に遊説に来たときに、一緒に私乗りましてご案内をしました。あそこを通ったときに、

おお、すばらしいなと、西会津の中学校と小学校、そう感嘆の声をあげられました。そう

いう立派な施設にプールがないというのは、やはりこれは、私は本当にその整った環境の

中で子どもを育てていくためには、私はプールが必要だと思っています。今すぐとは言い

ませんが、その 12ヘクタールの敷地の中にプールをつくるというようなことで、前向きに

教育委員会としては検討する考えはありませんか。 

○議長  教育長、新井田大君。 

○教育長  ご意見としてはそのとおりだと思いますけれども、私は今の段階ではですね、

将来的にはちょっと私の答弁の中では申し上げることはできませんけれども、今整備され

る、あのすばらしい学校施設ですね、町民の皆さま、それから議員の皆さまご支援をいた

だいて、ああいうすばらしい施設ができて、プールを除けば、ほぼ 100パーセントに近い

すばらしい施設設備が整いますので、それらを有効に活用してですね、本当に知的で心身

ともに逞しい、そういうふうな子どもたちを育てていきたいと思っております。 

○議長  14番、長谷沼清吉君。 
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○長谷沼清吉  時間ですからやめます。今回も、ちょっと私も準備不足だったせいもあり

まして、かみ合わない部分もありましたが、３月、６月と議会があるわけでありますから、

また議論をしたいと思いますので、そのときにはよろしくお願いをします。どうもありが

とうございました。 

○議長  以上をもって一般質問を終結いたします。 

以上で、本日の日程は全部終了しました。 

本日はこれで散会します。（１５時４５分） 
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○議長  おはようございます。平成 26年第６回西会津町議会定例会を再開します。 

（１０時００分） 

これから本日の会議を開きます。 

本日の議事日程は、お手元に配付したとおりであります。 

日程第１、議案第１号、平成 26年度西会津町一般会計補正予算（第７次）の専決処分の

承認についてを議題とします。 

本案についての説明を求めます。 

総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  議案第１号、平成 26年度西会津町一般会計補正予算（第７次）の専決処分の

承認について、ご説明を申し上げます。 

本案につきましては、去る 11 月 21 日に衆議院が解散され、同日の閣議において、第 47

回衆議院議員総選挙が、12 月２日公示、投開票日を 12 月 14日とすることで、選挙期日が

決定されたところであります。 

この衆議院議員総選挙及び併せて実施される最高裁判所裁判官国民審査に係る所要の経

費につきまして、議会を招集する時間的余裕がありませんでしたことから、地方自治法第

179条第１項の規定に基づき、11月21日、専決による予算の調製を行なったところであり、

同法同条第３項の規定により議会の承認をお願いするものであります。 

それでは、予算書をご覧いただきたいと思います。 

平成 26年度西会津町の一般会計補正予算（第７次）は、次に定めるところによる。 

歳入歳出予算の補正。 

第１条、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 1,148万７千円を増額し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ 68億 2,532万円とする。 

第２項、歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、第１表歳入歳出予算補正による。 

専決年月日は、平成 26年 11 月 21 日であります。 

補正の主な内容でありますが、事項別明細書でご説明を申し上げます。 

４ページをご覧いただきたいと思います。 

まず歳入でありますが、14款県支出金、３項１目総務費委託金 1,148万７千円でありま

す。これは、本選挙に係る全ての経費について、県からの委託金であります。 

次に、５ページをご覧いただきたいと思います。歳出であります。 

２款総務費、４項５目衆議院議員選挙費 1,148万７千円であります。これは、当該選挙

の執行に必要な、報酬、時間外勤務手当の人件費や、消耗品費、燃料費などの需用費、６

ページにまいりまして、ポスター掲示場設置撤去委託料、機械器具や施設借上料などを計

上するものであります。 

以上で説明を終了させていただきますが、よろしくご審議をいただきまして、原案のと

おりご承認賜りますようお願いを申し上げます。 

○議長  これから質疑を行います。 

14番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  １点だけお尋ねしておきますが、２年前の同じ衆議院選挙費用と比べて、
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今回、それなりに金額多いと思っていますが、そこら辺のこの前との比較、お手元にあれ

ばご報告してください。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  お答えをいたします。２年前の選挙との経費の比較ということでございます

が、２年前と比較いたしますと、燃料費、冬季間の選挙ということで、前回は比較的突然

的な感じでありましたので、今回はその実績を踏まえまして冬季間の燃料費、そういった

ところで少し余計に交付になる見込みでございます。 

○議長  10番、荒海清隆君。 

○荒海清隆  １点だけお尋ねをいたします。選挙に関してですが、現在の有権者数、男女

別にわかればお教えいただきたいと思います。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  現在の選挙人名簿の登録者数で申し上げたいと思いますが、6,098 人でござ

います。 

男性で 2,910人、女性で 3,188人でございます。 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第１号、平成 26年度西会津町一般会計補正予算（第７次）の専決処分の

承認についてを採決します。 

お諮りします。 

本案は原案のとおり承認することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第１号、平成 26年度西会津町一般会計補正予算（第７次）の専決処分

は、原案のとおり承認されました。 

日程第２、議案第２号、職員の修学部分休業及び高齢者部分休業に関する条例を議題と

します。 

本案についての説明を求めます。 

総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  議案第２号、職員の修学部分休業及び高齢者部分休業に関する条例の制定に

ついて、ご説明を申し上げます。 

本案につきましては、地方公務員法の一部改正に伴い、職員からの申し出による修学に

係る部分休業と高齢者に係る部分休業の制度について、必要な事項を条例として定めるも

のであります。 

その概要でありますが、まず修学に係る部分休業につきましては、職員が自発的に大学

等の教育施設で修学する場合において、公務の運営に支障がなく、かつ、当該修学が職員

の公務に関する能力の向上に資すると認めるとき、また高齢者に係る部分休業については、

高齢職員が地域のボランティア活動への従事や加齢等への対応のため、公務の運営に支障
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がないと認めるときは、それぞれ勤務時間の一部について勤務しないことを承認できると

するものであります。 

それでは、議案書をご覧いただきたいと思います。 

第１条は、趣旨であります。地方公務員法に基づき、ただいま申し上げました休業制度

に関し、必要な事項を定めることを規定するものであります。 

第２条は、修学部分休業の承認の方法について規定するものでありますが、修学部分休

業の承認は、１週間を通じて職員の勤務時間、休暇等に関する条例の規定による当該職員

に係る１週間当たりの通常の勤務時間、一般的には 38時間 45分の２分の１の範囲内で、

５分を単位として認めるものであります。 

第２項は、修学する教育施設を規定するもので、学校教育法に規定する大学、高等専門

学校、専修学校等とするものであります。 

第３項は、修学に必要と認める期間は２年とするものであります。 

第３条は、修学部分休業に係る給与の減額について規定するものでありますが、修学部

分休業の承認を受けて勤務しない場合には、その勤務しない全時間について減額するもの

であります。 

第４条は、修学部分休業に係る承認の取消事由について規定するものでありますが、修

学に係る教育施設を退学した場合、あるいは正当な理由がないままに休学又は頻繁に欠席

しているような場合については、休業の承認を取り消すものであります。 

第５条は、高齢者部分休業の承認について規定するものでありますが、高齢者部分休業

の承認は、修学部分休業と同様に、１週間当たりの通常の勤務時間の２分の１の範囲内で、

５分を単位として認めるものであります。 

第２項は、対象年齢を規定するもので、職員の定年等に関する条例に規定する年齢から

５年を減じた年齢、一般職員については 60 歳が定年でありますので、55 歳以上の職員を

対象とするものであります。 

第６条は、高齢者部分休業に係る給与の減額について規定するものでありますが、減額

方法は第３条で規定する修学部分休業の規定を準用するものであります。 

第７条は、高齢者部分休業の承認の取消し又は休業時間の短縮について規定するもので

ありますが、高齢者部分休業をしている職員の業務を処理することが著しく困難となった

場合は、当該職員の同意を得たうえで承認を取り消し、又は当該休業時間を短縮すること

ができるとするものであります。 

第８条は、休業時間の延長について規定するものでありますが、高齢者部分休業をして

いる職員から休業時間の延長の申出があった場合で、公務の運営に支障がないと認めると

きは、延長を承認することができるとするものであります。 

第９条は、規則への委任について規定するものでありますが、この条例の施行に関し必

要な事項は、規則で定めるものであります。 

次に、附則でありますが、施行期日でありまして、平成 27年４月１日から施行するもの

であります。 

以上で、説明を終了させていただきますが、よろしくご審議をいただきまして、原案の

とおりご議決賜りますようお願いを申し上げます。 
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○議長  これから質疑を行います。 

８番、多賀剛君。 

○多賀剛  全員協議会でもこの件に関してはお尋ねしたわけでありますけども、これ、３

号議案、４号議案に共通するところであります。この制度を利用して休業をしたいという

申出があったときに、私ひっかかったのはすべてに関して公務の運営に支障がないという

項目が入っております。これは総務課長の説明では、これは一応入っているけれども、申

出があれば対応するという旨のご答弁をいただきましたけども、これ実際に単なる休業が

できる条例、できる規定になっては意味がないなという思いでおります。 

実際に有給休暇にしてもなかなか、民間もそうですけれども、全部が消化できないよう

な状況であります。この制度を利用して休業したいという申出があったときに休業できる

何らかの担保はあるのか。 

特に高齢者の休業の場合は、55歳以上というようなことでありますので、ポジション的

には重要なポストについてるケースが多いかなという思いであります。公務の運営に支障

がないということにものすごくひっかかったものですから、その辺をもう一度ご答弁いた

だきたいと思います。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  今おただしのありました公務の運営に支障がないということでございますけ

ども、現在の職場の環境から申し上げますと職員数はもうぎりぎりでやっているというと

ころは正直なところでございます。 

ただ、こういった修学部分休業とか、この後出てまいります自己啓発の休業とか、そう

いったものについては職員のいわゆる自己啓発、さらには職員自らの資質の向上に努めて

いきたいというその強い思いを、職場としては周りでサポートしながら支えていきたいと

いうふうに考えております。 

この職員の修学部分休業、それから高齢者の部分休業につきましては、先ほど説明申し

上げましたように、時間単位でとる休業でございますので、この休業の部分については、

例えば臨時職員とか、そういったところで補填ということはなかなか難しい状況でありま

すけれども、このあとの長期の休業については臨時職員、あるいは任期付き職員ですか、

そういったところの職員制度を活用してサポートをしていきたいというふうに考えており

ます。 

○議長  ８番、多賀剛君。 

○多賀剛  ぜひそのようにしていただきたい。おそらくこの制度を利用して部分休業した

いと申し出る職員の方というのは、一般的に見れば相当前向きに取り組んでいる方が多い

のかなと私はとられておりますので、こういう休業制度を利用したいというときは気持ち

よく送り出していただけるような職場内の雰囲気とシステムをつくっていただきたいと思

います。以上であります。 

○議長  11 番、清野佐一君。 

○清野佐一  この休業のとり方でありますが、１週間のうちの２分の１と、１週間を通じ

て勤務時間の２分の１、あるいはその５分単位とありますが、例えば勉強するという場合

に１日なら１日という考えになるわけですが、それを細かく５分単位という狙いといいま
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すか、その意味というものはどういう意味があるんでしょうか。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  今回取得する時間の単位を５分単位とさせていただいております。５分単位

とした理由でございますけれども、この休業をとりますと給料が減額されます。したがい

まして、できるだけきめ細かく時間を設定することによって職員の支給減額をできるだけ

抑えたいというところが一つの狙いというところでございます。 

○議長  10番、荒海清隆君。 

○荒海清隆  私も清野議員と同じことをお尋ねしようと思ったんですが、現在、ひときり、

就業時間、８時間労働じゃなくて７時間労働ですか、そういうこと叫ばれた時期があった

んですが、現在は就業時間というのは何時間になってるんですか。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  １日の勤務時間は７時間 45分でございます。 

○議長  10番、荒海清隆君。 

○荒海清隆  ７時間 45分、その中の５分単位に、５分刻みで休暇をとることができると。

例えば 15分であれば７時間 30分の労働時間になりますね。それで 15分は休業しましたよ

というようなことでなるんでしょうか。わかりました。それを給料に引かれるということ

ですね。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  減額する場合、１日で５分単位で何分、あるいは何時間ということで、その

まとめは１週間を一つのくくりとして減額の計算をするようになります。 

○議長  ３番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  ちょっと私気になったのは高齢者等の部分休業なんですけど、その中で当

該時間の延長申出があった場合は延長を承認することができる。上限をもうけない狙いは

何でしょうか。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  この休業時間の延長でありますけども、申請して、例えば今日の何時から何

時まで休みたいということがあった場合に、その申請の内容に対して、もう少しちょっと

休ませてもらいたいというようなときに再度延長することができるということでありまし

て、全体の上限は先ほど申し上げましたように１週間の２分の１の範囲内ということであ

りますのでご理解をいただきたいと思います。 

○議長  ４番、渡部憲君。 

○渡部憲  私はこの条例の趣旨があまりよくわからないんですけど、これ全国一斉に４月

１日から行われるのか。やらない町村もあるのかなと私は思うんですけど、ただ、これや

はり年齢的にして課長とか重要なポストにある人が、58歳で私は２年間やりますと、あと

そのまま退職と、そういう形もあり得るわけですよね。 

そうなった場合に、予算編成とかいろんな面で支障出ることもあり得ると思うんですけ

ど、それから大学の２年といえばつまり大学院とか何かにいくとかそういうものになって

しまうと思うんですけど、本当に町のためになるんでしょうか。それちょっとお答え願い

ます。 
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○議長  ４番、これ今、議案２号だから、３号と一緒にしてしまうとがちゃがちゃになっ

てしまうから。 

総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  まずこの部分休業、修学と高齢者の部分休業と二つの種類がございます。あ

くまでも部分休業でございますので、長期にわたっての休業ということではなくて、１週

間の、先ほどから申し上げておりますように１週間の２分の１の範囲内で５分を単位とし

て取得できるという制度でございます。 

これまで全国的に、全国的にといいますか、これはそもそも地方公務員法の改正により

ましてこの制度が新たに設けられたということでございまして、県内においても、これ 25

年度の状況でございますけれども、修学部分休業についてはまだ 11市町村、それから高齢

者部分休業については９市町村ということで、まだまだその制度化がようやく始まったと

いうことでありまして、本町といたしましては修学部分休業については、先ほども申し上

げましたように、職員の自己啓発、資質の向上、そういったところで大いに活用してもら

いたいと。 

それから高齢者の部分休業についてはそういった申出があれば職場の状況に応じて判断

をしていきたいというふうに考えております。 

○議長  14番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  今も説明ありましたが、地方公務員法の改正でこの条例を制定するという

ことでありますので、この地方公務員法の改正の背景といいますか、現状といいますか、

なぜ今この第２号から第４号までにかかわるわけでありますが、地方公務員法を改正して

このようにしたいと、その背景をお聞かせいただきたいということと、しからば町の現状

といいますか、では今までこういうような修学をして資質の向上を図りたいというような

ことがあったのかないのか。 

資質の向上と一口に言ってもその職員の、例えば技術ですとか、技能ですか、これを高

めたいというようなときには今までどうしていたのか。町のほうでこれらの技術を習得し

てこいとか、そういうことがあったのかないのか。 

もし仕事に関しての今言ったような技術と技能の習得の場合にはどうこの個人といいま

すか、じゃなくて町としてもしかるべき配慮をしなくちゃならないのか。特にこれと関係

なくなってしまうかもしれませんが、例えば建設水道課で技能、専門職員がいないとか、

少ないとかということで、こういう制度を使って技術の習得等も図られるのか図られない

のか、そこら辺も併せてお答えをしていただきたいと思います。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  まず、今提案申し上げました職員の部分休業、それからこのあと議案第３号

で出てまいります自己啓発、議案第４号で出てまいります職員の同行休業、これらにつき

まして地方公務員法で新たに制定されたということでございますけれども、この大きな背

景としましては、一つには職員の多様な勤務形態に合わせられるようにというようなこと

が一つ。 

それから、職員が自ら勉強して、頑張っていきたいというようなときに支援できるよう

な体制をつくっていくということでございます。 
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それから、議案第４号の配偶者同行休業の関係につきましては、これはいわゆる女性の

社会進出といいますか、雇用の確保という視点から、どうしても配偶者、例えばご主人が

海外に行く場合に同行していきたいというときには、これまで仕事を辞めて同行していく

というようなケースがあったわけでありますけども、これを仕事をやめないで、身分を置

いたまま行ってまた戻ってきて、またその仕事に復帰していただきたいと、そういった視

点からこういった制度が出てきたということでございます。 

それから、この修学等、仕事にかかるいわゆる公務上の、本当にその仕事に必要な部分

でいろんな研修がございます。そういった部分については当然公務で資格を取得する、あ

るいは技術を磨いてくるということであれば、それは通常の勤務時間の公務の中でそうい

った研修制度がございますので、それはそういった制度を活用しながらやる。 

今回の修学部分休業、自己啓発については自分のといいますかね、自己都合の部分でこ

ういった勉強をしてさらに視野を広げていきたい、あるいは自分の今やっている公務員人

生の中でもっと幅を広げていきたいと、そういった視点でもって勉強していきたいという

ようなときに活用していただくものでありますので、先ほど例が出されました建設水道課

の例えば技術職員の技能の習得だとか、そういった部分については通常の勤務時間の中で

の研修で技術を取得していただくということになりますのでご理解をいただきたいと思い

ます。 

○議長  14番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  わかりましたが、町の現状ということでお尋ねしたわけですが、今までこ

ういうような、この条例で言うような、該当するようなケースが今まであったのかなかっ

たのか。 

それとこの議案と違いますから言いませんが、やっぱり、町の職員構成ですが、例えば

栄養士だとか保健師だとかというのはきちっとした資格の人を、それ相応といいますか、

職員を勤務してもらっているわけですが、建設課の技術関係ではそういう面からいくと決

して充実はしてないと思ってますので、それは本来の議案でありませんからそういうこと

も頭に入れながら職員全体に配慮していただきたいと、これ要望だけしておきます。 

じゃ、その町の現状についてお答えください。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  先ほど答弁漏れがございまして大変失礼いたしました。これまでそういった

事例があったのかということでございますが、１件ございまして、自分自らが大学院のほ

うに行って勉強したいということで、これはいわゆる修学部分休業的なとり方でやってま

いりました。 

それから要望ということでございましたけれども、現在の資格、免許職といいますか、

専門職の雇用の状況でございますけれども、参考までにちょっと申し上げたいと思います

が、現在、建設水道課の土木の専門職につきましては２名おります。 

それから来年の４月にもう１名採用する予定になっておりますので、合計３名の専門職

を雇用するということでございます。 

そのほか、社会福祉士が現在１名、あとは保健師、それから管理栄養士ということで、

昨今非常に業務が専門化しておりますので、そういった視点からもできるだけ専門職、そ
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ういったところを今後とも採用に向けて取り組んでまいりたいというふうに考えておりま

す。 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第２号、職員の修学部分休業及び高齢者部分休業に関する条例を採決し

ます。 

お諮りします。 

本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第２号、職員の修学部分休業及び高齢者部分休業に関する条例は、原

案のとおり可決されました。 

日程第３、議案第３号、職員の自己啓発等休業に関する条例を議題とします。 

本案についての説明を求めます。 

総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  議案第３号、職員の自己啓発等休業に関する条例の制定について、ご説明を

申し上げます。 

本案につきましても、地方公務員法の一部改正に伴い、職員が自発的に職務を離れて大

学等における修学や国際貢献活動を行うことを希望する場合、その身分を保有したまま職

務に従事しないで活動することができる休業制度について、必要な事項を条例として定め

るものであります。 

それでは、議案書をご覧いただきたいと思います。 

第１条は、趣旨であります。地方公務員法に基づき、ただいま申し上げました休業制度

に関し、必要な事項を定めることを規定するものであります。 

第２条は、休業の承認の方法について規定するものでありますが、職員としての在職期

間が３年以上である職員が当該休業を申請した場合、公務の運営に支障がなく、かつ、職

員の公務に関する能力の向上に資すると認めるときは、申請をした職員の勤務成績、申請

に係る大学等の課程の履修又は国際貢献活動の内容等を考慮した上で、休業を承認するこ

とを定めるものであります。 

第２項は、職員が当該休業の申請をしようとする場合、期間並びに当該期間中の大学等

課程の履修又は国際貢献活動の内容を明らかにして、申請しなければならないことを定め

るものであります。 

第３条は、休業の期間を規定するものでありますが、大学等の課程の履修のためにあっ

ては２年、ただし、当該履修の成果をあげるために特に必要な場合にあっては３年、また

国際貢献活動のためにあっては３年を超えない期間とするものであります。 

第４条は、修学の対象となる教育施設を規定するものでありますが、対象とする大学等

の教育施設は、学校教育法に規定する大学、当該大学に置かれる専攻科及び大学院、また
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学校教育法に規定する以外の教育施設で、独立行政法人大学評価・学位授与機構が大学等

に相当する教育を行うと認めるもの、この他これらに相当する外国の教育施設とするもの

であります。 

第５条は、国際貢献活動における奉仕活動の内容を規定するものでありますが、当該奉

仕活動とは、独立行政法人国際協力機構が行う開発途上地域における奉仕活動又はこの他

国際協力の促進に資する外国における奉仕活動とするものであります。 

第６条は、休業期間の延長について規定するものでありますが、休業をしている職員が

第３条に規定する休業の期間を超えない範囲内において、延長できることを定めるもので

あります。 

第７条は、休業承認の取消事由について規定するものでありますが、休業をしている職

員が、正当な理由なく、教育施設の課程を休学し、若しくはその授業を頻繁に欠席してい

ること又は国際貢献活動の全部若しくは一部を行っていないような場合には、承認を取り

消すことを定めるものであります。 

第８条は、報告等について規定するものでありますが、休業をしている職員は、当該休

業の承認に係る大学等課程の履修又は国際貢献活動の状況について報告しなければならな

いことを定めるものであります。 

第９条は、休業職員の復帰時における処遇について規定するものでありますが、当該休

業をした職員が職務に復帰した場合、他の職員と均衡上必要があると認めるときは、復職

時調整ができることを定めるものであります。 

第 10条は、規則への委任について規定するものであります。この条例の施行に関し必要

な事項は、規則で定めるものであります。 

次に、附則でありますが、施行期日でありまして、平成 27年４月１日から施行するもの

であります。 

以上で、説明を終了させていただきますが、よろしくご審議をいただきまして、原案の

とおりご議決賜りますようお願いを申し上げます。 

○議長  これから質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第３号、職員の自己啓発等休業に関する条例を採決します。 

お諮りします。 

本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第３号、職員の自己啓発等休業に関する条例は、原案のとおり可決さ

れました。 

日程第４、議案第４号、職員の配偶者同行休業に関する条例を議題とします。 
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本案についての説明を求めます。 

総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  議案第４号、職員の配偶者同行休業に関する条例の制定について、ご説明を

申し上げます。 

本案につきましても、地方公務員法の一部改正に伴い、職員の配偶者が外国で勤務する

こととなった場合、その職員が離職をせずにその身分を保有したまま、外国において配偶

者と生活を共にすることを可能とする休業制度について、必要な事項を条例として定める

ものであります。 

それでは、議案書をご覧いただきたいと思います。 

第１条は、趣旨であります。地方公務員法に基づき、ただいま申し上げました休業制度

に関し、必要な事項を定めることを規定するものであります。 

第２条は、休業の承認方法について規定するものでありますが、職員が当該休業を申請

した場合、公務の運営に支障がないと認めるときは、申請をした職員の勤務成績等を考慮

した上で、休業を承認することができることを定めるものであります。 

第３条は、休業の期間を規定するものでありますが、３年を超えない期間とするもので

あります。 

第４条は、休業の対象となる配偶者の外国滞在事由を規定するものでありますが、対象

とする事由としては、外国での勤務や事業等を行う場合、又は外国の大学において修学す

る場合とするものであります。 

第５条は、休業承認の申請方法について規定するものでありますが、職員が当該休業の

申請をしようとする場合、期間並びに当該申請をした職員の配偶者が外国において滞在す

る事由等を明らかにして、申請しなければならないことを定めるものであります。 

第６条は、休業期間の延長について規定するものでありますが、休業をしている職員が

第３条に規定する休業の期間を超えない範囲内において、延長できることを定めるもので

あります。 

第７条は、休業承認の取消事由について規定するものでありますが、職員の配偶者が外

国に滞在しなくなった場合や、当該職員が出産休暇又は育児休業を取得するような場合に

は、承認を取り消すことを定めるものであります。 

第８条は、届出について規定するものでありますが、休業をしている職員は、配偶者が

死亡した場合や配偶者との関係に変化があったときには、届出しなければならないことを

定めるものであります。 

第９条は、休業に伴う任期付採用及び臨時的任用について規定するものでありますが、

職員からの休業申請期間において、他職員の配置換え等においてもその職員の業務を処理

することが困難である場合、休業期間中に限定して任期付採用又は臨時的任用ができるこ

とを定めるものであります。 

第 10条は、休業職員の復帰時における処遇について規定するものでありますが、当該休

業をした職員が職務に復帰した場合、他の職員と均衡上必要があると認めるときは、復職

時調整ができることを定めるものであります。 

第 11 条は、規則への委任について規定するものでありますが、この条例の施行に関し必
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要な事項は、規則で定めるものであります。 

次に、附則でありますが、第１項は施行期日でありまして、平成 27年４月１日から施行

するものであります。第２項は、西会津町職員の育児休業等に関する条例の一部改正であ

ります。第２条は育児休業をすることができない職員、第７条は育児短時間勤務をするこ

とができない職員について規定するものでありますが、各条の第１号中、育児休業法の前

に地方公務員法第 26条の６第７項を加える改正を行うものであります。第３項は、人事行

政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正であります。第３条は報告事項について

規定するものでありますが、新たに第４号として、職員の休業に関する状況の項目を加え

るものであります。 

以上で、説明を終了させていただきますが、よろしくご審議をいただきまして、原案の

とおりご議決賜りますようお願いを申し上げます。 

○議長  これから質疑を行います。 

８番、多賀剛君。 

○多賀剛  １点だけお尋ねしますが、これ、配偶者の外国の転勤に伴ってこの制度を利用

して休業したい旨の中身はわかりました。その際、国外においてもいわゆる公務員の兼職

の禁止の規定には該当するのか、２年、３年となると相当長期になりますが、その際国外

で仕事に就きたいといった場合はこの兼職の禁止の規定に該当するようになってしまうの

か、その点をお尋ねいたします。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  今の議案の説明でも申し上げましたように、この同行休業を取得して休む職

員については身分を保有したままということでございますので、当然地方公務員法の対象

となってございます。したがいまして、例えば外国のほうで別な仕事に就きたいというよ

うなことであれば、そういった申請をした上で適法な処理をして対応したいと思います。 

○議長  ８番、多賀剛君。 

○多賀剛  適正な対応するというのは、向こうで配偶者のいわゆる勤務期間内、２年とか

３年内に仕事には就いてはいけないと、就く場合は日本国内の仕事を退職しなければいけ

ないということですか、その点確認します。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  ちょっと言葉が足りなくて大変失礼しましたが、いわゆる外国における営利

企業等の従事の許可につきましては、国内と同じように、公務の信用を失墜する恐れがな

いような場合については必要に応じて弾力的な運用を行うことができるということであり

ますので、兼職の届出をして、その内容が大丈夫だということであればこれは認めること

ができるということであります。 

○議長  14番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  附則の３項でありますが、職員の休業に関する状況と新しく加わったんで

すが、これも法の改正によって義務づけられたのかということと、この議案第４号で出て

きましたが、２、３ではこういう休業に関する状況というの出てきませんでしたので、そ

こら辺の関係、なぜこの第４号にだけ休業に関する報告が義務づけられたのかというあた

りを説明してください。 
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○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  人事行政の運営等の状況の公表に関する条例ということでございまして、こ

れまでいろんな報告事項といたしまして職員の任免状況だとか、職員の給料の状況だとか、

そういったことで公表してきたところでございます。 

今次の地方公務員法の改正に伴いまして、こういった各種休業制度がこのようにできた

場合については、この人事行政の公表の中で報告しなさいということでございますので、

こういった職員の休業に関する状況について新たに１項目設けるということでございます。 

それから、議案第２号、議案第３号とこの規定がなかったわけでありますが、最後の第

４号の中でこれらを一括して休業制度ということでございますので、この職員の休業の関

係についてはこの第４号で一括して改正をお願いするというものでございます。 

○議長  ４番、渡部憲君。 

○渡部憲  これは３年と決まっておりますけれども、これ病気とか育児の関係でちょっと

延長したいんだという場合は認めることはできるんでしょうか。 

もう一つは、帰ってきた場合、例えば管理職で行って帰ってきた場合、そのポストがな

いとか、必ず課長だから帰ってきて課長というとはないと思うんですけど、そういうポス

トには配慮してあるんでしょうか。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  まず、この休業の期間の期限でございますけれども、先ほど申し上げました

ように、最長３年ということでございます。その中で、これも申し上げましたけれども、

例えば出産休暇、育児休業、そういったものはこの休業の対象にならないと。別に出産休

暇、育児休業の制度がございますので、そちらを適用するということでございます。 

ただ、それらを含めてもこの同行については最高３年ということでご理解をいただきた

いと思います。 

それから、戻ってきたときのそのポストということでございますけれども、出ていくと

きの身分は保有したままでございますので、一旦戻ってきたときにはそのポストに戻ると

いうことが原則になろうかと思います。 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第４号、職員の配偶者同行休業に関する条例を採決します。 

お諮りします。 

本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第４号、職員の配偶者同行休業に関する条例は、原案のとおり可決さ

れました。 

日程第５、議案第５号、西会津町地域連携販売力強化施設条例を議題とします。 

本案についての説明を求めます。 
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商工観光課長、大竹享君。 

○商工観光課長  議案第５号、西会津町地域連携販売力強化施設条例の制定について、ご

説明申し上げます。 

本条例案につきましては、町長が提案理由の説明で申し上げましたように、交流物産館

よりっせの隣接地商業団地Ａ区画に農林水産省の補助事業である農山漁村活性化プロジェ

クト支援交付金を活用して、地域連携販売力強化施設の整備に向けて現在作業を進めてい

るところであり、本年度は実施設計業務を実施し、今月中には設計業務が終了する予定で

あります。 

本条例案につきましては、来年度からの施設整備と併せ、具体的な施設運営についての

事前準備や関係者との協議も必要となることから、早期に関係者の募集などの作業を進め

るため、施設の管理運営や利用料などを規定した、本条例案を提出したところであります

ので、ご理解願います。 

それでは、議案書をご覧ください。 

第１条は、本施設の設置について、規定しております。 

本施設は、本町の農林産物等の販売や地域情報の発信などを通して、農林業の振興、地

域間交流に寄与するとともに地域経済の活性化に資する施設として設置するものでありま

す。 

第２条は、本施設の設置場所及び設置される施設について、規定しております。 

第１項は、設置位置を定めております。 

第２項は、設置される施設を定めております。 

第１号の農林産物直売施設は、本町の特産品であるミネラル野菜や米、菌茸類などの農

林産物の直売施設とするものであります。第２号の農林産物加工品販売施設は、本町農林

産物の消費拡大につながる加工品等の販売や食材を提供する店舗等に供する施設でありま

す。第３号の地域交流施設は、短期間の展示販売などを行う店舗等が利用できる施設であ

ります。第４号のその他附帯施設は、トイレ、倉庫、事務室、湯沸室、機械室、オイルタ

ンク室、受変電施設などを設置いたします。 

第３条は、本施設の業務内容について、規定しております。第１号にありますように農

林産物等の地場産品、飲食物その他物品の販売に関することなどが本施設の業務内容等で

ございます。 

第４条は、本施設の管理、運営について、指定管理者に行わせることを規定しておりま

す。 

第５条は、指定管理者が行う業務の範囲について、規定しております。第１号にありま

すように、第３条各号に掲げる業務に関することや開館日、開館時間の変更に関する業務

など８項目について記載しておるところでございます。 

第６条は、利用の承認を規定しております。 

第７条は、本施設の利用の制限について、規定しているところでございます。 

第８条は、本施設の利用の承認の取消し等について、規定しております。 

第９条は、本施設の利用に係る保証金及び利用料について、規定しております。 

第１項は、第６条の規定により利用の承認を受けた利用者は、保証金及び利用料を指定
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管理者に納めることを定めております。 

第２項は、保証金の額について事前に町長の承認を受けて決定することを定めておりま

す。 

第３項は、別表第１及び別表第２の利用料の額に消費税率、1.08 でありますが、を乗じ

て得た額の範囲内において、指定管理者が事前に町長に承認を受け、利用料の額を決定す

ることを規定しております。 

第 10条は、本施設の利用料の免除の事由について、規定しております。 

第 11 条は、本施設の利用について、権利譲渡の禁止を規定しております。本施設の利用

承認を受けた利用目的以外に利用し、権利を他人に譲渡し、転貸ししてはいけないことを

規定しております。 

第 12 条は、本施設の施設や設備、展示物品等の損害賠償について、規定しております。 

第 13 条は、この条例に定めているもののほか、必要な事項については、規則で定めるこ

とを規定しております。 

附則第１項は、本条例の施行日を定めております。 

第２項は、本施設の利用の手続きや必要なその他の行為については、指定管理者が決定

するまでの間、町長が行うことができることを規定しております。議案が承認されました

後、出店者の募集や利用料の決定など、指定管理者が指定されるまでの間、町が中心とな

って募集作業を進めることができる旨を規定しておるところでございます。 

別表第１につきましては、農林産物加工品販売施設の保証金及び利用料について、規定

しております。町内者と町外者に区別して利用料、補償金を設定しておるところでござい

ます。金額等については、記載のとおりでございます。 

別表第２については、地域交流施設の利用料を規定しているところでございます。こち

らも町内者、町外者に区別して、利用料を設定しておるところでございます。 

以上で説明を終わりますが、よろしくご審議いただきまして、原案のとおりご議決賜り

ますようよろしくお願いいたします。 

○議長  これから質疑を行います。 

８番、多賀剛君。 

○多賀剛  私も１点だけお尋ねします。この施設、大変有効に使ってそれなりの効果出し

ていただけることを期待しているわけでありますけども、11 月にオープンした坂下と湯川

の道の駅、あそこのいわゆる出店を募集したときの、テナント募集なんですが、相当苦労

されたと聞いております。なかなか募集しても集まらなかったということを聞いておるん

ですが、この施設のテナント募集に関して、これから募集するんだということであります

けども、坂下、湯川の道の駅の状況などを参考にして募集しようとしているのか、あるい

は事前にこの施設のテナントの問い合わせ等はあったのかをお尋ねいたします。 

○議長  商工観光課長、大竹享君。 

○商工観光課長  ８番、多賀議員のご質問にお答えしたいと思います。今議員おっしゃっ

たとおり、道の駅あいづにつきましてもテナントを募集して町内、町外から募集をしたと

ころなかなか応募がなかったというようなことでかなり最終的に出店者がごく間近になっ

たというようなそういったお話を聞いているところでございます。 
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町としましても、今回の募集にあたりましてはそういった情報なども頭に入れつつ、本

当に今回この条例案を提出させていただきまして、早めにテナントの募集を開始したい。

それが今回の条例案の提出の最大の理由でありますし、また、今回の条例案承認いただい

た後、商工会等とも連携しながら町内のそういった出店者などに呼びかけていきたいなと

いうふうに思っております。 

なお、問い合わせ等につきましては、そう具体的なお話ではないんですけども、２、３、

いつだとか、そういった問い合わせ等、２、３あるような状況でございます。 

○議長  14番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  また附則にいくわけでありますが、公布の日から施行するということで施

行の期日入ってませんが、はっきりすれば期日入るんでしょうが、ですから、おおよそい

つから条例は施行されるのか。で、それはなぜ、ということは逆いえば、なぜ今この条例

を議決しなければならないのかというところにいきますので、そこら辺を説明してくださ

い。 

○議長  商工観光課長、大竹享君。 

○商工観光課長  附則の件についてのおただしであるわけですけど、公布の日からという

ことで記載させていただいているわけですけども、通常は議会が終わりまして１週間くら

いしてから公布するというようなそういった作業の流れになっております。 

なぜこの時期に条例を提出したのかというようなおただしであるわけですけども、先ほ

ども申しましたように、来年度から施設整備というのがこれから国の補助を受けて進める

わけですけども、その工事と並行しまして指定管理者、それからテナント、そういった方々

を募集しまして、実際に入居される方々が決まれば、そういった工事と合わせながら、例

えば店舗づくりとか、店舗の販売戦略、またあとテナントの方についてはテナントの店舗

の配置とか、配管とか、そういったのも併せて工事と並行してできるのかなというような

ことで、そういった面で早期の事前準備をしたいということで今回条例を提出させていた

だいたというようなことでございます。 

○議長  ９番、青木照夫君。 

○青木照夫  第５条の時間の変更に関するということでちょっと伺いたいと思います。こ

れ、指定管理者が行う業務の範囲ということですから、全体的な時間だと思います。例え

ばその中でテナントで入られた方で、通常大型トラックが 10 時、11 時までくるから私は

業務内で商売をしたいというような方の時間なんかは、そういうことは認められるとか、

そうでなくて全体的な指定管理者の中での決めなのか、個人のそういうものはあるのかど

うか。 

○議長  商工観光課長、大竹享。 

○商工観光課長  開館時間についてのおただしでありますけども、この条例のもとに規則

をつくっているわけですけども、今基本的に開館時間については午前９時から午後９時を

開館時間にしようかなということで規則では今そういう形にしようかなということなんで

すけども、実際にまだ出店者等が決まってないわけですので、その出店の業種によりまし

ていろいろな出店時間の、この時間がいいとか、そういった希望があると思いますので、

それはこれから指定管理者などを交えながら十分協議して開館時間を決めていきたいなと
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いうふうに思っております。 

○議長  11 番、清野佐一君。 

○清野佐一  今条例ということで今審議しているわけですが、ここに議案第５号の参考資

料というようなことでもらっておりますので、これに関連して質問させていただきます。 

この地域販売力強化施設の建てる場所ですね。これにアーケードがかなり、アーケード

のずっと手前に施設が建つというようなことで、あのアーケードが撤去されるというよう

な話でありました。 

これについてはあれですか、これ、図面見ますとこの右側のほうにまだスペースがある

というようなことと、かつてアーケードを作るときに、かなりの経費を投じて、たぶん作

ったと思うんです。これらを生かすというか、そういうことも含めて設計とか、そういう

とこに依頼というか、しなかったのか。 

それといろいろ中にカフェとかいろんなもの幅広くいろんな店舗が入るというようなこ

とで、大変期待はされるんですが、アーケードを本当に生かして、今までもあそこアーケ

ードだけだけども、雨の日なんかみなさん、あそこずうっと通路としてよりっせのほうに

使っていたというようなこともありますので、その辺の内容等をお聞かせください。 

それで、参考までにアーケードの工事費といいますか、いくらくらいだったかもしわか

っているようでしたらお知らせください。 

○議長  商工観光課長、大竹享君。 

○商工観光課長  アーケードについてのご質問にお答えしたいと思います。アーケードに

ついては平成 16年度から供用開始ということで、事業費としましては 2,480万というよう

な事業費でありました。2,480 万でございます。過疎債を活用したというようなことでご

ざいます。 

それで今回補正予算にもアーケードの撤去費ということで計上させていただいているわ

けですけども、今回のこの施設を整備するにあたり、商業活性化委員会というようなこと

で商業関係者とか、農業関係者とか、有識者とか、そういった方々20人くらい集まってい

ただいて、いろいろこの建物の計画にあたりましていろいろ協議いただいたわけでありま

すけども、その中でも、例えば今既存のよりっせについては入り口がわかりづらいとか、

逆にアーケードがあるために除雪がしづらいとか、またあと、アーケードができた後、今

度は新しい施設の、施設全体が見づらいんじゃないかとか、それから、テナントが入るわ

けですけども、テナントの搬入口、品物の搬入口など裏側から入るということで、そうい

った除雪なんかをするにも除雪が入るようなそういう通路の確保も必要じゃないかとか、

そういったいろいろなご意見がありまして、最終的にやっぱり裏側に除雪の処理がしやす

いような、ある程度のスペースも必要じゃないかというような、そういうことで、それか

らあと、既存のよりっせと新しい施設を景観上、直線的になるようなそういった施設構造

なども必要じゃないかなどという、そういった景観上の問題もありまして、最終的に委員

会の中でもアーケードの撤去については仕方ないんじゃないかというようなお話になりま

して、今回アーケードを撤去して新しい施設をつくると、そういった計画、施設づくりに

させていただいたということでございます。 

そういったことで今回の補正にアーケードの撤去費用を計上させていただいたところで
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ございます。 

○議長  11 番、清野佐一君。 

○清野佐一  この委員会の中で、アーケードについてそれ相当、今お話があった 2,400万

という経費がかかっているということのお話はされましたか。 

というのは、これは以前の商業団地をつくる上での一つの全体像の中で作られたという

ことは承知してますが、そういう中でこれがちょっと設計を工夫すればまだまだ生かせる

部分があったんじゃないかなと思うんですが、その辺は話されましたでしょうか。 

○議長  商工観光課長、大竹享君。 

○商工観光課長  アーケードについてお答えしたいと思います。委員会の中では費用的な

お話は、具体的にどのくらいかかったとか、そういったお話はなかったわけですけども、

確かにせっかくあるアーケードですからこれを生かすような形がどうかとか、いろいろ何

とおりか計画図面なんかも出しまして、それらを比較しながら、最終的にやはり景観上の

問題とか、先ほどの裏側の除雪をするにはやはりこういった通路が必要じゃないかとか、

そういった総合的な判断のもとに、やはりアーケードを撤去するしかないんじゃないかと

いうような、そういった意見が多数占めたということで今回のアーケード撤去に至ったと

ころでございます。 

○議長  ４番、渡部憲君。 

○渡部憲  第２条に農林産物加工販売施設とありますよね。この前ミネラル野菜の方々と、

農家の方々と我々経済常任委員会がお話したときに、野菜類、これすたれの足が早いから

すぐ悪くなっちまうんだと。すると自分たちで全部引き受けなきゃなんないと。だったら

この農林産物加工施設をそのそばに作ってもらえないかと。そうすればこんな野菜なんか

あっちこっちと持って歩いたんではなお悪くなってしまう。できればそのそばに作ってほ

しい。 

それで、その加工施設も一緒に作ってほしいんだと。そこで作って見せながら販売でき

ると。そうするとそういう無駄なものもなくなると。そういうことお考えございませんか。 

あともう一つは、この 10条にその他指定管理者が必要と認めたとき、これ、利用料金が

全部又は一部を免除することができると、その３番目にその他指定管理者が特に必要と認

めたときという場合の何か想定しておられる条件というものはどういうものなんでしょう

か。 

○議長  商工観光課長、大竹享君。 

○商工観光課長  農産物のそういう残ったものをうまく加工できないかというようなお話

ですけども、今実際によりっせもそういった野菜等余った残ったものというか、例えば今

ロータスインあたりで、レストランでミネラル野菜を使ったビュッフェ方式なんかやって

るわけですけども、そういったところと提携しながら、なるべく残らないような方向で野

菜ができるように、そういった形で今ロータスと提携しながら、通常の販売ですとこのく

らい残るところを同じ振興公社の中のロータスインで使うようなそういった形を今やって

いますけども、今後も新しい施設の中でも、直売施設の中に短期販売施設、そういったの

もできますので、そこで例えば加工ネットワークの方々とか、そういった野菜を使ってい

ろいろ加工品なんかを作っている方々なんかにも活用していただいて、実演販売なんかし
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ていただくことによってさらにＰＲ、販売促進につながるのかなというような、そんなこ

とを今考えているところでございます。 

それからあと指定管理者の利用料の免除関係ですけども、これはあくまでもやっぱり国

県とか公共関係の方々がイベントなどをやる場合について、そういったことで利用料の免

除というのを考えているところでございます。 

○議長  ３番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  その販売力強化が目的でしょうが、利用料が 20パーセントとなっています

が、最低、基本料金は設けないんでしょうか。それが１点。 

それとあくまでも 20パーセントといいますと、それはいいとしても、商売の原点から言

いますと、例えばセールをやりたい場合に売上があればあるほど赤字になるという。だか

ら一生懸命に量を売りたいと思ってもできないような状況で、あくまでも展示販売するの

はいいんですけど、実際商売、自分がやろうとすると意欲をそがれるような数字なんです

けど、例えば基本料金いくら、上限はどの程度でしないと競争の原理にならないように思

うんですけど。 

○議長  商工観光課長、大竹享君。 

○商工観光課長  利用料についてのおただしであるわけですけども、この間の全員協議会

でもお話しましたように、今回、条例上は町内の方については 15パーセントということで

規定しておりますが、実際に募集にあたってはその２分の１というか、7.5 パーセントで

今募集をかけようかなということで内部で協議しているところでありますけども、この利

用料を検討する際に、出店者の選定委員会というのをつくりまして、これは例えば経営コ

ンサルタントとか、そういった方々に入っていただいて、実際にどの程度の利用料がこう

いったテナントなんかで必要なんだというようなお話がありまして、通常こういうテナン

ト、例えばほかの道の駅もそうなんですけども、だいたい 15パーセント程度をとっている

というようなことでありまして、そういったことを一つの基準にさせていただいたという

ようなことで、今回条例上は 15パーセントにさせていただいたところです。 

例えば議員おっしゃったように、下限を設けないかとか、上限を設けないかとか、こう

いった具体的な数値等については、これから実際にどんな業種が入るか、それから実際に

どんな売上状況か、そういうのが見通せないというようなことでありまして、基本的に例

えば 7.5パーセントであれば家賃収入が売上の 7.5パーセントであるわけですから、全体

の売上の中で伸びようが下がろうがそれに応じた家賃ということになるわけですので、逆

に固定することによって、それが負担になってしまうとか、そういったことも考えられる

ということで今回そういう歩合制にさせていただいたということであります。 

ただ、上限、下限についてはやはり出店業種とか売上状況がよくわからないということ

でありますので、今後そういった推移を見ながら実際には指定管理者と出店者で協議して

いきたいと考えております。 

○議長  ３番、長谷川義雄君。 

○長谷川義雄  確かに書いてあるのは、当面３年間は少ないです。でも、その後上がるわ

けというふうに解釈すれば、長くテナントに入るという意欲がそがれるような気がするの

で、その点だけお聞きします。 
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○議長  商工観光課長、大竹享君。 

○商工観光課長  利用料についてですけども、決して３年後見直すという場合に、その状

況を見て上がるかそれとも現状維持か、その辺は十分売上の状況とか出店業種の状況を見

ながら十分、指定管理者、それから町も入りながら検討させていただきたいなというふう

に思っております。 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第５号、西会津町地域連携販売力強化施設条例を採決します。 

お諮りします。 

本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第５号、西会津町地域連携販売力強化施設条例は、原案のとおり可決

されました。 

日程第６、議案第６号、職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を議題とします。 

本案についての説明を求めます。 

総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  議案第６号、職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について、ご説

明を申し上げます。 

本案につきましては、職員の給与改定に係る一部改正であります。ご承知のように、公

務員の給与につきましては、その職務の性格上、労働基本権の一部が制約されており、民

間企業のように労使交渉によって自らの給与を定めることが出来ないことになっておりま

す。そのための代償措置といたしまして、国においては人事院、県においては人事委員会

による給与勧告制度が設けられているところであります。 

また、市町村職員の給与改定にあたりましては、地方公務員法第 24条に職員の給与は、

国及び他の地方公共団体の職員並びに民間事業者の給与等を考慮して定められなければな

らないと規定されていることから、本町における給与等の改定につきましては、従来から

勧告制度の意義を尊重し、国の人事院勧告及び県の人事委員会勧告に準じて改定を行なっ

てきたところであり、今次の改定にあたりましても国・県の勧告等に準じて行うものであ

ります。 

今次の改正内容についてでありますが、去る８月７日、国の人事院は、民間給与と公務

員給与の格差を解消するため、国家公務員の若年層に重点をおきながら、職員の俸給につ

いて、平均 0.3パーセントの引上げと勤勉手当 0.15月分の引上げ、また俸給表や諸手当の

あり方を含めた給与制度の総合的な見直しなどについて、勧告を行ったところであります。 

これを受け、県人事委員会は 10月 16日、人事院勧告に準じて職員の給料について、平

均 0.18パーセントの引上げと勤勉手当 0.15月分の引上げ、また人事院勧告の内容を踏ま

えた給与制度の総合的な見直し等の勧告を行ったところであります。 
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本町におきましては、これらの勧告の意義を尊重し、県と同様に、職員の給料について

平均 0.18パーセントの引上げと勤勉手当について 0.15月分の引上げを行う改正等を行う

ものであります。 

なお、今次の改正につきましては平成 26年度分の改正に係るものについて行なうもので

あり、給与制度の総合的な見直しなど、平成 27年度以降に係るものについては、県の動向

がまだ決定されておりませんので、今後、県や周辺市町村の動向等を注視しながら引続き

検討してまいりますので、ご理解をいただきたいと思います。 

それでは、改正条文についてご説明を申し上げます。併せて、条例改正案新旧対照表の

３ページをご覧いただきたいと思います。 

まず、改正条例案第１条の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例でありますが、

同条例第 21 条は職員の勤勉手当にかかる規定であります。第２項第１号は職員の支給率に

ついて、100分の 67.5を 100分の 82.5に 0.15月分引上げるものであります。 

第２号は、再任用職員の支給率について 100分の 32.5を 100分の 37.5に 0.05月分引上

げるものであります。今次の支給率の改定にあたりましては、平成 26 年度の引上げ率を

12 月支給分で一括して調整を行なうものであります。 

次に、附則第 15項の改正は、行政職６級で 55歳以上の職員に対する勤勉手当の減額率

をそれぞれ引上げるものであります。 

次に、別表第１は行政職の給料表で、若年層に重点をおきながら平均 0.18パーセント引

上げる改正、別表第２は医療職の給料表で、行政職に準じて改正するものであります。 

次に、本改正条例案第２条についても、職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

であります。 

同条例第 21 条第２項第１号に規定する職員の勤勉手当支給率について、100 分の 82.5

を 100分の 75に引下げるものであります。この改正は、平成 27年度以降の支給率を６月、

12 月とも同じ率とするため、6月、12 月とも 0.075月分引下げるものであります。 

第２号は、再任用職員の支給率についてでありますが、同様に６月、12 月の支給率を同

じ率とするため、100分の 37.5を 100分の 35に 0.025月分引下げるものであります。 

次に、附則第 15項の改正につきましても、行政職６級で 55歳以上の職員に対する勤勉

手当の減額率をそれぞれ引下げるものであります。 

次に、本改正条例案の附則でありますが、第１項及び第２項は施行期日でありまして、

第１項の改正条例案第１条の規定は、公布の日のから施行し、平成 26年４月１日に遡及し

て適用するものであります。ただし、第 21 条第２項第１号及び附則第 15項の規定は、平

成 26年 12 月１日に遡及して適用するものであります。次に、第２項の改正条例案第２条

の規定は、平成 27年４月１日から施行するものであります。 

第３項は、給与の内払いの規定でありまして、改正後の条例を適用する場合において、

改正前の条例の規定に基づいて支給された給与は、改正後の条例の規定による給与の内払

いとみなすものであります。 

第４項は、町長への委任規定でありまして、この条例の施行に関し必要な事項は、規則

で定めるものであります。 

以上で、説明を終了させていただきますが、よろしくご審議をいただきまして、原案の
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とおりご議決賜りますようお願いを申し上げます。 

○議長  これから質疑を行います。 

14番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  給与改定は県の人事委員会を参考にしてやってきましたが、それはそれで

いいわけですが、新旧対照表の７ページで開いていただきたいわけでありますが、４級で

すと84号給で 39万円、５級ですと76号給で40万 2,500円、６級ですと68号で42万 4,900

円からは改正にならないというわけです。 

先ほど若年層ということでありますが、お年になってる方は、これも職員の給料は年齢

相応ということもありますが、それだけじゃなく、やはり給料にある程度差が出てくるわ

けでありますので、ここら辺のこの 39万、40万 2,500 円、42万 4,900 円でちょっと理解

しづらかったわけでありますが、ここでなぜ線引きになったのかというあたり、わかれば

でいいです。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  なかなかちょっと説明が難しい部分もございますけれども、今回平均改定率

は 0.18パーセントでございます。先ほど申し上げましたように若年層、いわゆる若手の職

員に重点を置いて改定をしていくということでございます。 

これは国県も全く同じでありまして、いわゆる民間との給料を比較した場合、若年層の

給料が民間よりも比較的低いということでございます。逆に高年齢の部分については民間

と比較すると高いというようなことがございますので、今回、平均で 0.18 でありますけれ

ども、年齢からいきますとおおむね 50歳から上については据置という形になっております。 

その据置になった分を若いほうにスライドしてその引き上げ率を上げるということでご

ざいます。 

そういうことでございますので、あとは各１級、２級というのはそれぞれ１級は若手職

員、２級、だんだん上がってきます。５級、６級が管理職ということでございますので、

その辺にいる職員はほとんど据置ということでございます。 

○議長  14番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  わかりました。おおよそ 50歳以上で線引きされているというふうに理解を

していいということでありますね。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  今ご説明申し上げましたようにおおむね 50 歳以上が据置ということでござ

います。 

○議長  10番、荒海清隆君。 

○荒海清隆  公務員は人事院、このデータを作るわけですが、民間ということのデータは

誰がどのようにしてまとめてその比較対象になるのかを１点お願いします。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  まず、国の関係で申し上げますと、国は人事院がこの調査を行います。いわ

ゆる民間の企業規模50人以上、それから事業所規模50人以上の事業所を対象としまして、

約 50万人の従業員の４月分の給与を国家公務員と比較するということでございます。 

それから県の場合でありますと、県は人事委員会というものがございます。こちらの県
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の人事委員会が国と同じように、民間企業の県内の企業規模 50人以上、かつ事業所規模が

50人以上の民間事業所を無作為に抽出いたしまして、同じように４月分の給料について比

較を行うということで調査をしてございます。 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第６号、職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を採決します。 

お諮りします。 

本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第６号、職員の給与に関する条例の一部を改正する条例は、原案のと

おり可決されました。 

日程第７、議案第７号、西会津町税特別措置条例の一部を改正する条例を議題とします。 

本案についての説明を求めます。 

町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  議案第７号、西会津町税特別措置条例の一部を改正する条例について、

ご説明申し上げます。 

本条例につきましては、公益上必要がある場合は不均一の課税をすることができるとい

う地方税法第６条の規定に基づき、過疎地域内などに事業用の建物や設備を新設または増

設した場合に、固定資産税の課税を免除することができる内容を規定した条例であります。 

この度の改正は、企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関

する法律第 20条の地方公共団体等を定める省令が改正されたことに伴い、本条例につきま

しても所要の改正を行うものであります。 

それでは、改正内容についてご説明を申し上げますので、議案書と併せて条例改正案新

旧対照表の 16ページをご覧願います。 

西会津町税特別措置条例の一部を次のように改正する。 

第５条は集積区域における課税免除についての規定であり、企業立地の促進等による地

域における産業集積の形成及び活性化に関する法律の適用期限を、平成 26年３月 31 日か

ら２年間延長し、平成 28年３月 31 日までとするものであります。 

次に附則でありますが、施行期日について規定するものであります。 

なお、この改正による本町の課税免除の取り扱いについては、従前と変更はありません。 

以上で説明を終了させていただきますが、よろしくご審議いただきまして、原案のとお

りご議決賜りますよう、お願い申し上げます。 

○議長  これから質疑を行います。 

５番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  それでは、現在、町の企業等において設備投資等による固定資産税の課税免

除を受けている企業はあるのかお伺いしたい。 
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○議長  町民税務課長、新田新也君。 

○町民税務課長  お答えをいたします。平成 26年度課税免除を受けた企業は２社で、免除

額が約 310 万円であります。ちなみに昨年度 25 年度につきましては、同じく２社で 360

万円、24年度につきましては３社ありまして 320万ほど免除をしております。 

ただ今回の改正、企業立地促進法の改正でありますけども、本町の場合課税免除はすべ

て過疎法の課税免除適用ということで、今回の改正部分の適用はいまだかつてございませ

ん。 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第７号、西会津町税特別措置条例の一部を改正する条例を採決します。 

お諮りします。 

本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第７号、西会津町税特別措置条例の一部を改正する条例は、原案のと

おり可決されました。 

暫時休議します。（１１時４８分） 

○議長  再開します。（１３時００分） 

日程第８、議案第８号、西会津町国民健康保険条例の一部を改正する条例を議題としま

す。 

本案についての説明を求めます。 

健康福祉課長、渡部英樹君。 

○健康福祉課長  議案第８号、西会津町国民健康保険条例の一部を改正する条例ついてご

説明申し上げます。 

本条例改正案の概要でありますが、産科医療補償制度の見直しに伴い出産育児一時金の

支給額が変更になったことによる改正であります。 

出産育児一時金とは、国民健康保険に加入している被保険者や被扶養者が出産したとき

に、出産に要する経済的負担を軽減するために支給される制度で、実際にかかる価格を反

映させるため条例にその金額を規定しております。 

その金額は、平成２３年４月からは 39万円となっており、そこに、３万円を上限に加算

金を加え総額では 42万円を支給しています。 

この加算金でありますが、この加算金は出産に関連して発症した重度脳性まひの子ども

と家族の経済的負担を補償する、産科医療補償制度の掛け金であり、その金額が現在は３

万円であることから３万円が加算されています。 

その３万円の掛金が、来年１月から１万６千円に引き下げられることに伴い規則で定め

ている加算金も引き下げられますので、支給総額を現行の 42万円のままに据え置くために、

一時金の額を１万６千円引き上げて 40万４千円とするものであります。 
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それでは、議案書をご覧いただきたいと思います。あわせて、新旧対照表の 18ページを

ご覧ください。 

西会津町国民健康保険条例の一部を次のように改正する。 

第６条は出産育児一時金の支給額等を定めたものですが、第１項中の出産育児一時金の

支給金額を 39万円から 40万４千円に改めるものです。 

附則でありますが、１項は施行期日を定めており、平成 27年１月１日から施行します。 

２項は経過措置で、施行期日の前に出産したものについては、従来の支給額とするもの

ということでございます。 

以上で説明を終わらせていただきますが、本案につきましては、去る 11 月 21 日開催の

町国民健康保険運営協議会に諮問し、適当である旨の答申をいただいているところであり

ます。 

よろしくご審議をいただきまして、原案のとおりご議決賜りますようお願い申し上げま

す。 

○議長  これから質疑を行います。 

10番、荒海清隆君。 

○荒海清隆  １点お伺いをいたします。39 万から 40 万４千円に、１万４千円が育児一時

金として支給するということなんですが、この１万４千円という根拠なんですが、なぜ１

万４千円を支給するかということと、あと今加算金ですか、１万６千円下げたというよう

なお話なんですが、これはなぜ下がったのかというとお伺いいたします。 

○議長  健康福祉課長、渡部英樹君。 

○健康福祉課長  お答えをいたします。１万４千円の根拠でありますが、今ほど議員おっ

しゃられましたように、その加算金が３万円から１万６千円に引き下げられたことにより、

その差額１万４千円分を出産育児一時金で引き上げたものでございます。 

この３万円が１万６千円に引き下げられたということでございますが、これにつきまし

ては先ほど説明申し上げましたとおり、産科医療補償制度の掛け金が３万円から１万６千

円に引き下げられたことにより、加算金も１万６千円となったものであります。 

○議長  10番、荒海清隆君。 

○荒海清隆  ということは、出産育児一時金ですか、これは変わらないというような見方

でいいんですか。町ではこれ、子育て出産というやつですか、応援してるわけなんですが、

そういう意味から言っても変わらないということは、何か違和感があるんですが、その辺

はどうなんでしょうか。 

○議長  健康福祉課長、渡部英樹君。 

○健康福祉課長  お答えをいたします。この出産育児一時金につきましては、国民健康保

険法のほうで決められた金額でございまして、町で金額を増減できるものではございませ

んで、今回の改正につきましてもその法律が変わったことによる改正ということでござい

ますのでご理解いただきたいと思います。 

○議長  10番、荒海清隆君。 

○荒海清隆  今、国民健康保険法が変わったというようなことでありますが、それはわか

りましたが、それに対して審議会で答申されたということなんですが、町として特別に援
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助ですか、支援するというようなことはなかったんですか。 

○議長  健康福祉課長、渡部英樹君。 

○健康福祉課長  お答えをいたします。町としましては、現在、妊婦さん、あるいは出産

に対する助成金としまして、妊婦健康診査、おおむね妊娠から 15回ほど健康診査があるん

ですが、その健康診査のすべてを助成したり、あるいは出産時、第３子目以降になります

が、出産祝い金等を支給しているということでございますので、その辺で援助していると

いうことでご理解いただきたいと思います。 

○議長  ８番、多賀剛君。 

○多賀剛  私も１点お尋ねします。この産科医療補償制度の医療機関というのは、適用に

なる医療機関とそうでないところがあるというようなことを前に聞いたような気がするん

ですが、この会津管内の産婦人科ですか、ではみなこの医療補償制度は適用になると理解

してよろしいですか。 

○議長  健康福祉課長、渡部英樹君。 

○健康福祉課長  お答えをいたします。会津管内には出産が可能な産婦人科、４医療機関

ありますが、４医療機関ともこの補償制度はすべて該当になるということになっておりま

す。 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第８号、西会津町国民健康保険条例の一部を改正する条例を採決します。 

お諮りします。 

本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第８号、西会津町国民健康保険条例の一部を改正する条例は、原案の

とおり可決されました。 

日程第９、議案第９号、西会津町文化財保護条例の一部を改正する条例を議題とします。 

本案についての説明を求めます。 

教育課長、成田信幸君。 

○教育課長  議案第９号、西会津町文化財保護条例の一部を改正する条例について、ご説

明申し上げます。 

西会津町文化財保護条例は、文化財保護法の定めに基づき、町にある重要な文化財の保

存及び活用に必要な措置を講ずるため、制定されております。 

今次の改正は、文化財の保存及び活用に関し調査・審議をいただく文化財調査委員会の

組織を見直し、広い分野からの委員のみなさんに調査・ご審議いただけるよう、委員の定

数を増やすとともに、文化財保護審議会と名称を改める改正をするものでございます。 

本町の歴史・文化行政に関しては、これまで、町史の編さんを行い、それを中心とし、

文化財等の資料の収集や保存そして整理を進めてきました。町史が発刊した今後の文化財
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行政は、マスタープランとなるような、仮称ではございますが歴史・文化基本構想を策定

し、それに基づき進めていくことといたしました。 

その基本構想の策定に関し、調査・ご審議をいただく機関として、町文化財保護審議会

を位置づけるものでございます。 

それでは、条文についてご説明いたしますので、議案書をご覧いただきたいと思います。

併せて新旧対照表もご覧いただきたいと思います。 

第４条は、文化財の指定等が定められておりまして、第２項中、西会津町文化財調査委

員会を西会津町文化財保護審議会に改めるものです。 

次に、第５条第２項及び第 16条第４項、並びに、第 17条第３項は、西会津町文化財調

査委員会を審議会に改めるものでございます。 

第６章の見出し、次の第 35条中ともに、西会津町文化財調査委員会を西会津町文化財保

護審議会に改めるものでございます。 

次の第 36条は、審議会の任務を定めており、委員会を審議会に改めるとともに、法律の

定めに表記をあわせ、重要事項について調査審議し、及びこれらの事項に関して教育委員

会に建議するに改めるものでございます。 

第 37条は、審議会の構成を定めており、委員の定数は６名以内から 10名以内に増やし、

また、関係行政機関の職員を加え、県の博物館等の職員も委嘱できるよう改めたところで

ございます。 

第２項は、臨時委員を定めたもので、特別の事項を調査審議するため、必要があるとき

は、臨時委員を置くことが出来るよう追加いたしました。 

第 38条第３項は、臨時委員の任期を定めておるところで、臨時委員は、特別の事項の調

査審議が終了したとき、任期も終了することとしました。 

最後に、附則でございます。 

第１項は施行の期日を定めたもので、公布の日から施行することとしております。 

第２項は、現在の委員の経過措置でございまして、残任期間でございます平成 28年３月

31 日までは、新しい条例での審議会委員とみなすことを定めております。 

第３項は、この条例によりはじめて委嘱される新委員の任期を定めており、これまでの

委員と任期を合わせるため、平成 28年３月 31 日までとしております。 

第４項は、委員の報酬と費用弁償を定めるもので、記載の条例の別表の委員名を改める

事で対応するものでございます。 

以上で、西会津町文化財保護条例の一部を改正する条例について説明を終了させていた

だきます。よろしくご審議いただきまして、原案のとおりご議決賜りますようお願い申し

上げます。 

○議長  これから質疑を行います。 

10番、荒海清隆君。 

○荒海清隆  町の文化財を保護するということで委員を増やし、そして名称を変えて新た

に文化財を保護するというような大変いい条例制定かと思います。それでお伺いするんで

すが、現在町では文化財と指定している文化財は何点くらいあるんでしょうか。 

○議長  教育課長、成田信幸君。 
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○教育課長  ただいまのご質問、町で指定をしている文化財の数ということでございまし

て、町指定の重要文化財は現在 35点ございます。 

○議長  10番、荒海清隆君。 

○荒海清隆  これは町指定の重要文化財ですね。それでもしできましたら、県ですか、県

の指定もあると思いますが、それは何点くらいですか。 

○議長  教育課長、成田信幸君。 

○教育課長  町以外の指定文化財ということでございまして、県の指定の重要文化財、こ

れについては 11点ほどございます。なお、国の指定文化財もございまして、これについて

は２点となっております。 

○議長  10番、荒海清隆君。 

○荒海清隆  それぞれ保護されておるわけなんですが、その持ち主ですか、その人たちに

は特別保護するにあたっての費用とか何かは出しておられるんですか。 

○議長  教育課長、成田信幸君。 

○教育課長  この指定の文化財につきましては、それぞれ所有者がいろいろございます。

その所有者についてその保存、またそういった管理費は、基本的には所有している方にや

っていただくということでございますが、その文化財の、例えば看板とかちょっと修繕、

これについては町のほうからも支援をしております。 

○議長  ４番、渡部憲君。 

○渡部憲  その文化財の現在の保存状況というのはどのような状態にあるんでしょうか。

そして、神社・仏閣・史跡、いろいろあると思うんですけど、その具体的な名前少しわか

りますか。あったら教えてほしいんですけど。 

○議長  教育課長、成田信幸君。 

○教育課長  文化財の保存の状況ということでございまして、文化財も絵画から天然記念

物からさまざまございますが、中にはかなり古いものがございまして、状況的にかなり厳

しいものから、わりかしきれいなものまでございます。 

なお、本当に修繕をだんだんしなければならないというようなものもございますので、

これについて所有者と相談をしながら、町としてできることはやっていきたいなというふ

うに思っております。 

○議長  ４番、渡部憲君。 

○渡部憲  やはり、ある程度予算は取ってあると思うんですけど、やっぱり大事なものは

ある程度予算を取って保存をちゃんとしていくと、そのような考えございますか。 

○議長  教育課長、成田信幸君。 

○教育課長  指定の文化財ということで、町にあります重要な文化財でございますので、

教育委員会としてもできるだけの修繕等、あとそういった周辺環境も含めながら親愛して

いきたいと考えております。 

○議長  ８番、多賀剛君。 

○多賀剛  歴史文化基本構想を策定するということであります。先日の一般質問でもあり

ましたけども、いわゆる文化財保護の観点から、ものばかりでなくて、いわゆる風土記と

いいますか、生活習慣、風習、しきたりなどの伝承もこれからは必要ではないかという話
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がされました。 

今、そういう知ってる方が最後の人だというようなところも結構あるようであります。

最後の伝承者が亡くなってしまえばもう途絶えてしまうというようなところもありますの

で、まずこの歴史文化基本構想をいつごろまで策定したいと思うのか。 

それで今言ったようなものも構想として入れてもらえるのか。これは急がないともう途

絶えてしまう可能性もありますので、その点お尋ねいたします。 

○議長  教育課長、成田信幸君。 

○教育課長  歴史文化構想についてのご質問ということでございまして、この構想につい

ては文化財行政のマスタープランとなるような構想ということでございまして、策定につ

いては来年度から策定の作業を進めていきたいというふうに考えております。 

そういった中でこの新しい審議会の中でご審議をいただきながら、じっくりと策定をし

ていきたいということでございます。できれば、できるだけ早く構想については策定をし

たいんですが、こういう構想の策定作業等がございますので、はっきりいつまでというの

はちょっと現段階ではお答えは難しいのかなと思っております。 

またこの構想の中で、ございましたように文化財だけでなく、その周辺環境、また先ほ

ど議員からお話がありました件、こういうのもご審議をいただきながら、どういう形の構

想をつくって、どこら辺の範囲まで持っていくか、それは十分検討しながらやっていきた

いと思ってます。 

○議長  14番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  今、文化財だけではなくて幅広くということに私も理解をしました。いわ

ゆる文化財に指定するようなもの、物件というものはそれなりに保存されて、価値がある

からでありますが、今多賀君が言ったような民具だとか、風習だとかそういうものはいわ

ゆる人の暮らしがわかるそれをどう次に伝えていくか。これはやはり大きな仕事だと思う

んです。 

そこでかつて 20 年、30 年前に町では民具を集められました。私も何点か出品しました

が、その民具今どこにあってどこに展示されているかわからないわけです。そういうこと

では、意欲を持って民具を提供しましょうというふうにはならないわけでありますから、

やはりその民具の整理、土器の整理、古文書も相当数出されておりますのでそれの町史編

さんだけではなくて、もう一回整理といいますか、系統別にまとめるとか、そういう仕事

をしていってほしいなと思うわけであります。 

それをするのには専門の職員一人配置するくらいで、委員の人が調査・審議するという

こと、それはそれで調査していただかなくてはならないでしょうが、その調査する前の段

階で、やはり専門の職員がいて、調査をしていかなければ、充実した面にならないのでは

ないかなと。 

塩川の町史を見ておりましたならば、六角形の六地蔵、会津で何十点といいましたっけ

かな、30点以上だったかな、その中に西会津で２点書かれておりました。１点はお能化さ

まの六地蔵です。もう１点が高目、示現寺の六角形の地蔵です。 

これ西会津の町史には何ら触れておりませんが、塩川の町史にはそれこそ重要ないわゆ

る文化財だというようなことで紹介をされているわけでありますから、もっともっと、立
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派な町史は作っていただきましたが、その後もやはり見る人によっては、だいぶ違います

ので、そこら辺までやっていくにはぜひ専門職員を１人張り付けておやりになる考えある

かないかをお尋ねします。 

○議長  教育課長、成田信幸君。 

○教育課長  今回基本構想ということで策定をさせていただきます。その策定に際しまし

ては、やはりしっかりとした指導者というのをできればお願いをして、その指導者のご指

導のもとに策定をしていきたいというふうに考えております。 

また、今ほど民具とか民俗資料ということでお話ございまして、これは今旧群岡中学校

の２階と３階、ちょっと保存させておいていただいておりますが、それとあと文化財、埋

蔵文化財のほうについては寄宿舎のほうにございます。 

これらについてもこれまで保存はしてきたんですが、なかなか整理、分類という形で展

示のほうまでなかなかいかなかったということがございますので、この基本構想策定する

とほぼ同時並行の形でこれらの整理についてもやっていきたいというふうに考えておりま

す。 

○議長  14番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  石に刻まれた建て物で残っているというのはある程度年数、余裕があると

思いますが、今回も和紙が文化財か何かに指定されましたね。西会津の出ケ原和紙、会津

の三大和紙の一つなんですよ。こういう和紙の、紙の道具だとか、方法だとか、今それを

保存といいますか、調べておかなければもう永久に残らなくなってしまうのではないか。 

例えば屋根葺きですね。屋根葺きなんかももう西会津でおそらく５人といないはずです。

ちょっとわかりませんが、そう大勢おられません。こういうのをきちっと後世に残して、

生活習慣、そういうものを調査委員で発掘とか調査しなさいといっても私は無理があるん

ではないのかと。 

やはり教育委員会の職員がお一人、そういう町の実態を調べて、誰が、例えば紙漉きに

携わった家がどこにあるんだと。そういう人、家調べをして専門委員にお願いをしてとい

うようなことでやっていかないと、私はこの狙う効果が出ないのではないかなと。なかな

か役場職員も今なかなか厳しい状態でありますが、やはりいい仕事をするということには

そういう職員を専門に１人張り付けるということで私はやっていくべきだと思っています

ので、その点に関して答弁がなかったので、ひとつお願いします。 

○議長  教育長、新井田大君。 

○教育長  ただいま長谷沼議員から本当に支援をしていただけるようなご発言がありまし

た。本当に心強く思っております。できたらそういう形でやっていけるようになればいい

なと思っておりますので、今後ともいろんな面でご指導よろしくお願いいたします。あり

がとうございました。 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第９号、西会津町文化財保護条例の一部を改正する条例を採決します。 
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お諮りします。 

本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第９号、西会津町文化財保護条例の一部を改正する条例は、原案のと

おり可決されました。 

日程第 10、議案第 10号、平成 26年度西会津町一般会計補正予算（第８次）を議題とし

ます。 

本案についての説明を求めます。 

総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  議案第 10号、平成 26年度西会津町一般会計補正予算（第８次）の調製につ

いて、ご説明を申し上げます。 

今次補正の主な内容でありますが、人事院勧告等に伴う職員給与等の調整や、携帯電話

等鉄塔施設整備、稲作経営支援交付金、西会津小学校新校舎への空調設備設置工事などを

新規に計上したほか、今後の町政運営に必要な経費を調整するものであります。 

これらの財源といたしましては、国・県支出金等を充当することとし、不足する財源に

つきましては、財政調整基金から繰り入れすることといたしました。 

それでは予算書をご覧いただきたいと思います。 

平成 26年度西会津町の一般会計補正予算（第８次）は、次に定めるところによる。 

歳入歳出予算の補正。 

第１条、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２億 3,616万円を増額し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ 70億 6,148万円とする。 

第２項、歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、第１表歳入歳出予算補正による。 

地方債の補正。 

第２条、地方債の補正は、第２表地方債補正による。 

補正の主な内容でありますが、事項別明細書でご説明を申し上げます。 

８ページをご覧いただきたいと思います。 

まず歳入でありますが、11款分担金及び負担金、１項１目総務費分担金 131万７千円の

増でありますが、電気通信格差是正事業の事業者への分担金であります。 

次に、13款国庫支出金、１項１目民生費国庫負担金 592万８千円の増でありますが、障

がい者福祉事業に係る負担金であります。２項１目民生費国庫補助金 430万１千円の増は、

保育緊急確保事業の県補助金からの組替えなどであります。４目土木費国庫補助金 340万

円の減は、都市再生整備計画事業の補助事業枠の減によるものであります。 

次に、14款県支出金、１項１目民生費県負担金 483万８千円の増は、障がい者福祉事業

に係る負担金と災害弔慰金にかかる負担金であります。２項１目総務費県補助金 987万７

千円の増は、携帯電話等エリア整備事業補助金の追加計上であります。２目民生費県補助

金 170万円の減でありますが、10ページの１行目をご覧いただきたいと思います。昨年度

までの安心子ども基金特別対策事業補助金が、新たに保育緊急確保事業費補助金として制
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度の改正がありましたことから、組替えするものであります。５目農林水産業費県補助金

824 万１千円の増は、農地制度実施円滑化事業や広葉樹林再生事業などであります。８目

教育費県補助金 1,864万７千円の増は公立学校等校舎内緊急環境改善事業の追加計上であ

ります。 

次に、15款財産収入、２項２目物品売払収入 217万２千円の増は、除雪機械の売払収入

であります。 

次に、17款繰入金、２項１目財政調整基金繰入金１億 7,480万１千円の増は、今次補正

に係る不足財源を繰り入れるものであります。この結果、補正後の財政調整基金の残高は、

９億 633万１千円となる見込みであります。 

次に、19款諸収入、５項４目雑入 941万８千円の増は、後期高齢者医療療養給付費負担

金の過年度分に係る精算であります。 

次に、20 款町債、１項２目過疎対策事業債 70 万円は、都市再生整備事業の増でありま

す。 

次に、12ページをご覧いただきたいと思います。歳出であります。 

１款議会費、１項１目議会費でありますが、職員の人事院勧告等に伴う人件費の調整と

高速道路使用料などであります。なお、この後、各款にわたり人件費の調整が出てまいり

ますが、いずれも職員の人事院勧告等及び人事異動等による調整でありますので、以下の

人件費に係る説明は省略させていただきたく、ご了承をいただきたいと思います。 

次に、２款総務費、１項５目財産管理費１億円の追加は、役場庁舎移転整備に係る経費

について、庁舎整備基金に積立てするものであります。６目企画費 1,542万３千円の追加

は、小杉山地区携帯電話等鉄塔施設整備事業の新規計上などであります。10目ふるさと振

興費 772万円の追加でありますが、14ページをご覧いただきたいと思います。15節の工事

請負費で道の駅に設置されているアーケード施設の解体撤去工事の計上などであります。

次に、２項徴税費及び３項戸籍住民登録費は人件費の調整、４項選挙費は農業委員会委員

選挙が無投票になったことによる減額調整であります。 

次に、17ページをご覧いただきたいと思います。 

３款民生費、１項３目老人福祉費 2,681万７千円の追加は、後期高齢者医療費療養給付

費負担金で 1,353万２千円、18ページにまいりまして、介護保険特別会計及び後期高齢者

医療特別会計への繰出金 1,270万３千円などであります。４目障がい者福祉費 1,465万４

千円の追加は、障がい者に係る各種福祉サービス事業の調整であります。２項２目児童措

置費 207万３千円の追加は、新保育施設に係る基本設計委託料の追加計上と、保育所業務

委託料及び放課後児童クラブ委託料の組替えなどであります。３項１目災害救助費 249万

９千円の追加は、本年２月に発生した雪下ろし作業中の転落事故に対する災害弔慰金であ

ります。 

次に、４款衛生費、１項１目保健衛生総務費 769 万５千円の減は、人件費の調整と 20

ページにまいりまして簡易水道等事業特別会計の事業費精査による繰出金の減であります。

４目健康推進費 175万６千円の追加は、沖縄県宮古島市との健康運動推進員交流事業に係

る研修旅費などであります。 

次に、６款農林水産業費、１項１目農業委員会費 151万７千円の追加は、農地基本台帳
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システムの改修委託料などであります。 

次に、22ページをご覧いただきたいと思います。 

３目農業振興費 996万７千円の追加は、農業施策に係る各種事業費の調整と稲作経営支

援交付金の新規計上であります。５目農地費 109万６千円の減は、農業集落排水処理事業

特別会計の事業費精査による繰出金の減であります。 

次に、24ページをご覧ください。 

７款商工費は人件費の調整と観光費の事業費組替えであります。 

次に、26ページをご覧いただきたいと思います。 

８款土木費、３項３目都市再生整備計画事業費 85万円の追加は、原町ポケットパーク整

備事業と町道上原中央線新設事業の組替えであります。 

次に、９款消防費は人件費の調整であります。 

次に、28ページをご覧いただきたいと思います。 

10款教育費、２項３目学校建設費 7,301万２千円の追加は、小学校新校舎落成記念事業

に係る経費と新校舎への空調設備設置工事の新規計上などであります。 

次に、30ページの 11款災害復旧費は、人件費の調整であります。 

５ページにお戻りいただきたいと思います。 

５ページは、第２表地方債補正・変更であります。過疎対策事業費につきまして、都市

再生整備計画事業の事業費調整に伴い、限度額５億 9,920万円を 70万円増額し、５億 9,990

万円とするものであります。起債の方法、利率、償還の方法は記載のとおりであります。 

以上で説明を終了させていただきますが、よろしくご審議をいただきまして、原案のと

おりご議決賜りますようお願いを申し上げます。 

○議長  これから質疑を行います。 

９番、青木照夫君。 

○青木照夫  １点お尋ねします。都市再生整備ということで今説明がありましたが、前の

3,400万円が予算が組まれていた。それが前倒しで 85万円ということは、これは中身を見

ると調査測量代だということでありますが、3,400 万円の補助、その余りというのは返還

されたという解釈でよろしいんですか。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  都市再生のご質問にお答えします。都市再生整備事業につきましては補

助対象事業費で今年、年度当初 3,350万円の事業費を見込んでおりました。それがちょっ

とシーリングがかかりまして、本年度の配分額につきましては 2,900万円というようなこ

とになりましたので、450 万円減額というような形になりまして、補助金ベースでは 340

万円の減というような形になったところでございます。 

○議長  ９番、青木照夫君。 

○青木照夫  ということは数字の中身はよくわかりませんが、単純に解釈すると、予定ど

おりの価格、あれは使えなかったと、そういうことで余ったものはどこにやられたのかと

いうか、返還されたのかということなんですが。数字は別としても。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  町の、もう説明しましたようにポケットパークで今年事業費を予定して



 149 

いたのが使えなくて、上原中央線のほうに事業費を振り向けたということでございます。

先ほど申し上げましたように、今年の補助金といいますか、事業費の配分額、県のほうか

ら割り当てになったわけでありますが、その金額が減額になったということでございまし

て、配分になった金額を振り向けたということで今回減額が生じているということでござ

います。 

○議長  ８番、多賀剛君。 

○多賀剛  私も何点かお尋ねします。まず、この８次の補正の中の総額２億 3,616万円、

各課に渡り人件費の調整があったということでありますが、この２億 3,600万の中で人件

費に占める割合というか、金額はどの程度になっているのかまずお尋ねします。 

それと歳入の部分、10 ページの 15 款物品売払収入、これ除雪ドーザ３台を処分された

ということでありますが、どのような方法で処分されたのか、見積合わせ、入札等があれ

ば何社ぐらいの応札があったのかその辺をお尋ねいたします。 

それと歳出に移りまして 13ページ、企画費の携帯電話鉄塔整備事業、これ小杉山地区の

携帯電話の鉄塔を建てるということでありますが、現在までいわゆる人口カバー率 97～８

パーセント携帯電話エリア完成されたと私認識しておりますが、この小杉山地区建って

100パーセントになるのか、ほぼ完了するのかをお尋ねします。 

それと 14ページ、先ほど商工観光課長から話ありましたけども、アーケードの施設解体

撤去工事 800 万円、補正で出てますが、2,400 万程度で過疎債を使ってこれは整備したと

いうことでありましたが、この過疎債の償還はもうお済みになっているのかどうなってい

るのか。撤去するのには問題ないのか、それをお尋ねします。 

それと、ちょっと飛びます。29ページ、小学校の校舎の空調設備設置工事、これはもう

１月にはほぼ完成して完成検査を受けるような状況と聞いておりますが、これ、おそらく

今年度はできないのかなと。子どもたち４月からもう開校するわけなんですが、子どもた

ちの授業等に影響がないようにするということでありますが、そうすると私考えると、４

月開校すれば長期の休みというのは夏休みぐらいしかないのかなという思いありますが、

この夏に実際間に合って、使える状況になるのかどうか、それとも夏休み前に何らかの手

立てをして工事をする段取りになっているのか、その点をお尋ねいたします。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  何点かご質問いただきましたのでお答えをしたいと思います。まず１点目の

人件費の今次補正に占める割合ということでございますが、今回約２億 3,600万ほど増額

しておりますが、人件費につきましては、逆に 1,792万５千円ほど減額ということでご理

解をいただきたいと思います。 

それからドーザの売却でございますが、これにつきましては、古殿町から払い下げの要

請がございまして、こちらのほうに随意契約で売却をさせていただいたところであります。

その額の算定にあたりましては、市販の売買価格の状況を調査しまして、その価格で売却

をさせていただいたところであります。 

それからアーケードの過疎債の償還の関係でございますが、あと償還期限は平成 27年１

年だけということで、金額につきましては約 260万ほどでございます。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 
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○企画情報課長  携帯電話のエリア整備のご質問にお答えします。今回、本年度は当初予

算に杉山地区計画しておりまして、それから今回追加で小杉山地区というようなことで２

地区実施するということであります。これによりまして、99パーセントまで上がるだろう

ということでございます。そのほかちょっと大舟地区の一部であったりとか、一部携帯電

話の使用ができないという地区がございますが、町の計画としてはこれですべて計画とし

てはエリア整備は終わったというようなことでございます。 

○議長  教育課長、成田信幸君。 

○教育課長  新しい小学校へのエアコンの増設についてお答え申し上げたいと思います。

これにつきましては、今回の議会でご議決をいただきましたならば、まず設計のほうを発

注したいと考えております。設計については年度内で設計をいたしまして、工事について

は繰り越しをさせていただきまして、年度が明けてから工事を発注したいと考えておりま

す。 

なお、児童の学校生活に支障がないように工事をしたいということで、土曜日とか休み

でかなり数が多いもんですから、実際のところは夏休みも使いながら２学期から使えるよ

うな形で進めていきたいというふうに考えております。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  アーケードのご質問で答弁漏れがございましたのでお答えをさせていただき

ます。撤去しても問題ないかというようなご質問でございましたが、貸付先のほうと協議

した結果、問題はないということでございます。 

○議長  ８番、多賀剛君。 

○多賀剛  まず人件費のことなんですが、今回の人事院勧告では久しぶりにアップの勧告

であったということでありますが、この 1,700万ほど減額になるというようなその要因は

どういうことなのか、ちょっとわかりづらかったので教えていただきたい。 

あとドーザに関しましては１台は古殿町に払い下げたというのわかりますが、３台と聞

いておりますが、残りはどうなさったのかお尋ねします。 

それとあと、教育委員会、土日等でできるのであれば、実際２学期からなどと言わない

で、この夏、７月になれば相当暑くなりますから、これ、この夏対応できるような対応は

できないものか再度その辺をお尋ねいたします。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  まず人件費のご質問でございますが、今次の人事院勧告等の引き上げの関係

で一般会計で 773万ほど増額にはなってございます。ただ、それ以上に、当初予算の計上

の時点で人件費計上した後に、職員の退職があったり、あるいは採用を予定した者が辞退

をしたりということがございましたので、それらの人件費の関係で減額が生じたというこ

とでございます。 

それからドーザの関係でございますが、今回売払収入として見ましたのは３台でござい

まして、いずれも古殿町に売却ということでご理解をいただきたいと思います。 

○議長  教育課長､成田信幸君。 

○教育課長  小学校のエアコン増設につきまして、何とか土日で早くできないかというこ

とでございますが、実際これにつきましてはこれから設計を組ませていただきますので、
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その設計の中でどのくらいの工期が必要か、また諸手続き等もございますので、それを見

ながらできるだけ早くというふうに考えておりますが、なかなかちょっと土日だけでは金

額的に考えましても難しいのかなというふうに考えています。 

○議長  11 番、清野佐一君。 

○清野佐一  私１点だけお聞きしたいと思います。13ページのふるさと振興費、手数料で

すが、アスベスト含有分析手数料とありますけど、放射能検査手数料というならいろいろ

な原発事故の関係ということになりますけど、アスベスト、こういうことについては遠い

昔の話だなというような感じ受けたわけですが、これについての中身をご説明願います。 

○議長  商工観光課長、大竹享君。 

○商工観光課長  アスベスト含有分析手数料についてのご質問にお答えしたいと思います。

調査をするわけですけども、建物の調査ということなんですけども、これはさゆり公園の

今電気設備の更新を来年度計画してるわけですけども、その電気設備を、機器等が入って

いる受電施設、下小島側、それから管理棟の裏、それからさゆり公園と３カ所あるんです

けども、そこの室内の機器等の更新をするのに、あそこの室内の壁等にアスベストのそう

いったものが含まれてないかどうかまず調査をしまして、来年度の更新等の工事費、そう

いうものを積算しようということで今回調査費だけ上げさせていただいて実際含まれいる

かどうかというのを調査するものであります。 

この建物自体が、さゆり公園できた当時、本当に昭和の 60年代ころですので、かなり古

い建物であるということで、そういったことから調査させていただく手数料でございます。 

○議長  12 番、五十嵐忠比古君。 

○五十嵐忠比古  それでは１点ほどお伺いいたします。まず 22ページの農業振興費の中で、

これミネラル野菜栽培振興農業機械の購入の補助金でありますけど、これ減額になってま

すけど、これからミネラル野菜、今大臣表彰などいろんな賞を受けて、これからというと

きに、ちょっと減額になっているということは、これは買う人がいなかったのか、その点

をお伺いします。 

○議長  農林振興課長、佐藤美恵子。 

○農林振興課長  ミネラル栽培農業用機械購入費補助、37万７千円の減額についてご説明

いたします。この事業につきましては、当初 250万の予算で事業に取り組んだところです。

ミネラル栽培に取り組んでいる農家のみなさん、８軒から事業要望がありまして２分の１

ということで上限 50万ということで、事業費が 212万２千円ということで事業費が確定し

ましたので、この事業費については過疎地域の１千万の事業の中で行っている事業ですの

で、この事業が２月中旬までの事業期間になっておりますので、補助残につきましては他

の事業に活用するために今回減額をさせきいただいたところです。 

○議長  14番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  何点かお尋ねします。まず歳入でありますが、青木君もおっしゃっておら

れましたが、都市再生関係でマイナス 340万です。これ、いろんな、町で仕事をするのに

物件費、人件費等の単価も上がっているという中でマイナス 340万というのは、これは県

とのシーリングの結果だというわけでありますが、これでまちなか再生プロジェクトの仕

事ができるのかということをお尋ねしたいわけです。 
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その関係でポケットパークと公園の組み替えをしたと言いましたが、そこら辺をもう少

し金額的、それからその内容といいますか、それについて説明をしていただきたいと思い

ます。 

それから歳出に入りますが、今もアスベスト出ました。これ、公共施設はすべてアスベ

ストは私は撤去されておるというふうに理解をしたわけです。アスベストが問題になった

ときには結構議会でも議論をして、これは早急に健康被害がないようにということでやっ

たわけでありますが、まだ、そうするとアスベストの残っている公共施設というのはさゆ

り公園の今の関係以外にあるのかないのかということをお尋ねをします。 

それからアーケードでありますが、これも先ほど条例の中で出てました。2,480 万をか

けて、解体費用で 800万、３千万からのお金ということになるわけであります。アーケー

ドをつくるときの議論で、Ａ区画でしたっけ、今建てる。そこに店を建ててもこのアーケ

ードは何ら支障にならないという、テナント、予定でしたっけかれ。 

それが今になって邪魔になるというのはちょっと理解しづらいわけでありますが、そこ

ら辺、もっとなぜ最初の計画では支障がないという建て方をしたのに、今の支障を生じた

のかということと、もう一つはアーケードはアーケードの役割があって使用してきたわけ

ですが、そうすると今の撤去した後に新しく建てる建物の中にはこのアーケードの役割を

果たすような機能といいますか、そんな設計になっているのかないのか。 

それから図面を見ますと、後ろ余裕があります。これは除雪ということでしょうが、８

メーターほどかな、余裕があるわけでありますから、このアーケードにかかる部分を後ろ

に下げるということはどうしても無理を生じたのかなと。あるいはそれじゃアーケードを

残すために建物面積をいくらか減らすというような検討もしたのかどうか。そこら辺もお

答えをいただきたいと思います。 

それから、17ページで後期高齢者の関係で 1,353万２千円ですか、余計に、17ページで

したね。1,353 万２千円負担金が増となっています。その次のページで繰出金で 462 万も

計上されております。この後期高齢者の負担、歳出がこれだけ増えるというその要素とい

いますか、それをお聞かせいただきたいと思います。 

それからこれも出ました。小学校の空調設備であります。中学校の空調設備のときで疑

問に思っていたんですが、いわゆる工事をしまして竣工検査、完了検査といいますか、設

計どおりに工事をしていると。この空調施設の性能検査はどうなっているか。例えば１時

間に何度下がるとか、効果があるとかという性能、なんで性能どおりにクーラーが機能し

ているかしてないかという検査、いつどこでどのようにするんだと。 

あったかい、28度ですかな、それ以上になればということで、その性能検査というのは

しないのかするのか。例えば今自動車のリコール大騒ぎになってますね。あるいはストー

ブ等もリコールということが多々あるわけです。そういう性能の検査をいつどういう形で

するのか。それは竣工検査に関係あるのかないのか。 

小学校は夏休みでできるでしょうが、中学校の場合なのはどうなんだということもあり

ますので、お尋ねをするわけであります。 

それから全般的に言えることでありますが、特別会計から一般会計へ繰出金が戻ってい

ます。これは決算で余裕が出たから一般会計へ戻すわけでしょうが、この 12 月の会計で戻
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す方法と、私は年度の終わり、３月で、その特別会計の最終段階で戻すというのも一つの

方法ではないのかなと思うところもあるわけですが、そういう点ではどうでしょうか。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  私からはアーケードの関係で申し上げたいと思います。当時、このアーケードを

道の駅のわきに設置するときに、私も議員という立場からこういう発言をした記憶があり

ます。まだ、Ａ区画の中に商業団地として団地造成が定まらない中で、アーケードだけを

作って果たしてこれ邪魔にならないのか。そして家をつくる前に塀だけをつくるというこ

とはどうなのかという議論をしたのが今鮮明に実は覚えております。 

その場合に、買いやすいようにということで、いや、邪魔になりませんということで、

当時設置をされた。当時はテナント方式という大きな建物をあそこに設置するというちゃ

んとした明確な構想ではなかったわけでありまして、必ずしもＡ区画という区画の中でそ

れを建てるという方向でずっときていたわけであります。そんな関係で、アーケードにか

かる内容というのは当時の状況について鮮明に私自身に覚えがあったと。 

さて、今回このアーケード撤去に対して、これまで審議会等々でいろいろ委員のみなさ

んとこれまで４～５回あったんでしょうか。私も参加してまいりまして、最終的に２、３

回設計図を書き直しながら、設計業者といろいろ委員のみなさんとやりとりをしながら行

ってきた経過がございました。 

まずは、現在の道の駅とそして新しく販売強化施設をつくる。これはやっぱり分離する

ことなく、外観上やはり見栄えのする建物にしようじゃないかということで連携したよう

な、外から見てしっかりと連携とれたようなものにしていくことが必要だということであ

ります。 

もう一つは、後ろの空きの部分でありますけれども、当初 10メーター近くあるわけであ

ります。そこで雪の始末に対して具体的にどういう方法がいいのかということで、当初設

計業者さんが出してきたのは、全くの平屋的に雪が降っても耐えれる耐震型といいますか、

そういう状況でありました。 

しかし委員のみなさんからやはりここの地域は雪が一番問題なんだということで、それ

はやっぱり片屋根にして、正面には雪が落ちないように、そして片屋根にして後ろで始末

のできるような工夫は必要じゃないかということで、これも設計をし直しながら、最低限

あれだけの大きい建物ですから、相当雪の量もたまるであろうということで、ある程度幅

を持たせ、そして後ろから荷の出し入れができる。こういうスペースも必要だろうという

ことで設計の中でそれらが議論されてき、最終的にはお渡しをいたしましたような設計の

内容になってきたわけです。 

さてじゃあ、今のアーケードのような役割をその中で果たすことができるのかどうかと

いうことでありますが、ご覧のとおり、現在の道の駅とそして新しくできる施設は中で一

体型通路で、全部通路でつながれております。ですから、売り場面積、そしてテナントの

部分、これは一体でずうっとつながっているという方法でありますから、アーケードがな

くても中でいろいろ対応できるということの設計に実はなっているわけです。 

そこで私からも言いましたけれども、あまりにもアーケードの前に出てきた。あまり出

すぎるとやっぱりこれは駐車場のスペースがなくなってしまうので、できる限りアーケー
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ドよりに建物を建てながら対応してほしいということを行ないながら、最終的に現在の形

に至ったということでありますのでご理解をいただければなというふうに思っております。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  私のほうからは公共施設のアスベストの関係と、特別会計との繰り入れ、繰

り出しについてお答えをさせていただきたいと思います。 

まず１点目の公共施設のアスベストの関係でございますが、これは基本的にはもうない

ものというふうに考えております。今回の商工観光課のほう、さゆり公園の関係で要求さ

れましたのは、このアスベストがあるのかないのか、そこを調査したいということで経費

をお願いしたということでございます。 

それから２点目の特別会計の繰り入れ、繰り出しの関係でございますが、今回の調整に

つきましては、一つは議員もおただしのように繰越金の調整が一つ。それからもう一つは

一般会計と特別会計の職員の異動の関係で人件費の調整がございますので、それの調整と

いうことで大きなものはこの二つ。あとは事務費で一部システム改修だとか、そういった

ところで繰り出しが必要になりましたので、特別会計との繰り入れ、繰り出しの関係につ

きましては基本的にはその必要性が生じたときにその調整をしていきたいというふうに考

えておりますのでご理解をいただきたいと思います。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  お答えします。都市再生事業に関する質問にお答えしたいと思います。

先ほど申し上げましたように、今年の都市再生につきましては国の配分額が、補助対象額

で申し上げますと 3,350 万から 2,900 万というような形でございまして、450 万事業費ベ

ースでマイナスでございました。そういったことがあったわけでありますが、都市再生整

備は４年間の事業でございまして、その４年間の中で事業費については均していくような

形になります。今年配分が少なければこの４年間の中でカバーするというような形で補助

金は交付されるということになりますので、計画してる事業は実施できるのかなというふ

うに考えております。 

そして今年のポケットパークの事業につきましては、建物の補償のための委託料、それ

から用地費、それから建物の補償費という形で 3,100万ほど計上しておりました。それを

今回上原中央線、道路のほうに回したということでございまして、上原中央線につきまし

ては今回委託料という形で用地測量、そういった関係で 200 万円、それから用地費で 360

万、建物補償費として 2,650万ということで 3,210万ということでございます。 

事業費がポケットパークより上原中央線のほうが上回っています。これにつきましては

今年補助の額は決まってますので、その金額の中で町費を余計出してるわけですが、その

分町が余計出した分は来年度補助金が余計入ってくるというような形で４年間の中で均さ

れるということでございまして、そういったことで予算を組み替えして今年度実施すると

いう計画でございます。 

○議長  健康福祉課長、渡部英樹君。 

○健康福祉課長  ご質問のうち後期高齢者医療の部分についてのご質問にお答えいたしま

す。まず、負担金の部分、後期高齢者医療費療養給付費負担金でございますが、この療養

給付費負担金については後期高齢者医療の広域連合のほうに直接支払うものでありまして、
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県全体の医療費を町村の人口ですとか、高齢化の状況に応じてとりあえず概算で支払うと

いうようなことでありまして、この金額が今回確定して、県のほうから確定したというこ

とで通知が来ましたので、不足分を追加させていただいたものです。 

なお、このものについては概算でございまして、最終的には次年度で精算されるという

ものでございます。 

それから繰出金の 462万８千円につきましては、これは町の一般会計から特別会計のほ

うに繰り出すものでありまして、これは事務費等の繰り出しということで、今回につきま

してはシステム改修にかかる分の経費を繰り出したものであります。 

○議長  教育課長、成田信幸君。 

○教育課長  私からは空調設備の性能の検査という点についてお答え申し上げたいと思い

ます。空調取り付けをいたしますと、最終的には竣工の検査というものを行います。竣工

検査の中では、主に動作の確認ということでスイッチを入れて実際動くか、動いたときに

冷風が出るかといったような形の検査をすることでございます。 

実際の性能については設計を組んだときにその設計の中でその容量なり、その大きさに

合わせた形での計算がされておりまして、その後、できあがりましから実際夏に使うわけ

でございますが、その中で、使用した中で実際に伺っているその性能が出ないという不具

合等があれば瑕疵担保という中でやらせていただくというふうになっております。 

○議長  商工観光課長、大竹享君。 

○商工観光課長  アーケードの軒先の通路というようなおただしかと思いますけども、軒

先についてはだいたい屋根が２メーターくらい軒先出しまして、あとその下というか、正

面側ですけども、だいたい１メーター50 くらい通路になるような、そういったテラス代わ

りというんですかね、そういったものをつくりまして、その正面側を歩けるようなそうい

った通路というか、そういったものがこの施設の中で整備していきたいというふうに考え

てます。 

○議長  そうでない、残してやるという考え方はなかったのかと。 

○商工観光課長  すみません。先ほども町長のお話があったように、いろいろとこういう

設計図というか、例えばアーケードを生かした場合はどういう形になるかとか、そういっ

たものは設計業者のほうもいろいろ試案を出したわけですけども、やはり基本的に先ほど

言ったように、今のよりっせと一体的に結ぶ場合にどうしても入り口付近などはジョイン

トする部分ということで、そこがアーケードはどうしても潰さなくていけないとか。また

そこから一部新しい施設に入る場合、その一部をまたその部分もアーケードを潰さなくて

いけないとか、そういった形で、ほぼ残すにはかなり厳しいというか、そういった設計な

どを出されたということでございます。 

○議長  14番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  都市再生は最終的には計画どおりに交付されるということで理解をしまし

たが、今までの議論の中で、特にふるさと自慢館ですか、単価がアップしてるのにどうの

こうのという話が出ましたが、この交付金についてはそういうふうな物価の変動とか単価

の上昇分については加算といいますか、上乗せといいますか、それがされる見込みがある

のかどうかということをお答えをいただきたいと思います。 



 156 

それからアーケードで町長から答弁いただきましたので、そこでまたお尋ねをするわけ

ですが、あそこの一帯の整備はこれで終わるのかどうか。というのは、これ、青木議員か

ら聞かされたわけでありますが、よりっせでの何かの講演だか会議で、町長は道の駅に 100

万人の誘客を目指すとおっしゃったというわけで、それはそれであまり膨らますなと私言

いませんが、ただ、今言われているのは駐車場が狭いのじゃないかと。今あそこへ建物を

建てれば駐車のスペースが、今まであそこを駐車に使っていましたので、駐車のスペース

がなくなるわけでありますが、そこら辺は誘客の増を目指すということで建物を建てた。

だが、駐車場のスペースがないというようなことに関してはどのように対応をされるのか

ということ。 

それと後期高齢者で 1,353万追加ですが、そうすると当初予算と比べて全体で何十億か

な、何億かな、に負担金、になりますか。以上です。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  今回道の駅あいづを見たときに、ものすごい駐車場スペースをとっておかれてい

る。これと西会津町の道の駅よりっせの部分見たときに、あれの半分ぐらいしかないのか

なというふうに思っていたわけです。 

そこで現実的に、じゃ、どうしようかなというふうにこれから実は考えているわけです

が、できれば、道路を横切るということであれば、これは町の土地でありませんけれども、

古いパチンコ屋等々がございます。ああいう近辺の中に道の駅の関連するような駐車場ス

ペースなどはできないものかなというふうに、これはまだはっきりとそうするとは決まっ

たわけではありませんけれども、やはり道路の国道わきにおいて、そういう一つの考え方

なども出しながら開発をしていくということも必要なのかなというふうに実は思っている

ところです。 

ですからあれ以上今、拡幅する場所もないわけでありまして、ただ、冬の期間はどうし

ても片勾配になっておりますから、雪が今の段階、これから新しく建てる場合の後ろは使

うことがなかなか困難であります。 

しかし夏場になりますと、それこそ相当スペースも若干出てきますので、その裏のスペ

ースも若干使えるだろうということであります。 

そんなことで今後いろんな角度から、駐車場スペースというものも本格的に考えていか

なければというふうに思っているところであります。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  都市再生、ふるさと自慢館の質問が出されました。都市再生の中で事業

費がオーバーした部分につきましても当然補助金の対象にはなるということでございます。

ただ、昨日ちょっと申し上げましたように、ふるさと自慢館につきましては商工会が事業

主体であるということで、補助金を差し引いた 10パーセントについては受益者負担という

形で商工会が負担をして事業を実施するという形態になっております。 

そういったことで、金額がかなり上がっているということで商工会にとってもなかなか

負担増で大変だという話、昨年からいただいているところでございまして、昨日ちょっと

答弁の中で申し上げましたように、新たな中小企業庁の補助事業が昨年度からできたとい

うことでございまして、こういった町の商店街の拠点になるような施設についても補助の
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対象にできるというようなことでございます。 

この都市再生はいろんな事業に使えますが、補助率が 40パーセントしかございません。

そういった中小企業庁の補助事業でいきますと３分の２の補助が使えるということでござ

いまして、そういった形に補助金を移行して事業実施できないかということも視野に入れ

て来年度の事業実施を考えようということで今検討しておりますのでご理解いただきたい

と思います。 

○議長  健康福祉課長、渡部英樹君。 

○健康福祉課長  後期高齢者医療の療養給付費の負担金の総額でありますが、１億 1,396

万１千円、１、１、３、９、６、１千円という金額になります。 

○議長  14番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  アーケード撤去してもアーケードの機能は、いわゆる汚れないで今の施設

に入ったら既存の施設へは廊下といいますか、通路で行かれるという理解をしましたがそ

れでいいかということを確認します。 

それと一挙に 100万というわけにはそれはいかないでしょうが、やはり大きな希望を持

って、何かが私言われたことあるんです。道の駅も今度は競争だよと。その競争に下手な

ことすると負けてしまうよと、山形県に行ったときに指摘もされてきましたので、強力な

ライバルといいますか、それができたので、年次目標でも立てて、今年は 40 万、次は 50

万というふうにしてやっていただきたいなと。 

それと都市再生で私一般質問したその件なんですね。商工会の負担の関係で、町と商工

会で必ずしも、なんと言ったらいいのかな、納得といいますか、してないというような話

も漏れ聞いていますので、そこら辺も留意しながらやっていただきたいなと。二つの件で、

要望でございますから答弁はいいですかアーケードの代わりの役割果たすか果たさないか

だけ確認をしておきたいと思います。 

○議長  商工観光課長、大竹享君。 

○商工観光課長  アーケードの通路というか、新しい施設と旧のよりっせを結ぶ通路があ

るんですけども、当然中にも先ほど町長がご説明したように、一直線の通路もありまして、

新しい施設からよりっせにも行けるというような、そういった中にも通路ができます。 

また表側にも、先ほど言いましたように軒先を少し延ばしまして表側を通りながら旧よ

りっせのほうにも行けるような、そういった通路も確保したいというふうに考えておりま

す。 

○議長  ６番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  先般、一般質問のときに町長のほうから稲作緊急支援の交付金のお話をいた

だきました。大変ありがとうございます。その中身なので、若干課長のほうからご説明を

いただければということでお話を申し上げたいと思うんですが、本町におけるところの基

準反収、そしてまた 25年度 2,100 円になった平成 26年度産、これに対する減収、概算金

に対する減収もまた１億円というようなことになってはおるんですが、そこら辺のところ

の減収額等の詳細などを述べていただければというふうに思います。 

それからまた支払いについていつごろというふうにしていただけるのか、お尋ねをして

おきたいと思いますが、お願いできますでしょうか。 
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○議長  農林振興課長、佐藤美恵子君。 

○農林振興課長  稲作経営の緊急支援事業の内容についてご説明したいと思います。減収

額は概算金で 2,100 円の減収ということになりましたので、その分に対して町の基準反収

は反あたり 524キロですので、それを基にやった場合、町内で１反あたりの減収額はおお

よそ１万８千円程度になりますので、それの９割がナラシ対策に加入されている方につい

ては今後交付されます。その額が約１万 6,500 円ですので、その残りの１割相当額、1,800

円について町が緊急的に農家のみなさんに支援をしたいというふうに考えております。 

それから町全体の減収額につきましては、１俵あたり 2,100 円の減収で、約１億円の減

収になる見込みであります。 

今後この緊急支援の分につきましては、今回約１千万の支援を検討してますが、国のナ

ラシ対策とナラシ対策に入ってない方の円滑化交付金で約４千万程度が交付される予定で

あります。 

また、経営所得安定化対策の米の戸別補償の部分につきましては、明日交付が予定され

ております。その金額については約４千万ほど農家のみなさんに直接口座のほうに入る予

定であります。 

○議長  ６番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  非常に細かい点説明していただきましてよく理解いたしました。ありがとう

ございました。 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第 10号、平成 26年度西会津町一般会計補正予算（第８次）を採決しま

す。 

お諮りします。 

本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 10号、平成 26年度西会津町一般会計補正予算（第８次）は、原案

のとおり可決されました。 

日程第 11、議案第 11 号、平成 26年度西会津町下水道施設事業特別会計補正予算（第１

次）を議題とします。 

本案についての説明を求めます。 

建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  議案第 11 号、平成 26年度西会津町下水道施設事業特別会計補正予算（第

１次）の調製についてご説明申し上げます。 

今次の補正につきましては、人件費の調整、一般管理費で需用費の追加、消費税及び前

年度繰越金が確定したことによる調整であります。 

それでは予算書をご覧ください。 
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平成 26年度西会津町の下水道施設事業特別会計補正予算（第１次）は、次に定めるとこ

ろによる。 

歳入歳出予算の補正。 

第１条、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 169万５千円を増額し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ２億 930万円とする。 

第２項、歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、第１表歳入歳出予算補正による。 

詳細につきましては、事項別明細書にて説明させていただきます。 

４ページをご覧ください。まず歳入です。 

６款繰越金、１項１目繰越金 169万５千円の増額です。これは、前年度繰越金が確定し

たことによる補正であります。 

５ページをご覧ください。歳出です。 

１款総務費、１項１目一般管理費 171万３千円の増額です。これは人件費の調整と需用

費におきましては、浄化センターの電気料及び修繕費の追加、公課費においては、消費税

確定による減額です。 

２款施設整備費、１項１目下水道施設費１万８千円の減額です。人件費の調整でありま

す。 

以上で説明を終わりますが、よろしくご審議いただきまして、原案のとおりご議決賜り

ますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長  これから質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第 11 号、平成 26年度西会津町下水道施設事業特別会計補正予算（第１

次）を採決します。 

お諮りします。 

本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 11 号、平成 26年度西会津町下水道施設事業特別会計補正予算（第

１次）は、原案のとおり可決されました。 

日程第 12、議案第 12 号、平成 26年度西会津町農業集落排水処理事業特別会計補正予算

（第１次）を議題とします。 

本案についての説明を求めます。 

建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  議案第 12 号、平成 26年度西会津町農業集落排水処理事業特別会計補正

予算（第１次）の調製についてご説明申し上げます。 



 160 

今次の補正につきましては、歳入におきましては、繰越金の確定、それに伴いまして繰

入金の減額、歳出におきましては、人件費の調整と一般管理費で需用費役務費の追加であ

ります。 

それでは予算書をご覧ください。 

平成 26年度西会津町の農業集落排水処理事業特別会計補正予算（第 1 次）は、次に定め

るところによる。 

歳入歳出予算の補正。 

第１条、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 106万９千円を増額し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ１億 1,204万１千円とする。 

第２項、歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、第１表歳入歳出予算補正による。 

詳細につきましては、事項別明細書にて説明させていただきます。 

４ページをご覧ください。まず歳入です。 

２款繰入金、１項１目一般会計繰入金 109万６千円の減額です。繰越金が確定したこと

から､不要となった額につきましては、一般会計繰入金を減額いたしました。 

６款繰越金、１項１目繰越金 216万５千円の増額です。これは、前年度繰越金が確定し

たことによる補正であります。 

５ページをご覧ください。歳出です。 

１款総務費、１項１目一般管理費 106万９千円の増額です。人件費の調整と需用費にお

いて電気料、役務費において汚泥処理手数料の追加、公課費においては、消費税確定によ

る減額です。 

以上で説明を終わりますが、よろしくご審議いただきまして、原案のとおりご議決賜り

ますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長  これから質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第 12 号、平成 26年度西会津町農業集落排水処理事業特別会計補正予算

（第１次）を採決します。 

お諮りします。 

本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 12 号、平成 26年度西会津町農業集落排水処理事業特別会計補正予

算（第１次）は、原案のとおり可決されました。 

日程第 13、議案第 13 号、平成 26年度西会津町個別排水処理事業特別会計補正予算（第

１次）を議題とします。 
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本案についての説明を求めます。 

建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  議案第 13 号、平成 26年度西会津町個別排水処理事業特別会計補正予算

（第１次）の調製についてご説明申し上げます。 

今次の補正につきましては、歳入におきましては、事業費精査によること、繰越金及び

消費税還付金が確定したこと、歳出については、人件費の調整と一般管理費で需用費役務

費の追加及び、施設整備費で工事請負費の減額が主なものでございます。 

それでは予算書をご覧ください。 

平成 26年度西会津町の西会津町個別排水処理事業特別会計補正予算（第１次）は、次に

定めるところによる。 

歳入歳出予算の補正。 

第１条、歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 213万６千円を減額し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ 5,239万８千円とする。 

第２項、歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、第１表歳入歳出予算補正による。 

地方債の補正。 

第２条、地方債の補正は、第２表地方債補正による。 

詳細につきましては、事項別明細書にて説明させていただきます。 

６ページをご覧ください。まず歳入です。 

２款国庫支出金、１項１目循環型社会形成推進交付金 131万１千円の減額です。個別排

水処理事業につきましては、循環型社会形成推進交付金を活用し、合併浄化槽の設置を計

画していましたが、国の補助金が確定したことによる減額です。 

３款県支出金、１項１目個別排水処理事業費県補助金 25万円の減額です。これも同じく

県補助金確定による減額です。 

５款繰越金、１項１目繰越金 76万５千円の増額です。これは、前年度繰越金が確定した

ことによる補正であります。 

６款諸収入、２項２目消費税還付金 16万円の増額です。前年度消費税が確定したことに

よる増額です。 

７ページをご覧ください。 

７款町債、１項１目下水道事業債 150万円の減額です。事業費精査による減額でありま

す。 

８ページをご覧ください。歳出です。 

１款総務費、１項１目一般管理費 43万４千円の増額です。人件費の調整と需用費におい

て電気料及び役務費において汚泥処理手数料の追加であります。 

２款施設整備費、１項１目個別排水処理事業費 257万円の減額です。当初浄化槽 20 基で

計画しておりましたが、16 基の申し込みであったことによる工事請負費の減額が主なもの

であります。 

４ページにお戻りください。 

第２表、地方債の補正について説明させていただきます。変更です。 
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下水道事業費補正前限度額 1,120 万円から 150 万円減額し、970 万円といたします。な

お起債の方法、利率、償還の方法に変更はございません。 

以上で説明を終わらさせていただきますが、よろしくご審議いただき、原案のとおりご

議決賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長  これから質疑を行います。 

10番、荒海清隆君。 

○荒海清隆  1 点だけお尋ねいたします。今年の予定が 20 基。それが 16 基に減ったとい

うようなことですが、現在までできた合併浄化槽は何基なんでしょうか。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  290ほどでございます。 

○議長  14番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  20 基が 16 基ということでありますが、以前は申し込み件数が多くて次年

度というようなことがあったと思っているわけですが、そうすると、４基マイナスという

ことは今は希望すれば全部工事できるというふうに見ていいわけですか。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  これは国庫補助金でやっておりますので、国のシーリングが若干今年も

かかったわけなんですが、だいたい申し込めば、だいたい工事はできるというようなこと

で今のところ進んでおります。 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第 13 号、平成 26年度西会津町個別排水処理事業特別会計補正予算（第

１次）を採決します。 

お諮りします。 

本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 13 号、平成 26年度西会津町個別排水処理事業特別会計補正予算（第

１次）は、原案のとおり可決されました。 

以上で本日の日程は全部終了しました。 

本日は、これで散会します。（１４時５２分） 
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第６回議会定例会議事日程（第７号） 

 

平成２６年１２月１１日 午前１０時開議 

 

 

開  議 

 

日程第１  議案第14号  平成２６年度西会津町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１

次） 

 

日程第２  議案第15号  平成２６年度西会津町国民健康保険特別会計補正予算（第２次） 

 

日程第３  議案第16号  平成２６年度西会津町介護保険特別会計補正予算（第２次） 

 

日程第４  議案第 17号  平成２６年度西会津町簡易水道等事業特別会計補正予算（第１

次） 

 

日程第５  議案第18号  平成２６年度西会津町水道事業会計補正予算（第２次） 

 

日程第６  議案第 19 号  西会津町介護老人保健施設の管理に係る指定管理者の指定に

ついて 

 

日程第７  議案第20号  西会津町温泉リハビリプールの管理に係る指定管理者の指定に

ついて 

 

日程第８  議案第21号  西会津町介護センターの管理に係る指定管理者の指定について 

 

日程第９  議案第22号  西会津町地域ふれあいセンターの管理に係る指定管理者の指定

について 

 

日程第10  議案第23号  西会津町高齢者グループホームの管理に係る指定管理者の指定

について 

 

日程第11  議案第24号  西会津町野沢保育所の管理に係る指定管理者の指定について 

 

日程第12  議案第25号  西会津町へき地保育所の管理に係る指定管理者の指定について 

 

日程第13  議案第26号  西会津町温泉健康保養センターの管理に係る指定管理者の指定

について 
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日程第14  議案第27号  西会津町森林活用交流促進施設の管理に係る指定管理者の指定

について 

 

日程第15  議案第28号  西会津町さゆり公園の管理に係る指定管理者の指定について 

 

日程第 16  議案第 29 号  西会津町ふれあい交流施設の管理に係る指定管理者の指定に

ついて 

 

日程第17  議案第30号  西会津町地域資源活用総合交流物産館の管理に係る指定管理者

の指定について 

 

日程第18    議案第31号  西会津町ケーブルテレビ施設の管理に係る指定管理者の指定に

ついて 

 

日程第19    議案第32号  西会津町総合計画基本計画（後期）の策定について 

 

日程第20  議案第33号  西会津町過疎地域自立促進計画の変更について 

 

日程第21  議案第34号  固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を求めることに

ついて 

 

追加日程第１  提案理由の説明 

 

追加日程第２  議案第35号  町長等の給与及び旅費に関する条例及び教育長の給与・勤

務時間その他の勤務条件に関する条例の一部を改正する条

例 

 

追加日程第３  議案第 36 号  議会議員の議員報酬及び費用弁償条例の一部を改正する

条例 

 

追加日程第４  議案第37号  平成２６年度西会津町一般会計補正予算（第９次） 

 

日程第22  陳情第３号  軽度外傷性脳損傷の周知、及び労災認定基準の改正などを求め

る陳情 

 

日程第23  陳情第６号  国に対し「東日本大震災の被災者に対する援助のための日本司

法支援センターの業務の特例に関する法律」の有効期限を延長す

る立法措置を求める意見書の提出を求める陳情 
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日程第24  陳情第７号  町公共施設への LP ガス供給に関する陳情書 

 

日程第25  意見書案第１号  軽度外傷性脳損傷の周知、及び労災認定基準の改正などを

求める意見書 

 

日程第26  意見書案第２号  「東日本大震災の被災者に対する援助のための日本司法支

援センターの業務の特例に関する法律」の有効期限を延長す

る立法措置を求める意見書 

 

日程第27  議会運営委員会の継続審査申出について 

 

日程第28  議会広報特別委員会の継続審査申出について 

 

日程第29  議会活性化特別委員会の継続審査申出について 

 

日程第30  保育施設運営に係る調査特別委員会の継続審査申出について 

 

閉  会 

 

 

（全員協議会） 

（保育施設運営に係る調査特別委員会） 

（議会活性化特別委員会） 

（議会広報特別委員会） 
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○議長  おはようございます。平成 26年第６回西会津町議会定例会を再開します。 

（１０時００分） 

これから本日の会議を開きます。 

本日の議事日程は、お手元に配付したとおりであります。 

日程第１、議案第議案第 14号、平成 26年度西会津町後期高齢者医療特別会計補正予算

（第１次）を議題とします。 

本案についての説明を求めます。 

健康福祉課長、渡部英樹君。 

○健康福祉課長  議案第 14号、平成 26年度西会津町後期高齢者医療特別会計補正予算（第

１次）についてご説明申し上げます。 

今回の補正につきましては、後期高齢者医療システムの委託業者変更に伴うデータ移行

作業にかかる委託料を計上したものであります。 

現在、町の住民基本情報などの総合行政情報システムは、平成 22 年にシステムの提供元

の会社、ベンダーを変更したところでありますが、後期高齢者医療と介護保険のシステム

につきましては、その時点で契約期間が残っていたことなどから会社の変更をせず運用し

てまいりました。 

来年度以降、マイナンバー制度への対応が始まり、今まで以上に住民データ等との連携

が必要になります 

そのため、事務の効率化や住民情報等の伝達の誤りを防ぐことなどを目的に、庁内の総

合行政システムと同じシステムに変更することとしたことにより、データ移行等の作業委

託料が発生したところであります。その分を今回計上させていただきました。 

なお、その財源につきましては、一般会計からの繰入金で対応するものであります。 

それでは予算書をご覧いただきたいと思います。 

平成 26年度西会津町の後期高齢者医療特別会計補正予算（第１次）は、次に定めるとこ

ろによる。 

歳入歳出予算の補正。 

第１条、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 462万８千円を増額し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ１億 665万１千円とする。 

第２項、歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、第１表歳入歳出予算補正による。 

主な補正内容につきましては、事項別明細書により説明させていただきたいと思います。 

４ページをご覧ください。 

まず歳入でありますが、２款繰入金、１項１目事務費繰入金 462万８千円の増額は、後

期高齢者医療システム改修委託料に対する一般会計からの繰入金の追加であります。 

次に、歳出であります。 

１款総務費、１項１目一般管理費 462万８千円の追加は、後期高齢者医療システム改修

に係る委託料の追加であります。 

以上で説明を終わらせていただきますが、よろしくご審議をいただきまして、原案のと

おりご議決賜りますようお願い申し上げます。 
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○議長  これから質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから議案第 14号、平成 26年度西会津町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１次）

を採決します。 

お諮りします。 

本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 14号、平成 26年度西会津町後期高齢者医療特別会計補正予算（第

１次）は、原案のとおり可決されました。 

日程第２、議案第 15号、平成 26年度西会津町国民健康保険特別会計補正予算（第２次）

を議題とします。 

本案についての説明を求めます。 

健康福祉課長、渡部英樹君。 

○健康福祉課長  議案第 15号、平成 26年度西会津町国民健康保険特別会計補正予算（第

２次）についてご説明申し上げます。 

今回の補正につきましては、事業勘定では、人件費の調整と制度改正にかかるシステム

改修の委託料の追加などで、診療施設勘定では、人件費の調整と訪問看護事業所にかかる

収入と委託料の追加などが主なものであります。 

それでは予算書をご覧いただきたいと思います。 

平成 26年度西会津町の国民健康保険特別会計補正予算（第２次）は、次に定めるところ

による。 

歳入歳出予算の補正。 

第１条、事業勘定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 287万３千円を増額し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ９億 7,124万９千円とする。 

診療施設勘定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 100万円を増額し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ２億 8,581万１千円とする。 

第２項、事業勘定及び診療施設勘定の歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ご

との金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、第１表歳入歳出予算補正による。 

主な補正内容につきましては、事項別明細書により説明させていただきたいと思います。 

５ページをご覧ください。事業勘定の歳入であります。 

３款国庫支出金、２項１目財政調整交付金 32万４千円の増額は、制度改正に伴うシステ

ム改修費への交付金であります。 

９款繰入金、１項１目一般会計繰入金 254万９千円の増額は、職員の人件費の追加分を

一般会計から繰入れするものであります。 



 170 

次に、６ページの歳出をご覧ください。 

１款総務費、１項１目一般管理費 287万３千円の増額は、職員の人件費の調整による追

加及びシステム改修委託料であります。 

13ページをご覧いただきたいと思います。 

診療施設勘定の歳入であります。 

２款介護保険収入、１項１目介護保険事業収入 90万円の追加、及び３目一部負担金収入

10万円の追加は、訪問看護事業の件数が当初見込みより増えていることによる追加であり

ます。 

14ページをご覧ください。歳出であります。 

１款総務費、１項１目一般管理費 619万１千円の増額であります。訪問看護事業所の管

理者として、今まで委託職員であった者を任期付職員として採用したことや人事異動によ

る給与等の増減によるもの及び、訪問看護事業所において、にしあいづ福祉会に委託をし

ておこなっております、訪問リハビリの件数が増加したための委託料の増加によるものな

どであります。 

５款予備費、１項１目予備費 519万１千円の減額は、今回の増減額の不足分を予備費で

調整するものであります。 

以上で説明を終わらせていただきますが、本案につきましては、去る 11 月 21 日開催の

町国民健康保険運営協議会に諮問し、適当である旨の答申をいただいているところであり

ます。 

よろしく、ご審議をいただきまして、原案のとおりご議決賜りますようお願い申し上げ

ます。 

○議長  これから質疑を行います。 

８番、多賀剛君。 

○多賀剛  診療施設勘定で２点ほどお尋ねします。歳入の介護報酬分が当初の計画より伸

びたということでありましたが、これは訪問看護事業が効果的な運営をしているための結

果だという思いでおりますが、当初これはどれくらい人数、件数を見込んでいて、現在ど

のぐらいになったのか、わかればお示しいただきたい。 

あと、同じく診療施設勘定の歳出の分で、委託職員を任期付き職員としたというご説明

がありましたが、この委託職員と任期付き職員の差というか、なぜこういうふうにしたの

か、その点お尋ねいたします。 

○議長  健康福祉課長、渡部英樹君。 

○健康福祉課長  質問にお答えいたします。まず、介護報酬の伸び、介護保険診療の伸び

の部分でございますが、４月当初は 74件ほどでありました。昨年の訪問看護ステーション

にしあいづ福祉会に委託してお願いしていた当時も 90件前後で推移をしておりましたが、

現在、10月現在では 147件ということで大変訪問件数が伸びているということでございま

す。 

次の委託職員から任期付き職員にした経緯でございますが、訪問看護事業所の管理者に

つきましては、やはり職員で正看も持っていて、職員でなければならないということがあ

りまして、今回委託職員であった者を任期付きの職員として採用したということでござい
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ます。 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから議案第 15号、平成 26年度西会津町国民健康保険特別会計補正予算（第２次）

を採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 15号、平成 26年度西会津町国民健康保険特別会計補正予算（第２

次）は、原案のとおり可決されました。 

日程第３、議案第 16号、平成 26年度西会津町介護保険特別会計補正予算（第２次）を

議題とします。 

本案についての説明を求めます。 

健康福祉課長、渡部英樹君。 

○健康福祉課長  議案第 16号、平成 26年度西会津町介護保険特別会計補正予算（第２次）

についてご説明申し上げます。 

今回の補正につきましては、職員の人件費の調整と、訪問介護や短期入所の利用が増加

しているため、介護サービス給付費の支払いに不足が生ずる見込みであることから、それ

ぞれ所要額を増額補正するものであります。その財源につきましては、国・県等の交付金、

町からの繰入金を充当し、なお不足の分につきましては、介護給付費準備基金より繰入れ

するものであります。 

それでは予算書をご覧ください。 

平成 26年度西会津町の介護保険特別会計補正予算（第２次）は、次に定めるところによ

る。 

歳入歳出予算の補正。 

第１条、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 3,371万２千円を増額し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ 11億 5,968万３千円とする。 

第２項、歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、第１表歳入歳出予算補正による。 

主な補正内容につきましては、事項別明細書により説明させていただきたいと思います。 

５ページをご覧ください。歳入であります。 

３款国庫支出金、１項１目介護給付費負担金 586 万円の増額、２項１目調整交付金 322

万３千円の増額、４款支払基金交付金、１項１目介護給付費交付金 849万７千円の増額、

５款県支出金、１項１目介護給付費負担金 366万２千円の増額、及び６ページ、７款繰入

金、１項１目介護給付費繰入金 366万３千円の増額は、居宅介護サービス給付費等が増加

したことにより、それぞれの負担が増加したものであります。 
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７款繰入金、１項４目その他一般会計繰入金 441万２千円の増額は、職員給与等繰入金

と介護保険システム改修に係る事務費繰入金の増であります。 

２項１目介護給付費準備基金繰入金 439万５千円の増は、国・県等の交付金、町からの

繰入金を充当し、なお不足の分に付きまして基金を取り崩すものであります。 

次に、７ページの歳出であります。 

１款総務費、１項１目一般管理費 441万２千円の増額は、職員の給与等の調整及び介護

保険システム改修委託料の増によるものであります。 

２款保険給付費、１項１目居宅介護サービス給付費 3,900万円の増額は、要介護１から

要介護５の認定を受けている方の訪問介護、ホームヘルプサービス、通所介護、デイサー

ビス、通所リハビリ、デイケア、短期入所生活介護、ショートステイなどの利用者が増加

したことによるものであります。 

２目地域密着型介護サービス給付費１千万円の減額は、９月に開所しましたグループホ

ーム及び小規模多機能型居宅介護の利用人数を両施設とも９月から満所で見込んでおりま

したが、現在グループホームで 10人、小規模多機能型居宅介護で９人の利用となっている

ことから減額するものであります。 

８ページ、６目居宅介護サービス計画給付費 330万円の増は、介護サービス利用者が見

込みより増加していることによるものです。 

２項１目介護予防サービス給付費 300万円の減は、要支援１、要支援２の認定を受けて

いる方に係る在宅サービスでありますが、要支援１、２の介護予防のサービス利用者が減

ったことによる減額であります。 

以上で説明を終わりますが、よろしくご審議をいただきまして、原案のとおりご議決を

賜りますようお願申し上げます。 

○議長  これから質疑を行います。 

14番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  今回、給付費が不足したということであります。その中で給付費のほう結

局は伸びたということで、その要因として私はしなのきと啓和会、これの入所といいます

か、利用が始まったからかなと思ったら啓和会は見込みより少ないということですが、し

なのきは満床、満室といいますか、利用と聞いておりますが、それで間違いがあるかない

か。啓和会のこの 10人と９人というのは何割が入所しておるのかということ。そうすると

啓和会が開業したということじゃなくて、給付費が不足したということは、この今言った

２つの施設以外に入所して利用している人が多くなってきたというふうな理解でいいわけ

ですか。 

その多くなった要因といいますか、それはどんなふうに捉えておられますか。 

○議長  健康福祉課長、渡部英樹君。 

○健康福祉課長  お答えをいたします。まず、しなのきについては現在満床で運営をして

おります。それからしょうぶ苑のほうでございますが、グループホームがおおよそ半分、

それから小規模多機能型については３割程度というような状況であります。 

ただ、現在、入所希望者がおりまして、現在、調査等をしながらこれから入所なり、利

用については増えていくのかなということで考えております。 
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在宅のサービスが増加した要因でございますが、やはり西会津、一人暮らしの高齢者、

後期高齢者、75歳以上の方が増えているという部分ありますし、一人暮らしの高齢者の方

が増えている。それから認知症の方も増えているというような状況でありまして、やはり

在宅だけではなかなか地域で暮らしていくこともできずに、ショートステイを利用したり、

デイサービスを利用したり、そういった方々が現在、今増えているのかなというようなこ

とが要因であると考えております。 

○議長  ほかに。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから議案第 16号、平成 26年度西会津町介護保険特別会計補正予算（第２次）を採

決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 16号、平成 26年度西会津町介護保険特別会計補正予算（第２次）

は、原案のとおり可決されました。 

日程第４、議案第 17号、平成 26年度西会津町簡易水道等事業特別会計補正予算（第１

次）を議題とします。 

本案についての説明を求めます。 

建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  議案第 17号、平成 26年度西会津町簡易水道等事業特別会計補正予算（第

1 次）の調製について、ご説明申し上げます。 

今次の補正につきましては、歳入におきましては、繰越金の確定、それに伴いまして繰

入金の減額、歳出におきましては、一般管理費で人件費の調整と需用費の追加及び消費税

の減額、公債費において利子の追加であります。 

それでは予算書をご覧ください。 

平成 26年度西会津町の簡易水道等事業特別会計補正予算（第１次）は、次に定めるとこ

ろによる。 

歳入歳出予算の補正。 

第１条、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 67万５千円を増額し、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ 8,372万円とする。 

第２項、歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、第１表歳入歳出予算補正による。 

詳細につきましては、事項別明細書にて説明させていただきます。 

４ページをご覧ください。まず歳入です。 
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２款繰入金、１項１目一般会計繰入金 262万３千円の減額です。繰越金が確定したこと

から､不用となった額につきましては、一般会計繰入金を減額いたしました。 

３款繰越金、１項 1目繰越金 329万８千円の増額です。これは、前年度繰越金が確定し

たことによる補正です。 

５ページをご覧ください。歳出です。 

１款水道費、１項１目一般管理費 54万円の増額です。人件費の調整と需用費において電

気料の追加と消費税確定による減額です。 

２款公債費、１項２目利子 13万５千円の増額です。青坂飲料水供給施設拡張に伴う、借

入期日が確定により借入額が早くなったことにより地方債償還利子の増額です。 

以上で説明を終わりますが、よろしくご審議いただきまして、原案のとおりご議決賜り

ますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長  これから質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから議案第17号、平成 26年度西会津町簡易水道等事業特別会計補正予算（第１次）

を採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第17号、平成 26年度西会津町簡易水道等事業特別会計補正予算（第１

次）は、原案のとおり可決されました。 

日程第５、議案第 18号、平成 26年度西会津町水道事業会計補正予算（第２次）を議題

とします。 

本案についての説明を求めます。 

建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  議案第 18号、平成 26年度西会津町水道事業会計補正予算（第２次）の

調製についてご説明申し上げます。 

今次の補正につきましては、支出におきまして水道事業費の営業費用で原水及び浄水費

と配水及び給水費間の修繕料、材料費組替えと人件費の調整であります。 

それでは予算書をご覧ください。 

第１条、平成 26年度西会津町の水道事業会計補正予算（第２次）は、次に定めるところ

による。 

第２条、平成 26年度西会津町の水道事業会計予算第３条に定めた収益的収入及び支出の

予定額を次のとおり補正する。 

まず収入ですが収入はございません。 
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次に支出です。 

第１款水道事業費でありますが、既決予定額１億 6,097万 1千円については変りありま

せん。その内訳ですが、第１項営業費用について動力費、材料費及び人件費を調整いたし

まして、補正予定額をゼロといたしました。 

第３条、予算第５条に定めた経費の金額を次のように改める。 

職員給与費既決予定額 1,171万９千円を７万４千円増額いたしまして、合計 1,179万３

千円といたします。２ページをご覧ください。 

平成 26年度西会津町水道事業会計補正予算実施計画により補足説明をいたします。 

収益的収入及び支出の中の支出です。 

１款水道事業費、１項１目原水及び浄水費 157万４千円の減額です。修繕料及び材料費

において大久保浄水場テレスコープ修繕と、ろ過砂の入れ替えが終了したことによる減額

であります。 

２目配水及び給水費 150万円の追加です。漏水箇所の対応のための追加です。 

４目総務費７万４千円の追加です。人件費の調整による追加であります。 

以上で説明を終わりますが、よろしくご審議いただきまして、原案のとおりご議決賜り

ますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長  これから質疑を行います。 

14番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  人件費７万４千円の減ということでありますが、この件に関してでありま

すが、ひねくれた見方、うがった見方といわれるかもしれませんが、この７万４千円を生

み出すために修繕料や材料費で調整したのかなという気がしたわけでありますが、純粋に

修繕、それから材料費で実際こういうふうになったのか、その人件費生み出すためにした

のかなという、大変失礼な見方しましたが、そこら辺をお答えしていただきたいと思いま

す。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  お答えいたします。まず修繕料でございますが、これは大久保ろ過池の

テレスコープといいましてろ過した水を調整する装置なんですが、これにつきましては当

初ほとんど入れ替えを考えていたわけなんですが、精査した結果、モーターの修繕だけで

済んだということでこれによる減額でございます。 

あと材料費におきましては大久保ろ過池におきましてろ過砂を足したわけなんですが、

これにつきましては、入札により安くなったというようなことで減額になったということ

でございます。 

○議長  ほかに。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから議案第 18号、平成 26年度西会津町水道事業会計補正予算（第２次）を採決し



 176 

ます。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 18号、平成 26年度西会津町水道事業会計補正予算（第２次）は、

原案のとおり可決されました。 

日程第６、議案第19号、西会津町介護老人保健施設の管理に係る指定管理者の指定につ

いてから日程第 18、議案第31号、西会津町ケーブルテレビ施設の管理に係る指定管理者の

指定についてまでを一括議題といたします。 

なお、審議の方法は、議案の説明終了後、総括質疑を行ない、一議題ごとに質疑・採決

の順序で行いますのでご協力をお願いします。 

地方自治法第 117条の規定により、11 番、清野佐一君の退場を求めます。 

（清野佐一議員退場） 

○議長  職員に議案を朗読させます。 

事務局長、髙橋謙一君。 

（事務局朗読） 

○議長  指定管理者の指定に係る選定方針等の全体的な説明を求めます。 

総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  議案第 19号、西会津町介護老人保健施設の管理に係る指定管理者の指定につ

いてから、議案第 31 号、西会津町ケーブルテレビ施設の管理に係る指定管理者の指定につ

いてまでの 13 議案の説明に先立ちまして、これら公の施設の指定管理者の候補者選定に至

る全体の総括についてご説明を申し上げますので、みなさまのご理解を賜りますようお願

いを申し上げます。 

まず、公の施設の管理につきましては、平成 15年６月に地方自治法が一部改正され、新

たに指定管理者制度が創設されました。それまでは、公共団体及び町の出資法人等に限ら

れていた施設の委託管理が、民間事業者あるいはＮＰＯ法人等にも委託可能となったとこ

ろであります。この制度改正により、町の公の施設に係る管理は、直営もしくは指定管理

者制度のいずれかにより、行うこととなったところであります。 

本町においては、平成 17年９月の町議会定例会におきまして、西会津町公の施設の指定

管理者の指定手続き等に関する条例をご議決いただき、平成 18年４月からの３年間を第１

期、平成 21 年４月からの３年間を第２期、平成 24年４月からの指定を第３期として、そ

れぞれ指定管理者選定委員会での審査、及び議会のご議決をいただき、各施設の指定管理

者を指定してきたところであります。 

第４期の指定となります今回につきましては、これまで６回にわたり指定管理者選定委

員会を開催し、慎重に選定作業を行ってきたところであります。まず、制度の運用にあた

りましては、原則は公募により指定管理者の候補者を募集することとされておりますが、

第４期となります今次の指定管理者選定委員会では、第２期、第３期と公募によらないで

選定した 12 の施設につきましては、引き続きこれまでと同様に公募によらないで選定する
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ことといたしました。 

その理由でありますが、西会津町公の施設の指定管理者の指定手続き等に関する条例第

５条の規定に基づき、施設の性格･規模･機能等を考慮し、施設の設置目的を効果的かつ効

率的に達成するため、地域等の活力を積極的に活用した管理運営を行うことにより、事業

効果が相当程度見込まれるときには、公募によらないで選定できるとされておりますこと

から、この規定に基づき、現在指定管理を行っている団体に対して、申請時に提出されま

した事業計画に対する実績見込みの提出を求め、これまでの管理運営状況等のヒアリング

を実施するなど評価検証を十分に行ったところであります。 

その結果、現在管理している団体が蓄積しております管理運営に係る技能や専門的技能

などを活用することによって、施設の設置目的を効果的かつ効率的に達成できており、各

団体とも管理運営状況が良好と判断できたこと、また各団体の設立経緯や社会的役割を考

慮した場合、さらには長期にわたる町との連携や運営実績等により、今後も効果的かつ効

率的な運営が期待できると判断したことから、引き続き、公募によらないで選定すること

といたしました。 

一方、今次の指定管理者選定において、初めての指定管理施設となる西会津町ケーブル

テレビ施設につきましては、原則に基づき公募による選定手続きとしたところであります。 

なお、審査の具体的な基準といたしましては、１つには、町民の平等な利用を確保する

ことができるものであること。２つには、関係法令を遵守するものであること。三つには、

当該公の施設の効用を最大に発揮させるとともに、管理に係る経費の縮減が図られるもの

であること。四つには、事業計画書に沿った管理を安定して行う能力を有しているもので

あること。五つには、業務の遂行上知り得た個人情報その他の情報を漏らし、又は不当な

目的に使用しない体制が整備されているものであること。の５項目を重点審査項目として

審査を行ったところであります。 

次に、各団体ごとの審査結果でありますが、まず社会福祉法人にしあいづ福祉会につき

ましては、今年から、民間同業事業者が参入するなど、町内の介護事業を取り巻く環境が

大きく変化している中で、利用者本位の接遇に重点を置き、町民福祉とサービスの向上の

ために職員研修に努めていることを評価したところであります。その一方で、介護業界全

体として人材の確保が困難になってきており、福祉会としても特にこの人材の確保・育成

対策が最重要課題であるとのことでありました。 

町が掲げている、健康がいちばんの町づくりを推進するためには、町と福祉会が事業展

開に関する方向性や考え方について歩調を合わせることが不可欠であります。福祉会は施

設開所以来、長年にわたり町との緊密な連携のもとに管理運営を行ってきており、その実

績は大いに評価できるものであり、今後もさらに町との連携を強化し、隣接する福祉施設

を一体的に管理運営することによって、より機能的かつ効率的な運営が行われることが見

込まれますことから、引き続き公募によらないで指定管理者とすることが適当と判断し、

候補者として選定したところであります。 

次に、株式会社西会津町振興公社については、振興公社内部に経営戦略会議を設置し、

部門毎に責任者を配置した組織の強化や外部専門家からの経営指導、事業の見直しなどを

行い、効率的な管理運営の推進や累積欠損金の縮減等に向けての改善・解消の努力を評価
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したところであります。また、東日本大震災以降の風評被害の影響が続く中、教育旅行の

受入れやなつかしカーショーなど各種イベントの開催により集客に努め、施設の有効活用

を図っているところであります。 

振興公社の町経済活性化の先導的担い手といった設立の趣旨や地域内の雇用の確保、地

域経済への波及効果などと併せ、施設の設置当初から管理運営を行ってきた実績を有して

いること、また温泉健康保養センター、さゆり公園等の周辺施設及び地域資源活用総合交

流物産館について、一体的に管理することにより、それぞれの相乗効果が発揮されるとと

もに、効果的かつ効率的な管理運営と経費の縮減が期待されることから、引き続き公募に

よらないで指定管理者とすることが適当であると判断し、候補者として選定したところで

あります。 

次に、新たに公募したケーブルテレビ施設に係る一般社団法人西会津ケーブルネットに

つきましては、町ケーブルテレビ開局以来からの委託業務に携わってきた全職員を従業員

としており、施設の設置目的の理解や管理運営の経験と実績及びノウハウを有していると

ころであります。また、ハード面の伝送路をはじめとするケーブルテレビ施設・設備の保

守管理や、ソフト面の放送番組制作についても十分に熟知していることから、指定管理開

始と同時に遅滞なく事業を実施できるものであります。 

これらのことを踏まえ、今後、町との連携を強化しながら、事業の推進と施設の管理運

営を進めることによって、ケーブルテレビ施設の効果的かつ効率的な管理運営と経費の縮

減が期待されることから、指定管理者とすることが適当と判断し、候補者として選定した

ところであります。 

次に、各施設に係る指定期間でありますが、指定の期間につきましては、法令上特段の

規定は設けられておりませんが、公の施設の効果的かつ効率的な管理の観点から、１、２

年の短期間や、20年、30年といった相当長期にわたる期間を指定することは望ましくない

とされております。総務省の調査によりますと、全国の地方公共団体の傾向として、指定

管理者の人材確保や安定・継続したサービス提供の面から、その指定期間は長期化の傾向

が顕著になっております。直近の平成 24年度調査によりますと、５年間の指定が最も多く、

全体の 56.0 パーセントを占め、前回、平成 21 年度の調査と比較いたしますと、8.7 ポイ

ントの伸びを示しているとの報告がなされているところであります。 

今次の福祉会及び振興公社に係る指定の期間につきましては、これまで３年間としてき

たところでありますが、総務省の調査結果や今次の評価検証時のヒアリングの結果、また

これまでの指定管理の実績や町との信頼関係等を十分に踏まえ、指定管理を受ける側の計

画的な人材の確保と育成、また施設の計画的な管理運営、さらには持続・安定したサービ

スの提供等の面から判断いたしまして、一定の長期的な視点に立てる適切な期間とするた

め、指定の期間を平成 27年４月１日から平成 32 年３月 31 日までの５年間としたところで

あります。ただし、３年を経過する時点で中間評価を実施することとしております。なお、

保育所につきましては、新施設の整備状況によりまして、新たな施設設置条例の制定が伴

いますことから、その時点で改めて指定管理者選定の手続きを行いたいと考えているとこ

ろであります。 

一方、西会津ケーブルネットの指定期間につきましては、今回が初めての指定管理とな
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りますことから、これまでの各施設の指定期間でありました３年間を参考として、平成 27

年４月１日から平成 30年３月 31 日までの３年間としたところであります。 

最後に、今回、指定管理者の候補者として選定した団体には、それぞれに町民の財産で

ある公の施設を事業計画に基づき適正に管理運営するとともに、その価値を活かし、施設

の設置目的や制度の趣旨を十分に理解のうえ、効率的かつ効果的な運営と住民福祉の増進

に向け、民間団体の活力を最大限に発揮されることを期待するものであります。 

以上で、今次の各種公の施設の指定管理者の候補者選定に係る経緯等につきましてご説

明を申し上げましたが、各議案の説明につきましては担当課長よりご説明を申し上げます

ので、よろしくご審議くださいますようお願いを申し上げ、総括の説明を終了させていた

だきます。 

○議長  議案第 19号から議案第 25号までの説明を求めます。 

健康福祉課長、渡部英樹君。 

○健康福祉課長  議案第 19号、西会津町介護老人保健施設の管理に係る指定管理者の指定

についてから、議案第 25号、西会津町へき地保育所の管理に係る指定管理者の指定につい

てまでを一括してご説明申し上げます。 

指定管理者の選定経過と結果につきましては、今ほど総務課長からご説明申し上げまし

たとおりでありまして、西会津町介護老人保健施設、西会津町温泉リハビリプール、西会

津町介護センター、西会津町地域ふれあいセンター、西会津町高齢者グループホーム、西

会津町野沢保育所、西会津町へき地保育所につきましては、現在、施設の管理運営をして

おります社会福祉法人にしあいづ福祉会を指定管理者候補として選定したところでありま

す。 

それでは、議案第 19号からご説明申し上げます。 

議案第 19号、西会津町介護老人保健施設の管理に係る指定管理者の指定についてであり

ますが、指定管理者となる団体は、社会福祉法人にしあいづ福祉会であります。指定の期

間は、平成 27年４月１日から平成 32 年３月３１日までの５年間であります。 

議案第 20号、西会津町温泉リハビリプールの管理に係る指定管理者の指定についてであ

りますが、指定管理者となる団体は、社会福祉法人にしあいづ福祉会であります。指定の

期間は、平成 27年４月１日から平成 32 年３月 31 日までの５年間であります。 

議案第 21 号、西会津町介護センターの管理に係る指定管理者の指定についてであります

が、指定管理者となる団体は、社会福祉法人にしあいづ福祉会であります。指定の期間は、

平成 27年４月１日から平成 32 年３月 31 日までの５年間であります。 

議案第 22 号、西会津町地域ふれあいセンターの管理に係る指定管理者の指定についてで

ありますが、指定管理者となる団体は、社会福祉法人にしあいづ福祉会であります。指定

の期間は、平成 27年４月１日から平成 32 年３月 31 日までの５年間であります。 

議案第 23 号、西会津町高齢者グループホームの管理に係る指定管理者の指定についてで

ありますが、指定管理者となる団体は、社会福祉法人にしあいづ福祉会であります。指定

の期間は、平成 27年４月１日から平成 32 年３月 31 日までの５年間であります。 

議案第 24号、西会津町野沢保育所の管理に係る指定管理者の指定についてでありますが、

指定管理者となる団体は、社会福祉法人にしあいづ福祉会であります。指定の期間は、平
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成 27年４月１日から平成 32 年３月 31 日までの５年間であります。 

議案第 25号、西会津町へき地保育所の管理に係る指定管理者の指定についてであります

が、指定管理者となる団体は、社会福祉法人にしあいづ福祉会であります。指定の期間は、

平成 27年４月１日から平成 32 年３月 31 日までの５年間であります。 

以上で説明を終わらせていただきます。 

○議長  議案第 26号から議案第 30号までの説明を求めます。 

商工観光課長、大竹享君。 

○商工観光課長  議案第 26号、西会津町温泉健康保養センターの管理に係る指定管理者の

指定についてから、議案第 30号、西会津町地域資源活用総合交流物産館の管理に係る指定

についてまで、一括してご説明申し上げます。 

指定管理者の選定経過と結果につきましては、先ほど総務課長からご説明申し上げたと

おりであり、西会津町温泉健康保養センター、西会津町森林活用交流促進施設、西会津町

さゆり公園、西会津町ふれあい交流施設、西会津町地域資源活用総合交流物産館につきま

しては、株式会社西会津町振興公社を指定管理者候補として選定したところであります。 

それでは、各議案についてご説明いたします。 

議案第 26号、西会津町温泉健康保養センターの管理に係る指定管理者の指定についてで

ありますが、指定管理者となる団体は、株式会社西会津町振興公社であります。指定の期

間は、平成 27年４月１日から平成 32 年３月 31 日までの５年間であります。 

議案第 27号、西会津町森林活用交流促進施設の管理に係る指定管理者の指定についてで

ありますが、指定管理者となる団体は、株式会社西会津町振興公社であります。指定の期

間は、平成 27年４月１日から平成 32 年３月 31 日までの５年間であります。 

議案第 28号、西会津町さゆり公園の管理に係る指定管理者の指定についてでありますが、

指定管理者となる団体は、株式会社西会津町振興公社であります。指定の期間は、平成 27

年４月１日から平成 32 年３月 31 日までの５年間であります。 

議案第 29号、西会津町ふれあい交流施設の管理に係る指定管理者の指定についてであり

ますが、指定管理者となる団体は、株式会社西会津町振興公社であります。指定の期間は、

平成 27年４月１日から平成 32 年３月 31 日までの５年間であります。 

議案第 30号、西会津町地域資源活用総合交流物産館の管理に係る指定管理者の指定につ

いてでありますが、指定管理者となる団体は、株式会社西会津町振興公社であります。指

定の期間は、平成 27年４月１日から平成 32 年３月 31 日までの５年間であります。 

以上で説明を終わらせていただきます。 

○議長  議案第 31 号の説明を求めます。 

企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  議案第 31 号、西会津町ケーブルテレビ施設の管理に係る指定管理者の指

定についてご説明させていただきます。 

西会津町ケーブルテレビにつきましては、平成９年２月に開局して以来、これまで町直

営で管理を行ってまいりましたが、多様化する町民ニーズに応えるとともに、さらなるサ

ービスの向上を図るため、平成 27年４月から民営化を図ることとしたものでございまして、

今次初めて指定管理者の選定作業をさせていただきました。 
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指定管理者選定経過と結果につきましては、総務課長から説明があったとおりでござい

まして、西会津町ケーブル施設につきましては、一般社団法人西会津ケーブルネットを指

定管理者候補として選定したところであります。 

それでは、議案書をご覧いただきたいと思います。 

指定管理者となる団体の名称ですが、一般社団法人西会津ケーブルネットでございます。 

指定の機関につきましては、平成 27年４月１日から平成 30年３月 31 日までの３年間と

なります。 

以上で説明を終わりますが、よろしくご審議をいただきまして、原案のとおりご議決賜

りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

○議長  これから総括質疑を行います。 

14番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  今回で前回の３年から５年ということに提案されたわけであります。この

前の振興公社の３年というのは、５年をお任せするにはちょっとした不安といいますか、

があると。それは経営状況が赤字というようなこともあって３年にしたいということだと

私は理解しているわけです。 

それで、振興公社の努力、安定性に多少問題性あるということで３年にした。それなら

ば、３年たって振興公社の経営状況はどのように好転をしておるのか。そういうこの前３

年といった不安がきれいに払拭できたのか。 

もう１つ、長くすることによって身分の安定を図るとおっしゃっているわけですが、振

興公社について、どれほど正確かはちょっと私も確認していませんからわかりませんが、

人事、人の入れ替えが激しいというような声も聞いておるわけでありまして、本当にその

ようになっているのかいないのか、なっているとするならばその身分安定という関係でい

けば何がそこに問題があるのか。そういう振興公社に問題点があるのかないのかというこ

とをまずお聞かせください。 

それから福祉会でありますが、町は５年といいましたが、議会サイドで３年ということ

になったわけでありますが、私は、その１つは町と福祉会の意思の疎通が決して十分では

なかったとみていました。 

それともう１つは、いわゆる介護計画が１期３年ということでなっておりますのでやは

り介護に関する指定管理が多いわけでありますから、３年というのが一つの選択肢だと思

っております。 

今回５年ということでありますが、この前全員協議会で老人保健施設に関しての町の方

針が示されました。そのようにしていくということでありますので、それも町と福祉会と

の意思の疎通がスムーズにいっているならばもっと前に老人保健施設については改善とい

いますか、あってもよかったのではないかなと思っていますが、そういう点で、これはど

の指定管理者にもいえることでありますが、検証をどうしているんだと。 

一年一年町の狙いどおりにそれぞれの団体が、会社がやっているのかいないのか、その

検証というのは毎年検証する必要があるのではないかなと思っていますが、そこら辺はど

うでありましょうか。 

それとケーブルテレビですが、私ら議会報告会をしたならば、いわゆる社団法人を設立
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して民営化するということの理解がまだ浸透してないなというふうに感じられたわけであ

ります。一般社団法人って何だ。民営化するということは町の責任を逃げるんじゃいかと

いう人もおられましたので、ここら辺は正確にその狙いというものは十分に町民の皆さん

に理解をしてもらわなくちくゃなりませんし、ケーブルテレビの役員になられる人も働か

れる人もやはりそういうのを意にとめてやっていくべきではないのか。 

特に振興公社や福祉会は職員数が何十人とおられるわけでありますが、ケーブルテレビ

の社団法人はその人数が何十人というわけにいきませんから、そこら辺でやはり仕事上留

意をしながらやっていったほうがいい仕事ができるんではないのか。 

マンネリ化だとか人と人との関係とかが、少人数ですとどうしても問題が起きやすいと

聞いておりますので、そこら辺はきちっとケーブルテレビに関しては１年の検証というこ

とでなく、この１年くらいは毎月話し合いをするとか、報告を求めるとかして私はやって

いくべきではないのかなと思いますが、その点についてお答えをしていただきたいと思い

ます。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  それでは各団体共通するような部分からお答え申し上げたいと思いますが、

まず、最初のご質問でありました振興公社、前回３年としたその経過でございますけれど

も、議員からおただしありましたように、当時、債務超過は解消されておりましたけれど

も、まだ累積欠損金がまだまだあるということも一つの要因でございました。 

そのほかに、当時の状況としまして、組織、それから経営戦略、そういったところがま

だまだ弱いということで経営改善、経営努力による組織の健全化が必要であるということ

で、そういうところを総合的に判断しまして前回は３年ということで指定をお願いしたと

ころでございます。 

今回その実績見込みを提出していただきまして評価、検証のヒアリングをさせていただ

いたところであります。先ほども説明の中で申し上げましたけれども、そのヒアリングに

おいて振興公社内部においては経営戦略会議を設置いたしまして、また部門ごとに責任者

を配置するなど、組織の強化､あるいは外部専門家から経営指導、事業見直しなどを受けて

経営改善に努めてきたということで、その点については大いに評価をしたところでござい

ます。 

そういったところを踏まえまして、今回はさらに安定した経営をしていただく、あるい

は人材確保、育成の面から５年ということで指定をお願いするものでございます。 

なお、公社にかかる経営状況の詳細、さらには人事管理につきましては担当課長からご

説明を申し上げたいというふうに思います。 

それから１年ごとの検証ということでございますけれども、これは年度ごとに協定を結

びます。その年度協定を結ぶにあたりましては当然評価、検証を行うわけでありますけれ

ども、その前段として予算の編成を行う時期がございます。その際に各団体とのヒアリン

グを行いまして、次年度に向けたその年の実績等の見込み、あるいはその事業の管理の状

況、そういったところを検証しながら新年度の予算を編成しまして、新年度に入る際に年

度協定を締結する。そのときにもまたお互いに話し合って、次の１年間の管理運営につい

て話し合いをするというようなシステムをとっておりますので、そこで年度ごとの検証は
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行われているというふうに判断しております。 

○議長  商工観光課長、大竹享君。 

○商工観光課長  それでは私のほうからは振興公社の経営状況、それから人事等について

というようなお話でございますので、それについてお答えしたいと思います。 

公社が今次の指定管理者となりまして、24年度、25年度、２年が経過したわけですけど

も、24 年度では収益的には 220 万の黒字、それから 25 年度については 190 万の黒字とい

うことで、今 25年度の累積赤字は 1,140万というような数字になっております。一番多か

った平成16年度の3,700万から大幅な累積赤字の解消に努めてきたというようなことでご

ざいます。 

こういった累積赤字があるというようなこと、それから前回の指定管理者を受ける際に

いろいろと公社に対して課題があるというようなことで、公社としましても経営改善に向

けてこの２年半取り組んできたというような状況でございます。 

先ほども総務課長から話あったように、経営戦略会議等を開きまして、赤字部分の解消

に努めようというようなことで、特に赤字部門でありました料飲部門の改善に努めてきて、

今年度などその成果といいますか、レストラン部門などについては対前年から比べると５

割増しというような収益の改善が見られてきているというようなことでございます。 

また、ロータスの宿泊部門につきましても営業強化を図り対前年によりも微増ではあり

ますけども、現在収益の増が見られるというような状況でございます。 

まだまだ改善後、結果的には、収益的にはそう大きな収益にはつながっていないかもし

れませんが、こういった改善の結果が長期スパンによって大きな収益につながるというよ

うなことで５年という指定期間をお願いしたところでございます。 

それから人事関係についてでございますけども、確かに職員の退職、それから採用とい

うような、そういった面もあるわけでございますけども、当然振興公社、サービス部門関

係がありますので対人関係などがありましてなかなか適材適所というようなことで、本人

にとってなかなかそういった対人関係が難しいとか、そういった個人的な理由で退職され

る方もいらっしゃるということで、どちらかといえばそういった個人的な理由が多いのか

なというふうに考えているところでございます。以上であります。 

○議長  健康福祉課長、渡部英樹君。 

○健康福祉課長  にしあいづ福祉会に関するご質問にお答えをしたいと思います。 

まず、にしあいづ福祉会と意思疎通はしっかりしているのかということでございます。

これにつきましては議員のおただしの中でありました介護老人施設の改善について全員協

議会の中で説明申し上げましたわけですけども、本当に以前につきましてはお互いに曖昧

だったというような部分とか、あと任せきりになっていたというような部分があったこと

から現在本来の運営ができていないというようなことがあったために、今回新たに基本方

針という形で定めたところでありますが、その基本方針を定めるにあたりましては、にし

あいづ福祉会と町と何回も話し合いを続けてきたという部分がございます。 

現在はそういったことで大変いろいろな話し合いをする場が設定できているということ

でございます。 

特に、以前は、理事会、評議員会等には町のほうから出席はなかったんですが、現在は
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理事会、評議員会については町からオブザーバーというような形での出席もありますし、

あと町長と理事長との話し合いの場も毎年設けているというようなことで、現在はにしあ

いづ福祉会とは良好な関係で進んでいるということで考えております。 

それから、その期間のことでございます。介護保険計画が３年なので３年という考えも

あるのではないかということでございますが、介護保険事業計画は３年でございますが、

介護事業そのものにつきましては３年で途切れるものでございませんし、それぞれの人を

継続して介護していかなければならないということがありますので、やはり長期間の指定

というのは必要なのかなというふうに考えているところであります。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  ケーブルテレビに関するご質問にお答えします。 

ケーブルテレビにつきましては町民ニーズに基づいてさらなるサービスの向上を図ろう

というのが民営化の主な目的でございます。こういった公設・公営のケーブルテレビ業者、

事業所につきましては全国的にも民営化というような流れの中にございまして、西会津町

も民営化を図り、さらなるサービスの向上を図っていこうと、民間事業者ならではのサー

ビスの向上を図っていこうというような考えでいるところでございます。 

今回、西会津ケーブルネット、一般社団法人ケーブルネットを選定させていただいたわ

けでありますが、この理事には町の職員１人、理事という形で参加していきます。 

さらには当分の間、町職員を事務局長という形で派遣していこうというようなことで考

えているところでございまして、十分町と連携を図りながら業務を進めていくというよう

な考え方でいるということであります。十分町と意思疎通を図りながら業務を進めていた

だくという考えでおります。 

それから民営化の趣旨がよく町民の皆さんに伝わっていないんじゃないかというような

お話がございました。これから、４月から民営化するということでございまして、町民に

向けても広報等を通じまして、今次、新たな組織でケーブルテレビを運営していくことに

なったということをお伝えして、十分周知を図っていきたいというふうに考えております。

ご理解いただきたいと思います。 

○議長  14番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  大竹課長の答弁でありますが、サービス業で、そこら辺で個人的なという

ことでありますが、そこへ勤めたいという人はサービス、接客したいから私は来てるんじ

ゃないのかなと、ほとんどの人はね。だから、お客さまとのサービスで問題があるという

とらえ方してないわけです。それはやはり職場の環境で何らかの問題があるのかなと思い

ましたが、これも我々が口出すものでもありませんし、町が直接人事に介入するわけにも

いきませんが、やはりそこら辺はよく、心に止めておいて振興公社との力が十二分に発揮

できるようにお願いをしておきます。 

それから、私は福祉会には会議にまざって一緒に働くことは大事だと思いますが、例え

ば保育所は保育料もらってということでありますが、福祉会の特老の部分は町が一切、一

切といいますか、関係しない別でありますから、そうすると主力は老健等になるわけです

が、それらは介護保険、介護収入でやっているわけですから、そういう面では町がこうの

というよりも福祉会の人たちが仕事をやりやすいように、効果が出るように、そういう面
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で私は配慮していくべきではないかなと思っていますが、その件について簡単でいいです

から、お答えをしていただければありがたいであります。 

○議長  健康福祉課長、渡部英樹君。 

○健康福祉課長  お答えをいたします。にしあいづ福祉会の働きやすい環境づくりという

ことでございますので、先ほど申しましたように老健との話し合いをしながら、今回基本

方針を定めたわけですが、その中でも町としっかりと話し合いをしながらやっていくとい

うような部分も入っておりますので、そういったことで介護老人保健施設とは定期的に毎

月１回の定期会議なんかも開催しておりますので、その中で職員等の問題等あればその辺

の中でもしっかりと話し合いをしながら進めていきたいというふうに考えております。 

○議長  ８番、多賀剛君。 

○多賀剛  私も総括で簡単にちょっとお尋ねいたします。指定管理者の候補者の選定に関

してはわかりました。非公募、あるいは公募にせよ今回指定されようとしている３団体、

３事業所以外、私はこの町の状況を見ますとなかなか見当たらないのかなという思いしま

す。 

指定にあたっては５年の指定であれば毎年のいわゆる予算、委託料の算出のときも話す

るし、３年ごとの中間評価もして、５年ごとにしっかりと評価は検証していくということ

でありました。 

ただ、いわゆる今ほど言ったように、この３事業所ではだめだから、じゃ別なところに

やらせるかというのは現実的にこれはできないのかなという思いします。 

そんな中で、いわゆる評価をしたとき、なかなか改善できない、うまくないという事例

が、おそらくないと思いますが、発生したときに代わりの事業者がいないということであ

れば町はどれだけこのいわゆる指定管理者、指定されようとしているところに関与できる

のか。直営ではない。 

それで６月には毎年振興公社の経営状況の報告を受けますけども、その際、民間の事業

者だから経営に関することは余計なことは言うなといわれるわけですかども、いわゆる指

導体制というか、関与の仕方はどのようにお考えになってますでしょうか、お尋ねをいた

します。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  それではお答えをいたします。議員がおただしのように、町内の現状を見ま

すと、実際ほかに受託できる組織があるのかというと全くおっしゃったとおり、今の福祉

会、それから振興公社、さらには新しく西会津ケーブルネットということで、実質的に受

託できるのはこの３団体かなというふうに考えております。 

そこで、指定管理をお願いして、管理運営をお願いするわけでありますけれども、この

指定管理というのはあくまでもその団体にお願いしたからといって任せっきりではないと

いうことであります。町の方針をきちんと伝えて、町はこういう方針でやるんですよと、

こういうふうにやってくださいよということでお伝えしながら、お互いに協議しながら、

その良好な管理運営をしていくということでありますので、その中で管理運営上何らかの

問題が発生すれば、それはお互いに話し合いながらその問題解決にあたっていくというこ

とが基本になろうかと思います。 
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○議長  10番、荒海清隆君。 

○荒海清隆  総括ですので、１点だけお伺いをいたします。 

管理委託業務をなぜ指定管理にしたかということなんですが、これはいろいろ以前から

お話をされておりますのでわかるんですが、その中で民間のノウハウ、あるいは効率、効

果的なものを経営に役立てたい。そして地域経済の活性化に波及効果ですか、相乗効果、

それを求めるというところでありますが、指定管理者になって３期目ですか、今度４期目

になるわけなんですが、その地域経済に及ぼした経済効果ですか、そういうものを検証す

るならば、どのくらい進んでいるのかということ１点をお伺いしたいと思います。 

あともう１つは、そういう経済効果、効率、そういうのを追求するというようなことに

なれば、福祉会でやっております保育所ですね、野沢保育所、あと地域保育所ですか、そ

ういう保育所関係はこの指定管理者にそぐわないのではないかなというふうに考えます。 

つまりそういう教育というようなことは、効率ばかりではできないんじゃないか。随所

に全員協議会で説明ありましたが、その経費の節減、効率、効果ですか、そういうこと上

がっております。それと教育は何か相反するものであるのではないかと思います。 

できればこれは今後２年間で新しい保育所できるわけですが、その間検討されて、私は

教育課所管でいいのではないかというふうに考えておりますが、いかがでしょうか。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  荒海議員の本来あるべき保育所とあるいはこれから連携をしようとするそういっ

た教育に関して連携が図れるような施設が果たして指定管理にふさわしいかということで

ありますが、基本的に私なりの考え方では、やはりこうした直営というよりも町が幼児教

育なりあるいは学校教育というのは、本来やっぱり町自体がしっかりとこれを支えてやる

べきではないのかなというふうに思ってます。 

ただ、これまでのここに至る歴史、経過がございますので、現在、こうした形で対応し

ておるわけでありますけれども、今後そういった観点からも含めて検討するということは

私はやぶさかではないというふうに思っております。 

今回５年という内容でお示しをさせていただきましたけれども、今後こういったことも

含めながら、これはまるっきりじゃあ指定管理から外すかという極論ではございませんけ

れども、議員ご指摘の中身については十分検討させていただきたいというふうに思ってま

す。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  指定管理を行う目的につきましては、先ほど議員が申されたとおりでござい

ますけれども、一つには民間の活力を生かして、町ではなかなかできないような業務につ

いて民間にお願いして良好な管理運営をしていただくということも一つ。 

それから、経済効果ということでございますけれども、なかなかその経済効果、じゃあ、

指定管理をやったからどのくらい経済効果があったんだということでお示しすることは、

ちょっと今金額でお示しするのはなかなか難しいのかなというふうには思いますけれども、

これが指定管理で各団体にお願いすることによって、そこに新たな雇用が生まれると。 

雇用が生まれればそこに経済の効果が大きく出てくるということにもつながりますので、

そういったところで経済効果、あるいは雇用の効果といったところが出てまいりますので、
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なかなか町で直営でできないものについて指定管理という手法をとって、良好な管理運営

に努めていきたいということでお願いしているところでございます。 

○議長  10番、荒海清隆君。 

○荒海清隆  確かに今すぐ経済効果がどうかというふうなことでは出すのは難しいと思い

ます。これは今ほど言われました雇用の創出ですか、そういうことがあればまたこれが経

済効果になっていくことだと思います。 

それで、町長、今ほど言われました保育所のことなんですが、やっぱり私はこれは効率、

効果一辺倒じゃなくて、教育というものは町、国、やっぱりあげて地元で育てていかなけ

ればならないというような意味で、教育的な面もあるんじゃないかと思います。 

これは効率じゃなくて、金もかけなくちゃならないと思うので、指定管理というような

ことにはちょっと私はなじまないんじゃないかと思います。その点、教育委員長さん、ど

のようにお考えですか。 

○議長  これ保育所だから、保育所はまだ健康福祉課のほうのあれだから、それはちょっ

と取り下げてください。じゃあ、総務課長のほうからその方針及び主旨に関して答弁があ

りますのでそれを許します。 

総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  議員からご質問の中で、保育所の運営に関して効率的な部分を導入している

んじゃないかということでございますけれども、指定管理全体についてはそういった効率

的、効果的な管理運営に努めていただくということが大前提でございますけれども、保育

所の指定管理、運営管理、運営にあたりましてはそういった効率的な部分は導入はしてご

ざいません。 

子どもたちが保育にかかるいろんな経費についてはすべて町が責任を持って対応すると

いうことでやっておりますので、そこに効率的なものを導入して、例えば子どもたちの教

材、あるいはおやつ代、そういったものを削ったりしてやっているということは一切ござ

いませんので、その点は十分にご理解をいただきたいと思います。 

○議長  10番、荒海清隆君。 

○荒海清隆  そういう意味でそぐわないというようなことで申し上げたわけなんですが、

これから町長の言われましたように、検討材料としていただければありがたいと思います。

以上です。 

○議長  ９番、青木照夫君。 

○青木照夫  １点だけお尋ねします。ケーブルテレビのことで、３年間ということの説明

でありますが、今課長からもこれからはサービス、ニーズに合わせた戦略的に取り組まな

くちゃいけないということのお話の中で、私は逆に３年でなく５年のほうがいいのかなと

思います。 

というのは、やはりタッチすればこの内容で１年、２年、それで戦略的に改革するので

あれば２～３年はかかると。はじめてのそういうスタート台ということで３年ということ

で解釈しますが、今言ったように私はこれからネット社会、またテレビの内容等、これか

らは大いに活用する時代であります。 

とするならば、私は課長が言われたこと実現するとするならば、私は５年間がいいので
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はないかなと思いますが、いかがですか、その点は。 

○議長  総括ではないんだよな。 

総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  ケーブルテレビの期間の関係についてお答えをしたいと思います。 

今議員がおただしのように、長期的な視点に立って安定したサービスの提供という面か

らすればやはりある程度の期間があったほうがいいというふうに考えております。そうい

ったところで今回ケーブルテレビは３年ということでお願いしたところでございますけれ

ども、福祉会、それから振興公社につきましては各団体の長期的な視点に立った人材の確

保、育成、それから持続、安定したサービスの提供という視点から、今回３年から５年と

させていいだいたところであります。 

ケーブルテレビにつきましては、議員がおただしのように、今回初めての指定というこ

とでございますので、その状況をつぶさに判断するためにも、まずは３年ということで指

定をさせてだきまして、その後良好な指定管理、管理運営をしていただいているというふ

うに判断できれば、その時点でさらにその期間の長短については検討をしていきたいとい

うふうに考えております。 

○議長  ４番、渡部憲君。 

○渡部憲  簡単にやります。この指定管理者の３年、５年なんて私言うのは、これやる気

があるかないかだけの話だと思います。だいたい、保育所のことに関しましても全然福祉

会で見に来たことあるのか、一度でもね。実際運動会にしたって何したって、福祉会の人

たちが本当に保育所がどのような状態になっているのかということ、今いうこと違うかも

しれないけど、健康福祉課のほうでそういうことはちゃんと指導してないから、だから、

尾野本保育所にしたってそうじゃないですか。２年間も危ないところにぶん投げておく。

テレワークセンター、出てもらって、尾野本保育所にして入ってもらっていいわけです。

子どもが優先なんだから、テレワークセンターが優先じゃないんだから。 

そういうことをね、指定管理者というのはやる気がなかったら２年も５年も３年も同じ

だということですよ。自分でまめにやって。だからロータスインだってね、なにかとって

こわれる。 

○議長  質問はまとめて。 

○渡部憲  そういうこと。健康福祉課の課長さん、あなた福祉会のほうにちゃんと指導し

て、ちゃんと見にいけと。どういうことになっているのか、ちゃんと自分で見に行って、

ちゃんとやるようにそういう指導してくださいと言ってるんです。いつまでたったって同

じよ。 

○議長  健康福祉課長、渡部英樹君。 

○健康福祉課長  保育所の指定管理の関係についてお答えいたします。保育所につきまし

ては各保育所の所長がおりまして、所長からいろいろ課題がある場合については町のほう

にしっかりと来ておりますし、その所長からにしあいづ福祉会の常務、理事長等にはちゃ

んと話がいっているということで、そういう体制で管理をしておりますので、ご理解いた

だきたいと思います。 

○議長  ４番、渡部憲君。 
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○渡部憲  私が言いたいのは、指定管理者になってんだったら自分の目でちゃんと見て確

かめろ、どういうふうになってんだか。それを健康福祉課のほうからちゃんと指導しろと

いうことなんですよ。 

○議長  言葉を選んで。 

これで、12 番、五十嵐忠比古君。 

○五十嵐忠比古  総括ですから私も１点ほどお伺いいたします。振興公社のロータスイン

についてお伺いいたします。 

○議長  総括は全体のやつやってください。 

○五十嵐忠比古  振興公社でありますけども、中でも累積欠損ありますが、その中で努力

はしていますけども、昨日ですか、１周年記念の太陽のレストラン、それやってますけど、

企業努力はしてると思いますけども、その中で個人個人の努力はしていると思いますけど

も、町から持ち出しがありますけども、その中で町はどう考えているのか。 

○議長  商工観光課長、大竹享君。 

○商工観光課長  ロータスインのレストランのお話ということでご質問なのかなというこ

とですけども、昨年度、レストランをリニューアルという形したわけですけども、本当に

これは 20年来の、ロータスインができてから初めてのリニューアルというようなことでご

ざいます。今まで料理形式を変えまして、地産地消、それから地元のミネラル野菜を活用

したビュッフェ方式というふうなことで、今の時代にあったような料理を提供して多くの

方に来ていただこうというような、そういった趣旨のリニューアルでございます。 

これについても今まで料飲部門が赤字体質ということでなかなか収益が上がらなかった

ことに対してロータスイン自ら改革しようというようなことで実施した内容でございます。 

このリニューアルについては、これはロータスイン独自の資金でリニューアルしたとこ

ろでありまして、町からの持ち出しはしてない状況ですのでご理解いただきたいなと思い

ます。 

○議長  12 番、五十嵐忠比古君。 

○五十嵐忠比古  だいたいわかりました。今後、振興公社を含め全体的に企業努力をして

もらって、教育旅行やいろんなイベントなどを積極的に、各関係者に働きかけて、宣伝で

すか、その辺をやってもらって、町の活性化に少しでも努力してもらいたいと思います。

以上です。 

○議長  これで総括質疑を終わります。 

11 番、清野佐一議員は入場願います。 

（清野佐一議員入場） 

○議長  日程第６、議案第 19号、西会津町介護老人保健施設の管理に係る指定管理者の指

定についての質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 
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これから、議案第 19号、西会津町介護老人保健施設の管理に係る指定管理者の指定につ

いてを採決します。 

お諮りします。 

本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 19号、西会津町介護老人保健施設の管理に係る指定管理者の指定に

ついては、原案のとおり可決されました。 

日程第７、議案第 20号、西会津町温泉リハビリプールの管理に係る指定管理者の指定に

ついての質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第 20号、西会津町温泉リハビリプールの管理に係る指定管理者の指定に

ついてを採決します。 

お諮りします。 

本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 20号、西会津町温泉リハビリプールの管理に係る指定管理者の指定

については、原案のとおり可決されました。 

日程第８、議案第 21 号、西会津町介護センターの管理に係る指定管理者の指定について

の質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第 21 号、西会津町介護センターの管理に係る指定管理者の指定について

を採決します。 

お諮りします。 

本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 21 号、西会津町介護センターの管理に係る指定管理者の指定につい

ては、原案のとおり可決されました。 

日程第９、議案第 22 号、西会津町地域ふれあいセンターの管理に係る指定管理者の指定
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についての質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第 22 号、西会津町地域ふれあいセンターの管理に係る指定管理者の指定

についてを採決します。 

お諮りします。 

本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 22 号、西会津町地域ふれあいセンターの管理に係る指定管理者の指

定については、原案のとおり可決されました。 

日程第 10、議案第 23 号、西会津町高齢者グループホームの管理に係る指定管理者の指

定についての質疑を行います。 

14番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  多賀議員と総務課長とのやりとりを聞いて感じたわけですが、今回は福祉

会というだけということの選択肢でありますが、ご承知のように啓和会がグループホーム

の経営に乗り出しているわけでありますから、今すぐ評価といきませんが、５年後となれ

ば十分に民間の業者でも今の介護センターの経営もできるのではないか。最初から福祉会

しかないよというふうにとらえたのでね、５年後はこの啓和会の道が開ける、開けるとい

うとおかしいか、それも考慮して選考していくという、しないように捉えたので、そこら

辺を、５年後のことをはっから、おかしい。課長の答弁、やりとりだと、福祉会しかない。

ところが啓和会というものが進出してきて、同じ事業を営んでいるから、この次はやはり

開けるよというあたりもきちっと言っとかないと、お互いに競争関係でやってもらわない

とうまくないわけですから、どうですか。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  今回の各種福祉施設の指定管理者の選定にあたりましては、先ほど申し上げ

ましたように、この指定管理者全体、原則は公募でございます。今回の選定委員会の中で

も公募がいいのか、あるいは非公募でいいのか、そういったところも十分に検討をさせて

いただきました。 

その中で、今回の福祉会にあたりましては、議員がおただしのように新しい民間の参入

ということもありました。そういったところも十分に踏まえた上で、今回の指定にあたり

ましては、これまでの福祉会の設立の経緯、あるいは社会的な役割、そういったところも

十分に考慮させていただきまして、また、福祉会自体も民間の団体でございます。 

そういったところを総合的に判断をさせていただいて、今回についても非公募というよ

うな選定方法を採らせていただいたということでございます。 

今回、５年ということでお願いしているわけでございますけれども、この指定期間が終
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了する際にはまた新たな指定のお願いをするわけでございますけれども、そのときに再度

その公募、あいは非公募について十分に検討をしていきたいというふうに考えております

のでよろしくお願いしたいと思います。 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第 23 号、西会津町高齢者グループホームの管理に係る指定管理者の指定

についてを採決します。 

お諮りします。 

本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 23 号、西会津町高齢者グループホームの管理に係る指定管理者の指

定については、原案のとおり可決されました。 

暫時休議します。（１１時５８分） 

○議長  再開します。（１３時００分） 

日程第 11、議案第 24 号、西会津町野沢保育所の管理に係る指定管理者の指定について

の質疑を行います。 

10番、荒海清隆君。 

○荒海清隆  先ほどの総括でも申し上げましたが、一部ちょっと足りないところがありま

したので改めてお願いしたいと思います。 

全員協議会資料の２ページの中ほどであります。保育所については新施設の整備状況に

より新たな施設設置条例の制定が伴うことから、その時点で改めて指定管理者選定の手続

きを行うこととするという文言がありますので、この点について、少子化というようなこ

とが心配されておりますが、人材を育てるということは少子化だからこそできるというよ

うなときもあるという話もありますので、この点についてお願いですが、今後ご検討いた

だければと思います。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  それでは保育所の指定の期間の関係についてのご質問がございましたので、

私のほうからお答えをさせていただきたいと思います。 

資料の２ページの中段にあります内容でございますけれども、今次の指定管理の指定に

あたりまして、その中に野沢保育所とへき地保育所とそれぞれございます。これは議案で

もお願いしておりますように、今次の指定につきましては５年間でお願いをしたいという

ことでございます。 

ただ、保育所の施設につきましては、現在、新しい施設の建設に向けて検討を進めてい

るところでございます。この新しい施設ができあがりますと新しい保育所の施設設置条例

ができますので、そうなりますと新たな指定管理の選定という形になりますので、そうい

ったことでその時点で改めて選定手続きをさせていただきたいということを申し上げてい
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る部分でございますのでご理解をいただきたいと思います。 

○議長  ほかに。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第 24号、西会津町野沢保育所の管理に係る指定管理者の指定についてを

採決します。 

お諮りします。 

本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 24号、西会津町野沢保育所の管理に係る指定管理者の指定について

は、原案のとおり可決されました。 

日程第 12、議案第 25 号、西会津町へき地保育所の管理に係る指定管理者の指定につい

ての質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第 25号、西会津町へき地保育所の管理に係る指定管理者の指定について

を採決します。 

お諮りします。 

本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 25号、西会津町へき地保育所の管理に係る指定管理者の指定につい

ては、原案のとおり可決されました。 

地方自治法第 117条除斥の規定により、11 番、清野佐一君の退場を求めます。 

（清野佐一議員退場） 

○議長  日程第 13、議案第 26 号、西会津町温泉健康保養センターの管理に係る指定管理

者の指定についての質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 
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これから、議案第 26号、西会津町温泉健康保養センターの管理に係る指定管理者の指定

についてを採決します。 

お諮りします。 

本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 26号、西会津町温泉健康保養センターの管理に係る指定管理者の指

定については、原案のとおり可決されました。 

日程第 14、議案第 27 号、西会津町森林活用交流促進施設の管理に係る指定管理者の指

定についての質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第 27号、西会津町森林活用交流促進施設の管理に係る指定管理者の指定

についてを採決します。 

お諮りします。 

本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 27号、西会津町森林活用交流促進施設の管理に係る指定管理者の指

定については、原案のとおり可決されました。 

日程第 15、議案第 28 号、西会津町さゆり公園の管理に係る指定管理者の指定について

の質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第 28号、西会津町さゆり公園の管理に係る指定管理者の指定についてを

採決します。 

お諮りします。 

本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 28号、西会津町さゆり公園の管理に係る指定管理者の指定について

は、原案のとおり可決されました。 

日程第 16、議案第 29 号、西会津町ふれあい交流施設の管理に係る指定管理者の指定に
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ついての質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第 29号、西会津町ふれあい交流施設の管理に係る指定管理者の指定につ

いてを採決します。 

お諮りします。 

本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 29号、西会津町ふれあい交流施設の管理に係る指定管理者の指定に

ついては、原案のとおり可決されました。 

日程第 17、議案第 30 号、西会津町地域資源活用総合交流物産館の管理に係る指定管理

者の指定についての質疑を行います。 

８番、多賀剛君。 

○多賀剛  簡単にお尋ねします。今、新しい、よりっせに、Ａ区画施設整備されますけれ

ども、これも保育所と同じように新しい施設ができた場合には指定管理者の指定のやり直

しというか、そういうの再度やるようになるのかお尋ねします。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  現在の地域資源活用総合交流物産館、いわゆるよりっせでございますけれど

も、今次の指定で５年間お願いするということでございます。議員おただしのありました

地域連携販売力強化施設につきましては、昨日議案第５号でご議決いただきましたけれど

も、ここで設置条例として昨日ご議決をいただいたところでございます。 

この中に指定管理者の項目がございますので、新しく指定管理者を選定いたしまして、

そこを管理していただくというような形になります。 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第 30号、西会津町地域資源活用総合交流物産館の管理に係る指定管理者

の指定についてを採決します。 

お諮りします。 

本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 30号、西会津町地域資源活用総合交流物産館の管理に係る指定管理

者の指定については、原案のとおり可決されました。 
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11 番、清野佐一君は入場願います。 

（清野佐一議員入場） 

日程第 18、議案第 31 号、西会津町ケーブルテレビ施設の管理に係る指定管理者の指定

についての質疑を行います。 

９番、青木照夫君。 

○青木照夫  先ほど総括にふさわしくないということでありましたので、再度、やはりケ

ーブルテレビという重点的なことを考えると、その年数に対してもう一度検討が必要では

ないかと思います。良好な管理をするには５年と。国の状況は３年から５年と流れがある

と。初めてのケーブルネットのスタートということの理解はありますが、もう一度その点

をこれからニーズに合わせた、またサービス向上を図るためにはその年数を考えていただ

ければと思います。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  ケーブルの指定期間の関係につきましては、先ほども総括でお答えしたとお

りでございますけれども、一般的な考え方としまして、この指定管理を行う場合、ある程

度一定の長期的な視点に立てるその指定期間というところが一つのポイントになってこよ

うかと思います。 

そういったところで今回、指定管理をしていただく立場に立って、計画的な人材の確保

と育成、また施設の計画的な維持管理、あるいは持続安定したサービスの提供といったと

ころから言えば、今ほど申し上げましたように一定の期間が必要であるというふうに考え

ております。 

ケーブルテレビにつきましても、そういった視点から見れば一定の長期に立った視点が

必要かというふうには考えますけれども、今回は初めての指定期間ということでございま

すので、まずは３年を指定とさせていただきまして、その３年後の指定の見直しのとき、

再指定のときに再度その期間について十分に検討してまいりたいというふうに考えており

ますので、ご理解をいただきたいと思います。 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第 31 号、西会津町ケーブルテレビ施設の管理に係る指定管理者の指定に

ついてを採決します。 

お諮りします。 

本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 31 号、西会津町ケーブルテレビ施設の管理に係る指定管理者の指定

については、原案のとおり可決されました。 

日程第 19、議案第 32 号、西会津町総合計画基本計画（後期）の策定についてを議題と

します。 
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本案についての説明を求めます。 

企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  議案 32 号、西会津町総合計画基本計画（後期）の策定について説明をさ

せていただきます。 

総合計画につきましては、まちづくりを進めていく上で、最も上位に位置する計画であ

ります。その中の、基本計画前期計画につきましては、本年度が計画期間の最終年度とな

りますことから、本年度の年度当初から後期計画の策定作業を進めてまいったところでご

ざいます。 

後期計画の策定にあたりましては、町づくり基本条例に基づき進めてきたところでござ

いまして、総合計画検討会議を組織し、町民参加の基に策定作業を進めてきたほか、町内

５カ所で町民懇談会を開催し、ご意見を賜ったところでございます。また、意見公募につ

いても実施しまして、町民の皆さんのご意見を十分反映した計画策定を行なったところで

ございます。 

また、総合政策審議会委員の皆さんに対しましても、11 月 14 日開催の審議会で素案説

明を実施し、ご意見を賜り、11 月 27 日開催の審議会において最終計画案を諮問し、原案

が適当であるとの答申をいただいたところでございます。 

それでは、後期計画書の概要を説明させていただきます。計画書をご覧いただきたいと

思います。 

表紙をめくっていただきますと、まず目次でございます。１ページから 10ページは、は

じめにということで、前書きを載せてございます。基本計画の位置付け、策定の趣旨、町

の現状と課題等を記載しております。 

11ページからが基本計画の本文でありまして、ご覧のとおり、基本計画については、基

本構想の体系に合わせた形で、計画書を策定しているところでございます。 

それでは、２ページをご覧いただきたいと思います。１は基本計画（後期）策定にあた

ってということで、基本計画の位置付けについての説明させていただいております。 

１は、策定の趣旨であります。総合計画については、町の将来像とそれを実現していく

ための取り組みを定めた、最も基本となる計画であり、協働のまちづくりを進めるうえで

欠かせない計画であります。今次の基本計画後期計画の策定にあたっては、「みんなの声が

響くまち にしあいづ」を基本理念とし、まちづくり基本条例の考え方に基づき、社会情

勢の変化や多様化する住民ニーズに即した計画の策定を目指し作業を実施したところでご

ざいます。 

次に、２の計画の位置付けですが、ただいま申し上げましたように、総合計画は最も基

本となる計画であることを、総合計画は町づくり基本条例のなかで、町民みんなでつくる

計画とされていることなどを記載してございます。 

次に３の計画の構成と期間ででございます。基本構想は平成22年から 31年度の10年間、

今次策定しました、基本計画後期計画は平成 27年度から 31 年度の５カ年の計画となりま

す。 

４ページをご覧ください。大きな２でありますが、町の現状と課題でありまして、９ペ

ージまでの間に、人口、世帯数、就業者数、産業別町内総生産額、１人あたりの家計所得
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の推移を最新の統計資料を用いて掲載してございます。 

また、４から５ページについては、平成 22 国勢調査の結果を基に平成 52 年までの将来

人口を推計した表を掲載させていただきました。５年前総合計画を策定した際の平成 22

年度の予測人口は 7,469人でございました。残念ながら、本町にありましては、５年前の

予測を上回る形で人口の減少が進んでいる状況にあるところでございます。 

10ページをご覧いただきたいと思います。大きな３の総合計画の体系を表した表でござ

います。後期計画も本体系にそって策定しているところでございます。 

11ページからは、基本計画のここからが後期計画になります。 

12ページをご覧いただきたいと思います。基本計画後期計画の重点プロジェクトであり

ます。 

前期計画の中では、こうした形の記載はございませんでしたが、今後５年間の間に町は

どんなことに重点を置き取り組んでいくのかを、町民の皆さんに明らかにするため、本計

画から設けさせていただきました。重点プロジェクトは全部で 15 ございます。 

まず、１のこころ豊かな人を育む町づくりですが、３つのプロジェクトがございます。

まず、１つ目が認定こども園整備・子育てサービス充実プロジェクトでございます。少子

化が著しい本町においては、こどもは町の宝だというふうに考えております。新たな保育

施設として認定こども園を整備していきます。新たな保育施設には子育て支援センターや

放課後児童クラブなどを併設しまして、子育て支援の一層の充実を進めていく考えでござ

います。 

２つ目が、小中連携教育強化・学力・体力向上プロジェクトでございます。小学校の新

築工事がまもなく終了します。後期計画では、小中連携教育を推進し、教育のさらなるレ

ベルアップを目指していきます。 

３つ目でございますが、（仮称）町民文化センター整備・推進プロジェクトでございます。

町公民館は老朽化しております。町民誰もが集い、学び、交流ができる施設、（仮称）町民

文化センター施設の整備に向けの準備作業を進めてまいります。 

次に、豊かで魅力あるまちづくりでございますが、５つのプロジェクトを掲げておりま

す。１点目は、農林産物ブランド化・農林業活性化プロジェクトでございます。農林業は

町の基幹産業でございます。現状は大変厳しい状況にございますが、ミネラル野菜や菌床

きのこの生産産拡大や産地化・ブランド化を推進します。また、稲作にあっては集落営農

や法人化などを推進してまいります。 

２つめでございますが、地域連携販売力強化施設整備・道の駅にしあいづ利用者拡大プ

ロジェクトでございます。本年度、道の駅にしあいづに地域連携販売力強化施設を整備し

ます。これにより道の駅利用者の拡大を図り、それを既存商店街の活性化にも活かして行

きます。 

３つ目でございますが、商業・地場産業活性化・企業誘致プロジェクトでございます。

若者が定住できる町を目指し、新たな企業の誘致を推進するとともに起業する若者を支援

していきます。また、既存企業や地場産業・商業の振興も推進していきます。 

４つ目は、観光・交流・定住推進・地域活性化プロジェクトでございます。町は「行っ

てみたい住んでみたい町へ」をテーマに町づくりを進めています。本分野は今後の町づく
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りの切り札だというふうに考えているところでございます。本年度設立されたにしあいづ

観光交流協会との連携のもと、着地型観光の推進を図り、定住人口の拡大にもつなげてい

きます。 

14ページに入ります。５つ目は、ケーブルテレビの町・情報化推進プロジェクトでござ

います。本町は、他の自治体にはない公設のケーブルテレビを有しています。これらの情

報基盤を有効に活用し、活力あるまちづくりにつなげていきます。 

次に、人と自然にやさしいまちづくりですが、６つのプロジェクトがあります。 

まず１つ目は、「健康がいちばん」町民健康づくり・医療充実プロジェクトです。町では

「健康がいちばん」を合言葉に、食・運動・検診の３つを柱とした健康づくりに取り組ん

でおります。町民すべてが健康で長生きできる町を目指して健康づくりを推進していきま

す。また、医療分野にあっては、医師４人体制を維持し、在宅医療についても充実を図っ

ていく考えでございます。 

２つ目は、高齢者地域包括ケアシステム構築プロジェクトです。高齢化は町の大きな課

題でございます。高齢者の皆さんが、この町で安心して生活できるよう、地域と医療・介

護、関係機関が連携し、包括的な支援体制を構築していきます。 

３つ目は、地域コミュニティ活性化プロジェクトでございます。集落対策も町にとって

は大きな課題でございます。集落支援員制度、地域おこし協力隊などの制度を有効に活用

しまして、集落の維持と活性化を図っていきます。 

４つ目でございますが、西会津町縦貫道路整備促進・安全安心の道づくりプロジェクト

でございます。町縦貫道路の早期完成を目指すとともに、安全・安心の道づくりを推進し

ていきます。 

５つ目でございますが、エネルギー地産地消のまち推進プロジェクトです。町内での再

生可能エネルギー導入を推進します。また、地域の森林資源を燃料として生産しまして、

地域の燃料として活用する、エネルギー地産地消のまちづくりを推進していきます。 

６つ目でございますが、災害に強い安全安心な町づくりプロジェクトです。近年、全国

各地で様々な災害が発生しております。日頃から防災対策に取り組み災害のない安全安心

なまちづくりを推進していきます。 

次に、計画の推進に向けての項目でございますが、１つプロジェクトがございます。 

新町役場庁舎整備プロジェクトでございます。西会津小校舎を改修まして新しい町役場

を整備します。町民誰もが利用しやすい施設となるようアクセス道路も含めて総合的な整

備を図ってまいります。 

つづきまして、基本計画の内容説明に入ります。なお、本計画は大変ボリュームがござ

いますので、特徴的な部分に限定し説明をさせていただきたいますので、ご了承いただき

たいと思います。 

16ページをご覧いただきたいと思います。まず第１章、こころ豊かな人を育むまちづく

りでございます。 

１の子育ての充実ですが、少子化の進行が著しい本町にとっては、定住人口の拡大を図

る上でも、力を入れていくべき施策と考えております。新たな保育施設整備を明確に掲げ

たほか、その他の子育て支援策についても後退することなく推進していく考えでございま
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す。 

次 20ページでございます。２の学校教育の充実ですが、小学校整備が完了しまして充実

した教育環境が整います。小中連携教育の推進を図り、児童生徒の学力・体力の向上を推

進します。また、町の情報環境を活かし、タブレット端末を活かした教育の推進も新たな

施策として計画に盛り込みました。また、西会津高校の支援も継続していきます。 

次 24ページでございますが、３の生涯学習の推進でございます。町民の高齢化が進んで

おり、生涯学習の役割も重要になっています。本分野にあってもさらなる充実が必要です。

その拠点となるのが公民館です。公民館は老朽化が進行していることなどから、今次計画

で（仮称）町民文化センター施設整備の検討を新たに盛り込みました。後期計画期間の中

で、施設整備に向けての基本構想の策定作業を進めていきたいと考えております。 

次に 26ページでございます。４のスポーツの推進です。定期的な運動を行うことは、心

身の健康にとっても大切であり、推進していきます。町は町民の健康づくりを推進してい

ます。本分野にも 1 人 1スポーツの推進を盛り込みました。 

次に 28ページでございます。５の芸術文化活動の推進です。高齢化により古くからの民

俗芸能の継承等が課題になっており、いち早い取り組みが必要になっています。また、多

くの埋蔵文化財が未整理のまま保存されています。町歴史文化基本構想の策定、埋蔵文化

財・民俗資料の展示に向けた整理、保存を新たな取り組みとして盛り込みました。 

次に 30ページでございます。第２章、豊かで魅力あるまちづくりに入ります。 

はじめに、１の農林業の振興です。農林業については、主要作物である米価の低迷、原

発事故による風評被害、担い手不足、鳥獣被害の拡大など様々な課題があります。農業は

町の基幹産業です。ミネラル野菜や菌床きのこ栽培などを拡大し、産地化・ブランド化を

推進します。稲作の経営改善への支援、集落営農・法人化の支援・新規就農者支援などに

取り組む他、特産品開発・新規農作物の導入等にも積極的に取り組んでいく考えでござい

ます。 

次に、34ページでございます。２の商工業の振興です。町商工業は依然厳しい状況がつ

づいています。商工業は若者定住のための最大の受け皿でございます。継続して生産・営

業活動が継続できるよう、積極的な支援をしてまいります。また、企業誘致を推進すると

ともに、若者の起業支援も進めていきます。 

また、地域連携販売力強化施設整備、ふるさと自慢館の整備など施設整備を行い、商業

の活性化にもつなげていきます。 

次 36ページです。３の観光の振興と地域資源の活用でございます。本分野については、

検討委員の皆さんの提案により、前期計画を一新しております。本年度設立されました、

にしあいづ観光交流協会を軸に、これまでの見るだけの観光から、着地型観光に力点をお

き観光の振興を図ることとしたところであります。交流・定住等の施策と連動しながら推

進していく考えでございます。なお、39ページに西会津町の観光の道しるべとタイトルを

つけました、図表を掲載しております。これは、これからの観光・交流・定住等の取り組

みの方向性を図式化したものでございます。 

次 40ページをご覧いただきたいと思います。４の定住と交流の促進です。町を活性化し

元気にしていくためには、交流人口拡大に向けた取り組みが必要でございます。本分野に
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つきましても、新たな発想の基に計画の全面見直しを図りました。様々な取り組みにより、

交流人口を拡大し、定住人口の拡大につなげていきたいと考えております。 

次 42ページをご覧いただきたいと思います。６の情報化の推進です。本分野については、

時代の変化に合わせ、内容の見直しを図りました。本町ならではの情報基盤を有効に活用

する取り組み、最新のソーシャルメディアを活用した情報の発信などにも取り組む考えで

ございます。 

次 46ページでございます。第３章、人と自然にやさしいまちづくりに入ります。 

１の健康づくりでございますが、本分野にあっては、「健康がいちばん」をキャッチフレ

ーズとしまして、食・運動・検診の３つを柱とした健康づくりを推進してまいります。後

期計画におきましても、これらの取り組みをさらに拡充し、町民の健康づくりを進めて行

く考えです。 

次 50ページでございます。２の医療体制の整備でございます。今後も、医師４人体制を

維持するとともに、医療スタッフの確保、医療設備の充実を図り、保健、福祉と連携した

医療を進めていくこととしています。特に町民の高齢化が進んでいる状況を踏まえ、訪問

診療・訪問看護など在宅医療の充実を図っていく考えでございます。 

次 52ページでございます。３の福祉の充実です。高齢者対策は町の課題です。高齢者福

祉については、本町にあっては特に力を入れて取り組んできた分野であり、充実したサー

ビスを提供してきましたが、後期計画にあっても後退させることなく、取り組んでいきま

す。また、高齢者が住みなれた地域で安心して生活できるよう、地域と医療・介護等の関

係機関が連携しまして、高齢者地域包括ケアシステムの構築を図っていくこととしており

ます。 

次に 56ページでございます。４のコミュニティづくりでございますが、高齢化が進行し

まして、集落機能や地域の活力が低下しております。今後も継続的に集落支援員を配置し

集落の支援を図ります。また、活力ある地域づくり支援事業や、地域おこし協力隊との連

携強化を図り、地域づくりや地域活性化についても支援していきます。 

次に 58ページでございます。５の交通体系整備でございますが、町では平成 24年度に

デマンドバスの導入を図ったところであり、町内どこに住んでいても、町民バスを利用で

きるようになりました。今後も利用者の声を聞きながら、利用しやすい町民バスの運行に

努めていく考えでございます。 

次に 60ページでございます。６の道路網の整備でございます。本分野にあっては、西会

津縦貫道路・町道野沢柴崎線の早期完成を目指し事業を推進する他、幹線道路整備では、

新しい町役場となる小学校線、野沢消融雪事業などの事業を計画するとともに、地域から

ニーズの高い集落内生活道路の整備についても計画的に取り組みます。また、道路・橋梁

は全体的に老朽化が進んでいます。これらの修繕事業も計画的に推進していく考えでござ

います。 

次に 62ページをご覧いただきたいと思います。７の克雪と利雪でございます。雪対策も

町の大きな課題です。冬期間も快適に生活ができるよう、適正な除雪体制を継続します。

また、高齢者の住宅の雪処理などを支援する、雪処理支援隊、仮称でございますが、の設

置についても後期計画の中で検討していきます。 
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次に 64ページでございます。８の上下水道の整備でございます。町は、多くの水道施設

を所有しています。いずれも老朽化が進んでいます。安定した水を供給できるよう、施設

の良好な管理に努めていきます。また、水道未整備地区の集落営水道整備事業については、

積極的に支援をしてまいります。下水道施設についても適正な維持管理に努めるとともに、

個別排水処理事業については、誰もが快適な生活ができるよう、今後も推進していく考え

でございます。 

次 66ページでございます。９の快適環境づくりです。町は本年、快適環境づくり条例を

制定いたしました。本条例に基づきゴミ捨てのない快適な地域づくりを進めます。また、

町民が安心して生活できるよう、放射線量やＰＭ2.5などの情報提供にも努めます。また、

温室効果ガス削減対策として再生可能エネルギーの導入、木質燃料の活用推進を進めます。

さらに野沢駅通り公園、原町ポケットパーク等の整備も新たに計画の中に盛り込みました。 

次 70ページでございます。10の安全安心のまちづくりでございます。近年においては、

これまで想定できなかった自然災害が発生し、多くの命が奪われています。本町において

は、こうした災害の発生はありませんが、町民全員が日頃からの防災意識持ち生活してい

くことが必要です。また、地区防災組織の育成を後期計画に盛り込みました。 

次に 72 ページでございます。11 の土地利用でございますが、引き続き、それぞれの目

的に応じた適正な土地利用に努めることを計画に盛り込んでおります。 

次 76ページをご覧いただきたいと思います。 

計画の策定に向けての説明に入らせていただきます。 

この部分につきましては、基本計画後期計画の実現に向けてどの様に推進を図るかにつ

いて定めているところでございます。 

１の協働のまちづくりの推進でございますが、町民・議員・町長や町職員の意識改革の

推進、情報共有の推進、町民参加の促進と意見の反映、多様な人材の参画の４つを具体的

な取り組みに盛り込んだところでございます。 

なお（１）の町民・議員・町長や町職員の項目の中に、この度町、町民憲章を制定しま

したことから、町民憲章の積極的な周知により、協働のまちづくりに対する町民の自発的

な行動意欲の喚起を図るとした取り組みを新たに盛り込んだところでございます。 

次に２の効率的・効果的な行政の推進でございますが、行政評価の推進、効率的な行政

執行体制の構築、役場本庁舎移転に伴う利用しやすい施設の構築、民間委託や広域行政の

推進、幅広い視野を持った行政運営の推進、タブレット端末を活用したペーパーレス化の

推進の６つを具体的な取り組みに盛り込みました。 

この内（３）の本庁舎移転、（６）のタブレット端末の活用については、新たに追加した

項目でございます。 

次に、３の健全な財政運営の推進でございますが、計画的な財政運営、財政運営の健全

化の２つを具体的な取り組みに盛り込んだところでございます。 

以上で、総合計画基本計画後期計画の説明を終わらせていただきますが、本議案につき

ましては、西会津町議会基本条例第８条第１項第１号の規定により議会のご議決をお願い

するものでございます。 

よろしくご審議くださいまして、原案のとおりご議決賜りますよう、よろしくお願い申
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し上げます。 

○議長  これから質疑を行います。 

９番、青木照夫君。 

○青木照夫  ボリュームのある説明をいただきましたが、結論で言えば、行ってみたい、

住んでみたいというまちづくりだと思います。その中で人口が減少している。どういう取

り組みをするのかということは一般質問の中でもお話しましたが、今、国会では地方創生

改革法案が成立されました。 

その受け皿としてはどういう体制でいくのか。私は端的に言えばやはり各ポジションに

専門職が必要であろうと。受け皿を達成するには必要であろうと。 

例えば空き家バンク、平成 26年度でゼロ件です。これは建設会社に委託しておるバンク

でありますが、それも法的な問題、人間関係の問題から必要であろうかと思いますが、例

えば、専門職であれば、やはり外交にいって町のＰＲをして、責任をもって来てもらいた

いというようなことであれば、私はもっともっと成果があるのではないかと思います。 

各自治体ではそういう事例があって成功しているところもあります。また、その中でい

ろんな方策、今課長が言われたタブレットの端末の利用ということもこれからは絶対に必

要、欠かせない時代がきます。 

私の今知っているところで、ある病院にかかっていらっしゃる方、それは退院をしてい

らっしゃいますが、タブレットを持ってきて、そして病院との状況を往診なしで、操作を

すれば顔色を見たり、そこで診断できると、そういうもう進んだ活用がされております。 

そういう中で、決論的に言えばやはり受け皿をしっかりと、今せっかくの地方創生とい

うことをうたっておりますので、受け皿を 100パーセントということにいかないと思いま

すが、やはりそこには専門職員、今言ったように、しっかりとしたことがあれば、例えば

国際芸術村でもそういうネットワークでいろんな展開が幅広くされておられるのは知って

いらっしゃると思います。 

もう一つの例は、一つの店を借りて約半年間で 600人来ております。その中では地元の

人以外の方であります。それで携わっているのは都会から来た方が一生懸命やっている。

隣の市では約、農業就労者でありますが、40世帯住んでおります。住む状況というか、も

う満杯であると。西会津町をそういうターゲットというか流れがあるということも聞いて

おりますので、専門的なことをこれから取り組む必要があると思いますが、その点はいか

がですか。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  お答えします。議員が申されましたように、町としましては、行ってみ

たい、住んでみたいまちへということで定住、交流、そういったことを今後のまちづくり

の切り札にしていかなくちゃなんないのかなというふうに考えているところでございます。 

専門職員というようなことでありましたが、どういった分野の専門職員なのか、なかな

かちょっと判断しにくいところあるわけでありますが、今度、町に観光交流協会ができあ

がりました。そこには３人の専従職員の方がいらっしゃるということでございます。そう

いったことを中心にしながら、連携をとりながらこういった定住、交流の事業を推進して

いくべきだろうというふうに考えております。 



 204 

町としましても、さらに地域おこし協力隊なんかももう少し増員できればというような

ことも一つ視野に入れているところでございます。そういった皆さんの力を結集して取り

組んでいく必要があるのかなというふうに思います。 

地方創生の話が出ました。こういった５年間にこんなことをしたい、あんなことをした

いというような形で今回の計画に盛り込みました。地方創生、そういった活用できるよう

な交付金であったり補助金であったりというようなものが創設された際には、こういった

ものの実現に向けて取り組んでいくという形で考えておりますのでご理解いただきたいと

思います。 

○議長  ８番、多賀剛君。 

○多賀剛  私もこれ、ずうっと隅から隅まで見させていただいて、細かいところいくつか

指摘していきたいところあるんですが、まずそれよりも、26ページの計画の推進に向けて

というところに書いてあります協働のまちづくりの推進、この計画がいろいろプロジェク

トの方々、また町民の方の意見公募等々で仕上げられたものと理解しておりますので、こ

れから５年間この計画に基づいて進めていくんだということでありますから、これがうま

くいくかいかないかは全てこの中段に書かっている積極的な町民の方の町政への参加、こ

れができるかできないかに、私はかかっていると思います。 

最近の状況を見ますと、なかなかこれがうまくいってない。まちづくり基本条例の原点

に立ち返れば町民が主役である。行政でも我々議会でもない。町民の皆さんが自ら主役の

まちつくりを進めていくんだということを、原点に帰って、これをいかにしたら進められ

るかということに、私かかっていると思うんですが、それをまずするにはどうしたらいい

か。そういうことは計画作る上で考えませんでしたでしょうか、お尋ねします。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  やはりまちづくり基本条例にもうたっておりますように、協働のまちづ

くりというような形で西会津町はまちづくりを進めましょうというようなことでございま

す。そういった形で地域づくりを進めていくというのが原点であるということで、議員が

おっしゃるとおりだというふうに思います。 

この計画策定の中で、協働のまちづくりの部分をどうやったらもう少し原点に立ち返っ

て町民参加をもっと進められるのかという議論まではちょっとしてなかったということで

ございます。 

どんなふうに進めていくべきかちょっと頭の中にないわけでありますが、常に町がやっ

ていますように、さまざまな分野で町民参加を呼びかけながら、やはり参加していただか

ないとどうしようもないので、さまざまな機会に参加を呼びかけていきたいというふうに

考えているところでございます。 

○議長  ８番、多賀剛君。 

○多賀剛  確かにこれは簡単なことではないと思います。しかし、いくらいいもの作って

も本当にそれができていなければ絵に描いた餅になってしまうような気がする。本当に私、

最近のいろいろな審議会等の委員の公募の状況だとか、いろんな意見を集約するための集

まりだとか、我々の議会報告会も含めてですけども、なかなか町民の皆さんに集まってい

ただけない、声を聞かせていただけない。これは計画も大切でありますけども、私はそこ
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からまず議論をしていくべきじゃないかなと常々思っております。 

これは今日こういうふうにするから明日から、じゃあ、すぐできるようになるというこ

とでありませんが、やっぱり以前から私いろんなところで申し上げているように、いわゆ

る小さい成功事例の積み重ねが最終的には結果につながって、多くの町民の方が声を出し

ていただける、集まっていただけるという状況になるのかなという思いでおります。 

まず、具体的な策は今のところないということでありますが、これはある程度後期計画

できた以上は、じゃあ、これをいかに実現するか、町民の方にいかに主役となっていただ

けるかということを再度見つめていただく必要あると思うんですが、この辺いかがでしょ

うか。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  おっしゃるとおりでございまして、こういった計画を立てても、町民の

皆さん一人ひとりのご理解やご協力がなければ実現できない事項だというふうに考えてお

ります。 

今回、またきちんと印刷をして町民の皆さんに、各戸に配布をしていきたいというふう

に思います。 

また、あらゆる機会を捉えて、今回の基本計画の中身につきましても皆さんに浸透する

ように広く広報していきたいというふうに考えているところでございます。 

○議長  11 番、清野佐一君。 

○清野佐一  私は 34ページの商工業の振興の中で、課題を解決するための取り組みの具体

的な取り組みということで３つほど上がっております。その中で２番目の企業誘致戦略に

基づく誘致活動の推進ということがあります。私としては、これを本当は①に上がってい

ればなという感想を持ったところです。 

それはなぜかといいますと、今、本町においての少子化、高齢化、過疎化というような

ことで、これどこの町村見ても同じではありますが、そういうことで進んでおります。い

ろんな方のお話聞きますと、やはり定住をしてもらうには、若い人がまた来てもらうには

働く場所だというようなことがよく言われます。 

今まではいろいろな環境といいますか、社会的な状況の中で企業誘致は難しいという現

状でありました。しかし今、先ほどらい話ありますように、地方創生というような形で国

のほうも大きく地方に目を向けててこ入れをするというような雰囲気に私としては見えま

す。そういうことへの取り組みを積極的に取り組む上では、１番に上がっていればなとい

うふうな感想を持ったところです。 

そして本町においてはかつてＩＣＴのまちづくりでシリコンバレーの日本版を作ろうか

というようなことで取り組んできて、テレワークセンター等ができてきたわけですが、そ

れがそれ以上、今以上には進まなかったというような現状があります。 

徳島県の神山町というところですかね。そこでは本当にまさにシリコンバレーそのもの

で、大変人口増につながっているというような事例もございます。これは一つの参考であ

りますから、なにも同じことをどうのこうのとは言いませんが、町長としてこれからの取

り組み、企業誘致についての、具体的に何をどうするということではなくて、取り組みに

対する姿勢といいますか、それらをお聞きしたいと思います。 
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○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  議員のおっしゃるとおり、やはり町の活性化を図るためには働く場所の提供とい

うのは絶対条件であると思ってます。 

そこで、これまで国の動向なり、あいは日本全体の経済関係の流れにおいては、かつて

は地方に工場が進出してきた時代があります。でも今はほとんどが海外への子会社なり、

あるいは海外進出を図りながら進めてきた結果、地方における工場がこれは倒産余儀なく

されてしまうというような縮小傾向にずっときたわけであります。 

しかし最近この地方創生という言葉が出て、全てバラ色的なような関係というか、要素

もあるみたいですけれども、決して明るい見通しだけではないんじゃないかなというふう

に思ってます。 

それにはこれから地方創生というのは、ただ働く場所だけではなくて、いろんなメニュ

ーがあるわけでありまして、その地域に合ったものについて、その地域でできるものにつ

いて具体的に地域が、あるいはその町が具体的に提示をしていく。あるいはそれを取り組

んでいくという方向付けがなされない限り、ただ与えられるだけの問題では決してないと

いうことでありますので、その点についてはこれからいろんなメニューについてしっかり

受け止めながら、これは国、あるいは県、さらにはいろんな人材、人脈を凝らして、しっ

かり取り組んでまいりたいというふうに思ってます。 

そして企業誘致、これはどういう企業が西会津に最も適しているか。これは東京事務所

にもそれぞれ働きかけを実は行っております。こういったことで何か西会津町に適するよ

うな企業誘致というものはないのか、これは真剣に取り組んでいかなければということで

ありますので、これから機会あるごとに今後この企業誘致という観点についてはしっかり

町の中で取り組みを進めていきたいというふうに思ってます。 

○議長  11 番、清野佐一君。 

○清野佐一  いろいろな新聞報道なんかに、この町がこういう企業を誘致したとか、そう

いうニュースもそんなに多くはないですけども、やっぱあるわけですね。だからそういう

ところはそれなりに目に見えない努力といいますか、いろんなことやった結果であろうと

思うし、最初から、企業側から見て、本当に適した場所だ、立地条件がいいというような

要素もあるかと思いますが、やはりこれからそういう努力を積み重ねていただいて、１つ

でもそういういい働く場所、また、いい条件ですか、町の条件がよくなればというふうに

思いますが、それに向けてもう一言お願いします。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  経済との関係もありますので、確かにいろんなところで企業誘致されているとこ

ろはたくさん全国にはあるかと思います。そうした実例をしっかり学びながら取り組んで

まいりたいというふうに思います。 

○議長  14番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  何点かお尋ねをするわけでありますが、最初にこれは全員協議会で申し上

げました。町が提案する議案に（案）なんていうのが私はふさわしくない。前例、先例に

とらわれないでやはり改めるべきは改めるべきだなというふうに思ってますので、申し上

げるわけであります。この件、議題にちょっとはずれてしまうのはお許しいただいてお話
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するわけでありますが、例えば成人式、今年参加していておかしいなと思ったんです。 

なぜ、教育委員会が成人証書に名前を載せなければならないのか。載せているならばな

ぜ謝辞を、あるいは記念写真のときに教育委員会で誰も入ってない。ふとそう思ったんで

す。先例、前例にとらわれるとこの計画もなかなか進まない恐れがありますのでそういう

点は留意をしてやっていってほしいなと。 

５年間の計画であります。これだけの計画を立てたというならば、速やかに検討して、

早めに計画を立てる。地方創生等の話もありますが、そのような国や県の新たな動きに即

対応できるように検討して計画を早めに立てておくべきだということであります。 

これには今言ったような前例、先例にとらわれないで前向きにこの総合計画の後期基本

計画が実現できるように努力していただきたいなと。 

前期は、課長のお話では９割方はできたと思っているということでありますので、その

ようにいくようにお願いをしますし、これに対するやり方ですか、それについてお答えを

していただければと思います。 

数字による目標もかなり出ていますが、私これを全部読んで、ふと思ったのは５年後、

じゃこの計画を実施したならば５年後どういう姿に西会津は実はなってんだろうかと。そ

うなるとなかなか数字による目標だけでは私はつかむことができなかったわけです。 

例えば人口動態もお話ありました、予測されましたが、じゃあ、予測どおり、あるいは

予測よりも人口増にするにはどうするんだなどということも実は思ったわけです。 

そこで人口関係では高齢化率がいったい５年後はどうなってるんだろうか。そうなった

場合、介護の施設は間に合うのか、待機者はどうなっているんだろうか。あるいは健康が

いちばんで、今一生懸命やっておられますが、この計画を見ますと、健康寿命という言葉

が出てきてます。 

私は健康がいちばんで、一番大事なのは健康寿命を延ばすことだろうと。そのために計

画を立ててやっていかなくちゃならないのではないのかな。あるいはまちなか再生を計画

どおりしたならば野沢の町の中５年後どうなっているんだと。あるいは西高が魅力ある西

高にしていきますということでありますが、５年後どういう形であんだろうかと。 

あるいは農業が遊休農地は現状維持でというふうにうたってありますが、それならばそ

れをしていくのにはどうするのかなというふうなことを思ったわけであります。５年後の

姿、私今聞いたこと全部お答えにならなくても結構ですが、全体的に企画調整課長からは、

５年後は西会津はこういうふうにして町民の参加を得て、したいんだということを、あれ

ばというと失礼ですか、お答えをいただければと思います。 

その次でありますが、この計画を実施した場合にいかほどのお金といいますか、事業費

投資しなくちゃならないのかなと。その場合ほとんど国や県との補助金だとか交付金です

とか起債ということになるんでしょうが、おおよそで結構ですが、この計画を実施してい

った場合にはどれほどの財政的な投資をしなくちゃならないのかと。その財源はどうお考

えかということと、そうなれば一番気をつけなくちゃならないのは財政の指数です。ここ

ら辺はこれだけの計画をすれば、今だんだんいい方向に、財政指数、年々少しずつですが

いい方向にきてますが、これはどんなふうになるんだろうかと思いましたが、そこら辺で

つかんでおられればお答えをいただきたい。 
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これはぜひ確認をしたいわけでありますが、これも全員協議会の中で申し上げました。

役場周辺の開発であります。町では検討するということだが、議会とすれば保育所の問題

で条件付きというのは役場周辺を、再開発を、文化センターを核とした再開発をしてくだ

さいということであります。 

その中で課長の答弁は２、３年で計画をつくりたいという答弁をいただきました。町長

からは基本的な構想を策定すると。５年間で、お二人からおっしゃっていただきましたの

で、これは検討しますと書かれてありますが、実際はこの５年間の中で計画を策定すると

いうふうに私は捉えたわけでありますが、そうでないなんてまさか今さら、立てます、し

ますと言っておるわけですから、ないと思いますが、ここはやはり確認をしておきたいと

思います。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  私からは役場周辺の開発についてでありますが、これまで議会の皆さんの同意を

いただきながら順次いろんな計画が進められてまいりました。やはりいよいよこうした役

場周辺の開発と仮称町民文化センターについても、やっぱり町民が今一番望んでいるとこ

ろはどういうことなのかということになりますと、これは５年後の将来計画にもかかわっ

てくるんですが、やはり町民が豊かで文化的な生活を送れる。 

そしてみんなが西会津町に住んでよかったと、こう言われる中においてはいろんな趣味

やあるいは芸術文化に自分の持てるそうした中身を披露できる、あるいはみんなで集える

ということが絶対条件になってくるんじゃないのかなというふうには思っておりますので、

これは５年間の中でしっかり財政計画も含めながら、できる限り早期に実現する方向でこ

の計画内容というものを皆さんにお示ししてご意見を賜りたいと思います。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  お答えします。この計画書を作ったわけでありますが、この全てが新た

な計画ではございませんで、前期計画、当然ソフト事業、高齢者対策であったり少子化対

策であったり、そういったものについては、あと農業にしても、商工業の分野にしても、

これまでの取り組みを継続しているという部分が 95パーセントくらいあるわけです。そこ

に新たな事業をいくつか追加しているということであります。 

この中の計画の中で大規模プロジェクトと言われる部分につきましては、来年度予定を

してます道の駅の整備であって、それから役場新庁舎であって、それから保育所でござい

ます。それからそういったそんな大規模なプロジェクトをこの５年間の中で取り組むとい

うことで、なかなかその町民文化センターというようなところをこの５年間のスケジュー

ルの中に入れていくことはちょっと困難だろうということでスケジュール的なことで今回

町民文化センターについては検討という、計画策定ぐらいまではきちんとこの後期計画の

中で取り組んでいこうということで計画を盛り込んだということでございます。 

したがいまして、なかなかこの大きなプロジェクトがあるわけでありますが、突出して

大きな事業を入れてしまったというような感じの計画にはなっていないというふうに考え

ているところでございます。 

通常の事業取り組み、それにいくつかの事業をプラスして取り組んでいくような形の計

画になっているということで考えているところでございます。 
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あと、この計画を取り組むことによって町がどう変わるのかと。５年後の姿というよう

なお話がございました。一口で５年後の姿を説明するということはちょっとできないんで

すが、まず、とにかく交流、定住、住んでみたい、行ってみたい町へというようなことに

力を入れた形での計画を策定しました。 

で、子育て、それから教育、そういった形で特に力を入れて、ここの町にぜひ住んでみ

たいというような計画を盛り込んだということでございます。 

それから先ほど言いました企業誘致であったり、そういったこと、なかなか大きな企業

を呼ぶことは難しいのかもしれませんが、６次化であったり、先ほどちょっと計画の中で

言ったバイオマスの取り組みであったり、この町ならではの企業をつくる、働く場をつく

る。そういったこともこの計画の中で取り組んでいく。それを今回の地方創生は応援しま

すよというようなことで言っているもんですから、そういったものを創生の財源をうまく

活用して地域の若い人が働く場を少しずつつくっていけるような取り組みをしていきたい

というふうに考えております。 

今住んでる子どもよりも子どもの数が出生者の数が増えるようなまちづくりを進めてい

きたいというふうに考えているところでございます。 

○議長  総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  財政の今後の推移ということでご質問がありましたのでお答えをしたいと思

います。今回の後期の基本計画は平成 27年度から５年間ということでございます。実際に

事業を実施していく中にあってはそれに基づく３年間の実施計画ということでさらに事業

費を精査しながら事業を進めていくということになりますけれども、今後の、今現在の計

画をある程度基にして推計していきますと、ここ平成 28 年、29 年、このくらいまではま

だ下がり傾向といいますか、良好なほうにまいりますけれども、これまでやってまいりま

したケーブルテレビのデジタル化、また今現在進めております小学校の新築整備工事、こ

ういったものの起債の償還が本格化してまいりますと、また指数が上昇傾向に転ずる可能

性があるということでございます。 

この計画の中にも今ほど申し上げましたような道の駅の整備、あるいは保育所の整備と

いう大規模なプロジェクトが今後控えております。さらにはそのあとに続く防災無線の整

備とか、そういったものが今後想定されますので、財政状況は決して予断は許さないとい

う状況で考えております。 

そこにこの指数を計算するにあたりましては、やはり一番大きいのは地方交付税の見込

みであります。これが厳しい状況になるか、あるいはある程度の推移でいけばというとこ

ろがございますので、その交付の多い少ないによって指数も大きく変わるという可能性も

ありますのでその辺を十分に、財政の担当としては十分に見極めながら今後の財政運営に

あたっていきたいというふうに考えておりますのでご理解をいただきたいと思います。 

○議長  14番、長谷沼清吉君。 

○長谷沼清吉  実際この後期計画を実施していってもらわなくちゃならないわけですが、

していくためにはやはり、最初私が言ったようなやっぱり速やかな検討が必要だと思うん

ですよ。早めに。そしてその検討によって早めに速やかに計画を立て持っている。例えば

国の地方創生でこういうメニューだと。これはおらほうの計画にぴったりだと。すぐ、あ
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るいはかつてはね、国の補正予算の中に町が早めの計画を立てていたので、その補正予算

に組み入れることができて、中学校が町の財政負担にならないでできた。これはなぜでき

たかというと、それがきちっとした計画あったからです。 

その場になって計画を立てたでは事業進展というのは遅いだろうと。その計画を立てる

のにはやはりこの５年間の計画ですから、５年後の姿、目標、姿、がきちっとあればそれ

に向かって検討、それに向かって計画が立てられるのではないのか。 

課長がおっしゃったように、説明では観光関係を一新しましたということで、そのほか

はやはり前をやったのをさらに発展させてやっていこうと。こうすれば充実しますという

ことで計画を立てていかなければと思います。 

これは昔の話になりますが、私も農委の会長をしたときに経験したんですが、出稼ぎの

応援ですか、それは農業委員会の仕事、住民課の仕事だと。縄張りといったらおかしいか、

仕事を振るんですよ、自分でやらないで。あの係だこの係だって。今はそういうことない

と思っていますが、国や県ですと我がの縄張りは絶対守ると。これはほかの課には絶対や

らないというふうなことで動いているという話を聞いておりますが、やはりそこらへん俺

の係じゃない、俺の課でないというのはやっぱり積極的でないからであります。今はそん

なことないでしょうと思います。で、切っておきます。 

課長には今言った速やかな検討、早めの計画、それは５年後の姿を描いて、私はやって

いったほうが立派な計画、事業が推進できるのではないかなと思いますが、その件につい

てお答えをしていただければと思います。 

○議長  企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  議員がおっしゃったとおり、これからの補助事業は市町村から計画を、

むしろ提案して採択を受けるような事業がメインになっているわけでございます。そうい

う意味ではおっしゃったように、早めの計画を立てて、そういった事業が、応募、そうい

ったことができる際には積極的に取り組んでいけるような体制づくりというのは必要だと

いうふうに考えております。 

各分野にまたがる事業でございますが、政策調整会議等でそういった事業推進について

も今後いろいろ話し合いをしていきたいというふうに考えております。 

○議長  ４番、渡部憲君。 

○渡部憲  私はこの克雪と利雪、62ページにあります。私は今町民の皆さんが何を求めて

おられるのか、ポケットパークでもない。自慢館でもございません。上原中央線でもない

んです。冬の除雪なんです。これどうするんだ。朝起きて家の前開けたら、庭見たらバー

っと。これプロレスとか相撲やっている人誰かいればいいんですけど、そういう人おりま

せん。ですから、ばあちゃんが一人でスノーダンプ押しながらやっとこ押してんですよ。

それが現状んなです。これ時間内に片づけないとだめなんです。１時間しかないんです。

年寄りの人が、こうやってやっと押して、１時間で片づけられるわけない。目の前こんな

いっぱいあるんだから。 

そういうことを、ここにありますよね。消雪、融雪、これをやってもらいたいんです。

東京から来る人、空き家にこい、こいと言ったって、そんなの入ったって冬どうするんだ。

こんなほど雪あったら誰もきませんよ。 
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そういうことなんだと私は思います。我々克雪委員会って野沢にあります。青木議員が

委員長です。優秀な方ですから。でも、私はこれみなボランティアでやっているんですよ。

野沢の区長さん 11 町内までありますけど、そのほかに 20何人の方おられます。水抜いた

り流したり、その人たちは４カ月やったって、４カ月で２万５千円くらいなものですよ。

もらってんの。 

だから、そうするとその人たちは時間に拘束されるわけです。ですから、私はあまり余

計なこと言いませんけど、自慢館よりも、上原中央線よりも、ポケットパークよりもまず

この雪を何とかしていただきたい。それが町の皆さんの、町民の願いだと思います。どう

ですか。 

○議長  建設水道課長、酒井誠明君。 

○建設水道課長  除雪のご質問にお答えいたします。今現状におきましては、除雪はタイ

ヤドーザで路肩に排雪しております。それにつきまして、野沢町内につきましては、他地

区から見れば流雪溝は配備されており、それをきれいに片づけることにより冬季間の生活

空間が確保されているというような状況でございます。今高齢化というようなことでだい

ぶお年寄りの方が大変だというようなことでございます。野沢町内におきましては、かつ

て消雪パイプが配置されておりましたが、水量があまりないというようなことでなかなか

うまくいってないというような状況でございました。 

今後につきましては、十分水量の調査等行ないながら検討してまいりたいと、このよう

に考えております。 

○議長  ４番、渡部憲君。 

○渡部憲  私はそういうことを本当に町民の願いだと思います。なるたけそっちのほうに

力を入れてやってほしいと私は思います。よろしくお願いいたします。 

○議長  12 番、五十嵐忠比古君。 

○五十嵐忠比古  ２点ほどお伺いいたします。私も全員協議会の中でお伺いしてあります

けども、また再度お伺いします。 

まず１点目でございますが、36ページの観光の振興と地域資源の活用でありますが、ま

ず地域資源の発掘、磨き上げの中で、その中で大山祇神社や鳥追観音ありますけども、ま

た銚子の口もあります。その中で町長には全員協議会の中で銚子の口だけじゃなくて滝坂

の地滑りについても質問したわけですけども、それで滝坂の地滑りは日本でも最大級の地

すべり区域となっておりますけど、そこを国直轄で工事を実施しております。 

またその後の、終わった後は観光地とかそういうふうに町の活性化を図るためにその辺

の町長の考えはどうですか。 

○議長  町長、伊藤勝君。 

○町長  滝坂周辺の地滑りについては、これは日本国内最大級の地滑りということで、県

から国直轄に移り変わって今事業進めているわけであります。そして年に何度か阿賀川河

川事務所所長がまいりまして、今年の予算の方向付けとか事業内容の進捗状況、あるいは

新しいトンネル化の計画等々について説明を受けておりますし、同時にこの直轄事業が継

続されますように、毎年北陸整備局に、これは阿賀町の町長と一緒に陳情しているわけで

あります。 
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そこで観光に対する考え方について、いろんな先生に聞きますと、今、危険箇所として

これが整備されているときに、ここに観光というところについてはあまりそぐわないんじ

ゃないかと。 

ただ、地質学上こういうところというのは非常に全国的に珍しい、あるいはこういう工

事を行っているということでそれを広く興味のある方とか、あるいは今こうしたことが日

本国内にはあるということの看板とか、あるいはそれをもっとリアルになんかで報告する

とか、あるいは見せるという観点だったらいいんですけれども、そこに人を呼んでバスで

いくというようなことはなかなかこれはそぐわないんじゃないかと、こう言われておりま

す。 

したがって、そうした観点からの西会津町のこの状況について、広くＰＲすることは可

能であります。そして、いつかこれがちゃんと事業が終わり、完全に地滑りが終わったと

いう時点については、非常にこれはある意味ではその観光地として大いに利活用もできる

場所ではないかなということで、そうした観点で今取り組みを進めております。 

同時に向かいの銚子の口については、議員ご承知のとおり、今度新しく 200万円をかけ

てトイレを設置いたしましたし、そして遊歩道もしっかりと木道にしながら対応しており

ますし、また来年度整備を図ってまいります。全体的にやはりこれから２、３年かけなが

らもっと整備を進めれば、西会津町の非常に有効な観光地として大いにＰＲできる場所だ

と、風光明媚な場所だと思っております。 

○議長  12 番、五十嵐忠比古君。 

○五十嵐忠比古  ただいま町長の答弁、理解できましたけども、ただ、今工事中でありま

して、工事終わったらということで私は、そういうことで申し上げております。 

今、いろんな写真撮りとか老人クラブの視察とかあんですけども、その中で少しでもＰ

Ｒしてもらって、まあいいことではないですけども、町の活性化に少しでも観光資源とし

てのＰＲをしてもらいたいと思います。 

○議長  ほかに。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第 32 号、西会津町総合計画基本計画（後期）の策定についてを採決しま

す。 

お諮りします。 

本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 32 号、西会津町総合計画基本計画（後期）の策定については、原案

のとおり可決されました。 

日程第 20、議案第 33 号、西会津町過疎地域自立促進計画の変更についてを議題としま
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す。 

本案についての説明を求めます。 

企画情報課長、杉原徳夫君。 

○企画情報課長  議案第 33 号、過疎地域自立促進計画（変更）について説明をさせていた

だきます。 

議案書並びにお手元に配付しております、過疎計画自立促進計画の変更計画書をご覧い

ただきたいと思います。 

計画変更の内容の説明の前に、過疎計画自立促進計画について簡単に説明させていただ

きます。この、過疎計画自立促進計画につきましては、過疎地域自立促進特別措置法に基

づき、過疎地域での都市部との格差是正を図るために、市町村ごとに策定している計画で

ございまして、策定のメリットにつきましては、ご承知のとおり、過疎対策事業債を活用

し、各種事業が実施できることにあります。 

本町にありましては町全域が過疎地域として指定されていますことから、様々な事業に

過疎債を活用し、事業を実施しているところでございます。 

本計画の計画期間は、平成 22 年度から平成 27年度までの６年間、現計画でございます

が、６年間の計画でございます。今次、新たに過疎債を活用し整備を実施したい事業が生

じましたことから、計画変更をさせていただくことで考えたところでございます。計画し

たところでございます。 

それでは、過疎地域自立促進計画計画書の１ページご覧いただきたいと思います。 

今次の変更項目ですが、区分３の交通通信体系の整備、情報化及び地域間交流の促進に

事業名（１）市町村道、道路、事業内容に上原中央線（新設）Ｌ＝85メートルを追加する

ものでございます。 

本路線は、県道野沢大久保停車場線、野沢駅前通りから町道上原西６号線を結ぶ路線で

ございまして、旧野沢幼稚園跡地に整備する、野沢駅通り公園へアクセスする道路となり

ます。野沢駅通り公園は、野沢町内に子どもを遊ばせるための公園がないという地域の皆

さんの声、さらには地域の皆さんの憩いの場となるような公園がないというようなことか

ら、町所有地を有効活用して整備を図るもので、地域の避難場所としても利用する予定で

ございます。上原中央線は本公園の利用者や地域住民の利便性向上のため整備するもので

ございます。 

本路線の整備費は、野沢駅通り公園と同様に、国土交通省所管の補助事業でございます

都市再生整備事業を活用して計画しているところでございますが、町負担金に過疎債を活

用できるよう、過疎計画に新たに盛り込むものでございます。 

なお、本事業の工事の事業計画は、３ページに記載しているとおりでございまして、26

年度、27年度ということで２カ年で整備をする計画でございます。 

以上で、説明を終わらせていただきますが、過疎地域自立促進特別措置法第６条第７項

により準用する同条第１項の規定により、議会の議決をお願いするものでございます。 

よろしくご審議をいただきまして、原案のとおりご議決賜りますよう、よろしくお願い

申し上げます。 

○議長  これから質疑を行います。 
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（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第 33 号、西会津町過疎地域自立促進計画の変更についてを採決します。 

お諮りします。 

本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 33 号、西会津町過疎地域自立促進計画の変更については、原案のと

おり可決されました。 

議案配付のため暫時休議します。（１４時３８分） 

○議長  再開いたします。（１４時４１分） 

日程第 21、議案第 34 号、固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を求めること

についてを議題とします。 

本案についての説明を求めます。 

町長、伊藤勝君。 

○町長  議案第 34号、固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を求めることについ

てご説明申し上げます。 

現職委員の辞職により、現在１名の欠員となっております固定資産評価審査委員会委員

についてでありますが、その職務の重要性を十分に考慮し、選考いたしました結果、奥川、

塩在住の伊藤重人さんを適格者として認め、選任したいので、ここにご提案申し上げる次

第であります。 

伊藤さんについてご紹介を申し上げますと、昭和 23 年３月、新郷、呼賀の生まれで、県

立西会津高等学校を卒業後、昭和 41 年６月に西会津町職員として採用され、建設課を振り

出しに、建設課工務係長、水道課課長補佐、教育委員会教育次長兼学校教育課長、水道課

長などを歴任され、平成 19年３月、地域整備課長を最後に町職員を退職されました。 

退職後は、平成 24年４月から２年間、塩自治区長を務められ、本年４月からは、県産業

廃棄物不法投棄監視員を務められるなど、温厚誠実な人柄から地域の厚い信頼を得られて

いる方であります。 

以上、略歴等についてご説明を申し上げましたが、その職務の重要性に鑑み、伊藤重人

さんを固定資産評価審査委員会委員として選任したいので、何卒、満場一致をもって、ご

同意を賜りますようお願いを申し上げます。 

○議長  お諮りします。 

本案については質疑・討論を省略したいと思います。これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、本案についての質疑・討論は省略することに決しました。 
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これから議案第 34号、固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を求めることにつ

いてを採決します。 

お諮りします。 

本案は原案のとおり同意することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 34号、固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を求めること

については、原案のとおり同意することに決しました。 

追加日程第１に入る前に皆さんに申し上げます。 

追加議案として町長から議案第 35号、町長等の給与及び旅費に関する条例及び教育長の

給与・勤務時間その他の勤務条件に関する条例の一部を改正する条例、議案第 36号、議会

議員の議員報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例、議案第 37号、平成 26年度西会

津町一般会計補正予算（第９次）が提出されました。 

議事日程を調整する前でありましたので、議会運営委員会に諮り、追加議案にかかる日

程を追加し、本日の議事日程に加えることとし、提案理由の説明を追加日程第１、議案第

35号を追加日程第２、議案第 36号を追加日程第３、議案第 37号を追加日程第４として日

程の順序を変更し、直ちに議題にしたいと思います。これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、提案理由の説明、及び議案第 35号、町長等の給与及び旅費に関する条例及

び教育長の給与・勤務時間その他の勤務条件に関する条例の一部を改正する条例、議案第

36 号、議会議員の議員報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例、議案第 37 号、平成

成 26年度西会津町一般会計補正予算（第９次）を日程に追加し、追加日程第 1、第２、第

３、第４として日程の順序を変更し、直ちに議題とすることに決定しました。 

追加日程第１、提案理由の説明を行います。 

町長の提案理由説明を求めます。 

町長、伊藤勝君。 

○町長  （町長提案理由の説明） 

○議長  追加日程第２、議案第 35号、町長等の給与及び旅費に関する条例及び教育長の給

与・勤務時間その他の勤務条件に関する条例の一部を改正する条例を議題とします。本案

についての説明を求めます。 

総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  議案第 35号、町長等の給与及び旅費に関する条例及び教育長の給与・勤務時

間その他の勤務条件に関する条例の一部を改正する条例について、ご説明を申し上げます。 

本案につきましては、ただいま、町長が提案理由で申し上げましたように、先にご議決

をいただきました、議案第６号、職員の給与に関する条例の一部を改正する条例により、

職員の給料につきましては、若年層に重点をおいて平均 0.18パーセント引き上げるととも

に、勤勉手当の支給月数を 0.15月分引き上げたところであります。 

町長等の特別職に係る給与の改定につきましては、これまでも職員の給与改定に準じて
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行ってきたことから、今次の改定につきましても、このうち町長等の特別職に係る期末手

当について、支給月数を 0.15月分引き上げる改正を行うものであります。 

それでは、改正条文についてご説明を申し上げます。併せて、本日お配りをいたしまし

た条例改正案新旧対照表の１ページをご覧いただきたいと思います。 

まず、改正条例案第１条の町長等の給与及び旅費に関する条例の一部改正であります。

同条例第４条は町長及び副町長のその他の給与に関する規定でありますが、このうち、期

末手当の 12 月分の支給率について、100分の 150を 100分の 165に 0.15月分引上げるも

のであります。 

次に、本改正条例案第２条についても、町長等の給与及び旅費に関する条例の一部改正

であります。同条例第４条の期末手当の６月分の支給率について、100 分の 140 を 100 分

の 147.5に、12 月分の支給率について 100分の 165を 100分の 157.5 とするものでありま

す。 

次に、改正条例案第３条の教育長の給与・勤務時間その他の勤務条件に関する条例の一

部を改正する条例であります。同条例第４条は教育長のその他の給与に関する規定であり

ますが、このうち、期末手当の 12 月分の支給率について、100分の 150を 100分の 165に

0.15月分引上げるものであります。 

次に、本改正条例案第４条につきましても、教育長の給与・勤務時間その他の勤務条件

に関する条例の一部を改正する条例であります。同条例第４条の期末手当の６月分の支給

率について、100 分の 140 を 100 分の 147.5 に、12 月分の支給率について、100 分の 165

を 100分の 157.5 とするものであります。 

次に、本改正条例案の附則でありますが、第１項及び第２項は施行期日でありまして、

第１項の改正条例案第１条及び第３条の規定は、公布の日のから施行し、平成 26年 12 月

１日に遡及して適用するものであります。次に、第２項の改正条例案第２条及び第４条の

規定は、平成 27年４月１日から施行するものであります。 

第３項は、期末手当の内払いの規定でありまして、改正後の条例を適用する場合におい

て、改正前の条例の規定に基づいて支給された期末手当は、改正後の条例の規定による給

与の内払いとみなすものであります。 

以上で、説明を終了させていただきますが、よろしくご審議をいただきまして、原案の

とおりご議決賜りますようお願いを申し上げます。 

○議長  これから質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第 35号、町長等の給与及び旅費に関する条例及び教育長の給与・勤務時

間その他の勤務条件に関する条例の一部を改正する条例を採決します。 

お諮りします。 

本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。 
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（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 35号、町長等の給与及び旅費に関する条例及び教育長の給与・勤務

時間その他の勤務条件に関する条例の一部を改正する条例は、原案のとおり可決されまし

た。 

追加日程第３、議案第 36号、議会議員の議員報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条

例を議題とします。 

本案についての説明を求めます。 

総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  議案第 36号、議会議員の議員報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例に

ついて、ご説明を申し上げます。 

本案につきましては、ただいまご議決をいただきました町長等の期末手当の改正に伴い、

議会議員の期末手当についても同じく改定するものであります。 

それでは、改正条文についてご説明を申し上げますが、併せて、本日お配りいたしまし

た条例改正案新旧対照表の３ページをご覧いただきたいと思います。 

まず、改正条例案第１条の議会議員の議員報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例

であります。同条例第７条は議会議員の期末手当の規定でありますが、同条第２項の 12

月分の支給率について、100分の150を100分の165に 0.15月分引上げるものであります。 

次に、本改正条例案第２条についても、議会議員の議員報酬及び費用弁償条例の一部を

改正する条例であります。同条例第７条第２項の期末手当の６月分の支給率について、100

分の 140を 100分の 147.5に、12 月分の支給率について、100分の 165を 100分の 157.5

とするものであります。 

次に、本改正条例案の附則でありますが、第１項及び第２項は施行期日でありまして、

第１項の改正条例案第１条の規定は、公布の日のから施行し、平成 26年 12 月１日に遡及

して適用するものであります。次に、第２項の改正条例案第２条の規定は、平成 27年４月

１日から施行するものであります。 

第３項は、期末手当の内払いの規定でありまして、改正後の条例を適用する場合におい

て、改正前の条例の規定に基づいて支給された期末手当は、改正後の条例の規定による期

末手当の内払いとみなすものであります。 

以上で、説明を終了させていただきますが、よろしくご審議をいただきまして、原案の

とおりご議決賜りますようお願いを申し上げます。 

○議長  これから質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第 36号、議会議員の議員報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例を

採決します。 
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お諮りします。 

本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 36号、議会議員の議員報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例

は、原案のとおり可決されました。 

追加日程第４、議案第 37号、平成 26年度西会津町一般会計補正予算（第９次）を議題

とします。 

本案についての説明を求めます。 

総務課長、伊藤要一郎君。 

○総務課長  議案第 37号、平成 26年度西会津町一般会計補正予算（第９次）の調製につ

いて、ご説明を申し上げます。 

今次補正の主な内容でありますが、町長等及び議会議員の期末手当等の額を調整し計上

したほか、消費者行政活性化交付金を活用した風評払拭事業の実施に要する経費を追加計

上したものであります。 

それでは予算書をご覧いただきたいと思います。 

平成 26年度西会津町の一般会計補正予算（第９次）は、次に定めるところによる。 

歳入歳出予算の補正。 

第１条、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 275万６千円を増額し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ 70億 6,423万６千円とする。 

第２項、歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、第１表歳入歳出予算補正による。 

補正の主な内容でありますが、事項別明細書でご説明を申し上げます。 

５ページをご覧いただきたいと思います。 

まず歳入でありますが、14款県支出金、２項６目商工費県補助金 200万円の増は、消費

者行政活性化交付金の追加計上であります。 

次に、17 款繰入金、２項１目財政調整基金繰入金 75 万６千円の増は、今次補正に係る

不足財源を繰り入れるものであります。 

次に、６ページをご覧いただきたいと思います。歳出であります。 

１款議会費でありますが、議会議員の期末手当であります。 

次に、２款総務費でありますが、町長の期末手当等であります。 

次に、７款商工費は消費者行政活性化交付金を活用して、現地ツアー企画運営委託料な

ど風評払拭事業の実施に要する経費を追加計上するものであります。 

次に、10款教育費は教育長の期末手当等であります。 

以上で説明を終了させていただきますが、よろしくご審議をいただきまして、原案のと

おりご議決賜りますようお願いを申し上げます。 

○議長  これから質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 
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これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、議案第 37号、平成 26年度西会津町一般会計補正予算（第９次）を採決しま

す。 

お諮りします。 

本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議案第 37号、平成 26年度西会津町一般会計補正予算（第９次）は、原案

のとおり可決されました。 

暫時休議します。（１５時０６分） 

○議長  再開します。（１５時２０分） 

日程第 22、陳情第３号、軽度外傷性脳損傷の周知、及び労災認定基準の改正などを求め

る陳情、日程第 23、陳情第６号、国に対し「東日本大震災の被災者に対する援助のための

日本司法支援センターの業務の特例に関する法律」の有効期限を延長する立法措置を求め

る意見書の提出を求める陳情、日程第 24、陳情第７号、町公共施設へのＬＰガス供給に関

する陳情書を一括議題とします。 

なお、審議の方法は、委員会の報告終了後、１議題ごとに質疑・採決の順序で行います

のでご協力をお願いします。 

委員長の報告を求めます。 

総務常任委員長、青木照夫君。 

○青木照夫  陳情審査報告書。本委員会に付託された陳情を審査した結果、次のとおり決

定したので会議規則第 93 条の規定により報告いたします。 

受理番号、陳情第３号、付託年月日、平成 26年９月５日、件名、軽度外傷性脳損傷の周

知、及び労災認定基準の改正などを求める陳情。 

審査の結果、採択すべきものと決定した。 

受理番号、陳情第６号、付託年月日、平成 26年 12 月５日、国に対し「東日本大震災の

被災者に対する援助のための日本司法支援センターの業務の特例に関する法律」の有効期

限を延長する立法措置を求める意見書の提出を求める陳情。 

採択すべきものと決定しました。 

○議長  経済常任委員長、五十嵐忠比古君。 

○五十嵐忠比古  陳情審査報告書。 

本委員会に付託された陳情を審査した結果、次のとおり決定したので会議規則第 93 条。 

記、受理番号、陳情第７号、付託年月日、平成 26年 12 月５日、件名、町公共施設への

ＬＰガス供給に関する陳情書。 

審査の結果、不採択すべきものと決定しました。 

以上であります。 

○議長  日程第 22、陳情第３号、軽度外傷性脳損傷の周知、及び労災認定基準の改正など
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を求める陳情の質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、陳情第３号、軽度外傷性脳損傷の周知、及び労災認定基準の改正などを求め

る陳情を採決します。 

お諮りします。 

陳情第３号は、委員長報告のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、陳情第３号、軽度外傷性脳損傷の周知、及び労災認定基準の改正などを求

める陳情は、委員長報告のとおり可決されました。 

日程第 23、陳情第６号、国に対し「東日本大震災の被災者に対する援助のための日本司

法支援センターの業務の特例に関する法律」の有効期限を延長する立法措置を求める意見

書の提出を求める陳情の質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、陳情第６号、国に対し「東日本大震災の被災者に対する援助のための日本司

法支援センターの業務の特例に関する法律」の有効期限を延長する立法措置を求める意見

書の提出を求める陳情を採決します。 

お諮りします。 

陳情第６号は、委員長報告のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、陳情第６号、国に対し「東日本大震災の被災者に対する援助のための日本

司法支援センターの業務の特例に関する法律」の有効期限を延長する立法措置を求める意

見書の提出を求める陳情は、委員長報告のとおり可決されました。 

日程第 24、陳情第７号、町公共施設へのＬＰガス供給に関する陳情書の質疑を行います。 

８番、多賀剛君。 

○多賀剛  経済常任委員長に１点お尋ねしたいんですが、この陳情書を見ますと３つの公

営住宅はいわゆる地元の業者を利用してない。今後利用していただきたいというような陳

情書になっております。 

まず、地元の業者を育成していく、利用していくというのは基本的にあると思いますが、

この３つの公営住宅がなぜ地元の業者を使っていない状況に至っているのか、その点１点



 221 

と、まず、これ不採択にしたということでありますが、どういう経緯でこれを不採択にさ

れたのかお尋ねいたします。 

○議長  委員長。 

○五十嵐忠比古  ただいまの質問に対して、町の公共施設だって、入居者がお金を払うわ

けで、我々は誰でもそうですけど、安いほうの料金をやると思いますので、そういうこと

です。 

まず、不採択の理由を申し上げます。町公共施設のＬＰガスの供給は、町役場、公民館

等の町がガス料金を支払う施設については地元業者の育成という観点から地元業者を利用

しております。 

しかしながら、本陳情に記載の３施設につきましては、ガス料金を支払うのは入居者で

あり、より安価なガス供給が望まれる施設であります。 

また、そのため現在その施設へのガスの供給につきましては、条件を満たす業者による

競争入札により供給業者の決定がされております。適正に処理されていることから、本陳

情につきましては、本委員会において審議した結果、不採択すべきものと決定させていた

だきました。 

また、最終的な競争入札における事業所の選定等につきましては、町の判断に委ねるも

のといたします。以上でございます。 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、陳情第７号、町公共施設へのＬＰガス供給に関する陳情書を採決します。 

お諮りします。 

陳情第７号は、委員長報告のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、陳情第７号、町公共施設へのＬＰガス供給に関する陳情書は、委員長報告

のとおり可決されました。 

日程第 25、意見書案第１号、軽度外傷性脳損傷の周知、及び労災認定基準の改正などを

求める意見書を議題とします。 

提出者の説明を求めます。 

９番、青木照夫君。 

○青木照夫  軽度外傷性損傷に関わる周知及び労災認定基準の改正など要請する意見書。 

標記の意見書案を会議規則第 13 条の規定により別紙のとおり提出します。 

提出者、青木照夫、多賀剛、長谷沼清吉、清野佐一、猪俣常三、長谷川義雄、三留正義。 

提出先、衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、法務大臣、厚生労働大臣、文部科学

大臣であります。 

軽度外傷性脳損傷に関わる周知及び労災認定基準の改正など要請する意見書。 

軽度外傷性脳損傷は、交通事故や高所からの転落、転倒、スポーツ外傷などにより、頭
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部に衝撃を受け、脳内の情報伝達を担う軸策と呼ばれる神経線維が断裂するなどして発症

する病気である。 

主な症状は、高次脳機能障害による記憶力・理解力・注意力の低下をはじめ、てんかん

などの意識障害、半身まひ、視野が狭くなる、匂い・味が分からなくなるなどの多発性脳

神経まひ、尿失禁など複雑かつ多様である。 

この病態は、世界保健機構ＷＨＯにおいて定義付けがなされており、他覚的・体系的な

神経学的検査及び神経各科の裏付け検査を実施すれば、外傷性脳損傷と診断することがで

きると報告されている。 

しかしながら、この軽度外傷性脳損傷は、日本の医療において知らされておらず、また、

ＭＲＩなどの画像検査では異常が見つかりにくいために、労災や自賠責保険の補償対象に

ならないケースが多く、働けない場合には経済的に追い込まれるケースもあるのが現状で

ある。 

さらに、本人や家族、周囲の人たちもこの病態を知らないために誤解が生じ、職場や学

校において理解されずに、悩み、苦しんでいるケースが多々ある。 

以上のことから、医療機関をはじめ、国民、教育機関への啓発・周知が重要と考える。 

国においては、現状を踏まえて下記の事項について適切な措置を講じるよう強く要望す

る。 

１．業務上の災害または通勤災害により軽度外傷性脳損傷となり、後遺症が残存した労

働者を、労災の障害年金が受給できるよう、労災認定基準に改正すること。 

２．労災認定基準の改正に当たっては、他覚的・体系的な神経学的検査法など、画像に

代わる外傷性脳損傷の判定方法を導入すること。 

軽度外傷性脳損傷について、医療機関をはじめ国民、教育機関への啓発・周知を図るこ

と。 

以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出する。 

○議長  これから質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、意見書案第１号、軽度外傷性脳損傷の周知、及び労災認定基準の改正などを

求める意見書を採決します。 

お諮りします。 

本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって意見書案第１号、軽度外傷性脳損傷の周知、及び労災認定基準の改正などを

求める意見書は、原案のとおり可決されました。 

日程第 26、意見書案第２号、「東日本大震災の被災者に対する援助のための日本司法支
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援センターの業務の特例に関する法律」の有効期限を延長する立法措置を求める意見書を

議題とします。 

提出者の説明を求めます。 

９番、青木照夫君。 

○青木照夫  「東日本大震災の被災者に対する援助のための日本司法支援センターの業務

の特例に関する法律」の有効期限を延長する立法措置を求める意見書。 

提出者、青木照夫、多賀剛、長谷沼清吉、清野佐一、猪俣常三、長谷川義雄、三留正義。 

提出先、内閣総理大臣、法務大臣、復興大臣、環境大臣、経済産業大臣であります。 

「東日本大震災の被災者に対する援助のための日本司法支援センターの業務の特例に関

する法律」の有効期限を延長する立法措置を求める意見書。 

東日本大震災に福島第一原子力発電所事故の発生から３年が経過した。 

この間、被災者又は被害者、被災者自治体、国の関係機関の努力により、復興には徐々

に進んではいるものの、その進捗は十分とはいえない。 

2014年３月 10日の朝日新聞の報道によると、同日現在で、避難者は全国で 26万 7,419

人、被災三県では岩手県３万 4,847人、宮城県８万 9,882 人、福島県８万 5,589人にも上

り、未だ多くの被災者又は被害者が避難生活を強いられている。 

他方、同報道による、災害公設住宅完成戸数の進捗率は、被災三県で９パーセント前後

と遅れが目立つ。 

また、原発事故は、放射能による被害が多種多様であり、かつ広範囲に及んでいる実態

から、今後、その被害の全容が明らかになるほど、賠償問題が法的紛争に発展する可能性

がますます高まると思われる。 

このように、多くの被災者又は被害者が避難生活を余儀なくされ、また、原発事故によ

る賠償問題も解決にはほど遠いことから、生活再建の道のりは未だ遠い状況にある。 

東日本大震災と原発事故は、人々の生活基盤をことごとく破壊し、様々な問題を抱える

こととなった被災者又は被害者の法的ニーズは極めて大きなものがあった。 

ところが、本来は民事法律扶助の被援助者であるはずの者が、被災者生活支援金、義援

金、建物損害保険金、原子力損害賠償金などを受給して一時的に資力要件をオーバーし、

扶助相談を受けられないことが大きな問題となった。 

そこで、被災地の弁護士会及び自治体から被災者又は被害者の法的支援に対応する法整

備を求める要望が寄せられ、2012 年３月 23 日に東日本大震災の被災者に対する援助のた

めの日本司法支援センターの業務の特例に関する法律、2012年３月29日公布法律第６号。

以下、本特例法が成立した。 

本特例法は、東日本大震災に際し被災救助法が適用された市区町村の区域における被災

者又は被害者を対象として、日本司法支援センターが実施する民事法律扶助業務に付随す

る形で東日本大震災法律援助事業を創設したものです。 

この東日本大震災法律援助事業は、従来の民事法律扶助業務に比し、１．援助を受ける

被災者の資力の状況を問わず、２．対象事件の範囲も裁判外紛争解決手続や行政不服申立

手続にまで拡大し、また、３．立替金の償還・支払も事件継続中は猶予するものであり、

被災者又は被害者にとって法的紛争解決のための有益なツールを提供するものとなった。 
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本特例法に基づき、弁護士が行った法律相談援助は 2012 年、４万 2,981 件、岩手県、宮

城県、福島県、2013 年で４万 8,418件、岩手、宮城、福島に上る。 

また、代理援助件数は、2012 年度で 2,699 件、岩手、宮城、福島、2013 年度で 2,607

件、岩手、宮城、福島、山形に上る。 

書類作成援助件数は、2012 年度で８件、2013 年度で 13 件に上る。2013 年度の数値は 2014

年５月 13 日現在の速報値である。 

このように、未だ被災者又は被害者の生活再建に向けた法律相談援助などの需要が多く

存在するものといえる。 

以上のように、被災地の復興はまだ途上にあり、本特例法に基づく法律相談援助などの

需要は、東日本大震災及び原発事故の発生から３年を経ても、未だ大きいといえる。 

むしろ、今後、仮設住宅からの退去、新居への移転を進めていく中で、換地や補償に関

する法的問題、その前提となる相続、住宅ローン問題なども多く発生するものと思われ、

また、原発事故による賠償問題は、区域の見直しによる損害賠償打ち切りを契機とする訴

訟化、区域外避難者による損害賠償請求、逸失利益又は各種不動産に関する損害賠償請求

など、さらに増加するものと思われる。 

ところが、本特例法附則第３条第１項では、この法律は、この法律の施行の日から起算

して３年を経過した日に、その効力を失うとあり、現行法のままでは、2015 年３月 31 日

に同法は効力を失い、被災者又は被害者は同法に基づく法律相談援助などを受けることが

できなくなってしまう。 

その後は、一般の民事法扶助制度で対応することになるが、本来は民事法律扶助の支援

者であるはずの者が、受給した被災者生活支援金、義援金、建物損害保険金、原子力損害

賠償金などの残りを預貯金として保有しているがために、資力要件を満たさないとして民

事法律扶助を受けられなくなるおそれがある。 

これでは、東日本大震災及び原発事故の後の混乱から本格的に復興に向かっていかなけ

ればならない被災者又は被害者の生活再建に水を差すことになりかねない 

以上、地方自治法第 99条の規定により、本特例法の有効期限を延長する立法措置を講ず

るよう意見書を提出する。 

○議長  これから質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから、意見書案第２号、「東日本大震災の被災者に対する援助のための日本司法支援

センターの業務の特例に関する法律」の有効期限を延長する立法措置を求める意見書を採

決します。 

お諮りします。 

本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 
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○議長  異議なしと認めます。 

したがって、意見書案第２号、「東日本大震災の被災者に対する援助のための日本司法支

援センターの業務の特例に関する法律」の有効期限を延長する立法措置を求める意見書は、

原案のとおり可決されました。 

日程第 27、議会運営委員会の継続審査申出についてを議題とします。 

議会運営委員会よりお手元に配りました特定事件について、閉会中の継続審査の申出が

あります。 

お諮りします。 

議会運営委員会から申出のとおり、閉会中の継続審査とすることにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議会運営委員会から申出のとおり、閉会中の継続審査とすることに決定し

ました。 

日程第 28、議会広報特別委員会の継続審査申出についてを議題とします。 

議会広報特別委員会よりお手元に配りました特定事件について、閉会中の継続審査の申

出があります。 

お諮りします。 

議会広報特別委員会から申出のとおり、閉会中の継続審査とすることにご異議ありませ

んか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議会広報特別委員会から申出のとおり、閉会中の継続審査とすることに決

定しました。 

日程第 29、議会活性化特別委員会の継続審査申し出についてを議題とします。 

議会活性化特別委員会よりお手元に配りました特定事件について、閉会中の継続審査の

申出があります。 

お諮りします。 

議会活性化特別委員会から申出のとおり、閉会中の継続審査とすることにご異議ありま

せんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、議会活性化特別委員会から申出のとおり、閉会中の継続審査とすることに

決定しました。 

日程第 30、保育施設運営に係る調査特別委員会の継続審査申出についてを議題とします。 

保育施設運営に係る調査特別委員会よりお手元に配りました特定事件について、閉会中

の継続審査の申出があります。 

お諮りします。 

保育施設運営に係る調査特別委員会からの申出のとおり、閉会中の継続審査とすること

にご異議ありませんか。 
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（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

したがって、保育施設運営に係る調査特別委員会から申出のとおり、閉会中の継続審査

とすることに決定しました。 

本定例会に付議された事件は、以上をもって審議を終了しました。 

町長よりあいさつがあります。 

町長、伊藤勝君。 

○町長  12 月議会定例会閉会にあたり、一言ごあいさつを申し上げます。 

議員各位におかれましては、議案 37件につきまして慎重にご審議を賜り、全議案とも原

案どおりご議決をいただきましたことを衷心より厚く御礼を申し上げます。 

本議会では、各種条例の改正をはじめ、町総合計画後期基本計画の策定、米価下落に対

する緊急支援策や指定管理者の指定など重要案件をご審議いただきました。審議の中で賜

りましたご意見やご要望につきましては町政執行において十分配慮してまいる考えであり

ます。今後ともご理解とご協力のほどよろしくお願いいたします。 

さて、今年も残すところあと 20日となりました。本年は本町にとって町制施行 60 周年

という節目の年を迎え、新たなまちづくりに向かって町民憲章が制定されました。町民、

議会、行政が一体となった協働のまちづくりの精神をこの町民憲章に生かされるものと確

信しております。 

また、本町の農政の三本柱である米、ミネラル野菜、キノコの生産においてそれぞれ名

実共に日本一の賞を受賞するなど大きな成果を上げることができました。生産者の皆さま

にとっては大きな励みとなったところであります。来年度はさらに充実した経済基盤の確

立に向けて取り組んでまいりたいと存じます。 

大震災、原発事故から今日でちょうど３年９カ月となりました。今、全国各地では地震

や土砂崩れ、豪雪など災害が多発しておりますが、幸いにして本町は大きな災害もなく、

安心・安全な町民生活を維持しているところであります。被災地においては一日も早い復

旧、復興を願うものであります。 

町では今後も健康で安全・安心な町政運営に一層努めてまいる所存であります。 

来年の干支は未年であります。ひつじは群をなし、行動することから家族の安泰を表し、

平和に暮らすことを意味すると言われております。ひつじにまつわるいろんなことわざが

ありますが、多岐亡羊、あるいは羊頭狗肉、それぞれの意味をしっかりわきまえながら、

新たな方針である長期総合計画でしっかり取り組んでまいりたいと思います。議員各位の

ご理解とご協力を切にお願い申し上げます。 

皆さまにおかれましては、ゆく年を健康で送り、希望に満ちた新たな年を迎えられます

ことを切にお祈り申し上げ、ますますのご活躍をご期待いたしまして閉会にあたってのあ

いさつといたします。まことにありがとうございました。 

○議長  閉会にあたり一言ごあいさつ申し上げます。 

去る 12 月５日以来、本日まで７日間にわたり議員各位におかれましては年の瀬を迎え、

何かとご多忙中にもかかわらず、熱心にご審議を賜り、本日をもって全議案原案どおり議

決、成立を見ました。 
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会議を通じて議事進行に各位のご協力を得ましたことに対し、厚く御礼申し上げます。 

町当局におかれましては執行にあたっては本会議において議員各位から述べられました

意見なり要望事項につきまして特に留意されるとともに、適切なる運営をもって進められ、

町勢発展のため一層のご努力をお願い申し上げます。 

今年も残り少なくなりました。議員の皆様方、執行部の皆様方におかれましては一層ご

自愛の上、よいお年を迎えられますようご祈念申し上げますとともに、今後とも町政の積

極的な推進にご精励賜りますようお願い申し上げ、閉会のあいさつといたします。 

これをもって、平成 26年第６回西会津町議会定例会を閉会します。（１５時５９分） 

 

 

 


